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 2011 年の秋、私は国際ビジネス研究学会で院生優秀論文賞をいただいた。その時、
私がしたスピーチの内容を思い出す。自分の研究は自分一人でやるのではなく、周り
の多くの人の支えでできている、私が倒れず、くじけず、進んで来られたのは、周り
のみんなに支えられているためであるとの内容だった。当時私は一つの約束をした。
自分の研究がこれで完成だと思わず、よい博士論文としてまとめ上げることで、賞を
下さった方々、自分を支えて下った方々に恩返しをしたいという約束だった。まだ十
分だとは言えないが、ここでその約束を果たすことができてとてもうれしい。  
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1．はじめに：問題意識 
1．1．研究の背景 
 本研究は、多国籍企業の競争力の源泉の一つが、組織内部で知識を移転させ活用す
る能力だとみなし、それに注目したものである。多国籍企業は全世界にその組織網を
張り巡らせている。組織網の中での知識の流れ、その方向性、それが流れる方法など
を本研究では知識ネットワークと呼ぶことにする。この知識ネットワークが多国籍企
業に知識を移転させ活用する能力なるものだとし、それについて分析し、それが形成
されるメカニズムを明らかにすることが目的である。  
 なぜ多国籍企業の競争力について探る必要があるのか。企業の活動は国内だけに限
らず、海外までに及んでいる。グローバル時代に伴い企業の活動もグローバル化して
いる。図 1.1 は世界の海外直接投資(Foreign Direct Invesntment)の額を表したものである
1。海外直接投資とは、海外での単なる資産運用ではなく、経営参加や技術提携などを
目的とした対外投資を指すものであり、多国籍企業の海外活動を示す指数として用い
られることが多い。これを見ると、全世界の直接投資額が上がっていることが分かる。
また先進国と開発途上国で分けてみても両方とも海外直接投資額が大きくなっている
こともわかる。要するに昨今は先進国の企業も開発途上国の企業も積極的に海外に進
出し事業活動を行っている証拠だといえよう。 
 
このような多国籍企業化の流れを、日本企業を例にとって詳しく見てみよう。図 1.2
                                                   
1
 ある国からほかの国に対して投資した出資額を表している。  
図 1．1．世界の海外直接投資額推移 
 
単位：現在の価格と為替で換算した million $ 
出所：United Nations conference on trade and development 
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は 1992 年から 2011 年までの日本企業の海外現地法人数の推移を表したものである。
これをみると、何回かの浮沈はあるものの持続的に日本企業の海外法人の数が増えて
いるのが分かる。  
  
 ではこれらの海外法人は多国籍企業の中でどれほどの役割を占めているのだろうか。
図 1.3 は日本企業の中で海外に進出している企業全体の売上高と海外法人の売上高、そ
して全体の売上高に占める海外法人の売上高比率を表したものである。これを見ると、
日本の多国籍企業において、海外法人の売上高の比率がかなり高いことを確認するこ
とができる。  
図 1．2．日本企業の海外法人数推移 
 
出所：経済産業省海外事業活動基本調査 
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 また多国籍企業が進出する地域も多様になった。新興国が発展してきたのにつれて、
過去の北米、ヨーロッパ中心の進出から多様化した海外進出の様子を見せるようにな
ったのである。図 1.4 は 1992 年、2002 年、2011 年の日本企業の海外法人の分布を表し
たものである。これを見るとアメリカとヨーロッパが占める割合は減り、中国 3が増え
ていることが分かる。このように多国籍企業の進出先も多様化しているのである。  
                                                   
2
 売上比率は海外法人の売上高 /(海外法人の売上高＋本社の売上高 )で計算した。  
3
 中国のデータには香港・マカオが含まれている。  
図 1．3．日本企業と海外法人の売上高 
 
単位：百万円(売上高)、%(売上比率) 
出所：経済産業省海外事業活動基本調査 
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 このように多国籍企業の活動が増え、その進出拠点も多様化している中で、それを
どうマネジメントすべきかが企業にとって大変難しい課題となっている。このような
状況は日本だけでの問題ではない。アメリカ企業、欧州企業、韓国企業など全世界の
企業で起きていることなのである。実際に統計をみると、アメリカ企業が国外で挙げ
る利益の割合は、1950 年代には 10%にもいかなかったが、その後徐々に成長し現在は
30%を越える水準まで成長している4。 
このような状況で多国籍企業の競争力を探ることは、経営学に任された課題だとい
える。では、なぜこの研究では多国籍企業の競争力を知識ネットワークという観点か
ら見るのか。それに関しては次節で説明する。  
 
1．2．課題提起 
 多国籍企業の競争力に関してはどのような研究がなされてきたか。多国籍企業は本
国でなんらかの優位性を持っていて、それを海外に移転することで競争力を得ると考
えられてきた(Kindleburger,1969; Hymer,1970; 1976; Dunning, 1979; Rugman,1981)。しか
し本国に優位性を持っているだけでは競争優位に立つことはできず、それを国際的に
移転する能力が必要なのである。Hymer (1970)では、多国籍企業が海外で優位性を利用
するためには、その組織を発展させる必要があるといった。Rugman (1981)は企業が本
国で持つ情報・知識をその優位性としてみなし、そのような優位性を、市場を通じて
                                                   
4
 http://www5.cao.go.jp/j-j/sekai_chouryuu/sh11-01/s1-11-1-2/s1-11-1-2-08z.html 
図 1．4．日本企業の海外法人の分布 
 
単位：% 
出所：経済産業省海外事業活動基本調査 
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移転することは難しいため、多国籍企業が発達するとみた。これらの議論の共通点は、
多国籍企業が持つ情報・知識を優位性としてみなし、それを国際的に移転して活用す
る能力を重要視した点である。  
 その後多国籍企業のマネジメントに関する議論が登場する。Bartlett & Ghoshal (1989)
は、トランスナショナル企業という多国籍企業の理想像を提示した。それは世界規模
での効率性を追求しつつも現地適応に適応し、イノベーションを促進するという 3 つ
の戦略課題を同時に達成することができる企業であると定義した。これは現地適応及
びイノベーションを通じて知識を生み出し、同時にそれをグローバルに広めていく企
業であると解釈することができる。Doz, Santos, Williamson(2001)は全世界的に知識を集
めてそこから競争優位を生み出すメタナショナルという概念を提唱した。このように
多国籍企業のマネジメントにおいても知識を競争力の源泉だとみなしそれをどうマネ
ジメントするかを議論してきたのである。  
 しかしこれらの議論は、多国籍企業における知識とそれを国際的に移転する能力が
重要だとは言ってきたが、具体的にどのようにそれを成し遂げるかについては言及し
ていない。知識は容易には移転できず、それを移転させるためにはコストがかかる (von 
Hippel,1994; Szulanski,1996; 2000)。多国籍企業の競争力はこのように移転しにくい知識
というものをうまく移転し、活用することによって得られる。では多国籍企業はどの
ように知識を移転しているのだろうか。既存の知識移転の研究は知識移転の効率にそ
の焦点が合わせられており、知識移転を遂行し、それを管理するための能力をどうつ
けるかに関する議論は抜けていた。  
 知識移転論では、様々な状況における企業の知識移転を扱ってきた。そのなかでは
多国籍企業が本国から海外へ知識を移転する状況ももちろん扱われてきた。知識移転
論ではどのような条件があれば効率的に知識を移転させることができるかに関する研
究が主流だった。多くの研究は知識そのものの特性から知識移転の効率性を論じた
(Kogut & Zander,1993; Zander & Kogut,1995; Szulanski,1996; 2000)。また知識が移転され
ることは組織関係によって解釈された (Darr, Argote & Epple,1995; Almeida & 
Kogut,1998; Tsai,2001; Schlegelmilch & Chini,2003)。 
 山口(2006)は日本のマザー工場システムを本国の優位性を移転する多国籍企業の組
織能力だと捉えた。日本的経営システム・生産システムは日本企業の優位性であると
多くの文献から指摘されてきた (Ouchi & Jaeger,1978; Ouchi & Price,1978; Pascal & 
Athos,1981; 安保他,1991; Liker et al.,1999; 山口,2006)。山口はこのような日本的生産シ
ステムを移転するためにマザー工場システムが使われているといった。マザー工場シ
ステムは暗黙知という形式の組織ルーチンを国際移転する機能を果たしているのであ
る。 
 しかし山口の議論においても多国籍企業が知識を移転する能力がどのように形成さ
れたかについては関心が払われていなかった。多国籍企業が本国でどのような知識を
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持ち、どうそれを海外に移転する能力を形成したかに対するダイナミックな視点が抜
けているのである。多国籍企業の海外進出が急激に進み、またその進出国も多様化す
ると、本国本社及び多様な海外子会社の間で知識をどう管理するかという問題が台頭
する。結局複雑化する多国籍企業の企業ネットワークの内部で知識を移転し、管理す
るための知識ネットワークをどう構築し、位置付けるかが重要になる。 
よって本研究では多国籍企業の競争力を左右する最も重要な要素である知識とそれ
を多国籍企業内部で活用する能力、つまりグローバル知識ネットワークについて探る
ことにする。こうした問題意識から本研究は以下を基本的研究課題とする。  
 
 多国籍企業が競争力の源泉となる知識を移転・活用するために持つグローバル知識
ネットワークの構造と機能は何か。そしてそれが形成されるメカニズムは何か。  
 
1．3．研究の目的と分析対象 
 本稿では、企業のグローバル知識ネットワークの姿を本国から海外への知識移転と
いう視点で分析する。企業はそれぞれ特色のある知識体系を持っている。それは本国
で経営を営みながら発展されて、企業特殊的な競争優位性の源泉になり。企業がこの
ような本国の知識をいかに海外へ移転するのかを分析することで、企業のグローバル
知識ネットワークについて説明することにしたい。  
 前節でも述べたとおりに本稿は企業のグローバル知識ネットワークを分析するため
にいくつかの視点を提示する。まずは知識ネットワークの構造を明らかにすることで
ある。知識ネットワークがどう構成されているか、ネットワークの中心はどこか、ネ
ットワーク内の関係性はどうなっているのかなどの疑問に答える。次にネットワーク
の機能を明らかにする。ネットワークの中で知識はいかに流れているか、それがどん
な効率性を持つのかなどの議論を展開する。最後に知識ネットワークの形成メカニズ
ムを明らかにする。競争力のある知識ネットワークがどのように形成されるのかに対
する答えを探ることにしたい。  
 そのために本稿では自動車産業を事例に議論を進めることにしたい。自動車は大物
の商品であり、多くの部品が結合され一つの商品になる。それを開発・生産するため
には非常に複雑かつ精巧な知識が要求される。自動車は本国で生産され、海外へ輸出
することも多いが、ある程度市場が確保されていれば直接海外に進出し現地生産を行
うことが多い。輸送、市場対応の面だけではなく、関税関係の問題からも現地生産が
進められてきた。つまり自動車産業は生産の海外進出がかなり進んでいる産業だとい
える。また製品の生産における生産性向上が長い歴史のなかで図られてきた産業でも
あり、生産システムの重要性が非常に高い。生産システムという知識体系を海外に移
転することで海外での生産性や生産量を確保することが自動車産業の競争力と直結す
るのである。つまり自動車産業は知識のグローバル的な活用が必須的な産業なのであ
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る。その面で本研究の問題意識に合致していると考えられる。  
 また自動車産業のなかでも、日本のトヨタ自動車と韓国の現代自動車を研究対象と
して取り上げたい。両社は多くの海外子会社を持つ多国籍企業であり、海外で積極的
に現地生産を行っている。トヨタ自動車と現代自動車は対照になるようなグローバル
知識ネットワークを持っている。トヨタ自動車がマザー工場システムに代表される調
整型分権グローバル知識ネットワークをもっているとすれば、現代自動車はモデル工
場システムに代表される集権グローバル知識ネットワークを持っているといえる。こ
の両者の違いはその生産システムの違いからきている。対象となる両社の知識ネット
ワークを比較・分析することで知識移転論及び多国籍企業論における新しい知見が得
られると期待できる。本論文では両社の生産システムの特徴を比較分析し、その差が
グローバル知識ネットワークにつながることを指摘し、それが形成されるメカニズム
をダイナミックに分析する。  
 
1．4．本論文の構成 
 本稿では、以上のような問題意識と研究課題を明らかにするために、次のように構
成されている。  
 第 2 章ではグローバル知識ネットワークを分析するために既存文献を整理して本研
究における理論的な土台を確立する。多国籍企業の海外展開に関する理論から始まり、
その後海外生産に関する研究を整理する。日本企業の海外生産とそれを支えているマ
ザー工場システムを見た後は、知識移転と知識ネットワークの研究をまとめることに
する。最後に本研究の分析枠組みを整理する。  
 第 3 章ではトヨタ自動車と現代自動車の本国における生産システムに関して分析を
行う。まずは、両社の歴史を分析し、海外に進出してからの歴史を 3 つの時期に分け
ることでダイナミックな分析に備える。またそれぞれの生産システムの特徴を明らか
にし、分析枠組みに照らし合わせてその移転可能性を分析する。最後に両者の比較を
通じてその差を鮮明に表わす。  
 第 4 章では、本国における知識ネットワークについて分析する。トヨタ自動車と現
代自動車の両社は本国に複数の工場を持っている。その工場がお互いどの様な関係で
つながっているかを分析する。トヨタ自動車の生産現場で生まれる多様性について言
及してから生産調査室と GPC という 2 つの組織の役割について説明する。さらに現代
自動車の最大工場である蔚山工場について説明してから国内の労使環境と生産技術研
究所について説明する。  
第 5 章では、生産システムの海外移転方式を実例と共にみることにする。この章で
はトヨタ自動車の高岡工場と天津一汽豊田の天津泰達工場の事例を通じてトヨタ自動
車におけるマザー工場制の実例を分析する。そして現代自動車の牙山工場と北京現代
汽車の北京工場の事例を通じて現代自動車におけるモデル工場制の実例を分析する。
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またマザー工場制とモデル工場制の比較も行い両方式の差を表わす。 
 第 6 章では、グローバル知識ネットワークの全体像を明らかにする。生産拠点だけ
ではなく、それをサポートする組織の存在と役割も合わせて議論する。トヨタ自動車
は生産調査室と GPCのグローバル機能について、そして現代自動車は生産技術研究所、
パイロットセンター、グローバル総合状況室について分析する。そして海外生産拠点
で生まれる知識とその移転についても分析する。トヨタ自動車の海外工場が自らマザ
ー工場化する現象や現代自動車の海外生産拠点で生産システムの進化が起きることを
説明する。それと合わせてトヨタ自動車と現代自動車がそれぞれ集権的・分権的知識
ネットワークを持っていることを指摘する。  
 3 章から 6 章までは、それぞれのテーマに合わせてトヨタ自動車と現代自動車の事例
を並べて記述している。そして章の最後にそれを比較し、考察を行う構成になってい
る。 
 第 7 章では、今までの分析を基に議論を拡張することを試みる。集権ネットワーク
と分権ネットワークに関する考察を進め、本国制約条件と知識の形成についても論じ
る。そして最後にグローバル知識ネットワークの中での海外子会社の役割について述
べる。  
最後に第 8 章では、本研究で繰り広げた議論を整理し、本稿の理論的な貢献、実務
的インプリケーション、そして今後の課題について説明する。本研究は新しいフレー
ムワークで知識移転の詳細なメカニズムを明らかにし、マザー工場システムの議論を
拡張し、グローバル知識ネットワークが形成されるメカニズムを明らかにし、企業の
制約条件から競争力が生まれることを示す。
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2．グローバル知識ネットワークの分析視点 
本節では既存の文献を整理することで、本研究の問題意識と課題を明確にし、3 章以
降の分析に備える。まずは多国籍企業に関する理論をまとめる。そして多国籍企業の
中でも海外生産に関する議論をまとめる。これは本研究が対象としている事例が自動
車産業の海外生産における知識移転だからである。次に日本企業の海外生産とそれに
関する理論について分析する。そこでマザー工場システムに関する議論が登場する。
続いて知識移転と知識ネットワークに関する研究をまとめる。最後にこれらの既存研
究から本研究のフレームワークを提示する。  
 
2．1．多国籍企業の海外展開 
海外直接投資に関する理論  
 多国籍企業を説明するためには、まず資本が国内から海外に移動する現象から考え
る必要がある。第二次世界大戦前の国際資本移動に関する研究は 2 つの流れから考え
ることができる。一つはマルクス経済学の観点から資本は帝国主義国家からその植民
地へ移動するという説明である。もう一つは古典経済学からの観点で利子率の高い国
に資本が移動するという見方だった(Ietto-Gillies,2012)。Hymer(1976)は資本の国際移動
を、直接投資(direct investment)と証券投資(portfolio investment)の 2 種類に区別し直接投
資に関する研究を行った。証券投資は国別の利子率の差によって発生する。証券投資
家たちは最高の収益をもたらす投資機会を求め、利子率の高い国へ投資を行う。Hymer
は従来の証券投資の理論では直接投資行動を説明することができないと主張した。利
子率のみでは、直接投資がアメリカから海外へ、そして特定産業へ偏っていることや
資本の総合投資などを説明することができない。  
それでは多国籍企業はなぜ直接投資を通じて海外に進出するのか。証券投資と直接
投資の最も大きな差は、直接投資の場合、投資対象になっている企業を投資家が直接
支配(control)する点である。投資家が支配を求める理由には、まず投資対象に対する不
信感がある。投資の安全性を確保するために企業全体を支配しようとするのである。
もう一つの理由は、投資企業がある特定事業活動を行う能力の点でほかの企業より優
位に立っている際に、そこから生まれる利益を占有するためである。 
企業の優位性は、企業がほかの企業より低コストで生産要素を手に入れることがで
きるか、またはより効率的な生産関数に関する知識ないし支配を保持するか、あるい
はその企業が流通面の能力において優れているか、生産物差別を持っているかのいず
れかによってもたらされる。海外進出企業は、地元企業に比べ、言語、現地経済、法
規則、流通網などの面で不利である。そのため多国籍企業は地元企業に勝る何らかの
優位性を持っていなければならない。  
しかし、投資企業がもつ優位性を海外市場で活用する方法は直接投資による支配以
外にも存在する。それにもかかわらず直接投資が行われるのは市場に不完全性が存在
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するためである。市場は不完全であるため優位性の取引には向いていない。そのため
企業は自らの優位性からの利益を確保するために、直接投資による支配と国際事業活
動を行うのである。  
 Kindleburger(1969)は直接投資を誘発する多国籍の持つ優位性を 4つにまとめている。
第 1 に、製品市場における完全競争からの乖離である。これには製品差別化、特別な
マーケティング技術、小売価格維持、管理価格などが含まれる。第 2 は、要素市場に
おける完全競争からの乖離である。これには特許的技術、非公開技術の存在、資本調
達における差別化、組織に組み込まれた経営者の能力の差などが含まれる。第 3 は、
規模の経済、垂直統合を通じる利益の享受である。第 4 は、生産、参入に対する政府
の規制である。  
 海外直接投資を説明するもう一つの理論は内部化理論である。内部化理論はその起
源を Coase(1937)から見出すことができる。Coase は自分の論文で、市場を利用するこ
とにも費用がかかると主張した。市場で取引をするためには取引相手を見つけ、取引
条件に関する交渉を行い、契約が履行されるのかを監視するなど様々な費用が掛かる。
もし企業が自身の内部市場で取引を行うならば、このような費用は必要でなくなる。
しかし企業が拡大するにつれて組織内部における調整費用は高くなる。つまり企業は
組織的調整費用が市場での取引費用を越えない線まで外部の市場を内部化するのであ
る。 
 この内部化理論は多国籍企業の分析にも応用されるようになる。Rugman(1981)では
内部化理論を利用して多国籍企業を説明する。多国籍企業はある種の外部性に対する
一つの対応である。多国籍企業が存在するのは、政府の規制と市場の失敗があるから
である。情報や知識は市場の不完全性により市場で取引されるのが難しい。多国籍企
業は研究、情報、知識などの中間生産物を、企業内部市場を通じて海外で用いている
のである。  
 Dunning(1979)は、このような企業のもつ所有優位性(Ownership specific advantages)と、
それが市場取引されずに内部化されるための内部化優位性(Internalization incentive 
advantages)、そして進出国における立地優位性(Location specific advantages)を一つにし
た折衷理論を提唱した。これら三つの頭文字を取って OLI パラダイムとも呼ばれる。  
企業の海外直接投資は、その企業が所有優位性を持っていて、海外に進出した時に
その優位性を活用することでローカル企業より利益を得ることができ、さらにそれを
内部化することがその優位性を他企業にリース、ライセンスするより有益な時、行わ
れる。このような優位性は、製品・要素市場の不完全性、国間の精神的・物理的距離、
政府政策などによって影響されるとした。  
 
多国籍企業のマネジメント  
 その後多国籍企業論は多国籍企業がなぜ海外企業に進出するかではなく多国籍企業
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のマネジメント自体に関心が移っていく。Porter(1986)は多国籍企業が持つ 2 つの面を
強調している。バリューチェーンの各機能をどこでもつのかという「配置」の面とほ
かの国で行われる活動をどのように「調整」するかの問題である。配置のことを考え
る際には、規模の経済、学習曲線、比較優位、活動を集めた時に発生する利益、政府、
各種リスクなどを考慮すべきである。調整を考える際には、ノウハウのシェア、比較
優位の移動、コスト、組織的な問題などを考慮すべきである。Prahalad & Doz(1987)で
は、多国籍企業のマネジメントを IR フレームワークで説明した。I はグローバル統合
(Integration)を意味し、分散化している活動を中央で集中的にマネジメントすることを
指す。R は現地適応(Responsiveness)を意味し、海外子会社が現地環境に適応するため
に持つ自立性を指す。そして多国籍企業はこの 2 つの矛盾する圧力に柔軟に対応しな
ければいけないと主張した。  
Bartlett & Ghoshal(1989)はトランスナショナル企業という概念で多国籍企業の理想
像を提示した。トランスナショナル企業とは世界規模での効率性、各国環境への適応、
イノベーションの促進と活用という 3 つの戦略課題を同時に追求することができる組
織である。トランスナショナル企業を理解するためには、彼らが提示する多国籍企業
のタイプの分類を理解する必要がある。彼らは既存の多国籍企業をマルチナショナル
企業、インターナショナル企業、グローバル企業に分類した。  
 マルチナショナル企業は世界各地に資産と権限を分散させる。海外子会社のマネジ
メントはシンプルな財務的コントロールを通じて行われる。現地にかなりの自立性が
担保されており高い現地適応を見せる。このタイプの多国籍企業は世界各国ビジネス
のポートフォリオだということができる。  
 インターナショナル企業は本国本社が大きな役割をもつ。そして海外子会社はある
程度の裁量権を持っている。現地に合った製品や戦略などを導入することもできるが、
かなりの部分を本社に依存している。本社はフォーマルに海外事業をコントロールし、
知識移転も行う。  
 グローバル企業は本社に経営資源・資産と権限を集中させる。世界市場向けの製品
を本国で集中的に開発・生産してそれを全世界的活用するのである。海外事業体の役
割と権限はかなり少ない。  
 このようなタイプの企業らはいくつかの問題を抱えていた。まずはグローバルな効
率の追求と現地適応をトレードオフの関係とみなしていたことである。グローバルな
効率を追求すれば、現地適応ができなく、逆もそうである。もう一つの問題はイノベ
ーション対応の問題である。本社と海外の事業体の両方でイノベーションを生み、そ
れを活用することができなかったのである。  
 トランスナショナル企業は 3 つの戦略課題を達成するためにどのような組織的統制
とマネジメントの課題を持っているのか。グローバル規模での効率性と競争力のため
には、経営資源と資産を独立分散配置し多様な視点と能力を育てるべきである。各国
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環境に対応する柔軟性のためには、特化・差別化された役割を子会社に与え、多様か
つ柔軟な協働プロセスを開発する必要がある。最後にイノベーションを促進し世界規
模での学習を推進させるためには、共同開発及び知識共有を促進させ、ビジョンを共
有することが重要である。  
 トランスナショナル企業は、活動を国際的に分散させた上で、本社及び国ごとに役
割と構造が分化した子会社を構成要素とした、国境を越えた柔軟なネットワーク組織
なのである(椙山,2009)。 
多国籍企業のマネジメントについて知識の面から着目したのがメタナショナル企業
論である。Doz, Santos, Williamson(2001)はメタナショナル企業という概念を提示し多国
籍企業が知識をどうマネジメントすべきかを説明した。彼らは企業の競争優位は主に
知識にその基盤を置いていると考えた。そしてその知識は一か所に集中しているので
はなく、全世界に散りばめられていると主張した。メタナショナル企業はこのように
本国、もしくは海外子会社の束から競争優位を得るのではなく、全世界から知識を集
めて、それをつなげて活用することで競争優位を得る企業である。メタナショナル企
業は世界のことを、おそらくは互いに補い合う性質をもった専門知識を発見し、アク
セスし、結合し、それを新しいイノベーションにつなげることのできるようなポケッ
トが方々に点在している布地とみなしている。分散したポケットを寄せ集めて自分た
ちのイノベーションに役立てることで、独自の優位性を活用することができる
(Doz,2006)。  
メタナショナル企業は 3 つの能力を必要とする。第 1 は全世界にある知識や技術な
どを感知してそれにアクセスする能力である。第 2 は散在している能力と市場機会を
結合させる能力である。第 3 はオペレーションを効率的に、柔軟に、財務的に最適化
する能力である(Doz, Santos, Williamson,2001)。 
 
海外子会社から生まれる優位性  
 トランスナショナルやメタナショナルなどの議論が登場したのは、伝統的な海外直
接投資論で前提にされていた本国優位性の移転以外に海外子会社が現地環境に適応し
ながら何らかの優位性を生み出す現象が明らかになったからである。  
 Gupta & Govindarajan(1991, 1994)は多国籍企業内部の知識の流れを分析する中で、海
外子会社からも知識が生まれると指摘した。そして海外子会社がどれほどの知識を産
むか、またどれほどの知識を受け入れるかによって、その役割をグローバルイノベー
ター、統合プレイヤー、実行者、ローカルイノベーターの 4 つに分類した。そしてそ
れぞれの子会社のマネジメントが異なるべきだと主張している。  
 このような海外子会社の役割がどう変化するかについての研究もある。
Birkinshaw(1996)は海外子会社が権限(mandate)を獲得、発展、失効することに関して観
察した。子会社が権限を獲得、発展させるためには子会社自らの能力 (capabilities)が重
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要であると指摘した。Birkinshaw & Hood(1998)では、海外子会社の役割の変化とそれ
を促進・抑制する要素についてみている。それによると海外子会社の役割の進化は本
国からの役割の付与、子会社自らの選択、そして現地環境に影響される。  
 Rugman & Verbeke (2001)は多国籍企業が企業特殊優位性を生み出し、伝播する 10 の
パターンを分類して、その中でも海外子会社が優位性を生み出す 3 つのパターンに注
目している。海外子会社は現地環境に依存しない優位性を生み出す。その優位性は自
らのオペレーションから生まれるものもあれば、本社の意思決定やガイドラインにリ
ンクして生まれるものもある。また現地環境から生まれる優位性もある。そしてそれ
は多国籍内部での伝播のために地域環境に依存しない優位性として変換される。  
 
小括 
 国際経営論の分野では、多国籍企業が本国で優位性を持ちそれをどのように海外に
伝えるかに関する議論が繰り広げられてきた。またそれだけではなく、海外子会社か
らも優位性が生まれることが研究されている。このように多国籍企業の各拠点から新
しい優位性が生まれ、それが多国籍企業全体に伝わることが競争力の源泉となること
も確認されている。しかしこのような優位性を伝えるネットワークをどのように形成
していくのかについての議論はあまりなされていない。次の節では、多国籍企業論の
なかでも海外生産に焦点を絞り議論する。  
 
   
2．2．多国籍企業と海外生産 
海外直接投資と海外生産  
多国籍企業の海外生産に関する研究は、前節で扱った海外直接投資に関する経済理
論とつながることになる。1960 年以降の伝統的な外国市場参入戦略論や多国籍企業論
の研究対象となる外国市場参入方式には、本国からの輸出、外国の独立企業に対する
ライセンシング、海外現地生産のための対外直接投資がある(藤沢 ,2000)。つまり海外
直接投資の理論は多国籍企業が投資を通じて海外で生産を行うことが前提とされてい
たのである。  
その反面、もう少し実務的な観点から接近した研究もあった。Barlow (1953)は海外
子会社の生産のマネジメントについて扱っている。本研究はメキシコで海外生産子会
社を持つ企業を調査しそのマネジメントについて説明している。海外生産子会社を持
つ親会社は①各海外生産ユニットを監督し、②輸出販売を指揮し、③海外活動間を調
整させ、④本国と海外との情報のつながりを提供し、⑤トップに海外オペレーション
の問題や必要事項を報告する役割を担う。親会社は海外生産子会社の製品、経営陣、
会計、財務、規模に関して子会社に指示を出していた。しかし子会社からどれほどの
情報を要求するか、またどれくらい経営の裁量を与えるかに関してはそれぞれの会社
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が違う様子を見せた。  
 
製品ライフサイクル理論  
 Vernon(1966)では、製品のライフサイクルにより生産拠点が、先進国から発展途上国
に移転されていくと主張した。その際に製品のライフサイクルを 3 つに分類して分析
をしている。  
まずは導入期である。アメリカ市場には他の国と比べて高所得消費者が存在する。
そのため、他の市場よりも、高いレベルの製品が要求される。また労働コストが高い
ために労働節約的な技術・製品へのニーズが強い。米国のこのような社会的環境がイ
ノベーションを誘導しているといえる。新製品の導入期には製品が標準化されておら
ず、インプット・プロセス・製品特性などは多様である。そのため、立地決定におい
ては次の 3 つの点が考慮される。1 つ目は投入するインプットの変更に対応できるため
のフレキシビリティの確保、2 つ目は需要の価格弾力性が低い、3 つ目は製品差別化の
ために顧客、サプライヤー、協業との迅速・効果的なコミュニケーション・対応が要
求される。  
次の成熟期には需要の急速な拡大に伴い、競合企業が出現し、市場競争が激化する。
製品の価格が下がるにつれて、準先進国でも製品に対する需要が生まれ、米国から輸
出されるようになる。準先進国の市場が十分に拡大すると、やがて輸出よりも現地生
産の方が有利になる。技術・製品が標準化され始めているため、現地生産への移行は
難しくはない。ただし、航空会社のように経済性よりも安全性が求められる業界や、
政府などから保護を受けている業界など例外の場合もある。また、経営者が現地での
新たな競争に対して感じる脅威や将来関税が導入される可能性なども考慮されること
がある。進出先のローカル企業は事業機会の損失に直面し、現地政府は雇用確保や貿
易収支の安定などを求めて輸入の代替となる手段を求める。また、アメリカのほかの
企業も競争状態を維持するために海外進出に追随することになる。  
最後の標準化期では、製品の標準化がさらに進み、発展途上国の生産地としての競
争優位が生じるようになる。もし高度に標準化された製品がかなりの程度統合され、
容易にアクセスできる海外市場をもち、主として価格による競争で取引されるならば、
市場に関する情報の問題は発展途上国にとってあまり難しいものではないだろう。そ
の他の要因として外部経済が存在する。まとめると、発展途上国から輸出される製品
の特徴は次のようになる。相当量の労働の投入によって生産され、需要の価格弾力性
が高く、製造プロセスが外部経済に強く依存せず、標準化され陳腐化の恐れがなく大
量生産できる製品である。例としては、アメリカ繊維産業などがあげられる。  
 このように Vernon は製品のライフサイクルが進むにつれて、製品の特性が変化し、
先進国から開発された製品が途上国で生産される過程を描いた。  
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技術移転論と海外生産  
 技術は企業の国際競争力の最も重要な要素の一つであり、そのため多国籍企業は技
術移転を促進させようとする。多国籍企業はどんな技術移転方法を取っているのだろ
うか。斉藤(1979)では、それを(1)海外直接投資によるパイオニア・インダストリー、
新産業の創設の際に技術移転をする、(2)既存の合弁会社、海外子会社への技術移転、
(3)企業内の従業員に対する研修・訓練、(4)企業派遣の国内および海外留学、(5)育成し
た技術者の他社への転職、見学者などによる技術のスピンアウト、 (6)技術習得後の独
立・自営業化、(7)下請企業育成のための技術指導、(8)部品の現地調達のための技術習
得、(9)他企業による製品の模倣、(10)他企業に対する商業ベースによる一部の技術輸
出、(11)他企業へのプラント輸出、(12)技術協力への参加に分けている。つまり技術移
転論では技術を多国籍企業がもつ能力・優位性だとみなし、それをどう移転するかを
議論しているのである。また技術移転は海外直接投資と結合して行われる場合が多い。 
技術移転論で技術をいくつかに分けて議論している。末廣(2000)では、生産技術を 3
つに分類している。製品技術は製品を商品化するための設計並びに開発技術を、生産
技術は製品を作り出す加工・組立・オペレーション技術を、製造技術は製品の品質や
生産の効率性を向上させるための生産管理技術を指す。海外生産において技術移転を
行うとしても移転される技術は様々なのである。技術の分類は技術移転の段階論につ
ながる。  
曹(1994)は日本企業の企業内の技術移転プロセスを 4 つの段階に分けて提示してい
る。この論文では、企業の多国籍化を企業が所有する経営資源の国際的な移転プロセ
スとしてとらえている。とくにこのような経営資源の中で技術という資源に着目して
いる。技術は移転の難易度により、いくつかのレベルで分けられると前提し、その移
転が簡単なものもあれば、難しいものもあるとした。そして、そのような技術達を総
合したものが、海外子会社の技術能力を決める。  
 技術移転は、「学習」、「定着」、「改良」、「イノベーション」の 4 つの段階で分けられ
ている。第 1 の学習の段階は、日本本社で構築した競争優位の直接的な導入によって
技術学習がスタートする段階である。この段階では、大量の人材が本国本社と子会社
の間を往来しながら、機械の操作方法、治工具の交換方法、作業準備、基本的な作業
方式などを習得する。第 2 の段階では、技術定着に欠かせない変化・異常への対応能
力を蓄積していく段階である。この段階では最初の技術を定着させるのに必要な管理
能力が課題となる。現地子会社が管理能力を備えた人材を育てていき、派遣日本人の
数は減少していく。第 3 段階は、製品や生産設備の改善・改良と現地における企業間
関係の形成を試みる段階である。この段階では、技術がほぼ組織内部で定着していく
につれて、現地における金型メーカーや機械加工メーカー、下請企業や外注先の発掘・
育成を開始させる。そして多国籍企業のグループの中でも自立性の高い存在として位
置づけられる。第 4 段階は、イノベーション能力の確立段階である。この段階は、技
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術移転の最終段階というよりも、技術創造の開始を意味していると思われる。そして、
如何なる海外子会社であっても、前段階を省略して能力向上を図ることは不可能とい
うことを強調している。末廣(2000)でも似たような技術移転の段階論が議論されている。
しかし末廣は先進国から途上国への技術移転という文脈から、最後に国産化という段
階を入れて技術的な独立の段階を考慮しているのである。  
 
フォードの海外生産について  
 では、実際の企業が海外生産を行った事例に関する研究はどのように進んできたの
か。ここでは自動車産業の代表的な企業であり、高い生産力を誇っていたフォード社
とフォード方式(Fordism)の海外展開に関する先行研究を取り上げることにする。  
Tolliday(1995)は、1911 年からイギリスにおけるフォードシステムの移転について説
明している。フォードシステムは 20 世紀前半に高い生産性で注目を集めた。それが海
外に移転される際にどのような様子であったのかについて分析している。この論文で
は、フォードシステムが優れた生産性を持っている生産システムではあるが、イギリ
スの社会政治的な障壁により、その移転が塞がれた側面があると指摘している。  
 イギリスの市場状況はアメリカのそれとは違って、売れる量も少なければ、ランニ
ングコストの低い高品質の車が求められた。このようにイギリスの市場はアメリカの
市場に比べて量的に少なく、質的にも難しかったのである。そして競争の焦点は価格
ではなかった。  
 しかしフォードはアメリカでの戦略をそのままイギリスに当てはめようとした。生
産、販売、労務方針、開発などにおいてすべてアメリカのやり方を固執した。イギリ
ス市場は販売量が多くなかったためアメリカのような大量生産は向いていなかった。
販売網もアメリカと同じように整備された。職人気質のあるイギリス労働者はフォー
ド式の労務標準化と単純化、頻繁なレイオフに抵抗した。モデルのローカル対応もし
なかった。ローカル環境への適応は「フォードの信条に対する背信行為」として受け
いれられたという。フォードは本国の工場・本社の人を送り込み、頑なに本国の方式
を守ることにした。  
 当時のフォードの生産体制は、現在とはかなり違うものであった。フォード車の生
産体制を把握するためには、組立分工場と主力工場の関係について説明する必要があ
る。既存のフォード研究で最も注目されてきたのは、移動式組立方式が導入されたハ
イランドパーク工場であった。ハイランドパーク工場は主力工場ではあったが、フォ
ード車の全体の生産量からすると約 8 から 5%ほどの車しか生産していなかった。主力
工場はフォード車の部品を製造し、その部品は流通上の戦略的な場所に位置した組立
工場に配送され、それらの工場で部品が完成車として組み立てられ、近隣の販売地域
に供給されたのである(和田,2009)。また高橋(2013)では、リバー・ルージュ工場もフォ
ード車の部品を供給する役割を果たしたと指摘している。T 型フォードの生産規模が
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大きくなればなるほど、その増産規模に合わせて供給業者を見つけることが難しくな
った。そこでフォード社はリバー・ルージュ工場において極端ともいえる内製化を進
めて部品を生産したのである。  
では、海外ではどうだったのだろうか。イギリス工場は単にアメリカからの部品を
組み立てるだけの存在ではなかった。実際に 1924 年のマンチェスター工場の現地調達
率(local sourcing)は 92%に達したという。またイギリスのダゲナム(Dagenham)工場はア
メリカのルージュ(rouge)工場のような役割を持っていた。つまりヨーロッパの小さな
組立工場に部品を供給する巨大な製造センターとして機能したのである。しかしダゲ
ナム工場の機能は、ヨーロッパの保護主義により大きく阻まれることになる
(Tolliday,1995)。このようなフォード生産方式・経営方式のイギリスへの徹底的なコピ
ーは他の文献でも指摘されている(Wilkins & Hill,1964; Lewchuk,1987)。また Wilkins & 
Hill(1964)では、1919 年から 1922 年の間のフォードカナダがアメリカ方式徹底的に従
ったことを指摘している。  
 このような本国方式の固執により、1920 年代、イギリスフォードは販売量の落ち込
みに直面する。そこで、従来売ってきたモデル T に代わり、新しいモデル A を投入し、
モデル Y の開発に関しては制限されたイギリスエンジニアが参加するなどのハイブリ
ッドを試みた。販売量は少し回復したもののフォード方式の国家対応は制限された範
囲で行われていた。フォードの労働管理制度はイギリスの労働者の既存の慣行とは合
わず、ストライキを起こしたこともあった。しかしフォードは自分たちのやり方を変
えようとはしなかった。  
 同じ時期にイギリスで販売量を伸ばしたのは、モーリスアンドオースティン社であ
り、彼らは、フォード方式を選択的に受け入れつつ、今まで発展させてきたイギリス
での生産方式と合わせて生産力の高く、イギリスに合う生産方式・モデルを築き上げ
た。彼らは、生産の柔軟性を維持するために、高度に資本集中的な生産設備を導入す
ることを避けた。シャシーとエンジンを標準化しこれらの製造にはテイラー的な管理
法を導入するも自動車のスタイリングに関しては労働集約的な製造法を維持し持続的
な変化に備えた(Lewchuk,1987; Tolliday,1995)。 
 しかし 1930年代からは、フォード生産方式に対する国別修正が行われることになる。
1933 年に 14 のヨーロッパ・北アフリカのフォード子会社の中でアメリカ人のマネジャ
ーがいたのは 2 社に過ぎなかった。ディーラー網をイギリスの実情に合うように整備
し、イギリスの市場に合わせたモデルの修正も行った。(Wilkins & Hill,1964)。このよ
うにそれぞれの国の市場状況と環境が異なることを認識し、生産と管理方式をそれに
合わせて修正したのである。  
 第 2 次世界大戦後、ヨーロッパ経済が急速に復興されつつある時期、ヨーロッパの
自動車需要もそれに合わせて増加しつつあった。そのためフォードでは、フランスと
ドイツに生産能力を拡張する計画を立てた。しかし、この際にアメリカから専門家は
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派遣されなかったという。なぜならアメリカのマネジャーはヨーロッパの状況につい
てあまり知識がなかったからである。その代りに、長い操業の歴史を持っているイギ
リスフォードから専門家が派遣された。またオーストリアの場合、フォードカナダが
生産の支援をしていたという。しかしこの間でもアメリカ本社では、管理と生産に関
するスキルを共有していた(Wilkins & Hill,1964)。 
 では、日本的生産方式が自動車業界のベストプラクティスとして全世界のベンチマ
ークの対象になった後のフォードの海外進出はどうだったのだろうか。Carrillo & 
Montiel(1998)では、1987 年から 1990 年まで、メキシコのフォード・ヘルモシロ
(Ford-Hermosillo)の事例を調査し、フォードの海外工場に関する研究を残している。ヘ
ルモシロ工場は、グリーン・フィールド工場として同じモデルを生産するイギリスの
ウェイン工場を基に設計された。設計したのはアメリカのディアボーン工場 (リバール
ージュ工場)である。フォードは日本のマツダから学んだ日本的生産方式をこの工場に
適用したという。  
 フォードが持つ生産方式は、高い生産性を基にフォードの競争力を支えてきた。フ
ォードは海外進出の際にも、できるだけその生産方式を変化させることなく移転させ
ようとした。しかし、フォード方式は万能ではなく、ローカル環境に合わないことも
多々あった。そこで、フォードはそれぞれの国に合わせて生産・販売・開発などの活
動を調整したのである。そのように修正され、力をつけた国々の子会社は、その後別
の子会社を支援するまで成長する。さらにフォードは日本的生産方式を受け入れ、そ
れを海外工場にも適用させているのである。  
 
小括 
 海外生産に関する研究は、なぜ海外生産が行われるかという根本的な問題から海外
直接投資理論につながっている。それ以外に海外生産に関する実務的な接近もあった。
技術移転論では多国籍企業・海外生産を技術移転とつなげて説明してきた。技術を移
転させ、定着させるためにはどうすべきかに関する議論もあったが、多国籍企業が世
界の各拠点をどのようにつなげて管理するかに対しての考察は少なかったフォード車
の海外生産研究からもわかるように海外生産の研究では生産システムの移転という観
点が注目された。しかしそれに関する理論的なアプローチは、日本企業が北米に進出
し本格的に海外生産を行うことによって、日本的生産システムが注目されてから登場
することになる。次の節では日本の多国籍企業の海外進出と日本的経営システムの海
外移転について議論する。  
 
2．3．日本企業の海外生産とマザー工場制 
日本企業の多国籍化パターン  
 吉原(1979)は米国企業と日本企業の海外直接投資を比較しながら、日本企業の海外直
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接投資は、小規模、標準化技術、労働集約的、発展途上国が中心、低利潤率、貿易指
向的、合弁形態などの特徴を見せるといった。そして現地市場型の戦略、もしくは現
地化政策に対応するためには合理的な投資行動だと解釈している。その後、吉原・林・
安室(1988)では、日本企業の海外直接投資を時代背景と合わせて説明している。戦後日
本企業は輸出努力を続けて貿易収支が黒字に転換し、その黒字幅が増大するにつれ各
国の輸出規制ないし保護主義の動きが現れた。その動きに対処する必要上、日本企業
は海外直接投資を積極化し始めたと述べている。またこの研究では、日本企業の海外
直接投資を欧米企業と比べて特徴的な面があると評価し、その特徴を再確認している。 
 まず日本企業の初期(1950 年代から 1960年代にかけての期間)の海外直接投資の特徴
としては、アジアなどの発展途上国に集中、小規模な投資が多い、労働集約的な最終
生産工程の海外移転が中心、標準化技術をベースにするものが多い、現地市場を狙う
ものが多い、合弁企業が多い、既存企業の買収があまり見られないなどである。特に
合弁企業に関しては、現地企業と日本の総合商社をパートナーにする商社参加型合弁
が多かった。これは、先端的な技術をベースにヨーロッパなど先進国を中心に完全所
有の子会社を作って進出してきたアメリカ企業の多国籍化パターンと区別される日本
の独特のパターンである。このような独特なパターンは他の研究でも指摘されている
(Yoshino,1976; 小林,1980; 吉原,1979; 小島,1985; 中村,2002)。その後 70 年代から 80 年
代にかけて各種貿易摩擦が激化することになる。この時期の日本企業の海外進出のパ
ターンは、まだ日本企業の国際経営の戦略の中心が輸出に向けられていたための産物
であり、その後海外生産の重要性が高まるにつれてこのようなパターンは薄れていく
ことになる。  
 海外直接投資、そのうちでもとくに海外生産投資は、1980 年代に入ってから大きく
伸びた。特に 80 年代中盤に急激な円高が進むにつれて海外生産投資が増えるようにな
る。関根(1995)では、海外直接投資届額の推移を為替レートと合わせて書いている。こ
れを見ると、為替レートが急激に上がると海外直接投資届出額、そしてそのうちの製
造業部門の額も上がることを観察することができる。北米日系企業を研究した岡本
(2000)でも 1985 年のプラザ合意以降の円高の進展が北米市場への製品輸出を困難にし、
多くの製造企業の現地生産を促進したと指摘している。この時期には、初期の日本的
パターンと違って新しいいくつかの特徴がみられるようになった。その特徴としては、
生産国向けの生産投資の増大、投資の大規模化、既存企業の買収による海外進出の増
加、海外における多角化の進展、先端技術をベースにした海外進出を上げることがで
きる(吉原・林・安室,1988)。また戦略的な国際提携(技術供与、JV、友好的 M&A など)
による先進諸国での現地生産も増加した(中村 ,2002)。これらはアメリカ・ヨーロッパ
の多国籍企業の戦略として指摘されていたものとかなり似ている。日本企業は欧米の
多国籍企業の戦略を後追い的に展開したのである。  
 その後 90 年代になると、海外直接投資の伸びも一段落し、少し下がり気味になる。
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その理由は大型投資案件の一巡、国内におけるバブル経済の崩壊、投資先先進工業国
の景気停滞、在外日系企業の投資採算の悪化などがあげられる。また最近は現地日系
企業への再投資5も増えている(中村,2002)。  
 このように日本企業の海外直接投資は、初期の輸出中心戦略と一緒に展開された消
極的なものから輸出規制、円高などの外部環境により積極的なものに変貌する。積極
的な海外直接投資は海外生産の増大を伴った。その時に多く議論されたのが日本企業
の持っている独特の経営方式・生産方式を優位性としてみなし、それを海外にどう移
転するかに関するものであった(吉原・林・安室,1988; 安保他,1991; Besser,1996; Liker
他,1999; 中村,2002; 山口,2006)。  
 
日本的経営とはなにか  
 日本企業が自国でもつ日本的経営・生産方式を海外に移転されているという話をす
るためには、まずそれが何かを知る必要がある。Abegglen(1958)は日本企業の工場調査
を基に、日本的経営の特徴を抽出した。彼によると日本の企業組織は①終身雇用関係、
②職務とはあまり関係ない個人の資質に基づく人材採用、③金銭以外の報酬が多い、
④権限と責任の範囲が明確ではない組織、⑤家族主義のような特徴を持っている。そ
して日本企業の組織からは、現代の工業社会の特徴とされる要素と工業化以前の社会
の特徴とされるものが両方観察されるといった。つまり日本的経営の多くの部分が日
本の社会構造や文化から由来したものととらえたのである。  
 Yoshino(1976)は日本的経営の特徴を日本企業の強みとして理解している。公式の管
理機構を持たない、金銭的報酬を伴う明確な業績評価システムも持たない日本の企業
が活力に富み、生産性が高いのは、全従業員が企業に対して感情移入しており、また
意識的に感情移入を育成しているからである。集中的に行われる同化プロセスを通じ
てコミュニケーションが密になり、親密な人間関係が構成されるのである。しかし日
本独特の経営システムは国内環境の中で培われ、国内環境において効果を発揮したも
ので、これが日本の多国籍企業の成長を阻害する重要な要因になっていると指摘して
いるのである。  
 それに対し小池(1981)は日本的経営の核心の一つである労使関係の優位性を主張す
る。小池は長期間勤続による熟練の形成を強調した。熟練とは単に一つの仕事に要す
るものだけでなく、関連する一群の仕事を経験していくという幅の広さをもいう。企
業内での OJT(On the Job Training)は、様々な仕事に配置され熟練を形成するものである。
そのため、日本の労使関係を持続的な熟練形成を通じてすぐれた人材形成を行うシス
テムとして評価したのである。  
 Pascale & Athos (1981)は日本企業の人的資産の開発がアメリカのそれより優れてい
                                                   
5
 再投資は「海外現地企業の設備投資額－日本側の資金引受額」で定義する。  
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るもののこれらの成功の秘密は日本人の人生観に根差していると評価している。その
ため、日本の経営管理、文化的哲学をそっくりそのまま真似するのではなく、アメリ
カ企業を変身させる鏡として使うべきだといっている。Ouchi & Jaeger(1978)、Ouchi & 
Price(1978)は、日本の企業組織が高い生産性と従業員の忠誠心を見せることに注目する。
そしてそれを分析するために、アメリカの企業を A 組織、日本の組織を J 組織で分類
する。そしてアメリカの企業組織ではありながら、多くの日本的な特徴をもつ組織を Z
組織として分類した。Z 組織は高い競争力を持っているとされた。これらアメリカで
行われた日本的経営に関する研究は、日本型経営とされる諸慣行が日本固有のもので
はなく、日本以外のいろんな組織で観察することができるといっている(Besser,1996)。
日本的経営は日本の企業で多くみられ、経済的合理性を持つが、ある程度の普遍性を
持っていると評価したのである。  
 このように日本的経営はアメリカの経営と対比されて研究されてきた。単にアメリ
カと違うだけではなく、それなりに競争力があるということも言われ、アメリカ企業
が受け入れるべき特徴も持っていることが明らかになった。その後議論は日本企業が
海外に進出する際に、優位性だと考えられる日本的経営方式を移転することができる
のかに続く。  
 
日本的生産方式の移転  
日本企業の海外進出と経営・生産方式の移転に関してはどのような研究がなされて
きたのか。吉原・林・安室(1988)では、日本的生産システムの海外移転を生産設備、生
産管理、組織風土の 3 つの要素に分けて説明している。生産設備とそれを使いこなす
ための手法やノウハウとしての生産管理、そして工場内の組織風土・組織文化を合わ
せて生産システムと呼んだのである。日本企業は海外工場に自社設備を持っていって
それを現地適応させて使うことが多い。それだけではなく、現地開発することもある。
また海外工場において日本的な生産管理、組織風土の技法も導入している。しかしこ
れらの生産システムは海外に容易に移転されるものではなく、移転の過程で一部が変
化することもある。  
安保他(1991)では、日本的経営システムを日本企業のもつ比較優位とし、それの相当
部分が日本社会や文化に関連しているというところから議論を始めている。そのよう
なシステムを海外に持ち込むと現地社会の制度や慣行などとの関係が問題となる。日
本の製造企業の海外現地生産活動をアメリカに地域的に絞り、日本企業のアメリカ工
場がいかなる経営・生産上の優位性をもっているか、また現地化の要請にこたえなが
らその優位性をどのように発揮しうるかを問題意識としている。そして、日本的経営・
生産システムの優位性を最大限持ち込もうとする「適用」の側面と他方で現地の様々
な環境条件に適応するためにそのシステムの修正を迫られる「適応」の側面で日系ア
メリカ工場の実態を、実地調査を通じて明らかにしようとした。  
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 Liker et al. (1999) では、企業が日本的管理技法を米国というコンテクスト(環境との
脈略)で実行しようとする場合に直面する課題を明確にする研究を行った。つまり、日
本的経営システムの内で、ある程度無修正のままで、アメリカに移転できるものは何
で、移転の際に変質を受ける部分は何か、新しく作らなければならない部分は何かを
確認している。この研究では、日本的経営システムは、その移転が直面するあらゆる
ハードルにも関わらず、その重要な側面は実際に移転可能であり、アメリカの環境に
おいて十分機能すると評価している。しかし、それが容易に、あるいは全体としては
移転されない点も併せて指摘している。  
 中村(2002)では日本的経営の優位性を職務の柔構造、資源の平等的配分、情報・価値
の共有化、生産管理システムの 4 つで分類し、それらが海外移転される際の問題点を
指摘している。1 つ目の職務の柔構造に関しては、外国の企業では職務構造が細分化さ
れ非弾力的なのが普通であり、柔軟な職務構造の導入は困難である。2 つ目の資源の平
等的分配はブルーカラー層には歓迎されるが、既得層であったホワイトカラー層には
抵抗が大きい。3 つ目の情報・価値の共有化に関しては、日本企業のそれはその内容と
伝達方法がインフォーマルな部分が多く海外子会社ではうまく機能しないことがある。
最後に生産管理システムに関しても海外移転に多くの問題点がある。このように日本
企業が海外進出し、現地に日本的経営を移転しようとしても、日本国内と同じ経営を
行うことは非常に困難を伴うことになる。  
 山口(2006)でも、日本的経営の国際移転の問題を整理しながら、終身雇用制度、年功
序列的な賃金制度、意思決定の方法など、日本的な各要素が海外で実施されていない
ことを指摘している。その理由に関しては、日本という文化的な土壌で育った日本的
経営が、投資先国という別の文化的土壌の中でうまく機能しないという点を挙げてい
る。そのため、日本的経営は、日本企業の優位性と考えられているにも関わらず、実
際の海外子会社の経営では活用しておらず、むしろ、海外子会社の操業年数が増え、
従業員数が増加すると、日本的経営は様々な文化的背景を持つ人が働ける、もとの日
本的経営システムとは違う経営システムへの転換を迫られるとした。  
 以上の議論をみてみると、日本企業の海外展開に関する研究は主に、日本的経営シ
ステムというものを本国の優位性としてみなし、海外でそれがどれほどその原型をと
どめていて、また、どれほど現地に適応しているかにその焦点が合わされている。ま
た、そのような日本的経営システムの移転と変化を通じてそれがどれくらいのパフォ
ーマンスを見せているのかが議論の中心となっている。このような日本企業の海外生
産と日本的生産システムの海外移転を説明するために使われるのがマザー工場システ
ムという概念である。  
 
マザー工場システムについて  
 中山(2003)はマザー工場制を日本企業が海外現地子会社を設立した際に用いられる
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主たる技術支援策だと評価した。そしてマザー工場システム (mother plant system)とは、
主として本国メーカーが海外生産子会社に対して技術支援を展開する際に、本国工場
を窓口ないしは担当工場にして現地に適した技術者や管理者を派遣し、現場指導を展
開する人材派遣を中心とした技術支援方法だと定義した。  
山口(1996; 2006)では、マザー工場システムという観点から海外日系工場を捉えてい
る。マザー工場を本国工場で持っている暗黙知を暗黙知のまま移転させるシステムと
解釈している。マザー工場が持つ量産に関する暗黙知をマザー工場の人を海外工場に
派遣する、もしくは海外工場の労働者、管理者を本国のマザー工場で研修させること
によって移転するのである。また、マザー工場は、現在所有している組織ルーチンを
海外環境に合わせてより有効に活用するための調整も行っている。ここでいうマザー
工場システムは基本的に 1 対 1 の関係を想定しているが、同時に本国から海外へ生産
システムを移転する際の多国籍企業の全体としての組織能力であるということも合わ
せて指摘されている。  
 大木(2011)では、マザー工場が海外工場と競争しながら、自らの競争力を向上させる
現象に注目している。つまり、国内拠点と海外拠点は拠点間競争を通じて、お互いの
競争力を高めることができると主張したのである。そして、このように競争力を高め
たマザー工場から海外拠点へそれが伝播される過程も描かれている。ここでも、国内
外の工場の生産性を高めていく過程でマザー工場が主導的な役割をしている。また大
木(2012)では海外子会社の能力構築において本国拠点が持つ量産知識を移転すること
の重要性を説き、マザー工場の重要性を議論した。  
 日本企業の海外工場に関する研究は、日本的生産方式が海外においてどのように変
容しているかについて分析した。その中でも、特に注目されたのは、本国工場が、マ
ザー工場として、海外工場を支援するという現象であった。マザー工場の研究は、知
識という観点から生産の海外移転を説明しており、どのように効率的に海外工場をマ
ネジメントするかに対する示唆を与えている。このように、日本企業の海外工場に関
する研究は、本国工場の役割を重要視しながら、本国工場と海外工場を結ぶマザー工
場制に着目してきたのである。  
 マザー工場制は基本的に国内工場と海外工場がどの様な関係になっているかを説明
するための議論である。マザー工場制の場合、海外工場の立ち上げとその後のサポー
トも国内工場が担当することになっている。本研究の第 5 章では、本国知識の海外移
転方式について説明している。そこではトヨタ自動車と現代自動車の事例で説明する
ことになるが、両社の海外知識移転を説明するためには、国内工場と海外工場の関係
だけをみるのではなく、本社の関係をみる必要がある。  
 
小括 
 日本企業の強みは日本的経営・生産方式にあると評価された。それを海外に移転す
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ることができるのかについては多くの研究がなされてきた。日本的生産方式を移転す
るための方式としてはマザー工場制が使われた。マザー工場は本国の生産システムを
海外に効率的に移転するシステムとして評価された。しかしマザー工場システムがい
かに形成されてどのように変化しているのかについての分析は足りない。次の節では、
知識移転と知識ネットワークについて議論する。  
 
2．4．知識移転と知識ネットワーク 
 このように多国籍企業が海外に進出し、海外生産を行う際には本国でもつ優位性が
重要であり、その優位性の中の一つとして生産システムが挙げられることを説明した。
では、生産システムというものをどう捉えればいいのだろうか。ここでは、生産シス
テムを生産に関する知識を集めた知識体系だとみることにする。  
 知識は組織の内部で創造される。組織は日々のオペレーションを通じて様々な知識
をつくりだすことができる。組織内だけではなく、組織の外部から知識を取り込むこ
ともある。このように、組織は内部からの知識と外部からの知識を両方獲得しながら、
活動をしている。そして、この知識は企業の競争力の源泉となり得る貴重な資源であ
る。 
  
企業と知識 
 企業がもつ知識とその活用は競争力の源泉となるということは多くの研究から指摘
されている(Kogut & Zander,1992; Kogut & Zander,1993; Zander & Kogut,1995; 
Grant,1996; 1997; Argote et al., 2003; Chini,2004)。 
 Kogut & Zander(1992)では、企業と知識に関して論じている。企業が市場よりよくで
きているのは、組織内の個人や集団の知識の共有と移転である。この知識は、情報と
ノウハウから構成される。知識は個人によって所有されているが、グループや組織な
どの社会的なコミュニティーの中で個人が協力しあう規則性の中で示される
Chini(2004)では、知識をデータや情報と区別している。データは客観的な事実であり、
それをどう使うかに関しては指定されていない。情報は意味のあるデータである。ユ
ーザーによって構成されたデータは価値を持つ。知識は解釈された情報である。知識
はコンテキストに依存しており、規範的な部分を含んでいる。  
 Grant(1996, 1997)は知識で企業をみる視点(knowledge based view of the firm)について
主張する。知識は価値の主要な源泉であり、生産に投入される重要な要素であるとい
っているのである。ここでは個人を知識創造の主体として見ている。そして企業の生
産活動に知識を投入する必要があるならば、企業は個人が生産した知識を統合し、適
用する役割を持つとした。  
 
知識マネジメントのプロセス  
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Argote et al. (2003)では、企業における知識の重要性を指摘しながら企業の知識マネ
ジメントを 3 つの段階に分けている。知識創造、知識保持、知識移転という 3 つのプ
ロセスを通じて企業の中で生まれた知識は活用されるのである。  
Nonaka & Takeuchi(1995)は知識創造を暗黙知と形式知が 4 つの変換モードを通じて
絶え間なくダイナミックに相互循環するプロセスであると主張した。4 つの知識変換モ
ードとは、暗黙知を形式知化する表出化、形式知を組み合わせる連結化、形式知を暗
黙知化する内面化、暗黙知を共有する共同化を指す。これら 4 つの変換モードを繰り
返すことで、組織内で知識が生まれるのである。  
知識は内部で創造されるだけではなく、組織外部から獲得することもできる。Cohen 
& Levinthal(1990)では、吸収能力という概念で企業が知識を獲得する能力を説明してい
る。吸収能力とは企業が外部の知識を評価し、消化し、適用する能力を指す。このよ
うな吸収能力は企業が持つ既存知識からくるものであり、企業の R&D 活動を通じて蓄
積される。  
このように創造・獲得された知識は組織の要所に移転され活用される必要がある。
その知識移転もいくつかの段階で分けることができる。Szulanski(1996; 2000)は知識移
転を開始、実行、調整、統合の 4 つのステージに分類する。最初に知識の移転の意思
決定がなされる段階がある。次は知識が送り手から受け手へ直接伝わる段階である。
その段階が終わると受け手は知識を自分で使う段階に入る。最後に受け手は移転され
た知識を使用して満足のいく結果を出すことに成功する。そして知識はルーチン化さ
れるのである。  
このように知識マネジメントは知識を創造・獲得する段階からそれを移転して定着
させるすべてのプロセスを含んでいるのである。  
  
知識とその移転可能性  
このような知識を有効に活用するためにはそれを創造・獲得したユニットだけではな
く、他のユニットにもそれを使ってもらう必要がある。そのために必要なのが、知識
を移転させることである。組織の内部だけではなく、組織間における知識の移転も大
事である。しかし、このような知識の移転は容易ではなく、そこにはなんらかの問題
やコスト、つまり粘着性が存在する(Von hippel,1994; Szulanski,1995; 1996; 2000)。Von 
hippel(1994)は、知識を移転するためにはコストが存在すると主張し、それを粘着性
(stickiness)と呼んだ。  
 Szulanski(1995; 1996; 2000)では、企業内部でベストプラクティスを移転することにつ
いて調べた。その際に知識の粘着性に着目し、どこに粘着性が存在するのかをみたの
である。粘着性は知識移転の際のコストであるが、実際のコストを図るのは非常に難
しい。よってこの研究では、知識移転の際の問題の起こりやすさ (eventfulness)を用いて
粘着性を調べた。その結果、知識の受け手側の吸収能力の不足、知識の因果関係のあ
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いまい性、送り手と受け手側の困難な関係性が最も知識移転に影響を与える粘着性の
要因であった。  
椙山(2001)では知識の粘着性という概念で知識移転を議論している。ある種の知識は
場面特殊的であり、伝達にコストがかかる。その時、知識の移転にかかるコストを「知
識の粘着性」と呼んでいるのである。この知識の粘着性は、知識属性と組織属性の 2
つの属性によって生じる。知識属性による粘着性は、(1)知識の暗黙度、(2)複雑性、(3)
観察可能性、(4)移転される知識の量、(5)媒体の移転可能性がその原因となる。また、
組織属性による粘着性は、(1)受け手の吸収能力、(2)移転の動機づけ、(3)コミュニケー
ション、(4)信頼に基づく互恵的関係、(5)意思決定権限の場所がその原因となる。この
知識属性と組織属性の両方が合わせられ、知識の粘着性を発生させ、その粘着性が移
転の速度、コスト、プロセスの煩雑さに影響を与える。  
Kogut & Zander(1993)では、多国籍企業の海外進出を、企業が持っている知識の特性
で分析している。そこでは、企業は社会コミュニティーで、その比較優位は企業がも
つ生産的な知識からくるとした。そして、その知識の移転で多国籍企業の海外進出を
説明している。そして、企業がもっている知識の特性によって、海外移転のモードに
変化が生じるとした。具体的に知識移転に最も影響を与えると考えられる特性は 3 つ
である。まず、成文性(codifiability)は、知識が文書化される程度である。企業が持って
いる知識を設計図、タスク・マニュアルなどで表現できる程度である。次に、伝授可
能性(Teachability)は、知識移転の際、新人にノウハウを教える際の容易さを表す。最後
に、複雑性(Complexity)は、企業がもっている知識がどれほど複雑かを表わしている。
知識の成文性が高いほど、伝授可能性が高いほど、複雑性が低いほど、知識が移転さ
れやすく、ライセンスなど組織間の知識移転が行われる。逆に、知識が移転されにく
い状況だと、完全子会社による知識移転が行われる。知識の特性によって、海外進出
の形態が決まるとしているこの研究は裏返せば、結局移転すべき知識の特性が海外移
転の容易さを決めるという議論を展開している。また、Zander & Kogut(1995)では、同
じ文脈で知識の特性を知識移転の速度と結び付けて説明している。ここでも、知識の
特性を成文化と伝授可能性、複雑性で分析し、市場の競争圧力という要素も加えてい
る。成文化しやすいほど、伝授可能性が高いほど、複雑性が低いほど、そして市場の
競争圧力があるほど、知識移転の速度は速くなるとした。この 2 つの研究では、移転
すべき知識の属性を基に、移転のモードや速度を説明しているのである。  
 
知識移転と組織 
多くの研究は知識が移転されることを組織関係によって解釈した
(Darr,Argote,Epple,1995; Grant,1996; 1997; Almeida & Kogut,1998; Tsai,2001; 2002; 
Schlegelmilch & Chini,2002)。Grant (1996; 1997)は知識が価値を生み出す最も主要な源泉
だと指摘した。そして知識の創造の役割は組織の中の個人にあるが、それを統合して
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活用することこそが組織の役割だと主張した。知識統合、活用のためには組織能力を
蓄積し、それに合わせて組織をデザインする必要がある。組織の中で知識を移転させ、
方向付け、順序付け、ルーチン化し、グループで問題を解決することで知識を統合・
活用するのである。  
 では具体的にどのような組織関係から知識移転、知識の活用が行われるのか。
Darr,Argote,Epple(1995)では、ピザのフランチャイズ店を扱いながら、ピザをつくって
蓄積された経験により得られた知識が移転されることを明らかにした。とくに、ピザ
店同士が同じフランチャイズであるとき、その中でも特に同じ所有主を持っていると
きの場合知識移転が行われやすいということが判明した。  
Almeida & Kogut(1998)は、シリコンバレーの事例を扱い、組織間の知識移転を分析
した。その結果、知識は組織間の人の移動が活発であるときに、移転されるという結
論を得た。つまり、これは知識移転において、知識を持つ個人のコミュニケーション
の重要性を強調した研究だといえる。  
Tsai(2001)では、組織内の知識移転について、組織ユニットのネットワークポジショ
ンを知識移転の効率性を左右する一つの要素として挙げている。ネットワークポジシ
ョンが中心に近いほど、組織ユニットは他のユニットからの知識に触れやすく、知識
移転が活発になる。Tsai(2002)では、組織の集権化が知識の共有を阻むといって、分権
化された組織を作ることの重要性を説いた。Schlegelmilch & Chini(2002)では、知識移
転における組織的距離を重要視した。組織間距離が近く、また組織間の文化的な格差
が近いほど知識移転の効率性が上がるとした。  
このように知識移転はその移転にかかわりがある組織とその組織間関係に大きく影
響されているといえる。つまり効率的な知識移転と活用のためにはそれに適した組織
を構築する必要がある。  
 
知識移転の方向性 
多くの研究では、一般的に知識移転の方向性を本国本社が開発・創造した知識を海
外子会社に移転するものだとしてきた。しかし多国籍企業が海外で経営活動を行い、
各国のローカル環境に適応する過程で、海外子会社からも知識が生まれる。海外子会
社から生まれた知識が本国本社または別の海外子会社に移転されることもある。海外
子会社で生まれた知識を本国本社に移転することを一般的に想定される知識移転とは
逆だという意味で逆知識移転(reverse knowledge transfer)と呼ぶ。そして海外子会社同士
で行われる知識移転を横知識移転、水平知識移転(lateral knowledge transfer)と呼ぶ。こ
のような海外子会社からの知識移転に対して、本国本社から海外子会社への知識移転
は、前知識移転(forward knowledge transfer)または伝統的な見方だという意味で伝統的
知識移転(traditional knowledge transfer)とも呼ばれている。図 2.1 は知識移転の方向性
を表せたものである。  
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 海外子会社から生まれた知識を本社に移転すると、それが競争力の源泉となり得る
のだろうか。Ambos et al. (2006) は海外子会社から生まれた知識が本社に移転された際
に、どのような条件下でそれが本社に利益をもたらすかを調べた。子会社が位置する
国が発展しているほど、また本社の吸収能力が高いほど知識移転から得られる利益が
大きいことが分かった。また海外子会社がどのような戦略的な役割によっても知識移
転による利益が変わる。これをみると海外子会社から生まれた知識が特定の条件下で
はあるが、本社の利益に貢献することができるということを確認できる。さらに海外
子会社から生まれた知識の移転を活発化させるには、子会社が内部で大量の知識を作
り、組織間相互依存性を高める必要がある(Foss & Pedersen,2002)。  
このように知識移転は本社から海外子会社へという一方的な方向だけではなく、
様々な方向性で考察されている(Foss & Pedersen,2002; Chini,2004; Ambos et al.,2006; 山
口,2006)。このように多国籍企業の知識移転は既存の 1 対 1 の関係ではなく、様々な方
向でネットワークを形成し行われているのである。  
 
知識移転とネットワーク  
多国籍企業の知識ネットワークを分析する際には、3 つの部分に着目する必要がある。
一つは、そのネットワークの中心がどこになっているかである。ネットワークはその
中心(Center, Flagship)となる部分が存在し、その特徴と位置が全体ネットワークの性格
に大きくかかわることになる(Tsai,2001; Ernst & Kim,2002)。ネットワークの全体を支配
し、主要な役割を果たすのがネットワークの中心だといえる。  
もう一つはネットワークの各行為者の役割とそのつながり方である。Chow & 
Chan(2008)は、ネットワークの各行為者が濃密な関係を持っているほど、共有された目
図 2．1．知識移転の方向  
 
※矢印は知識の流れを意味する。 
 
 
本 社
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的を持つほど、組織内での知識の共有が増加すると分析した。Hansen(1999; 2002)では
組織間の関係が知識移転に影響を及ぼすと主張した。Hansen(1999)では、組織間の強い
紐帯(strong tie)では複雑な知識が、弱い紐帯(weak tie)では複雑ではない知識の共有が促
進される。Hansen(2002)は直接的な関係を持っているほど、組織単位間の距離が近いと
設定し、ネットワーク上の距離が近いほど知識移転が活発になることを発見した。ネ
ットワークの中で組織ユニットがどのような知識を受け入れ、どのような知識を移転
し、その関係はどうなっているのかを把握することで、そのネットワークの特徴をみ
ることにする。  
 最後に知識ネットワークを考える際に注意しなければいけないのが、ネットワーク
の範囲である。知識ネットワークは企業内部のネットワークだけではなく、企業間の
ネットワークを含む場合もある。Ernst & Kim(2002)はグローバル生産ネットワークと
その中での知識移転について扱っている。そこで知識ネットワークは一つの企業の中
にとどまらず、サプライヤー、ジョイントベンチャー、R&D 提携先などにまで拡大さ
れる。  
 このように知識ネットワークを見る際にはまずその範囲がどこまでかを考える必要
がある。そして、ネットワークの特徴を把握するためには、その中心がどこにあるの
か、そしてそれぞれの行為者の役割とそのつながり方をみる必要がある。  
 
小括 
 知識は企業競争優位の源泉の一つと言われ、その創造・移転に関しては多くの研究
がなされてきた。知識は本国で生まれ海外に移転されるだけではなく、海外から生ま
れ本国に、もしくは別の海外拠点に移転される。このように多国籍企業は知識ネット
ワークとして機能しているといっても過言ではない。しかしこのような知識ネットワ
ークがどのように形成されるかについてのダイナミックな議論はまだ足りない。次の
節では、今までの議論を総合し、本研究の分析の礎となるフレームワークを導出する。  
 
  
2．5．リサーチデザイン 
 本研究は、多国籍企業のグローバル知識ネットワークがどのように形成されるかに
ついてダイナミックな分析を行うことにする。トランスナショナル企業、メタナショ
ナル企業などの理論で代表されるように企業がグローバルレベルで知識を生み出しそ
れを活用することは企業競争力と直結する。つまり企業の競争力は効率的な知識ネッ
トワークを構築することで確保されるといえる。本研究の目的は、導出されたフレー
ムワークを通じて、このような知識ネットワークがどのような特徴を持っていて、そ
れが生成されるメカニズムを明らかにすることである。  
 本研究で議論している知識とはどのようなものなのか。知識はデータ、情報などと
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は区別されるものであり、一般的には人と関連して説明されることが多い。しかし
Kogut & Zander(1993)、Zander & Kogut(1995)などではより広い範囲で知識を議論してい
る。設備、マニュアルなども知識が具現化されたものだとみているのである。本研究
でもこのように知識を人だけに限定せずに、広義の意味として用いることにする。  
グローバル知識ネットワークを分析するために、本研究ではいくつかのフレームワ
ークを使うことにする。知識そのものの性質はそれを海外に移転する際の移転可能性
を決める。知識の移転可能性は知識の移転方式に影響を与える。また本国で形成され
た知識ネットワークも知識の移転方式に影響を与える。そして知識の海外への移転方
式がグローバル知識ネットワークを与えているのである。図 2.2 はこのような議論の流
れを表したものである。  
 
 また本節の最後に詳しく説明するが、本研究では研究対象としてトヨタ自動車と現
代自動車という 2つの企業を選定する。この両企業が製品の生産のためにもつ知識を、
グローバル知識ネットワークを通じていかに活用するかに関する事例をみることで研
究を進めることにする。  
 
移転される 6 つの知識 
今までの知識移転及び知識ネットワークの研究では、知識が移転されること自体に
重みを置き、どのようにすればそれが活発かつ効率的に行われるかに注目してきた。
本研究では、知識ネットワークの全体像とその詳細な構造をしるために、ネットワー
クの中でどのような知識が流れているのかに注目する。そうするためにはまず知識移
転と知識ネットワークをみるために、知識が組織のどこに貯蔵されていて、それがど
う移転されるかに着目する必要がある。知識ネットワークをみるために、Walsh & 
Ungson(1991)、Argote & Ingram(2000)の議論を参考にし、知識が組織のなかのどこに貯
蔵されるかを特定する。Argote & Ingram(2000)では、知識が組織の中の一定の部分で貯
蔵されると主張した。組織内の知識移転において、組織の知識貯蔵所 (repository)は 2
つの役割を担っている。一つは、知識貯蔵所が知識移転の行われるときに変化すると
いうことである。よって、知識貯蔵所の変化は知識移転が起こったことを意味する。
図 2．2．知識ネットワークの形成メカニズム  
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もう一つは、知識貯蔵所の状態が知識移転の結果とプロセスに影響を及ぼすというこ
とである。個人の能力や態度が新しい知識を得る活動に影響を与えるように、組織が
既存に持っている知識は新しい知識を獲得する能力に影響するのである。知識は組織
の基本的な 3 つの要素(メンバー、ツール、タスク)とその要素たちが結合してできてい
るサブネットワークに埋め込まれている。メンバーは組織を構成する個人である。ツ
ールはハードウェアとソフトウェアの両方を含む技術的要素である。タスクは組織の
目標、意図、目的、ルーチンを反映している。独立されて存在する知識以外に、連結・
結合されて体系として存在している知識を彼らはネットワークに貯蔵される知識と呼
んだのである。  
 似たような議論は組織論でも出てくる。Walsh & Ungson(1991)では、組織が情報・知
識を保存することに関して分析した。彼らはそれを組織記憶と呼び、組織が記憶を貯
蔵する場所を組織内の 5 つの場所として定義した。それらは、組織メンバーである個
人、組織文化、組織の構造、組織における変換過程(transformation)、組織の物理的な環
境である。この中で、変換過程というのは、ある種のインプットに対して、企業がそ
れをアウトプットに変える過程を意味する。  
これら 2 つの議論を合わせて、本稿ではメンバー、タスク、ツール、メンバーとタ
スクのネットワーク(組織)、メンバーとツールのネットワーク(スキル)、タスクとツー
ルのネットワーク(組織の物理的な環境)に知識が貯蔵されるとする。図 2.3 はこれを表
したものである。  
 
これらを本研究の分析対象である自動車の生産システムに合わせると以下のように
解釈することができるだろう。  
 
・メンバー：従業員(労働者、エンジニア) 
・タスク：標準作業(マニュアル) 
図 2．3．知識移転のフレームワーク 
 
 
矢印は 
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・ツール：生産設備、技能育成ツール  
・メンバー×ツール：技能(スキル) 
・メンバー×タスク：組織(構造、文化) 
・ツール×タスク：レイアウト  
 
 メンバーに関しては、生産に関する労働者とエンジニアの移動があるかどうかに注
目する。タスクは従業員の職務を決めたものであり、その範囲は広いが、ここでは生
産現場における標準作業及び生産に関するマニュアルに限定する。ツールは生産設備
及び教育のための設備だと定義する。メンバーとツールのネットワークに関しては、
それがスキルを指していると定義し、従業員が生産設備及び教育設備を使うためのも
のだとする。メンバーとタスクのネットワークは組織だと定義する。組織はかなり広
い意味をもった概念であるが、ここでは生産現場における組織構造、そして生産現場
の組織文化に限定する。最後にツールとタスクのネットワークは生産現場における物
理的環境にあたるレイアウトだと定義する。  
 
知識移転とはなにか 
知識移転というのは具体的にどのような現象を指すのであろうか。ここでは、
Shannon & Weaver(1949)の通信理論を利用して知識移転を説明する。彼らによると、通
信は情報源から受信者にメッセージを送る過程である。情報源はメッセージの集合の
中から特定のものを選び、そして送信機によりメッセージを信号に変換する。受信機
は送信された信号をメッセージに戻し、このメッセージを受信者に届ける。しかし通
信が行われる過程で、情報源が意図しない何らかのものが信号に加わる。電話の場合
は音声の歪みや、テレビ画像の陰影・歪みなどがそれにあたる。送信される信号にお
っこるこれらの変化はノイズと呼ばれる。Chini(2004)はこの通信理論を用いて知識移
転を説明しようとした。知識はそれが作られ、また使用される環境と離れて考えられ
ないことから、知識の送信者、受信者のコンテキストという要素を加えた。  
 ここではその議論を踏まえて、知識移転という現象を知識移転主体の移動、知識貯
蔵媒体の移動、知識体系の再現という 3 つの現象に分けることにする。知識移転とい
う 1 つの単語で説明されている現象は、実は 3 つで分けて説明する必要がある。  
 知識の移動は、発信側から受信側に知識が動くことを意味する。知識の移動は細分
化するとさらに 2 つに分類することができる。知識の移動は知識が何らかの媒体に入
れられて移動する場合と知識移転の主体が移動する場合がある。ここでは順を追って
この 2 つの現象について説明する。  
知識はそれだけで動くものではなく、何らかの媒体に入れられ移動することになる。
そのため、受信側に移動した知識は発信側にはなくなる。図 2.4 は、知識媒体の移動を
表したものである。発信者は知識を何らかの媒体に貯蔵し、それが受信側に移動する
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ことになる。発信者の知識は貯蔵媒体に流れ、貯蔵媒体と知識は受信側に移動する。
媒体に貯蔵され発信側から受信側に直接移動した知識に関して損失は起きない。しか
し、発信側と受信側のコンテキストが異なるため、移動された知識が 100%活用される
ことはない。                                    
 次は知識移転主体の移動である。人は知識の移動において知識貯蔵の媒体になり得
る。人間の脳は様々な知識を貯蔵しており、人を移動させることでその知識を移動さ
せることが可能である。しかし同時に人は知識移転の主体であり、自ら知識移転を行
うことができる。つまり発信者が受信側に移動すること、また受信者が発信側に移動
することは単なる知識貯蔵媒体の移動以上の意味を持つのである。発信者の移動は人
と人の持つ知識の同時移動を意味する。発信者は受信側に移動し、自らの知識を受信
側に伝授する。この場合も移動した知識移転主体は元の場所にはいなくなる。知識移
転主体の移動は 2 つの方向性を持つ。一つは発信者が受信側に移動することであり、
もう一つは受信者(人)が発信側に移動することである。後者の場合、知識を持たない受
信者は発信者から知識を吸収してから受信側に戻ることになる。知識移転主体の移動
は、人が移動することでコンテキストを経験することができるという点にも意義があ
る。発信者が移動する場合は受信側のコンテキストを、受信者が移動する場合は発信
側のコンテキストを経験することができるのである。図 2.5 は知識移転主体の移動を表
したものである。  
図 2．4．知識媒体の移動 
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 最後に知識体系の再現という現象について説明する。前述した通り、知識は独立し
て存在するだけではなく連結・結合されて体系として存在するものもある。複数の知
識とコンテキストが体系として組織の中に存在するのである。このように体系として
存在する知識は直接移動させることができない。発信側に存在している知識体系は受
信側で同じ知識を結合させることによって再現されるのである。図 2.6 は知識体系の再
現を表したものである。  
図 2．5．知識移転主体の移動 
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これら 3つの現象はそれぞれ独立したものではなく、複雑的に相補する現象である。
3 つの現象がどのようにかかわっているのかを正確にみることで知識移転という企業
行動を正確に理解することができるのである。これら 3つを合わせたのが図 2.7である。 
 
図 2．6．知識体系の再現  
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図 2．7．知識移転の構造  
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 このような分類は生産システムの海外移転論でも登場する。安保他(1991)6、安保・
公文・銭(2013)では、日本的生産システムの海外移転を扱う際に方式の移転と結果の移
転という分類を用いている。方式の移転とは本国のやり方、システムを現地に根付か
せて機能させるもので、結果の移転とは本国ですでに出来上がったモノ、ヒトをその
まま持ち込んで使うことである。本稿でいう知識体系の再現が方式の移転、結果(モノ)
の移転が知識貯蔵媒体の移動、結果(ヒト)の移転が知識移転主体の移動にあたると考え
られる。本研究は海外工場への知識移転を扱っているため、このような移転の 2 側面
を知識移転論の文脈で解釈して用いることにする。  
 
知識の移転可能性 
 知識とは何で、それが移転されるとはどのような現象かを説明してきたが、知識は
容易に移転されないというのはすでに指摘した通りである (von hippel,1994; 
Szulanski,1995; 1996; 2000)。知識の特性を理解し、移転への影響をみるために、本研究
では知識の移転可能性について分析する  
移転可能性を分析するために、前節で紹介した Kogut & Zander(1993)、Zander & 
Kogut(1995)で使用された成文性、伝授可能性、複雑性という 3 つの軸を使用すること
にする。つまり、生産システムの成文性が高く、伝授可能性が高く、複雑性が低いほ
ど生産システムの移転可能性は高くなるのである。図 2.8 はこれらを整理したものであ
る。 
 
 これらの移転可能性は知識移転のどの部分で発生するのだろうか。それを見るため
に、移転可能性と前節の知識移転の構造を合わせてみよう。成文性は知識がマニュア
                                                   
6
 安保他(1991)では「方式」と「結果」の代わりに「方式」と「直接」という用語を用いてい
るが、基本的なコンセプトは一緒である。 
図 2．8．移転可能性に関する分析枠組み 
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ル、設計図などに変換される程度を意味し、知識が設備に具現化されることをも含む。
つまり成文性は知識の発信者が知識を貯蔵媒体に入れる際の容易さだとみることがで
きる。伝授可能性はノウハウを教える際の容易さであり、発信者が受信者に知識を教
える際の容易さを意味していると考えられる。最後に複雑性は企業が持っている知識
がどれほど複雑かを表しており、知識体系の複雑さだと解釈することができる。図 2.9
は知識移転と移転可能性の関係を表したものである。  
 
 
フレームワークの導出  
ここまで移転される 6 つの知識、知識移転の構造、そして知識の移転可能性に関し
て説明した。これら 3 つを合わせて本研究のフレームワークを導出する。  
移転される 6 つの知識は知識移転の構造とはどう関係しているのか。6 つの貯蔵所の
中でメンバー、タスク、ツールは直接移動させることができる。メンバーは知識を持
ち組織内のある単位からほかの単位に移動させることができる。これは知識移転主体
の移動に値する。タスクは標準作業としてマニュアル化し直接移動させることができ
る。ツールは設備として直接移動させることができる。タスクとツールは知識媒体の
移動にあたる。それに対して技能、組織、レイアウトは直接移動させることができな
い。これらの知識体系は受信側に再現される。技能は受信側がそれを習得することに
よって、組織は受信側にそれを構築することによって、レイアウトは受信側にそれを
配置することによって再現される。  
 これらの 6 つの知識が移転されるとはどのようなことか。本論文では次のように知
識移転を定義する。知識が移転される際に知識を移転する発信側を移転元、知識が移
図 2．9．知識移転と移転可能性 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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転される受信側を移転先と呼ぶことにする。  
 
 ・メンバー：移転元から移転先へ人が移動する。  
 ・タスク：移転元のマニュアル・標準作業が移転先に移動する。  
 ・ツール：移転元の生産設備、技能育成設備などが移転先に移動する。  
 ・スキル：移転元のスキルが移転先の人に再現される。  
 ・組織：移転元の組織構造・組織文化などが移転先に再現される。 
 ・レイアウト：移転元の生産設備の配置、ラインの配置などレイアウトが移転先に
再現される。  
 
 このようなことが起きた時、知識移転が起きたと定義する。このフレームワークを
通じて知識移転という現象が起きた時に、どの知識が移転されているのかをみること
ができる。移転元の組織から移転先の組織にどの知識が移転されたかを見るという知
識移転の内容とどこからどこへ知識が移転されたかという知識移転の方向性を見るこ
とで知識ネットワークの性質を把握することができる。メンバー(知識移転主体)の移動
は発信者と受信者の間における伝授可能性に影響を受ける行動である。タスク、ツー
ルの移動は知識貯蔵媒体の移動にあたるが、これらの媒体に知識を入れることの容易
さが成文性である。最後に再現されるべき組織、レイアウト、スキルがどれほど複雑
かを表すのが複雑性である。本研究の知識移転全体像を表したのが図 2.10 である。こ
こで、知識移転主体の下に書かれている反対方向の矢印は、受信側のメンバーが発信
側に移動することもあることを意味している。  
 
 すでに述べたとおりに、本研究ではグローバル知識ネットワークの機能と構造を明
図 2．10．知識移転の全体像 
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らかにすることを目的としている。提示した知識移転の全体像は 1対 1の場合である。
知識ネットワークは多対多の関係から生まれるため、別のアプローチが必要となる。
よって、本研究では次のようなフレームワークを用いて研究を進めていく。  
 
 図 2.11 は知識ネットワークのフレームワークを表したものである。ここでは仮に 3
つの組織単位が知識ネットワークを構成している場合を想定したものを提示した。こ
のフレームワークを通じて、本研究では知識ネットワークの機能と構造を明らかにす
る。知識ネットワークの機能は、ある組織単位から別の組織単位に 6 つの知識の中で
いくつが移転されたかによって表現される。また、それをどのように移転させるかと
いう移転方法(移動・再現)も関わっている。知識ネットワークの機能を分析する際は、
これらの要素も合わせて考慮する。知識ネットワークの構造は、知識ネットワークに
参加する組織単位の数、知識移転の方向などから見ることができる。  
 
ダイナミックな分析のために  
これらのフレームワークでグローバル知識ネットワークを見る際に、そしてそのネ
ットワークの形成メカニズムを知るために、それぞれの企業の海外生産を特徴的な時
期に分けて考えることにする。  
第 3 章では本国の生産システムの特徴とその形成過程を見るために企業の歴史を分
析する。その際に企業が海外進出を行ってから起きた特徴的なイベント、または海外
進出方式の変化などを考慮して、海外生産の歴史を 3 つの時期に分けている。  
トヨタ自動車は 1959 年から 1983 年の KD 期、1984 年から 2002 年までのマザー工場
期、2003 年からのグローバル生産期で時期を分けた。現代自動車は 1992 年から 1996
年の KD 期、1997 年から 2002 年の試行錯誤期、2003 年からのモデル工場期で時期を
図 2．11．知識ネットワークのフレームワーク  
 
組織
単位
組織
単位
組織
単位
n/6の知識移転
(移転方法)
(移転方法) (移転方法)
  40  
 
分けた。本研究で特に注目するのは、トヨタ自動車のマザー工場期、グローバル生産
期、そして現代自動車のモデル工場期である。  
このように時期を分けて知識ネットワークの分析を行うことで、知識ネットワーク
の変化が明らかになり、ダイナミックな分析ができると考えられる。また本国の知識
の特性をその移転可能性からみることで知識ネットワーク形成の背景も合わせて探る
ことにする。現代自動車の場合一つの時期だけを扱うことになるが、歴史的な背景や
試行錯誤期の簡略な説明などからダイナミックな分析を行うことができると考えられ
る。 
 
事例と調査方法 
 本研究では事例として、トヨタ自動車と現代自動車の 2 社を選定する。自動車は大
物の商品であり、輸出することも多いが、ある程度市場が確保されていれば直接海外
に進出し現地生産を行うことが多い。自動車は多くの産業と関係しており、貿易障壁
で守られていることも多い。つまり自動車産業は生産の多国籍企業の海外進出がかな
り進んでいる産業だといえる。単に海外進出が進んでいるだけではなくその進出先も
非常に多様である。多様な進出国における海外拠点をどうマネジメントするかという
複雑な問題が台頭しているのである。  
また自動車産業はその生産における生産性向上が長い歴史のなかで図られてきた産
業でもあり、生産システムの重要性が非常に高い。生産システムとその生産性はコス
ト競争力に直結する。つまり自動車メーカーの競争力の中で生産システムと生産性が
占める比重は非常に高いことになる。よって、生産システムという知識体系を海外に
移転することで、海外での高生産性や生産量を確保することが自動車産業の競争力と
直結するのである。つまり自動車産業は知識のグローバル的な活用が必須的な産業な
のである。その面で本研究の問題意識と合致していると考えられる。  
 トヨタ自動車と現代自動車は単体の企業ではない。トヨタ自動車はトヨタ自動車九
州、トヨタ自動車東日本、トヨタ自動車北海道などの本国子会社を持つ。さらに生産
委託関係でつながっている会社も多い。現代自動車は系列会社として起亜自動車を持
ち、別ブランドで商品を生産・発売している。しかし本研究ではトヨタ自動車と現代
自動車の本体だけを扱うことにする。  
本研究では、工場訪問調査とインタビュー調査を基にケーススタディーを行った。
両社の国内拠点、海外拠点を生産面中心で調査を行った。また適宜電子メールによる
調査データや社史・文献などの 2 次データなども合わせて活用することによって信頼
性を高めた。なおケースについては、企業から内容の確認をいただいた上に分析を進
めた。このような調査から得られたデータを基にケース分析を行った。  
本研究でケース分析を用いた理由は何か。Eisenhardt(1989)は、ケーススタディーと
は、一つもしくは複数の事例を分析する手法であると主張した。そして主にアーカイ
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ブ、インタビュー、質問、観察などで得られた情報を結合して行われる手法だといっ
た。ケーススタディーはあまり研究がなされていない分野に対して、理論構築を行う
ことに適している。また理論が現実と結びついており、議論を豊かにすることができ
る。本研究では、今まであまり注目されてこなかった知識ネットワークのダイナミッ
クな形成に焦点を当てたため、新しい理論構築に適しているケーススタディーを方法
として用いた。  
本研究を進めるにあたって行った調査のリストは最後の付録にてその詳細を示して
いる。  
 本研究はすでに紹介した知識ネットワークの形成のメカニズムに沿って構成されて
いる。図 2.12 は本研究の内容構成を表したものである。第 1 章で本研究の問題意識と
リサーチクェスチョンを述べ、第 2 章では先行研究及びリサーチデザインについて議
論してきた。第 3 章では本国知識とその移転可能性について扱った。企業が本国でど
のような知識を保有し、その特性が移転可能性にどのような影響を与えているのかを
説明する。第 4 章では、企業が本国において展開している知識ネットワークについて
議論する。5 章では、知識の移転可能性と本国知識ネットワークから企業の海外への知
識移転方式がどのようになっているのかを説明する。そして第 6 章では企業のグロー
バル知識ネットワークの全体像を描写する。これらの内容を基に第 7 章でディスカッ
ションを行い、第 8 章で全体をまとめる。  
図 2．12．本研究の内容構成 
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3．本国の知識とその移転可能性 
 企業はその企業独特の経営方針と方式を持っている。その独自の経営方式はそれが
優れている場合、他社に比べて競争優位の源泉になることができる。そしてその経営
方式は企業が今まで歩んできた歴史の中から生まれる。本研究ではこのような経営方
式を企業の歴史の中から生まれる知識の体系だと把握する。製造業企業はそれぞれ独
特な生産システムを持っている。生産システムも同じく企業が今まで歩んできた歴史
の中から形成される知識の体系である。  
本章ではトヨタ自動車と現代自動車の本国における生産システムについて分析する。
その際に、まずは両社の歴史を簡略に紹介することにしよう。国内での生産システム
や工場の歴史とともに海外進出・海外生産の歴史も合わせて説明する。本研究は海外
生産とその知識ネットワークについて扱っているため、海外生産の歴史をいくつかの
時期に分けて分析する。その後既存文献からそれぞれの生産システムの特徴を整理す
ることにする。これを通じて立体的に生産システムの姿を描くことが出来るだろう。
そしてその特徴からそれぞれの移転可能性を分析する。最後に両社の比較を行いなが
らまとめることにする。  
 
3．1．トヨタ自動車の生産システムとその移転可能性 
3．1．1．トヨタ自動車の歴史 
 本節ではトヨタ自動車の生産システムを分析するために、トヨタ自動車 75 年史を基
に、トヨタの歴史を簡略に記述することにする。トヨタ自動車は豊田自動織機から生
まれた。豊田自動織機の創立者である豊田佐吉は発明家であり、様々な発明をした。
その中で最も有名だったのは、自動織機であった。この自動織機は大きな成功を収め、
豊田自動織機は大きく成長する。トヨタ自動車工業株式会社の創立者豊田喜一郎は佐
吉の長男だった。佐吉は関東大震災をきっかけに国産自動車製造の必要性を感じ、そ
の意思は息子の喜一郎に継がれることになる。  
 豊田佐吉の作った自動織機はトヨタ生産方式の 2 本柱の内の一つである「自働化」
の起源だといわれている。1905 年豊田商会が発売した 38 年式織機7は作動中に異常が
発生すると自動的に止まる装置が入れられた。異常が発生したまま機械が作動を続け
ると大きな損失や品質不良につながる。それを防ぐための装置だったのである。この
ような豊田佐吉の設計思想は今でも自働化としてトヨタ生産方式の中で生きているの
である。  
喜一郎は 1933 年豊田自動織機製作所の中に自動車部をつくった。これが後のトヨタ
自動車工業株式会社の全身となる。自動車部は発足と共に工作機械、鋼材の研究に取
りかかった。次はシボレー乗用車を購入し、それを分解し研究した。試作工場をつく
                                                   
7
 分類上、正確には自動織機ではなく、動力織機である。  
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り部品の試作を繰り返して 1935 年試作車 1 号車が誕生した。そして同年にトラック第
1 号車も完成している。そしてそのトラックを東京で発表することになる。翌年には乗
用車第 1 号も発表されることになった。自動車の製造は刈谷工場の中にある組立工場
で行われた。最初は日産 5 台を目標にした。  
 当時政府は国産自動車製造に関する構想を準備していた。豊田自動織機は政府に自
動車月産 2000 台の計画を提出する。その後政府で施行した自動車製造事業法から豊田
自動織機が自動車製造事業の許可会社となった。それを受け 1937 年に自動車部を独立
させてトヨタ自動車工業株式会社が設立された。 
その後自動車の製造のために新しい工場も建設された。戦争が始まり、軍部は各自
動車製造会社にトラックを大量に発注することになった。その注文に対応するために
増産する必要性があった。そのため、愛知県挙母町に自動車製造のための理想的な工
場を建設したのである。挙母工場は最初から月産 2000 台のために設計された。月産
2000 台を達成するために様々な試みが行われた。生産を合理化するために用いられた
のが号口管理制度である。号口管理制度は部品ごとに適当な数を一つのグループとし、
これを 1 号口と名付けその部品の生産上の進度を把握する制度である。和田(2009)では、
この号口管理制度を戦時期の飛行機生産から生まれつつあった管理方式と似通ったア
イデアで、トヨタ自動車でも生産管理が試みられたことを示すものと考えられると指
摘している。これをみるとトヨタ自動車の生産管理は戦時期の生産管理から影響を受
けていることが分かる。  
自動車工業は完成車メーカーだけではなく、それを支える部品工業の力も重要であ
る。トヨタ自動車はこの点に着目し協力工場の育成に力を入れた。外注品に間に合う
ものは、なるべく外注品にしようとした。部品工業の企業達のよりよい関係をつくる
ために協力会がつくられた。そして 1941 年、協力会は協力工場相互の技術交流のため
の協豊会が発足された。この協豊会は東海地区の協力工場を中心に結成されていたが、
その後この会の成果が表れてくるにつれ、関東地区や関西地区のメーカーの間でも同
じ動きが見られた。そして戦後に関東協豊会と関西協豊会が設立されることになる。  
藤本(1994a)ではトヨタが協力会社をどう支援したかを説明している。1950 年代初め
トヨタは旧陸海軍公廠の機械払い下げを受けつつ、自社保有の機械を協力会社に払い
下げていた。当時トヨタの購買管理の意中では納入品の納期遅れと品質不良が問題に
なっていた。トヨタはそのような問題を解決するために協豊会を通じて受入部品の品
質管理体制の整備や技術指導に着手した。  
戦時期には、アメリカ車の輸入・生産が抑えられ、国産車の生産が奨励された。同
時に乗用車の生産は抑えられ、トラックの生産が奨励された。トヨタは国産車の品質
を上げるために努力した。また国内向けだけではなく、中国、満州向けの輸出も行わ
れていた。  
 終戦後トヨタは連合軍最高司令部からトラックの製造を許可されることで、自動車
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事業を続けることができた。また GHQ の主導によって行われた労働組合の助長により
1945 年トヨタ自動車でも労働組合が設立されることになった。  
トヨタは乗用車の生産が許可されたときに備えて小型乗用車を設計することにした。
小型乗用車の設計は乗用車製造禁止下にあったため、先に進められたのは小型トラッ
クの製造であった。その後 1947 年には最初の小型乗用車であるトヨペット SA 型が誕
生した。SA 型に続き SC 型と SD 型も開発された。このような車両開発によって翌年
には累積生産量 10 万台を突破したのである。  
1949 年 GHQ による緊縮財政方針、いわゆるドッジ・ラインが示された。ドッジ・
ラインはインフレーションを収め、産業を発展させ、国の経済を安定化させることを
目標としていた。しかし良い影響だけではなく、経済の各方面における資金不足を起
こさせたのも事実である。トヨタもこのドッジ・ラインにより事業資金の確保が困難
であった。資金不足に販売不振が重なりトヨタは経営難になってしまう。労働者によ
るストライキも起こった。それによって、トヨタ自動車は販売部門を独立させ、トヨ
タ自動車販売株式会社を設立させることになる。  
1950 年代に入ってからトヨタの自動車輸出への取り組みが始まる。最初の輸出は米
国の軍事援助費による買い付けが大部分を占めていた。そのため正常な輸出だとは言
えない部分も多かった。しかしトヨタはそのような状況のなかで欧米系メーカーが比
較的に手薄な地域として東南アジアと中南米諸国を対象として、担当者の現地への派
遣、各方面からの調査、ディストリビューターの設置など輸出市場の開拓に乗り出し
た。しかしこの時期のトヨタの輸出拡大はいわば試行錯誤の産物であったともいえる。
基本的に商社の力を借りず、自販を中心に手探りで販路を開拓していったのである。
(上山,2003)。  
1957 年には、アメリカトヨタ自動車販売が設立され、対米輸出が開始された。資本
金は 100 万ドルでトヨタ自工とトヨタ自販が 50:50 で出資している。その後トヨタは
徐々に対米輸出を増やしていく。そして 1966 年から米国へコロナが輸出されてから販
売量が増えることになる。1964 年に約 4000 台だった輸出台数が 1967 年には 2 万 6000
台まで増える。  
国内の自動車需要が成長するとともに、トヨタでは月産 1 万台体制の確立を目指し
て設備増強計画が着々と実施された。生産設備の状況と同時に乗用車工場の新設も検
討された。1959 年に元町工場が建設され、操業を開始した。元町工場は乗用車専門工
場として計画され、モータリゼーションに備え量産を意識した設備と機械が導入され
た。 
元町工場の建設と共にトヨタ独自の生産システム構築も進んでいった。1963 年には
「かんばん方式」と呼ばれる新しい管理方式がトヨタの全工場に導入された。かんば
ん方式はジャスト・イン・タイムを実現する道具として導入された。かんばんが普及
するとともに作業標準や運搬管理などの問題が一つひとつ解決され、生産ラインにス
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ムーズな流れが作り出されていった。1965 年にかけて協力会社からの部品取引にもか
んばんを採用した。  
トヨタの海外生産は 50 年代後半から東南アジアや中南米を中心に整備された。その
第 1 号はブラジルであった。ブラジルは豊富な天然資源に恵まれ、日本からの移民も
多く、日本製品に好意的であることに加えて、同国が自動車国産化法の準備が進んで
いたため進出したという。1959 年 5 月からブラジルでノックダウン生産が始まった。
また生産能力を拡充するために 1962年からブラジルのサンベルナルド工場で自動車の
生産を始めた。この新工場の機械設備の大部分はトヨタ自工が現物出資として贈った
ものであった。本格的な生産の進出とはいえないが、これがノックダウンによるトヨ
タにおける初の海外工場となる。この工場は 2001 年に生産車の排出ガス規制への適合
が困難となったため、生産活動を終了することになる。  
この後、1960 年代からトヨタは KD8輸出を増やすことになる。61 年にフィリピン、
62 年に南アフリカ、63 年にオーストラリア・ベネズエラ、64 年にタイ・コスタリカ、
66 年にニュージーランド・韓国9、67 年にペルー、68 年にマレーシア・ポルトガルと
KD 輸出による途上国への進出が続く。この流れは 1970 年代にも続いて、70 年にパキ
スタン、71 年にトリニダードトバゴ、73 年にアイランド、74 年にインドネシア、77
年にケニア・ギリシャに KD 輸出を開始する。 1962 年トヨタ自販が輸出本部を設立
して以来、積極的なノックダウン方式による輸出に乗り出したのである (上山,2003)。  
ノックダウン輸出が行われたのは、輸出先国の国産化方針に合わせて市場確保を図
ろうとしたためである。当時 KD輸出を担当していたのは、元町工場だった(塩地他 2013、
和田 2013)。1963 年にトヨタの輸出部内に KD 輸出のために組立技術課を設置し、1964
年には元町工場に CKD 専用工場を作ったのである。この CKD 専用工場では、KD 輸
出のための梱包作業が行われた。この工場では輸出途中部品が錆びないように処理す
る錆び止めや部品の梱包などを担当していたという (和田 ,2013)。また海外現地の KD
工場に出向いて技術指導を行ったのはトヨタ自販の組立部の人だったという (塩地
他,2013)。  
トヨタはカローラを量産し月産 10 万台を達成するため、乗用車専門工場として高岡
工場の建設を決定した。高岡工場は 1966 年から操業を開始した。プレス工場から組立
工場までの乗用車製造工場としてレイアウトし、月産 2 万台の規模とした。高岡工場
には生産管理面で初めて電子計算機を用いたオンライン・コントロール・システムを
導入し、在庫状況や稼働状況などを集中管理した。当時新型大衆車として発売された
                                                   
8 KD とは KNOCK DOWN の略語で、部品を輸入し、それを組立工場で組み立てる方式を指す。 
9
 韓国の新進自動車という会社との提携で韓国における海外生産を開始した。しかしその提携
は 1972 年に終了する。この経緯に関しては一般的にトヨタが中国との外交関係により提携を
解消したと知られている。しかし塩地他(2013)によると、中国との問題以前にトヨタと新進自
動車の間では経営路線を巡って見解の相違があったのである。  
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カローラは好調な売れ行きをみせ、増産が必要であった。  
自動車の資本自由化に対処するために、トヨタは年産 200万台を目標として掲げた。
年産 200 万台体制の確立を図るため、トヨタは元町、高岡に続く 3 番目の乗用車専門
工場を建設することになった。その結果、堤工場が建設され、1970 年から操業を開始
した。堤工場ではセリカ、カリーナが生産された。200 万台体制確立のため、堤工場の
新設と並行して既存工場の拡充も積極的に行われた。新しいエンジン工場、トランス
ミッション工場などが次々と建設された。  
1979 年には田原工場で生産が開始された。田原工場は既存のトヨタの工場群とは離
れて海の近くに建設された。田原工場は海に面していて、輸出に容易だったが、部品
供給の問題があった。今までトヨタの工場とそのサプライヤーは集積していて一つの
クラスターとなっていた。そこから離れて工場を建てたため部品供給に困難が生じた
と言われている。図 3．1．はトヨタの工場間の位置関係を表したものである。これを
見ると、挙母、元町、高岡、堤工場が集まっているのに対して、田原工場が地理的に
離れていることが分かる。  
 
図 3．1．トヨタ工場間の位置関係 
 
田原工場
高岡工場
堤工場
元町工場
本社(挙母)工場
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第 2 次石油危機を契機に世界経済は低成長へと移行した。国内市場も冷え込んでい
た。こうした時代の転換期に自動車メーカーはより迅速な意思決定や経営資源の効率
的活用を求められた。その結果、1982 年トヨタ自動車工業とトヨタ自動車販売が合併
することになった。名実ともに一体化した事業体への復帰によりスピーディな経営の
舵取りを実現するためだった。  
トヨタにおける最初の本格的海外工場は、アメリカで GM と合弁で車を生産した
NUMMI(New United Motor Manufacturing, INC.)である。NUMMI は GM が経営破綻に陥
った工場をトヨタと合弁で生産を再開しようとしたものであり、トヨタにとってはア
メリカで TPS を導入する初めての試みにもなった。NUMMI に TPS を導入し生産を行
うための支援を行う工場として、日本の高岡工場が選ばれた。高岡工場からアメリカ
に人材が派遣され、生産準備、生産開始後の支援などを行った(楠,2004)。NUMMI では
1984 年から生産が開始された。  
1988 年 に は ア メ リ カ ケ ン タ ッ キ ー 州 で 建 設 さ れ た TMM(Toyota Motor 
Manufacturing)
10工場が生産を開始した。これはトヨタが単独でアメリカに進出した初
めての事例となる。このケンタッキー工場をつくるために、日本の堤工場から様々な
人材が送り出された。ケンタッキー工場は基本的に日本の堤工場をそのままアメリカ
に再現しようとして作られた工場である 11。しかし変更された部分もあった。米国工場
は立地条件ゆえに国内工場内実の JIT 部品納入を行うことができなかった。また当初
は米国での現地購入部品と日本からの購入部品がともに多かったため、部品搬送の動
線を変更したのである(藤本,1997)。  
その後も北米地域の生産能力は増えていく。1988 年にはカナダ工場も完成され稼働
されることになる。その後、アメリカでは 1999 年にインディアナ工場が、2006 年にテ
キサス工場が、2011 年にはミシシッピ工場が稼働されることになる。 
欧州地域での生産能力強化も図られた。TMUK(Toyota Motor Manufacturing U.K.)は初
のヨーロッパ生産拠点として設立された。1992 年からカリーナ E を生産開始した。カ
リーナ Eと同時に第 2工場ではカローラリフトバックを生産し年産 20万台の規模まで
拡大した。1994 年からカローラを生産していたトルコの合弁工場は、2000 年にトヨタ
の子会社となり、生産を担当することになる。1998 年にはフランス工場が 2005 年には
チェコ工場が稼働されることになる。  
国内では 1992 年、トヨタが九州に子会社であるトヨタ九州を設立し、宮田工場で生
産を開始した。トヨタが九州地域に進出したのは労働力不足の問題を解決するためで
あった。実際に宮田工場では若い労働力を確保することに成功した。また同時に宮田
工場においては組立工場における様々な新しい試みが行われた。  
                                                   
10
 後に TMMK(Toyota Motors Manufacturing Ken turkey)に改名  
11 2011 年 12 月 9 日トヨタ自動車元ケンタッキー工場派遣者インタビューから  
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中南米地域では、メキシコ、ブラジル、アルゼンチンが生産の中心となった。ブラ
ジルではカローラのモデルチェンジをきっかけに 2002 年からそれまで KD 生産だった
のを本格的な現地生産に移行した。アルゼンチンの工場も 1997 年から KD 生産を始め
ていたが、2006 年にプレス工場、2007 年にバンパー塗装工場を新規に建設し本格的に
現地生産に取り組んだ。メキシコに工場は 2004 年から稼働を始めている。2010 年に
NUMMI の合弁市場が解消した際に、アメリカのテキサス工場と共に NUMMI で生産さ
れていたタコマというモデルの生産を引き受けた。そのほかベネズエラ、ペルー、コ
ロンビアなどの市場に対しては KD 生産を展開している。  
アジア地域ではタイ、台湾、オーストラリア、インドなどが生産拠点となった。タ
イには 1962 年 KD 生産が始まった。その後 1978 年にはタイトヨタ 100%の出資で車両
生産を始めたのである。台湾では国瑞汽車との合弁で 1995 年から生産を行っている。
オーストラリアでは GM との合弁で自動車を生産したが、1996 年からは合弁を解消し
単独で生産を行っている。最後にインドでは、1997 年から工場を建て生産を行ってい
る。 
トヨタは、2000 年に中国の四川旅行車と合弁し商用車の生産を始めた。2002 年には
中国の天津汽車との合弁により天津工場からヴィオスの生産を始めた。この天津トヨ
タは中国の一汽集団との合弁事業であった。またこれらに続いて中国の広州トヨタと
の合弁事業も始めた。2006 年にはカムリ、2008 年にはヤリスの生産を始めた。  
2000年代に入って特徴的だった出来事は GPC(Global Production Center)の設立である。
上述したとおり、NUMMI とアメリカのケンタッキー工場から始まったトヨタの海外生
産は 2000 年代に入ってから飛躍的に増えた。図 3.2 はトヨタの国内生産と海外生産台
数の推移を表したものである。これをみると、トヨタの海外生産台数が急激に増えて
いることが分かる。また海外生産台数の全体生産台数に占める比率を見ると、徐々に
上昇し、2007 年には 50%を超えて国内の生産台数よりも多くなっていることが分かる。 
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このように急激に海外生産が増えたため、人材育成と海外派遣要員の問題などが顕
在化した。当時トヨタの奥田碩会長は「兵站線が伸び切っている」という表現でトヨ
タの課題を指摘した12。このような問題に対応するために設立されたのが GPC である。
GPC は海外事業の急展開に対処し、新工場の効率的な立ち上げと既存の海外生産拠点
の自立化を実現することを支援することを目的としている。この GPC の設立によって
トヨタ自動車のマザー工場制は大きく変化するのである。  
表 3．1．トヨタ自動車の沿革  
年 沿革 
1933 豊田自動織機自動車部設立  
1936 挙母工場完工  
1937 トヨタ自動車工業設立  
1941 協豊会発足  
1949 トヨタ自動車販売会社設立  
1957 アメリカトヨタ自動車販売会社設立  
1959 元町工場完工  
1962 ブラジルサンベルナルド工場完工  
1964 タイトヨタ生産開始  
                                                   
12
http://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_global_corporation
/chapter4/section7/item4_a.html 
図 3．2．トヨタの国内生産と海外生産 
 
出所：トヨタ自動車ホームページから筆者作成 
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1966 高岡工場完工  
1970 堤工場完工  
1979 田原工場完工  
1982 トヨタ自動車工業とトヨタ自動車販売合併  
1984 NUMMI 操業開始  
1988 ケンタッキー工場完工  
  カナダ工場完工 
1992 イギリス工場完工 
  九州トヨタ宮田工場完工  
1998 フランス工場生産開始  
1999 インディアナ工場生産開始  
2002 中国天津豊田生産開始  
2003 GPC 設立  
2006 中国広州トヨタ生産開始  
  テキサス工場生産開始  
2011 ミシシッピ工場生産開始  
出所：トヨタ自動車ホームページから筆者作成  
 
藤本(2003a)では、日本の自動車メーカーの海外生産を 2 つの時期に分けている。初
期の海外生産は輸入代替政策を迂回するために、現地で海外生産をしていた時期であ
る。時期的には 1960 年代から 1980 年代に入るまでであり、この時期の海外生産は製
造能力、生産規模、材料の入手可能性、技術などの様々な点で限界があった。なぜな
ら当時の海外製生産の目的は生産や輸送のコストではなく、現地政府の自動車産業保
護政策への対応であったからである。その後 1980 年代に入ってからは本格的な海外生
産が始まる。1980 円台から各社の欧米への生産拠点展開が始まる。この生産拠点展開
は貿易摩擦を回避するためであった。しかし進出のきっかけは仕方なしのものであっ
たとしてもこれをきっかけに日本企業は海外生産を本格的に展開することになる。  
このような時期の分け方に、2000 年代に入ってから急激に始まったグローバル生産
への対応を加えて、トヨタ自動車の海外生産進出は 3つの時期で分けることができる。
時期 1 は、相対的に発展していない国を中心に KD 工場を展開した時期である。この
時期は国内でも持続的に新しい工場が建設され、輸出も多かった時期である。1950 年
代後半から NUMMI が設立される前の 83 年頃までである。時期 2 は北米における海外
生産の本格的な進出から始まる。国内の工場のマザー工場となり、海外の完成車工場
を支援した。時期 2 は NUMMI が設立されて稼働された 1984 年から GPC が設立され
る前の 2002 年までである。時期 3 は急激な海外生産の増加によりマザー工場制の限界
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が顕著になり、それへの対応が求められた時期であり、2003 年以降を指す。GPC が設
立され、マザー工場制を支援するようになった。また地域 GPC や地域生産調査室が設
立され、海外生産法人の独立性も大きく強化された。図 3.3 はトヨタの海外生産を 3
つの時期に分けたものである。本論文ではこれら 3 つの時期をそれぞれ KD 期、マザ
ー工場期、グローバル生産期と呼ぶことにする。  
 
 最後に、表 3.2 は現在のトヨタの海外車両工場一覧である。  
表 3．2．トヨタ自動車の海外車両工場一覧 
生産国  生産開始年月  生産実績(千台)13 
ブラジル 1959.5 66 
南アフリカ 1962.6 156 
ベネズエラ 1963.1 10 
オーストラリア 1963.4 94 
タイ 1964.2 515 
マレーシア 1968.2 63 
ポルトガル 1968.8 2 
インドネシア 1970.5 116 
ケニア 1977.8 － 
バングラデシュ 1983.7 － 
アメリカ(NUMMI) 1984.2 
2010 年に 
生産終了  
                                                   
13
 2011 年 1 月から 2011 月 12 月までの実績  
図 3．3．トヨタ海外生産の 3 つの時期 
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台湾 1986.1 152 
アメリカ(ケンタッキー) 1988.5 315 
カナダ 1988.11 413 
フィリピン 1989.2 26 
イギリス 1992.8 128 
パキスタン 1993.3 51 
トルコ 1994.9 92 
ベトナム 1996.8 27 
アルゼンチン 1997.3 70 
アメリカ(インディアナ) 1999.2 248 
中国(四川) 1999.12 37 
インド 1999.12 137 
フランス 2001.1 150 
中国(天津) 2002.10 498 
メキシコ 2004.9 50 
チェコ 2005.2 91 
中国(広州) 2006.5 273 
アメリカ(テキサス) 2006.11 149 
ロシア 2007.12 14 
アメリカ(ミシシッピ) 2011.1 2 
出所：トヨタ自動車ホームページを基に筆者作成  
 
3．1．2．既存文献からみたトヨタ自動車生産システム 
 トヨタ生産システムに関する既存研究は、フォード生産システムの導入からトヨタ
生産システムを規定している(藤本,1994a; 1997; 下川,2004; 和田,2009)。藤本(1994a)に
よると、日本の自動車メーカーがアメリカ式大量生産方式のある部分は積極的に導
入・消化したが、極端な水平的・垂直的分業は取り入れなかった。藤本(1997)はトヨタ
的生産システムをフォードシステムとまったく異なる独創とみなすのではなく、フォ
ードシステムとの連続性で把握すべきだといった。戦後トヨタはフォードシステムを
導入することになる。しかし戦後の状況や戦前日本の生産方式などにより独自の生産
システムとして発展している。下川(2004)では、トヨタの JIT 生産システムは、実はフ
ォードシステムの原点であるライン同期化のより徹底化したものであり、市場動向に
合わせて生産ラインの稼働状況を変化させ、生産動向に関する情報を職場の末端まで
伝えて、生産の量的・質的変化に柔軟に適応できる体制を作り上げようとしたのであ
る。つまりフォードシステムとトヨタシステムの原点は同じライン同期化にあるが、
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その展開過程において異なる発展の様子を見せたのである。和田(2009)は、フォードシ
ステムの「流れ作業」という要素が日本に導入される過程を説明している。そしてそ
の流れの中でトヨタ生産システムを説明しているのである。  
 藤本(1997)ではトヨタ生産システムについて次のように評価している。トヨタ自動車
はフォードシステムなどアメリカ初の大量生産的技術・経営手法の導入に熱心であっ
た。しかし日本の自動車メーカーは狭隘で多様化した国内市場の現実に合わせてアメ
リカ流のフォードシステムを修正しなければならなかった。ところが長期的には、ト
ヨタ的な生産システムは、1980 年代までには基本的にフォードシステムを採用してき
た米国企業を上回る競争力を発揮するようになった。藤本はフォードシステムの影響
を指摘しつつもトヨタ的生産システムが生成される過程における環境制約、導入企業
の動態能力、経営者の構想力などを合わせて強調している。  
 トヨタ自動車生産システムの特徴だと一般的に言われている要素は、多種少量生産、
JIT、自働化、作業標準の徹底化、スーパーマーケット方式、プル生産、かんばんシス
テム、平準化生産、生産現場における熟練形成、あまり進んでいない部品のモジュー
ル化、情報システムなどがある。以下はこれらの要素に関して詳しくみていくことに
する。  
オイルショック後の低成長時代を背景として展開されたトヨタ生産システムは、多
種少量で製品のコストを安くするために工夫された方法なのである(大野 ,1978)。よっ
て多種少量生産に適しているのである。  
大野(1978)はトヨタ生産方式の基本思想は徹底したムダの排除トヨタ生産方式の二
本柱は「ジャスト・イン・タイム」と「自働化」であると言っている。JIT とは、たと
えば、1 台の自動車を流れ作業で組み上げてゆく過程で組み付けに必要な部品が必要な
ときにそのつど、必要なだけ生産ラインの脇に到着することである。そうすることに
よって、在庫をゼロに近づけることを意図としている。もう一つの柱である自働化は
「ニンベンのついた自動化」と読む。これはトヨタの社祖である豊田佐吉の自動織機
の発明を源にしている概念で、異常があったときに機械が自動的に止まることを意味
する。これによって人は正常に機械が動いているときはいらず、異常でストップした
ときに初めてそこに行けばよくなる。この 2 つの概念は山口(1996)でも日本的生産方式
の主要構成要素と取り上げるほど重要な概念である。  
またこの 2 つの概念はそれぞれ独立的に働くのではなく、相乗効果を持っている。
JIT をチームプレイに例えるなら自働化は個人の技を高めることに例えることができ
る。JIT のためには生産現場の各工程が連携プレイをする必要がある。つまり全工程が
システマチックにチームプレイを展開するのである。自働化は生産現場の各工程にお
ける作りすぎを排除し不良品の生産を防止する。このように JIT と自働化の両立した
生産現場こそトヨタ生産システムが目指している姿だと言える (大野 1978)。 
トヨタ生産システムの重要な要素の一つが標準作業票である。トヨタの標準作業票
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には、サイクルタイム、作業順序。標準手待ちという標準作業の 3 要素が明確に記載
されている。サイクルタイムとは、1 個あるいは 1 台をつくる時間をいい、生産数量と
稼働時間によって決定される。作業順序は作業者がものを加工する場合に物を運び、
機械に取り付け、取り外したりする作業の順序のことである。標準手待ちとは工程内
の仕掛品がどれだけ必要なのかをいい、機械に取り付いているものを含めていってい
る(大野 ,1978)。各工程で標準作業をしっかり守ることによって全生産工程による JIT
生産が達成されるのである。  
トヨタの各工程は、後工程が前工程に引き取りに行くというルールでつながってい
る。これはスーパーマーケット方式とも呼ばれている。スーパーマーケットというの
は、顧客にとって、必要な品物を、必要なときに、必要な量だけ入手できる店である。
これを適用させ、スーパーマーケットを生産ラインにおける前工程と見たのである。
しかしこの方式の最大の問題は後工程が同じ部品を一度に大量に引き取るために前工
程を混乱させることであった。そのために平準化生産が導入されたのである。  
前工程と後工程を繋ぎ、JIT 生産のために重要なもう一つの要素になるのがかんばん
システムである。かんばんとは JIT を実現するための管理の道具である。かんばんは
何をどの部品を、どれだけ引き取るか、またどの部品を、どのようにつくるかを指示
するものである。後工程が前工程に必要な部品を必要なときに必要な量だけ引き取り
に行き、前工程はその引き取られた分だけつくって補充するのが JIT 生産である。こ
の際に後工程が前工程に引き取りに行く間を引き取り情報または運搬指示情報として
繋ぐのが引き取りかんばんである。もう一つ前工程が引き取られた分だけつくるため
に、生産を指示するのが工程内かんばんである。かんばんは工程間を情報で結び、円
滑な生産管理を助ける役割を果たす。  
生産現場において、製品の流れ方がばらつくほどムダは多くなる。後工程が時期と
量についてばらついた形でものを引き取ると、そのバラツキの大きさは前工程へさか
のぼるほど広がっていく。全ての生産ラインのバラツキを防止するためには最終の組
立ライン上のバラツキをゼロにする努力をする必要がある。完成車組立ラインの生産
の山をできるだけ崩して低くし、同時に谷を浅くして、流れの表面をおだやかにする
ことを生産の平準化という。トヨタの各最終工程は同じものをかためて流さない平準
化生産を行っている。  
後工程が前工程に引き取りにいくというルールからも分かる通り、トヨタ自動車生
産システムは基本的にプル生産を志向している。自動車工場における最後工程は組立
工程であるといえる。しかし組立工程はその後の検査工程、納入、最終的には消費者
にまでつながっている。消費者のニーズ・注文からすべてのものを生産するのがトヨ
タ生産システムの目指している姿なのである。  
また、トヨタ生産方式は基本的に理想形としてプル(PULL)・システムを志向してい
る。つまり、市場から消費者の注文があれば、それに合わせて車両を制作する、100%
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受注生産がトヨタ生産方式の理想なのである。また、トヨタ生産方式の根幹となる JIT
方式の必要な時に、必要なだけ部品を届けるという方式もそうである。JIT 方式では、
前工程が後工程の必要な部品をつくり溜めするのではなく、後工程が必要な分だけを
前工程に取りに来るという形で運営されている。このように需要が生産を引っ張って
いるという形でトヨタ生産方式はプル志向だといえよう。  
トヨタ自動車生産システムは労働者に高い熟練度を求める。労働者はただ動いてい
るだけではなく、働くことを求められる。ラインでは品質を作りこむことを要求され、
さらにムダを排除し効率を高めることが要求される。それだけではなく、労働者には
生産現場において問題点をみつける役割もある。現場で問題が発生した際には、問題
点をみつけてそれに対応することが求められる。その際に用いられるツールが 5 つの
なぜである。そのような問題解決は提案制度によって制度化されている。1 人の労働者
は複数の工程で仕事をすることを求められる。つまり多能工になることが期待される
のである。そうすることによって、生産現場で問題が発生した時、助け合いを通じて
生産ラインを止めることなく問題を解決することができるのである。  
労働者がリーダークラスになるともっと多くの役割を任せられる。トヨタの組立工
場では約 10人のチームを管理するチームリーダーと 3 つのチームを管理するグループ
リーダーが現場をマネジメントしている。グループリーダーは改善活動だけではなく、
ラインでの問題解決のためにも奔走している。現場のリーダークラスには高い水準の
熟練が必要であり、その育成は難しいとされている。  
モジュール化とは、自動車に入る部品をまとめていくつかの塊にし、それを生産ラ
インで組込むことで全体効率化をはかる生産方式であり、それは、工場内で行われる
場合もあれば、外部のサプライヤーに任せることもある (Kang,2001; 武石・藤本・
具,2001; 小林,2004; チョン,2004)。武石・藤本・具(2001)では、モジュール化を 3 つに
分類している。1 つ目が「製品のモジュール化」で、これは製品のアーキテクチャー自
体がモジュール化することを意味する。2 つ目は「生産のモジュール化」で、これはモ
ジュール部品を工場内に配置されたサブアッセンブリーラインで組み立てることであ
る。3 つ目は、「企業間関係におけるモジュール化」で、モジュール部品をサプライヤ
ーにアウトソース(外注)することである。この研究では、欧米企業は「企業間関係のモ
ジュール化」が先行する傾向があり、日本企業は、「生産のモジュール化」が先行する
という点を指摘している。欧州では積極的に部品のモジュール化を進めながら外部調
達を増やしていくのに対し、日本では品質向上のためのモジュール化が進められ、サ
プライヤーにサブアッシをアウトソースすることに関しても消極的であった (武石・藤
本・具,2001; 竹野 ,2001)。トヨタはサプライヤーと連携して一部の部品に関してモジュ
ール化を進めてはいるが(竹野,2001)、それほどモジュール化に積極的ではない。  
トヨタは情報システムで生産現場を管理している。和田(2009)はトヨタが早い段階か
らパンチカードシステムを導入し現場を情報システムで管理しようとしたと指摘して
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いる。1953 年初めて IBM 機が導入されたのである。生産現場での数値は電算化され管
理されたのである。また最近はトヨタ生産方式の代表的な要素であるかんばんも電子
化されている。e かんばん方式は、従来のかんばん方式と比較して発注方法が違う。納
入便でかんばんをもちかえるかわりに、通信ネットワークを利用して発注し、かんば
んと伝票を仕入れ先で発行する(小谷 ,2003)。このようにトヨタ生産システムは情報シ
ステムによって統合されているのである。  
 
3．1．3．移転可能性の分析 
 ではトヨタ生産システムを移転可能性の視点で分析するとどうなるのか。まず成文
性の面をみる必要がある。トヨタ自動車は生産現場における作業標準票をもっている。
そしてそれを守ることに徹底している。標準を定め、それを守ることはトヨタ生産シ
ステムの根幹である JIT 生産とつながるものであり非常に重要視されている。また改
善などにより新しい方法が生まれた際にはそれを反映させて標準の改定が行われる。
ここからトヨタの生産現場における生産に関する知識は標準作業票という形で非常に
よく成文化されているということができる。更にかんばんシステムは長い期間トヨタ
の生産を支えてきた制度であり、トヨタの生産ノウハウを具現化したシステムだとい
えよう。よって、トヨタ生産システムの成文性は高いと判断することができる。  
 伝授可能性は低いと思われる。なぜならトヨタ自動車生産システムが労働者に非常
に高い熟練を要するものだからである。労働者は生産ラインにおいて多数の工程を覚
えなければならず、改善や品質の作りこみなど求められる役割も多い。更に提案制度
を通じた改善を行うことも必要である。本国の生産システムにおいて労働者に期待さ
れる役割が多いというのは、その分労働者が習得すべき知識の量が多いことを意味す
る。労働者だけではなく、現場のリーダークラスになると求められる熟練をもっと多
くなる。よって、トヨタ生産システムの伝授可能性は低いと考えられる。  
 トヨタ自動車生産システムは相対的に高い複雑性を持っていると考えられる。トヨ
タ自動車の作業現場では労働者と管理者が有機的に協力しながら仕事をすることが求
められている。このような有機的な面は生産システムをフレキシブルにし、競争力を
高めているかもしれないが、その複雑性は高いと考えられる。またトヨタは部品のモ
ジュール化を積極的に推進してこなかった。モジュール化をすると生産工程をサプラ
イヤーにアウトソースすることによって、自社の生産システムの複雑性をより低いも
のにすることができる。サプライヤーが全体システムのサブシステムとして独立する
ことによって全体システムの複雑性が下がる。トヨタはモジュール化が進んでいない
分、高い複雑性を持っていると考えられる。  
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3．2．現代自動車の生産システムとその移転可能性 
3．2．1．現代自動車の歴史 
本節では現代自動車の生産システムを分析するために、現代自動車 30年史を中心に、
その歴史を簡略に記述することにする。  
現代自動車は、韓国の財閥系企業である現代グループの一つの系列社である。現代
グループは、現代建設という会社から始まった。戦後の建設ブームと共に急成長した
現代建設は、多角化の一環として自動車工業への本格的な進出を決定する。その当時
の韓国では、ソウルと釜山をつなぐ京釜高速道路が建設されるなど自動車産業におけ
る需要拡大が予想されたのである。1967 年 5 月、韓国の現代建設とアメリカのフォー
ド社の間で、自動車組立工場に関する基本的な合意がなされた。そして、1968 年、フ
ォードと現代自動車は KD 方式で自動車を生産する契約を結んだ。当時韓国では民族
資本の新興財閥が先進国自動車メーカーと技術提携を結ぶことによって自動車産業に
参入していた(藤本 ,1994 b)。 
フォードとの提携が進むにつれ、現代は韓国の蔚山に工場を建設し、現代の生産技
術チームはフォードからのマニュアルを手本に、組立手順や工場レイアウト、KD 分類
作業などを学習するなど、現代自動車はフォード生産システムを取り入れていく。サ
プライヤーを選定する過程でも、フォードの部品及び資材関係技術者が関わっていた。
(丁,2003)。また、現代では生産技術および A/S・販売技術の習得のために複数の技術者
を海外のフォード社に派遣した。当時フォード車は現代自動車のパートナーとしてイ
ギリスフォードを指定した。イギリスフォードからは図面と書類、部品サンプルなど
が送られてきた(パク,2012)。 
その当時韓国では、一つでも多くの部品を国産化することが政府からの政策として
決まっていた。それに従い、現代は自動車においての核心部品であるエンジン、電子
装置部品を自社生産することにした。フォードと現代は 50：50 の資本比率でエンジン
を生産する新しい工場を建設することに合意した。しかし、フォードと現代の間では、
意見の差が存在した。現代は小型車を量産し、フォードの販売代理店を通じて、海外
に輸出する計画を持っていた。他方、フォードは韓国をグローバル分業体制の中に取
り入れて、自社製品を販売し、単純部品生産及び組立の拠点にする計画だった。この
ため、フォードは現代の海外進出に反対していた。さらに、事業領域においても、現
代は最初から自動車工業全般にわたり、事業を行うために、総合自動車工場建設を目
指していたが、フォードは、1 国 1 部品生産体制を構築する目的であったため、韓国で
はディーゼルエンジンだけを生産する計画であった。結局これらが原因となり、フォ
ードと現代自動車の合作エンジン工場の計画は失敗になってしまった (丁,2003)。  
 現代は、独自モデルを開発する計画を立案し、その実行に向けて外国のメーカーと
の交渉を進めた。具体的には、乗用車設計の部門でイタリア、日本の 10 社、スタンピ
ング工場の機械選定で日本、アメリカの 4 社、鋳物工場建設部門でイギリスとドイツ
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の 5 社、エンジン生産部門ではイギリスのパーキンス社、日本の三菱自動車の 2 社、
総合部品工場建設部門ではイギリスとアメリカの 5 社など、5 カ国 26 社との交渉を進
めた。このように外国企業から技術協調契約を通じて技術、設計図面などを提供して
もらうという戦略のもとに現代自動車は、ディーゼルエンジン製造のためにはイギリ
スのパーキンス社、車体設計のためにイタリアのイタルデザイン社、ガソリンエンジ
ン・変速機・後車軸・鋳物の製造のためには三菱自動車と技術協調契約を締結した。
この契約は、契約製品の製造及び組立のための工場建設をも援助するというもので、
また一定の代価で現代自動車に技術者を提供し、現代自動車の管理者・工員を訓練さ
せるという条項も入っていた(現代自動車 ,1997)。  
 三菱との技術協調契約で、固有モデルの開発には、三菱のエンジン、トランスミッ
ション・シャシーなどが使われ、それを基に、イタルデザイン社が車両のデザインを
した。三菱自動車の社史では、三菱自動車と現代自動車トップ同士の意思疎通により、
車体設計、エンジン製造などの技術を提供することになったと記している (三菱自動車
工業株式会社 ,1993)。それで、現代自動車の固有モデル、PONY が誕生したのである。
この固有モデルの PONY を生産するために、新しい総合自動車工場を建設することに
なった。この建設のために、生産設備の多くはヨーロッパから輸入したが、実際に製
品を作るためのノウハウ・金型・組立用溶接機・治工具などの設備は日本からのもの
が多かった。また、工場設備と艤装ラインの設備は主要部分だけを外国で購入し、残
りは図面だけを買って、国内で作って使用した。 
 現代自動車の蔚山工場は韓国では最初の総合自動車量産工場だったため、当時国内
では総合自動車工場の設計およびそれに必要な設備・工程・材料などに関する知識を
持っている企業が存在しなかった。そのため、現代は、工場建設における各工場の配
置設計、作業場設計などを三菱に任せた。三菱と現代は 1974 年スタンピング工場など
12 の施設の配置設計、乗用車組立工場のショップ設計、細部設計及び各ショップの全
般的な工程図作成、スタンピング工場の全般的設計図作成などをその内容とする契約
を結んだ。三菱はこの契約で、現代に技術者を送り、基礎資料を審査するなどの過程
を経て設計を確定し、工場を建設した。この工場は 1975 年 12 月に完工される(現代自
動車,1997)。  
姜(1986)は、自身が現代自動車で働きながら PONY モデルを開発した時の話を記し
ている。これを見ると現代自動車と三菱自動車の関係が分かる。現代自動車は、1973
年に独自モデルを開発するために、三菱自動車の京都製作所に現代自動車の社員を派
遣した。その際、京都製作所の所長であった荒井斉勇自らが現代自動車の社員を指導
した。その指導はエンジン技術、プレス工場、組立工場など様々な分野に及んでいた。
この際、教わった技術に合わせて多くの日本製工作機械が導入された。  
その後も現代自動車は持続的に三菱自動車から技術と生産のノウハウを吸収するこ
とになる。吸収は、現代自動車の社員を日本に派遣することと三菱自動車の社員・OB
第 3章 本国の知識とその移転可能性 
59 
  
を韓国に招き入れることでおこなわれた。姜(1986)は、技術・生産に関して何らかの問
題があれば、日本で三菱自動車に相談をしたことを記している。またパク(2012)では、
三菱自動車の OB を韓国に招き入れ、勉強会を開いたといっている。  
 このように固有モデルを開発し、それのための総合生産工場を建てながらも、現代
はフォードとの契約を延長していた。この契約では、現代が KD 方式でフォードの車
両を生産し、韓国国内で販売することとフォードの技術協調に関する内容が含まれて
いた。フォードと現代の KD 契約は 80 年代半ばまで続くことになる。 
現代自動車は設立当時から海外市場進出に対しての強い意志を持っていた。現代自
動車は独自のモデルである PONY を開発してから、海外進出に目を向け始めた。PONY
を世界各国のモーターショーに出品するなど、現代ブランドと PONY の海外での認知
度を上げるのに主力した。そして 1975 年から 76 年にかけて、海外輸出市場に関する
本格的な調査を行う。その時、建設された輸出戦略は、現在の PONY の仕様で輸出が
できる国、完成車輸入が容易で輸入関税が低い国、自動車生産と組立の基盤が弱い国
を対象とし、その際に品質保証のために主要部品は一定期間輸入することにし、競争
力のために政策的に価格を策定し、輸出国の特殊地域条件によっては仕様を補強する
というものであった。このような市場調査の結果中東地域が様々な条件に合致すると
判断された。現代は輸出が始まった年である 1976 年に 1019 台の車を販売することに
成功する。  
中東の他にアフリカ・南米などにも車を輸出し、海外市場進出は加速化した。現代
の最終的な目標はアメリカ市場に進出することであった。しかし、アメリカ市場に進
出するためには、FMVSS(Federal Motor Vehicle Safety Standard:米連邦自動車安全基準)
をパスする必要があった。これのために現代は外国会社との技術提携を通じて不足し
ている製品性能および設計技術を補完していった。だが、1979 年の自社テストの結果
を総合してみると、まだアメリカ進出には早いと判断し、PONY ではなく、次に開発
される量産モデルでのアメリカ進出を狙うことにした。このように PONY のアメリカ
進出はできなかったが、この一連の過程で現代自動車が得た経験は、以後のアメリカ
進出に役立つこととなる。特に、経験を通じて得られた独自の研究開発の成果は、強
化されていくアメリカの各種規制に対応できる技術的基盤を確固たるものとしたので
ある。  
アメリカ市場と同時に欧州市場に進出するための準備が進められた。市場調査の結
果、デンマークとベネルックス 3 国が進出対象国として選ばれた。これらの国家は組
立工場がなく、独自の完成車メーカーを持っていなかった。年 30 万から 40 万台の安
定的な需要があり、輸入規制も厳しくなかった。また、英語が通じていて、港が発達
しているのも現代にとっては好条件として働いた。1978 年現代は、資本金 30 万ドルで、
オランダに現地法人 HMH(Hyundai Motor Holland B.V.)を設立する。1981 年まで HMH
は 80 のディーラー網を持ち、車を販売した。その後、状況の変化によって撤収せざる
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を得なかったが、現地法人を運営したという経験はカナダとアメリカ進出のための専
門人材を養成する機会となったのである。  
現代は海外代理店の運営方針にとして、海外販売は基本的に代理店網を利用するこ
とにして、代理店は 1 国家 1 代理店制で、代理店の下にディーラーをおくことにした。
このとき、ディーラーの任命権は代理店側にあった。  
現代は 70年代の後半から PONYの後続で新しい独自車種の開発とそれの生産のため
に従来 15 万台だった生産能力に加えて、年産 30 万台規模の工場を建設するプロジェ
クトを進めていた。新しい工場は、1981 年 10 月に着工され、国内と海外の資本をあわ
せて 3969 億ウォンを投資し、3 年 5 カ月後の 1985 年の 2 月に量産が始まった。このよ
うな生産能力拡張で現代は年産 45 万台の生産能力を保有することとなり、一般的に規
模の経済が実現できると言われている 30 万台を超える生産能力を持つようになった。 
生産能力の拡張と多様な車種開発を基に現代は本格的な海外市場開拓に走った。内
需市場はその規模に限界があるため、内需市場だけでの競争では、競争力・技術の蓄
積は難しいとの判断からだった。特に北米市場に対して強い意志をみせてきた経営陣
は、北米進出のためにまず、カナダ市場に進出することにした。現代は現地販売の効
率化のためにカナダに独自法人を設立することにした。1983 年、54 万 9000 カナダド
ルを投資し、HACI(Hyundai Auto Canada Inc.)を設立した。HACI はカナダのオートショ
ーに新車種 PONY2 を出品し、そこでディーラーを募集した。ディーラーは現代車だけ
を販売するシングル・ディーラシップを原則とした。このようにして選定された初期
ディーラー数は 49 だった。  
カナダ市場に進出するためには、PONY2 がカナダ自動車安全規制基準 (CMVSS；
Canada Motor Vehicle Safety Standard)をパスする必要があった。排気ガス、安全度、寒
地テストなど 43 項目のテストを PONY 2 は無事パスした。その後も、STELLAR、EXCEL、
SONATA
14などの車種が投入され、カナダで売れていった。カナダ現地で現代自動車に
対する反応は良かったという。現代は現地に部品工場や組立工場も建てるなど、カナ
ダ市場に積極的な姿勢を見せた。  
カナダ市場での成功から、現代はアメリカ市場への進出に着手した。1984 年から
HACI が中心となり、アメリカ市場に対する調査が行われた。その当時アメリカでは、
アメリカのビック 3 メーカーが低迷していて、小型車を中心とする日本車が売れてい
た。アメリカ政府は日本の乗用車の輸出数量を自主規制するようにするなど、市場の
状況は現代にとって望ましいと思われていた。アメリカにおいても、カナダと同じく
独自の法人を運営し、ディーラーには現代自動車だけを売ってもらうという方針を立
てた。また、競争車の価格の 70-80％に価格を策定し、安定的な部品供給のために部品
                                                   
14 この SONATA は、STELLAR の改良型モデルで、88 年にまったく新しく開発されて、今ま
でそのシリーズが続いている中型車モデルとは違うモデルである。 
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サービス網を構築することにした。  
1985 年 4 月、600 万ドルが投資されてアメリカの現地法人 HMA(Hyundai Motor 
America)が設立された。地域的には、北東部の担当としてニュージャージーに、南東部
の担当にアトランタに地域事務所を設置し、西部は現地法人本部が管理することにし
た。アメリカ市場進出の障壁となっていた安全規制と環境規制にも無事パスすること
ができた。1986 年から現代自動車の EXCEL モデルが販売された。EXCEL は小型車で、
輸出規制により日系メーカーが中型車を輸出するようになってできた小型車セグメン
トの空白を埋める形で売れるようになった。販売開始 1 年で、累積販売 20 万台を突破
し、1987 年には 26 万 3000 台を売り、輸入車市場の 7.6%を占めた。しかし、EXCEL
は戦略的に低価格に設定してあったため、品質を高めることができなかった。それは、
後にアメリカにおける品質問題につながることになる(イ,2007)。  
1986 年から現代はカナダに工場を建てる計画を立案した。カナダ工場は北米市場の
現地拠点として位置づけられ、またカナダと現代自動車間の互恵的な意味も持ってい
た。工場はブロモン地域に建てることにした。ブロモン地域は高速道路が近く、輸送
が便利で、半径 30km 以内に 15 万人の住民が居住し、労働力確保が容易だった。資源
的な面でも優れていて、州政府も工場の建設に協力的だった。現代は 54 万 4000 坪に
達する工場の敷地を 1 カナダドルで購入することができ、5 年間総額 1 億カナダドルに
対する利息支援と電力代割引も提供された。また、カナダ現地の技術要員を教育する
ために、カナダ政府と州政府から 940 万カナダドルの支援も受けた。  
1986 年 9 月にはブロモン工場の着工式が行われ、2 年 10 カ月の工事を経て、1989
年 7 月に工場が完工された。総投資額は 3 億 2500 万カナダドルであった。敷地面積は
51 万 4000 坪で、生産能力は年産 10 万台、中には車体工場、塗装工場、組立工場、完
成車試験場、完成車待機場、鉄道施設などがあった。1990 年にはプレス工場も建設さ
れた。  
1989 年からは、ブロモン工場稼働により、完成車輸出と CKD 輸出と現地生産を並
行するようになった。そして、1990 年からはカナダ輸出分が完全にブロモン工場に移
管され、アメリカ輸出分の大部分も移管された。そして、1991 年には、アメリカを含
むすべての北米輸出分がブロモン工場に移管された。  
しかし、現代自動車が北米現地生産を始めた 1989 年は、北米市場が全般的に縮小し
ていくなかで、日系メーカーの現地生産が急増した時期でもあった。その結果、北米
市場は深刻な供給過剰の状態に陥っていた。1982 年ホンダがはじめて現地生産を開始
してから、1989 年には、北米地域では 11 か所の日本車メーカーの工場が建設され、そ
の生産能力は 226 万代にも達した。その当時、ブロモン工場で生産している車種は
SONATA という中型車であったが、このセグメントは北米市場で最も競争が激しかっ
たセグメントであった。現代は、このような状況を鑑みて、その解決策として、クラ
イスラーを通じて自社の車を供給するという戦略を立てたが、その交渉はうまくいか
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なかったという。また、品質問題も発生した。現代車と日本車の初期品質には大きな
差がなかったが、耐久品質で大きな差があった。そのため、現代車の中古車価格は、
日本車の中古車を大きく下回る水準だった。このような現代車の品質問題が露出した
のも販売量を減少させた原因となった。ブロモン工場は損益分岐点である稼働率 80%
を大きく下回る 20%水準でしか稼働できず、経営は悪化していった。93 年末までの累
積赤字は 5 億カナダドルに達し、93 年 10 月ブロモン工場は稼働を中止するしかなかっ
た。そして 1995 年 10 月には最終的に閉鎖を強いられた。  
このブロモン工場の失敗から、現代の海外市場に対する戦略は大きな転換を迎える
ことになる。現代は海外生産を大規模市場に大きな投資をしてリスクを負うより、小
規模市場での KD 生産に重点をおいて推進していくようになる。1990 年代中盤から後
半には 1 万台から 2 万台の小規模 KD 工場をボツワナ、エジプト(以上、2 万台)、タイ、
マレーシア、パキスタン(以上、1 万台)で建設することに集中した(イ、カン、チョ 2008)。
この時期現代自動車は、途上国を中心に小規模の KD 工場を建設することに集中した
のである。具体的にみると、1993 年にはボツワナとタイに、1994 年には、ジンバブウ
ェとフィリピンに、1995 年にはエジプトとインドネシアに 1996 年にはベネズエラに、
1997 年にはトルコ、ブラジル、マレーシアに KD 工場が建設された。これらは比較的
に小規模である現地市場を狙って建設されたものだと考えられる。この時期に建設さ
れた KD 工場のもう一つの特徴は、現代自動車が独自ではなく、現地資本との合資を
通じて建設されたということである。現代自動車はこの時期に建設された KD 工場す
べてにおいて現地資本、もしくは現地政府と合弁契約を結んでいる。  
この時期、現代は海外生産を大幅に減らし、国内生産を拡大していった。国内市場
は 1980 年台後半に爆発的に成長した。内需市場は 1987 年から毎年販売量が 30-40%成
長し、本格的なモーターライジェーションが始まったと評価された。藤本(1994b)でも
韓国自動車産業が 1988年以降その成長の牽引要因が輸出から国内需要へとシフトした
といっている。その原因は輸出競争力の低下と国内需要の増加で分けて把握する必要
がある。輸出競争力の低下の原因としては、ウォン高、労使紛争による賃金の急上昇、
量産によるコスト効果の限界、米国市場での製造品質・下取り価格問題の顕在化、新
製品投入の遅れなどが指摘される。国内需要増加の原因としては、賃金上昇に伴う購
買力の上昇、賃金や物価とのそう対比で自動車の価格が割安になったこと、自動車車
種の多様化、販促促進手段の充実化、石油価格の低下、関連税の軽減化などが挙げら
れる。  
海外市場に依存して成長してきた現代は、内需市場の成長により、内需と輸出のバ
ランスをとるように成長戦略を変更した。図 3.4 は韓国の国内自動車販売台数と輸出台
数のグラフである。この図をみると 80 年台後半から、90 年代にかけて国内需要が成長
しているのがわかる。特に 1988 年ソウルオリンピックが開催されるなど、需要の拡大
はその後も続くと予想された。また、輸出戦略自体も見直された。現代の全体輸出の
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なか、北米市場の比率は 1986 年 88.8%、1987 年 84.5%、1988 年 88.2％で、特に対米輸
出比率はそれぞれ、67.3%、77%、80.9%だった。輸出構造がこのように北米依存的に
なってしまうと経営状況が北米の市場状況に大きく影響されることが懸念された。そ
のため、現代は輸出対象国を多様化するための施策を実施した。新しく、欧州やオー
ストラリアなどの市場に力を入れた。とくに、東ヨーロッパを中心として、販売網を
広めっていった。その結果、現代全体の中での北米への輸出比率が減少した。  
 
現代は 1990 年代の中盤から国内に 2 つの工場を建設し、国内での生産基盤を拡大し
ていった。1994 年から建設され、1995 年から量産が始まった全州工場は 10 万台の生
産能力をもつ商用車工場である。また、1996 年からは牙山工場からも量産がはじまっ
た。牙山工場は九州トヨタの宮田工場をベンチマークしたと言われている (チョ ,2005; 
Kang,2001)。この工場は現代自動車が次世代の主力工場として位置づけた工場であり、
当時で現代自動車の中では最も先進的な生産技術を保有していた。全社的な計画もか
なり国内生産能力の拡充に向けられていた。1993 年 11 月 15 日に発表された「21 世紀
生産能力拡充及び技術自立計画」では蔚山工場の第 2、3、4 工場建設を進めることを
明言している。この計画で 1993 年から 2000 年まで 7 年間 3 兆 3 千億ウォンを投資す
ることが明らかになった。このように、1990 年代現代は国内での地位を確固たるもの
にすることに力を注いだ。図 3.5 は、現代自動車の国内生産拠点の位置を表したもので
ある。  
図 3．4．韓国の自動車国内販売と輸出推移 
 
単位：台  
出所：KAMA(2010)から筆者作成  
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それと同時 90 年代後半から現代自動車は、グローバル生産体系を構築しはじめた。
その背景にはそれまで拡大してきた内需市場の成長の鈍化がある。図 3.3 のグラフをみ
ると 90 年代後半から、国内販売台数の成長が鈍化し、また 97 年の外換危機で市場が
縮小されていることがわかる。そこで現代は、トルコに 1997 年、ヨーロッパと中東ア
ジアを攻略するために HAOS(Hyundai Otomotiv Sanari Ve Ticaret)が設立された。HAOS
は現地の企業との合弁で、トルコのキバー(KIBAR)グループと現代自動車が 1 億 5 千万
ドルの投資額を 50％ずつ出資している。トルコでは、年産 9 万台規模の工場が建設さ
れた。また、98 年には現代自動車 100％出資で、インドに現地法人 HMI(Hyundai Motor 
India)を設立した。ここでは年産 30 万台規模の工場が建設された。2000 年代に入って
から、 2002 年中国で北京汽車との合弁で、北京現代汽車 (Beijing Hyundai Motor 
Company)を設立して中国市場に進出する。この時期は現代自動車が世界進出を図りつ
つ本格的に海外生産を準備する段階だった。  
図 3．5．現代自動車の国内生産拠点 
 
蔚山工場
牙山工場
全州工場
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本格的な海外生産の準備という言葉は 3 つの意味を持つ。第 1 は、この時期に建設
された工場が現代自動車の裁量が 100%発揮できるようなものではなかったという点
を挙げることができる。トルコ工場は後に完成車工場に拡張されるが、当時は KD 工
場として建設された。インド工場は現代自動車がカナダ工場以降再び建てた海外完成
車工場だと評価される。しかしその実情は、生産設備のほとんどを閉鎖したカナダ工
場からもってきたということが背後にあった(ユン,2002)。パク(2012)は当時工場の建設
責任者として経験したことを記している。カナダの工場のプレス、溶接、ペイント、
組立まですべての設備をインド工場にもってきたのである。さらに中国の北京工場に
関しては、北京汽車が使っていたトラック工場の敷地と建物を使わざるを得ない状況
だったため、自在に工場設計はできなかった。当時北京汽車のトラック工場では、す
べての生産ラインが手動になっており、稼働されていたのはプレスラインしかなかっ
た。また完成車積載場も舗装されていなかったという(イ他,2007)。第 2 は現代自動車
と現代グループの中で行われた権力闘争と経営陣の変化である。1990 年代後半の為替
危機を通じて現代自動車の最高経営者とその下の経営陣に大きな変化があった。また
この過程で韓国第 2 位の自動車会社であった起亜自動車の買収も行った。このような
状況下で一貫した経営方針を貫くことが難しかったのではないかと考えられる。第 3
は生産方式の変化である。経営陣の変化とともに現代自動車生産方式にも変化が起き
た。90 年代まで現代自動車の生産方式は日本的生産方式を導入はしたもののその導入
が不完全であるという評価を受けていた。しかし 90 年代後半から現代自動車は独自の
生産システムを模索し始めるのである。現代自動車生産方式の特徴だと指摘される部
品のモジュール化も本格的に推進されたのは 1998年新しい会長が就任してからだとい
う(チョ,2005)。  
ここで現代自動車の経営陣の交替について言及しておきたい。現代自動車が韓国の
財閥企業である現代グループに属していたのはすでに指摘した。現代グループは建設、
重工業、商社、電子など様々な分野に進出し、90 年代には韓国経済界をリードする存
在となった。グループの総帥である鄭周永は建設業から始まりグループを大財閥に育
てた伝説的人物である。鄭周永は 1995 年末、現代グループの会長を次期の家長である
鄭夢九15に渡すと発表した。その際に現代自動車はグループから分離されるのではない
かといわれた。現代自動車は現代グループに属していたが、その実権は鄭周永の弟で
ある鄭世永が握っていた。鄭世永は 1967 年現代自動車の創業のときに社長として就任
してから 90 年代まで会社を率いてきた。そのため鄭世永を中心に現代自動車は別系列
に分類されるのではないかといううわさが流れた。しかし鄭夢九は分離を決して許さ
                                                   
15
 実は、鄭夢九は鄭周永の長男ではない。彼は次男であり、長男は鄭夢弼という人だった。
しかし鄭夢弼は 1982 年 4 月(当時 49 歳)交通事項で死亡した。その後は鄭夢九が現代グル
ープの実質的な長男としての立地を確立したのである。  
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ないとし現代自動車をグループに残留させた 16。その後鄭夢九は経営陣の中の親鄭世永
派を排除し現代自動車を完全に手に入れることになる (パク ,2011)。この経営陣の交替
によって、現代自動車は独自の生産方式を模索し、積極的な海外進出を図ることにな
る。 
 
その後、アメリカのアラバマに年産 30 万台規模の工場を建設し、HMMA(Hyundai 
Motor Manufacturing Alabama)を設立する。その際は、韓国の牙山工場をモデルとして
建設されたという。このときに、牙山工場はモデルとなり、グローバル工場標準とい
うものをつくり、それを基に海外工場を展開している。そして、2009 年には、チェコ
に進出し、年産 30万台規模の工場を建設し、HMMC(Hyundai Motor Manufacturing Czech)
を設立する。現代自動車はこのように、積極的に海外市場に進出してきた。特に 2000
年代から本格的に始まった海外生産の展開はかなり急速に展開している。中国の第 2、
第 3 工場、インドの第 2 工場も追加された。この時期の特徴は、急速な海外生産展開
とその方法にある。現代自動車はグローバル工場標準を用いて、各国に 30 万台の生産
能力を持つ工場を展開したのである。それと共に現代自動車の海外生産量は急激に増
えることになる。図 3.6 は現代自動車の国内生産と海外生産台数の推移を表したもので
ある。これをみると、2000 年代に入ってから急激に海外生産が増加し、2010 年には海
                                                   
16
 しかし 5 年後の 2000 年に鄭夢九はグループ会長を辞することになる。鄭周永の息子たちに
よる権力闘争が起こり、鄭夢憲がグループ会長に就任する。これをきっかけに現代グループは
いくつかに分裂されてしまう。この事件は韓国で、息子たちが父である鄭周永に反発したとい
うことで「王子の乱」と言われた。 
図 3．6．現代自動車の国内生産と海外生産  
 
単位：千台 
出所：現代自動車ホームページから筆者作成 
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外生産が国内生産よりも多くなっていることが分かる。  
表 3．3．現代自動車の沿革  
年 沿革 
1968 現代自動車設立  
  米フォード社との KD 契約 
1974 日三菱社との技術契約  
1975 蔚山工場完工  
1976 最初の独自モデル PONY 販売 
1986 アメリカ輸出開始 
1989 カナダブロモン工場完工  
1990 全州商用車工場完工  
1993 ボツワナ KD 工場完工 
  タイ KD 工場完工 
1994 ジンバブウェ KD 工場完工 
  フィリピン KD 工場完工 
1995 エジプト KD 工場完工 
  インドネシア KD 工場完工 
  カナダブロモン工場閉鎖  
  牙山工場完工  
1996 ベネズエラ工場完工  
1997 トルコ KD 工場完工 
  ブラジル KD 工場完工 
  マレーシア KD 工場完工 
1998 インド工場完工  
  起亜自動車買収  
2002 北京汽車との合弁で北京現代汽車設立  
2005 米アラバマ工場完工  
2008 チェコ工場完工  
2011 ロシア工場完工 
2012 ブラジル工場17完工 
出所：現代自動車(1997)と現代自動車ホームページ18から筆者作成  
  
                                                   
17
 既存の KD 工場とは別の完成車工場であり、現在現代自動車はブラジルで KD 工場と完成車
工場の 2 つの工場を持っている。  
18 http://pr.hyundai.com/#/Pages/Hmuseum/Hmuseum.aspx?type=1 
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現代自動車の海外生産展開は大きく 3 つの時期に分けることができる。まずは輸出
からカナダ工場を建設し北米の市場に進出しようとしたが、それはうまくいかなかっ
た。それは現代自動車にとって実験的な試みであり、その失敗から現代自動車は海外
に小規模の KD 工場を展開するようになる。同時に国内工場の生産能力の拡充にも力
を注いだ。これが第 1 の時期である。時期 1 はボツワナの KD 工場の契約が始まる 1992
年から 1996年頃までである。第 2の時期は現代自動車の海外生産展開の過渡期である。
経営陣の交替、生産システムの変化とともに現代自動車が自由自在に海外工場の建設
ができなかった時期である。時期 2 はインド工場の建設が始まる 1997 年から北京第 1
工場の稼働が始まる 2002 年までとする。第 3 の時期は爆発的な成長である。この時期
はグローバル工場標準を基に全世界に 30 万台規模の工場を建設していくのである。時
期 3 はアラバマ工場の建設が始まる 2003 年以降である。図 3.7 は 3 つの時期を表した
ものである。本論文ではこの 3 つの時期をそれぞれ KD 期、試行錯誤期、モデル工場
期と呼ぶことにする。  
 
 最後に表 3.4 は現代自動車の海外車両工場を整理したものである。  
表 3．4．現代自動車の海外車両工場一覧  
 生産国  生産開始年月  生産能力(万台) 
トルコ 1997.7 9 
インド 1998.9 30 
中国 2002.11 30 
アメリカ 2005.3 30 
中国第 2 2007.9 30 
インド第 2 2008.2 30 
チェコ 2009.3 30 
図 3．7．現代自動車海外生産の 3 つの時期 
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モデル工場期：
グローバル工
場標準、
各国30万台規
模工場
カナダ工場
の失敗
2003
アメリカ
工場建設開始
1997
インド
工場建設開始
1992
ボツワナ
KD契約
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ロシア 2010.9 15 
中国第 3 2012.6 40 
ブラジル 2012.11 15 
現代自動車ホームページを基に筆者作成  
 
3．2．2．既存文献からみた現代自動車生産システム 
現代自動車生産方式に関する研究では、現代自動車生産方式が、フォード主義的な
特徴をみせながらも、日本的生産方式の影響を受け、それの導入を試みるが、それが
うまくいっていないことを指摘している (イ ,1994; 呉 ,1998; 2000a; b; チョ ,2005; 
呉 ,2008; チョ  & イ ,2008)。例えば、イ(1994)では、現代自動車とトヨタ自動車、ヴォ
ルヴォ自動車の 3 社を比較分析した。工場と生産方式の比較を通じて、現代自動車の
生産体系を「硬直的フォード主義」とし、アメリカのフォード工場で発達した典型的
なフォード主義の色を帯び、厳格なテイラー主義的作業組織と時間的強制進行性を特
徴とする、コンベヤーベルトを活用して製品を大量生産する体系であるとした。その
後の研究では、日本的生産方式の導入とその評価が主流となっている。呉 (1998)では、
韓国自動車企業の生産管理と生産組織を日本の生産システムの導入という観点からみ
て、現代自動車は JIT 方式を導入して、中間在庫を圧縮しているが、そのフレキシビ
リティは限られており、厳密な意味での標準化された作業と言えるものがなく、現場
におけるジョブ・ローテーションも行われていないとし、日本的生産管理の原理や制
度は導入されたが、それを支える制度が整えられていないと評価している。また、呉
(2000a; b)では、もう少し細かいところで現代自動車の生産方式を分析している。現代
自動車は、トヨタ式の生産概念を志向はしているものの、その導入は部分的で、導入
された手法の機能も制約されている。このような限界は基本的に現代自動車の工程能
力の制約、管理方針の問題から来ている。また、本社が志向することと工場現場で実
際に行われていることとの乖離は大きく(徐,2012a)、リーンで柔軟な生産システムが機
能するための基盤は今のところ整備されていないとの評価である。最後に、チョ (2005)、
チョ & イ(2008)では、現代自動車生産方式の特徴を、日本的生産方式の導入などによ
る柔軟な生産技術と硬直した作業組織の結合として評価している。  
 以下は、現代自動車の全体的な生産方式の評価を基に、実際に現代の生産方式とい
うのが生産現場についてどのような特徴を持っているかを既存研究に沿って整理して
いくことにする。現代自動車生産方式の特徴と一般的に言われている要素は、規模の
経済を重視、プッシュ生産志向、生産システムの情報化、生産技術と作業組織の乖離、
高い自動化率、部品のモジュール化、作業標準化が進んでいない作業現場、計画と実
行の分離、エンジニアと労働者の昇進機会の差、労働者役割の最小化などである
(呉,1998; 2008; 2010; チョ,2005)。以下では、これらの要素をそれぞれ詳しくみていく。  
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現代の生産思想の基となっているのは、規模の経済を最大限活用することである(呉
2009; 2010)。これは、現代が 80 年代本格的に大量生産工場を建ててから明らかになっ
た。現代の歴史をみてみると、内需はもちろんのこと、輸出も大きく成長してきた。
常に需要が供給を上回る状況であり、大量生産、生産拡張が常に会社の課題だったの
である。それに比べるとトヨタ生産方式は、大量生産から離れることをその基本とし
ている。  
それに比べて、現代自動車生産方式は基本的にプッシュ(PUSH)志向である。現代自
動車でもトヨタをベンチマークして JIT 方式を導入しているが、根本的な生産思想は
違っている。現代自動車の JIT 方式は、基本的に現代が定めた計画に合わせて、それ
がうまく回るように設計された JIT 方式である。また、生産計画を立てるときには、
ATS というシステムを運営している。これは過去に顧客がどのような車を要求し、ど
のような需要を持っていたかのデータを基にシミュレーションを行い、それをもとに
生産計画を確定する方式である。このように現代自動車生産方式は、根本的なところ
からトヨタ生産方式と違っているのである。  
現代自動車では生産システムの情報化を積極的に進めている。1980 年代から生産シ
ステムの情報化を進めてきた現代は、1980 年代後半、部品の適期供給と各部門生産の
同期化のために統合生産管理システム構築を目指すことになる。まずは、蔚山工場の
中に高速近距離通信網(LAN)を設置し、製品開発から生産・管理に及ぶ統合生産管理シ
ステムを構築し、サプライヤーとの付加価値通信網(VAN)を構築し、生産の同期化を狙
った。VAN プロジェクトを通じて現代は、JIT 方式を運用し、電子書類決裁などを進
めた(現代自動車,1997)。このような VAN システムは、後述するモジュール部品の導入
を進めるときに、サプライヤーと現代工場の間でも活用される (Kang,2001)。また、現
代自動車の情報化は国内だけにとどまらず、海外工場でも活用される。現代は海外工
場の生産現場で、「リモート・コントロール・システム」という、ビデオカメラをライ
ンに設置して、世界のどこのラインの状況も本社で見られるシステムを設置している。
これはリアルタイムで工場の状況を把握し、問題を発見し、本社からそれを支援する
ことを目的としている。  
 これからは、具体的な作業現場における特徴をみていこう。現代自動車の作業現場
における生産方式の特徴をみるためには、チョ(2005)とチョ  & イ(2008)で指摘されて
いる、生産技術と作業組織の乖離についてみていく必要がある。ここでいう生産技術
というのは、開発された製品を、生産過程を通じて商業的製品に転換させる技術で、
作業組織は労働力活用の具体的な形態である。現代自動車の生産技術は 90 年代から始
まった日本的生産方式の導入によって、日本メーカーのそれとかなり近い水準まで来
ているが、作業組織はかなり違う様子を見せている。作業組織の運営が硬直的になっ
ているのは、現代自動車の労働組合と関係がある。現代自動車の労働組合は伝統的に
強く、作業組織の柔軟な運営に抵抗してきた。また、会社側も柔軟な作業組織の必要
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性を労働者に十分に熟知させることができなかったのである。敵対的な労使関係が現
代自動車の生産方式を特徴づけた原因であったといえる。  
現代自動車は生産現場において高い自動化を進めていることが指摘されている
(丁,2003)。1980 年代進められた工場自動化はフォード的生産システムに柔軟性を高め
るとともに労働力節減を目指していた。ところが、ロボットを中心とした自動化が単
純作業である溶接や塗装部門の車体組立工場に集中し、柔軟性が欠けてしまったとい
う。反面、90 年代から推進された工場自動化は、自動化によって労働力の投入を最小
化させようとしたものである。これには、労使関係の不安定と労組を弱化させようと
する意図もあった(丁,2003)。 
 現代自動車が推進してきた部品のモジュール化も作業組織との関係で解釈すること
ができる。現代自動車は 1990 年代末の最高経営人の交替以降 2000 年代からモジュー
ル化戦略を本格的に進めてきた。モジュール化とは、自動車に入る部品をまとめていく
つかの塊にし、それを生産ラインで組込むことで全体効率化をはかる生産方式であり、そ
れは、工場内で行われる場合もあれば、外部のサプライヤーに任せることもある
(Kang,2001; 武石・藤本・具 ,2001; 小林,2004; チョン,2004)。現代車グループは、フロント
シャシー、リアシャシー、フロントエンド、コックピット、ルーフ、ドアシールドという
6 つの分野を中心にモジュール化を進めている(チョ & キム,2013)。武石・藤本・具(2001)
では、モジュール化を 3 つに分類している。1 つ目が「製品のモジュール化」で、これは
製品のアーキテクチャー自体がモジュール化することを意味する。2 つ目は「生産のモジ
ュール化」で、これはモジュール部品を工場内に配置されたサブアッセンブリーラインで
組み立てることである。3 つ目は、「企業間関係におけるモジュール化」で、モジュール部
品をサプライヤーにアウトソース(外注)することである。この研究では、欧米企業は「企
業間関係のモジュール化」が先行する傾向があり、日本企業は、「生産のモジュール化」が
先行するという点を指摘している。そして現代自動車のモジュール化は、「企業間関係のモ
ジュール化」だといえるだろう。 
現代自動車はモジュール化を進めるにあたって、「現代 MOBIS1920」というモジュー
ルサプライヤーを設立し、モジュール部品の製造を任せている。モジュールを生産す
                                                   
19 現代 MOBIS は、鉄道車両、積載用コンテナなどをつくっていた現代精工という会社が、自
動車部品市場に進出するため、他の事業をすべて売却し、名前を替え設立された会社である。
社名の MOBIS とは、自動車を意味する MOBILE と複合的な機械装置の統一性を意味する
SYSTEM を結合して、自動車を構成する多数の先端部品システムを生産する自動車部品専門
企業という意味を表わしている(現代 MOBIS,2007)。  
20
 現代自動車グループは循環出資構造を持っている。現代自動車の系列社は資本の出資関係で
複雑につながっている。現代自動車の会長である鄭夢九は現代自動車の株式を 4%しか所有し
ていないが、現代 MOBIS の株式を 7%持ち、最大株主となっている。現代 MOBIS は現代自動
車の株式を 16%も保有しており、鄭夢九は現代 MOBIS を通じて現代自動車を支配していると
いっても過言ではない。また現代自動車グループの系列社である起亜自動車、グロビス(物流会
社)、現代製鉄、そして鄭夢九の息子で現代自動車の副会長である鄭義善が複雑な出資構造を形
成しているのである。 
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る方法としては、工場を直接所有するよりは、合資の形で別途の法人を設立するか、
部品企業を子会社にする方法がよく取られる (キム ,2011)。また、実力のあるサプライ
ヤーをモジュール部品メーカーとして育成してきた。このようなモジュール化の進展
により現代の組立現場では、組み立てる部品数が少なくなったので作業工数が減少し、
雇用人員が縮小したと評価される。また、それによって UPH21が上昇し、省人化を強
制させ労働強度を上げたともいわれている(チョン,2004)。キム(2011)はベルナという小
型車において、モジュールの導入前後の部品数と作業工数を比較している。モジュー
ルが導入されて部品は 238 個、作業工数は 986 人秒減り、割合としてはそれぞれ 17%、
7%減った。またモジュールかと共に生産ラインの自動化が進んでいることを合わせて
指摘している。  
小林(2004)では、現代自動車のモジュール化の利点を 3 つに分類している。1 つは相
対的に労働コストが安いサプライヤーの労働力を活用することで、コストの削減をす
ること。2 つは、ティア 2 に欧・米の在韓部品企業を組込むことで、現代 MOBIS のブ
ランド名を高めること。3 つは韓国での労働組合対策である。インタビュー調査により、
現代自動車は実際に 1 と 3 の目的を持ってモジュール化を進めたということは確認さ
れた22。  
現代自動車のモジュール化は部品生産のモジュール化だといえる。部品を大きな塊
にし、外のサプライヤーに生産委託することを指しているのである。最近現代自動車
は部品生産のモジュール化だけではなく、部品設計のモジュール化まで進めている。
自社の商品と系列起亜自動車の商品を 6 つのプラットフォームで統一させてコスト削
減を狙っているという。しかし本稿では、こうした最新の動向は捨象し、現代自動車
のモジュール化は部品生産のモジュール化を指す言葉として使用する。  
 作業現場における組立作業の標準化が進んでいないのも、作業組織との関係から起
因する。呉(1998)によると、現代自動車の標準作業は「組立工法書」、「作業指導書」、
「作業標準票」からなる。「組立工法書」とは作業手順、工数、正味時間などが決めて
あるもので、生産技術研究所で作成する。「作業指導書」は作業の割り当てを決めるも
のである。これは、班長作成することになっているが、実際に現場の班長は、その作
成にあまり積極的に取り組んでいないという。「標準作業票」は、作業の細かい指示が
書いており、例えば、部品の取り付け位置、トルク値、注意事項などの項目が書かれ
ており、原則的には、班長が作成するはずだが、実際には工程技術課が作成している。
しかし、サイクルタイムや作業手順などの細かいところまでは書かれていない。この
結果、現代の標準作業は様式のある書類では構成されているものの、事実上作業現場
の作業標準となるものはないといえる。  
                                                   
21 UPH(Unit Per Hour)は時間当たり生産台数を表わす略字。  
22 蔚山工場生産管理部インタビュー調査より(2009 年 7 月 24 日) 
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 しかし現代自動車の作業標準は現場労働者とは乖離しているものの現代自動車が志
向している生産システムを現わしているとは言える。徐(2012a)では、現代自動車の生
産システムの進化は現代自動車が志向していた生産システムの理想像が中国で発現し
たからだと指摘している。国内では環境要因などにより生産システムの理想を実現す
ることは出来なかったが、学習した知識は作業標準や導入を主導した人によって残っ
ていたと考えられる。  
現場組織の改革のために、現代は 1990 年代末に新しい教育訓練プログラムを推進す
る。これは「技術教育ブログラム」といい、労働者の熟練形成にその意義を置いてい
る。具体的には、標準 OJT という言葉を使用し、今まで恣意的に行われていた現場教
育訓練を体系化することを試みた。つまり、先輩たちが暗黙知 (tacit knowledge)として
持っている職務上の知識を形式知(formal knowledge)化して後輩たちに伝授するという
ものであった。このプログラムは、労働者の熟練形成のためには、新入社員だけでは
なく、既存社員に対しても持続的に OJT を実施することが大事であることを指摘しな
がら、既存社員のなかで主導的に OJT を任せられるリーダーを育てることを目的とし
ていた。しかし、このプログラムは 1990 年代末、現代の最高経営陣が交替され、人事
労務担当に関しても多くの実務者が交替されてしまったため、推進されなくなったの
である(チョ,2005)。  
 作業標準を作成することに関して、現場の意見があまり反映されていないという状
況は、現代の作業組織の特性とも関係がある。現代の生産現場は一般的に、生産にお
ける計画と実行が分離されたテイラー主義的な現場だと評価されている (イ ,1994; 呉
1998; チョ & イ,2008)。労働者の作業は、細分化され、高い熟練を要求しない単純反
復的な作業で構成されている(イ ,1994)。日本的生産方式で労働者に期待されている労
働現場における日常的な改善、保全活動、多能工化のためのジョブ・ローテーション、
品質の作りこみ、QC サークル活動などの役割は労働者には期待されていないのである。
多能工の育成を例に取って見ると、班を超えるジョブ・ローテーションは労働組合の
抵抗により不可能であり、また、班の中の作業でも、好まれるものと嫌がられるもの
があり、年功序列的に作業が割り当てられる。このような慣例があるため、班および
組間の要員の移動は制約され、柔軟な作業編成は難しくなる。また、多能工の育成に
も限界がある。品質の作りこみに関しても、ラインの労働者にはそれを期待せずに、
別にキーパー工程という工程をつくり、品質を管理している(呉 ,1998)。日本的生産方
式の導入後、これらの役割を労働者に期待したこともあったが、労働者と労働組合か
らの反発と会社の理解不足で効果はみられなかったという。  
現代における生産技術の発達は、主に外国の技術を導入し、それを現代に適用する
ことで行われてきた。この生産技術を主導的に発展させたのは、生産職の労働者では
なく、管理職エンジニアだったのである(チョ  & イ,2008)。エンジニア主導で生産技術
は発達したが、労働者は単純に生産現場において与えられた単純な仕事をしていた。
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つまり、労働者の役割がかなり少なくなっていることが分かる。キム(2011)は現代自動
車の労働過程が、標準化が増加し熟練の必要が減る方向で組織化されると指摘した。
チョ & キム(2013)でも現代自動車は対立的労使関係のため、作業者の積極的な参加を
期待できなかったため、労働者の熟練に依存する程度を減らす方向で進化してきたと
指摘している。これは、エンジニアを重視する現代の組織文化とも関係がある。生産
職労働者はエンジニアとは違い、昇進機会が制限されているのである。生産部門の従
業員は一般職、生産職、事務職の 3 つの職群に分かれている。一般職は大卒が、生産
職と事務職は主に高卒が採用される。生産職は、一般職や事務職に比べて、昇進機会
が制約されている。また、生産職は昇進審査の公平さにも不満を抱いている (呉,1998)。
また、賃金を肩書きだけではなく、個人の能力(職能)に連動させる「職能資格制度」を
90 年代初めに導入しようとしたが、能力向上のための競争が労働者の間で起こること
を恐れた労組によって阻止された。  
ここまでみてきた現代自動車の作業現場の特徴をみてみると、高い自動化率、部品
のモジュール化、進展がない作業標準化、計画と実行の分離、エンジニアと労働者の
昇進機会の差異など、どれも労働者の役割を最小限に抑えていることがわかる。それ
は、労働組合が強いという要因と労働者を軽視し、管理職を重視する組織文化から来
たものだと思われる。つまり、現代自動車における作業現場は、このような要因で、
労働者の役割を縮小させる方向に発展してきたといえる。  
最後に現代自動車生産システムと競争力の関係について説明する。呉 (2011)は現代自
動車生産方式の特徴とその競争力の関係について説明している。ここでは現代自動車
生産方式の基本要素を、「徹底した自動化」、「大胆なモジュール化」、「作業と改善の分
業方式」とし、これらの要素が相互連動して説明した。これらの要素は現代自動車の
ハイボリューム生産、機械・システム化による品質保証という方針と合わさり、低コ
ストと市場認知品質の向上を生む。現代自動車は自らの生産方式から生まれる低コス
トと市場認知品質の向上から競争力を得ているのである。  
最後に現代自動車の生産システムが形成されることに貢献した要因をもう一つ挙げ
ることにする。それは現代自動車の歴史でも言及した経営陣の交替である。90 年代後
半経営陣が交替されたことによって現代自動車の生産システムは大きな変化を迎える
ことになる。経営陣交替前の現代自動車は日本的生産システムを志向しつつも国内の
環境要因のせいでそれが完全に導入しきれなかった状態だった。新しい経営陣をその
ような状況から日本的生産システムの良い面を残しつつ、新たな独自の生産システム
を模索し始めたのである。実際に労働者の熟練形成システムが中断されたのも経営陣
の交替が大きな要因であった(チョ ,2005)。時期的にみても現代自動車生産システムの
特徴の一つであるモジュール化の動きが見えたのは 2000 年代に入ってからである
(Kang,2001; キム,2001)。 
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3．2．3．移転可能性の分析 
現代自動車の生産システムの移転可能性の面で分析すると、以下のようになる。  
まず、現代生産システムは、作業場における標準はあるが、現場の労働者はそれに
従わない。また、現場で実際に行われている労働者の暗黙知を形式知に変えようとし
た試みも失敗している。このように、定められた標準が、実際に現場で行われている
作業の内容を反映できていない、また、労働者が標準に従っていないという点で、現
代自動車生産方式の成文性は低いのではないかと思われる。しかし、現代生産方式の
特徴の中の一つである高い情報化は、成文性を高くすると考えられる。なぜなら、現
代自動車生産方式の多くのノウハウが情報化されたネットワークとソフトウェアに入
っているからである。  
伝授可能性は高いと思われる。なぜなら、現代自動車生産方式は、敵対的な労使関
係と硬直した作業組織を基にして発展してきたため、労働者にあまり大きな役割を付
与してこなかったためである。労働者は単純な作業を繰り返しやることを期待されて
いる。その分、労働者がやるべき仕事は減ることになる。労働者が行う仕事が減ると、
労働者に教えるべき知識も減るため、伝授可能性が高いと考えられる。実際に、現代
自動車は、多能工の育成ができないと評価されてきた。工程自体が多能工を想定して
いない分、労働者は速く工程に慣れ、作業をすることができると考えられる。  
自動車の生産システムは一般的に複雑だといわれているが、現代自動車生産方式は、
複雑性も一般的な自動車の生産方式よりは低いと考えられる。現代自動車の生産シス
テムで労働者は決められた単純な役割を任せられている。管理者と労働者の役割が複
雑に関係しあっていない。そのため、複雑性は低いと考えられる。現代自動車はモジ
ュール部品を多用している。その分、現代自体の生産工程は簡単になり、複雑性が下
がるのである。また。現代自動車のモジュール生産を担当しているサプライヤーは、
それぞれ 2 次サプライヤーをまとめて、一つの独立的な部品取引ネットワークを形成
している。このようにモジュール部品をつくるサプライヤーが、現代自動車という全
体のシステムに対するサブシステムとして独立しているのである。それで、複雑性は
低下する。最後に生産のすべての過程が情報技術で結ばれているのも複雑性を下げて
いる一つの要因だといえる。  
 
3．3．比較と小括 
 本節では上述したトヨタ自動車生産システムと現代自動車生産システムの比較を行
うことにする。それぞれの特徴を比較し両社の共通点と差を明らかにする。その後移
転可能性の比較を通じて 4 章で続く海外工場への移転実例を分析するための土台にし
たい。  
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3．3．1．両社の生産システム比較 
 両社は、初期には海外の生産システムを受け入れてそれに影響されつつもその後は
独自の生産システムを発展させたという共通点を持っている。トヨタ自動車の場合、
最初はフォードシステムを受け入れ、大量生産に近づくことを目指していた。しかし
日本という国の環境条件、トヨタという会社の環境条件から独自の生産システムを構
築したということが出来る(藤本 ,1997; 和田 ,2009)。現代自動車の場合、最初フォード
自動車の KD から生産を始めて、工場のレイアウトなどにもフォードの影響が色濃く
残っているという。その後三菱自動車との技術提携により日本的生産方式を受け入れ、
トヨタをもベンチマークすることになる (イ ,1994; 呉 ,1998; 2000a; b; チョ ,2005; 呉
2008; チョ & イ,2008)。しかし為替危機以降は部品のモジュール化と自動化率の向上
など独自の生産システムを構築しつつある(チョ & イ,2008)。つまり両社は海外先進メ
ーカーの生産システムを受け入れつつも独自の生産システムを形成したというところ
に共通点があるといえよう。しかし、両社の生産システムのいき着く地点はかなり違
うものだった。  
 両社の生産システムは情報システムによる統合を図っているという点でも共通であ
る。トヨタ自動車は早い段階から生産現場の数値を電算化し管理しようとしていたし、
最近はかんばんシステムも電子化されている。現代自動車も生産現場を電子ネットワ
ークで結び、情報システムで生産管理を行ってきた。両社は生産現場における情報シ
ステムの構築に力を入れてきたといえる。  
 生産ラインでいうと混流生産を行っているのも共通点である。生産ラインにおいて
車種をまとめて流すのではなく、車種を混ぜるようにしている。両社の生産ラインで
は、車種、色、各種オプションが異なる車が流れていることを確認することができる。
トヨタ自動車はこの混流生産を平準化生産に則って行っている。しかし両社の違いは
そのフレキシビリティ－にある。車の生産量に何らかの変化が起きた際に、トヨタは
労働者・現場マネジャーとの協議によって迅速に流れの比率を変えることができる。
しかし現代自動車においては流れの比率が労働組合との協約で決まっている。そのた
め流れの比率を変えるためには労働組合との協約を改める必要がある。 
 ここからは両社の生産システムの差について説明する。トヨタ自動車生産システム
は、その起源から多種少量生産に適して発展してきたものである(大野 ,1978)。そのた
め、トヨタ自動車生産システムが理想としているのは、顧客が必要な分だけを必要な
ときに作ることである。当然顧客からの需要が生産を引っ張るプル生産が生産システ
ムの根幹となっている。反面現代自動車は、その起源から少種大量生産を目指してい
た。韓国の自動車市場は長く需要過多、供給不足の状態だった。そのため、現代自動
車はなんとしても生産量を伸ばさなければならなかった。工場で計画を練って、それ
を生産し市場に追い出すプッシュ生産が生産システムの根幹になっているのもこのよ
うな背景があったからである。現代自動車は、トヨタ自動車をベンチマークしプル生
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産を導入しようとしたが、やはり現代自動車とは合わず、その導入に失敗したと言わ
れている(チョ,2004; チョ & イ,2008)。  
 現場の標準においても大きな差が存在する。トヨタ自動車の生産現場において標準
作業票は良く守られていて、その改定にも現場の意見が反映されている。しかし現代
自動車の生産現場では、標準は存在するものの労働者がそれを守らないことが多い。
また標準の改定においても現場の意見はあまり反映されずに、エンジニア主導で改定
が行われる。  
 また現場労働者に期待する役割に関しても差が存在する。トヨタの労働者は現場で
複数の工程を覚え、生産現場で問題を発見しそれを解決することを期待される。ライ
ンストップの権限を持っていて、問題が発生した場合ラインをストップさせることが
できる。また提案制度を通じて改善にも参加する。現代自動車は、労働者にそれほど
多くの役割を期待していない。現代自動車は自社の教育訓練プログラムを通じて熟練
を向上させるよりは、意識改革を通じ、労働者たちの作業に対する態度を変化させよ
うとしている。労働者は多能工、品質の作りこみ、改善活動などの役割をあまり期待
されていない。つまり現代自動車の労働者は生産現場においてその役割が小さいとい
うことができる。  
 このような現代自動車の労働者観は工場自動化を通じて明らかになる。現代自動車
は自動化率を上げることに力を注いできた。そしてその自動化の特徴は人の介入を嫌
う自動化であると言える。現代自動車は自動化できる部分に関して徹底的に人を排除
する自動化を行い、労働者の役割を最小化しようとしているのである。現場労働者は
装置の保全も任せられておらず、専門保全部隊が存在する。トヨタの自働化は機械を
自動化しながらも労働者の役割を重視しているものである。問題があれば労働者がそ
れを解決しなければならないし、そこから問題を発見し解決するのも労働者の役割で
ある。このように自動化に関しても両社は違う姿を見せている。  
 現代自動車の労働者観は部品のモジュール化でも現れる。現代自動車が部品のモジ
ュール化を積極的に進めた理由の一つは、サブアッセンブリーを外注化することで、
現代自動車本体における組立労働力の必要量を抑えるためだった。つまり現代自動車
は自分たちの生産現場の労働者の役割を縮小させ、サプライヤーにその役割を任せた
のである。またサプライヤー側の労働者の賃金が現代自動車のそれより安いためコス
ト削減ができるという意味もあった。反面トヨタ自動車は部品のモジュール化を積極
的に進めていない。  
 最後に両社の組織文化について触れておきたい。現代自動車は韓国の財閥企業で、
トップの権限が非常に強い。組織文化もトップダウン的な要素が多く、現場の労働者
の発言権があまり重要視されない。しかしトヨタは基本的にボトムアップ的な組織文
化を持っている。現場における標準改訂が最も明確な例であろう。トヨタ自動車は現
場の意見を充分に反映して現場のリーダーレベルで標準の改訂が行われる。しかし現
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代自動車は現場の意見はあまり反映されずエンジニアが標準の改訂を行う。このよう
に両社は組織文化においても差を見せているのである。  
表 3．5．両社の生産システム比較  
トヨタ自動車  現代自動車  
多品種少量生産  少品種大量生産  
PULL 生産  PUSH 生産  
標準が守られる 標準が守られない 
標準改訂に現場意見反映  標準改訂に現場意見反映せず 
労働者の役割大  労働者の役割小  
自働化  人の介入を嫌う自動化  
モジュール化× モジュール化○ 
ボトムアップ トップダウン 
 
 
3．3．2．移転可能性の比較 
 次にトヨタ生産システムと現代生産システムの移転可能性を比較する。トヨタ自動
車と現代自動車の生産システムの移転可能性を比較し相対的にどっちの移転可能性が
高いかをみることにする。  
 成文性に関しては、トヨタ生産システムの方が高いと考えられる。トヨタ自動車の
生産現場における知識は作業標準票として作成されている。また生産現場の声が作業
標準の改訂に反映されている。また情報システム、かんばんシステムが生産のノウハ
ウを具現化したものだという面まで含めてトヨタ生産システムの成文性は高いと考え
られる。それに対して現代自動車生産システムの成文性は低いと考えられる。なぜな
ら現代自動車の現場で行われている作業と作業標準が乖離しているからである。その
分作業標準が現場の生産に関する知識を成文化していないと考えられる。しかし次章
で詳述するように現代自動車は生産システムの海外移転を行う際に現場の知識を移転
させようとせず、すでに作成されている作業標準票を用いている。なぜなら、現代自
動車のエンジニアが作成した作業標準は現代自動車が海外の先進生産システムを導入
するときに学習したあるべき姿の現代自動車を記述しているからである。つまり現代
自動車における作業標準は彼らの理想形だと表現することができ、現場はその理想か
ら離れている状況だと考えられる。現代自動車の作業標準は理想の生産システムとし
ての知識を描いているとい面では、成文性が低いとはいえない。さらに情報システム
で生産現場のノウハウを統合しているという面でも成文性は高いと考えられる。その
面で、両社ともに成文性は高いということができる。  
 伝授可能性の面では、現代自動車の方がトヨタ自動車より高いと考えられる。トヨ
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タ生産システムで生産現場の労働者は多能工、改善、品質作りこみなど様々な役割を
求められる。それに対して、現代自動車生産システムでは労働者に対する役割が小さ
い。生産ラインを自動化し多能工や改善などもあまり期待されていない。相対的にト
ヨタ自動車の労働者が現代自動車労働者より期待される役割が大きい分、習得しなけ
ればならない知識も多い。よって、それを海外に移転する際に、伝授可能性は現代自
動車が高く、トヨタが低いと考えられる。  
 複雑性の面では、トヨタ自動車の方が現代自動車より高いと考えられる。部品のモ
ジュール化は生産システム全体の複雑性を決める重要な要素となる。モジュール部品
はそれ自体が意味のある機能で括られる。そのため、モジュールはそれだけで独立し
た機能を持つ。そのため、モジュールサプライヤーとそれに納入するサプライヤーは
一つの独立したシステムとなる。このようなシステムを構築することによって、カー
メーカー本体の複雑性は下がることとなる。よって、モジュール化を積極的に進めて
いないトヨタ自動車の方がモジュール化を積極的に進めている現代自動車より複雑性
が高いと考えられる。さらに現場が優位的に協力しあっているかも複雑さに影響を与
える。トヨタの現場では労働者の役割がはっきり決まっておらず、複雑かつ有機的に
協力し合う現場が形成されている。現代自動車はその反対に役割をかなり単純かつ明
確に決めて、現場における協力もあまりない。このような違いも複雑性の差を生んで
いるのである。  
 両社の生産システムの移転可能性を比較したときに、成文性の面ではあまり差がな
いと考えられる。伝授可能性の面では現代の方が相対的に高いと考えられる。最後に
複雑性に関しては、トヨタの方が現代より高いと考えられる。このような比較を通じ
て、トヨタ自動車生産システムが現代自動車生産システムより相対的に移転可能性が
低いといえる。  
 表 3.4 は移転可能性の分析をまとめたものである。  
 
表 3．6．移転可能性の比較  
  トヨタ自動車  現代自動車  
成文性  作業標準、情報システム 本社の作業標準、情報システム 
  高い 高い 
伝授可能性  労働者の役割－大  労働者の役割－小  
  低い 高い 
複雑性  モジュール化×、協力し合う現場 
モジュール化○、協力し合わない現
場 
  高い 低い 
総合的  相対的に低い 相対的に高い 
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移転可能性  
  
移転可能性は知識移転方式と知識ネットワークにどのような影響を与えるのだろう
か。まず、総合的な移転可能性の面で、トヨタは低く、現代は高かった。よってトヨ
タは自らの知識を移転させるために、相対的に長い時間と高いコストが必要になり、
現代自動車は相対的に短い時間と低いコストが必要になると予想される。  
 もっと詳しく移転可能性の各項目について分析を進めるとどうなるのか。両社の知
識は両方とも成文性が高かった。2 章で提示したフレームワークから両社とも知識移転
のために、知識を媒体に入れて移動させる方式を多く使うと考えられる。伝授可能性
の面では差があった。トヨタは伝授可能性が高く、現代自動車は伝授可能性が低かっ
た。伝授可能性は知識移転主体の移動と関係があった。伝授可能性が低い分、トヨタ
は現代自動車より多くの人を知識の受信側に移動させる必要があると考えられる。最
後に複雑性の面では、トヨタが高く、現代自動車が低かった。よって、トヨタは現代
自動車より知識体系の再現に長い時間を要すると予想される。  
 つまり知識の移転可能性は、知識移転方式及び知識ネットワークにおいて、どのよ
うな知識がどの方法で移転されるかに影響を与える。言い換えると、知識移転方式及
び知識ネットワークの移転機能に影響を与えると解釈することができる。よって知識
の移転可能性が知識移転方式と知識ネットワークの機能を決める要因だと考えられる。 
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4．本国における知識ネットワーク 
 3 章では、トヨタ自動車の現代自動車の本国知識とその移転可能性について説明した。
本章では、両社の国内工場がそれらを移転・活用するためにどのようなネットワーク
を構築しているのかについて分析する。両社は本国に複数の工場を持っている。本国
工場間の知識の交流・関係性を本稿では本国知識ネットワークと呼ぶことにする。  
 トヨタ自動車は国内に 4 つの乗用車生産工場を持っている。トヨタの特徴はこれら
の工場に多様性が存在するということである。トヨタの工場は同じトヨタ生産システ
ムというものを共有しつつも工場別に少し異なる生産システムを持っている。その違
いは生産車種の違いからくるものもあるが、生産設備やラインレイアウトなどもっと
深いところに根差している違いもある。工場間の多様性はあるもののトヨタ生産シス
テムが一つの生産知識体系として機能しているのも事実である。トヨタは各工場間の
知識の差を、知識移転を促進させる組織を設置することで解決している。本章では生
産調査室と GPC という 2 つの組織の事例を通じてトヨタの本国における生産知識の移
転を説明する。生産調査室は 1970 年に設立され、その後本国工場間の知識ネットワー
クの核として活躍してきた。グローバル生産期になって新しく登場したのが GPC であ
る。GPC はグローバル生産を念頭において設立された組織であるが、本国工場間の知
識移転にも関わっている。  
 現代自動車は国内に 2 つの乗用車工場を持っている。しかしこれらの工場間ではあ
まり知識の交流がないと考えられる。これは韓国特有の要因が大きく作用している。
最も大きな要因は労働組合問題である。現代自動車の労使関係はかなり険悪であり、
労使協調がうまくいっていない。そのため会社は労働者の現場における役割を最小化
しようとしてきた。結果、生産現場からは知識があまり生まれなくなってきた。その
ため知識の移転や交換も行われなくなっている。知識は主に本社組織である生産技術
研究所から生まれている。本章では現代自動車のもう一つの工場である蔚山工場に関
して説明し、現代自動車の労使関係と現場に関して詳しく説明する。  
 
4．1．トヨタ自動車の本国知識ネットワーク 
4．1．1．トヨタの本国工場間の関係とその多様性 
 トヨタ自動車は国内に 4 つの乗用車生産工場を持っている。それぞれ元町工場、高
岡工場、堤工場、田原工場である。それ以外にもトヨタの関係会社としては、トヨタ
車体、トヨタ自動車九州、トヨタ自動車北海道、トヨタ自動車東日本 23などがあり、ダ
イハツ工業、豊田自動織機、日野自動車にも生産委託を出しているが、そこは本研究
では扱わないことにする。表 4.1 はトヨタの 4 つの工場の情報を整理したものである。
                                                   
23
 旧関東自動車工業、旧セントラル自動車、旧トヨタ自動車東北が統合し 2012 年 7 月に会社
を発足させた。 
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それぞれの量産開始年度、2011 年の生産実績、生産車種を書いている。これらの工場
は全てトヨタ生産システムに基づいて生産を行っている。しかしトヨタ生産方式で動
いているとはいえ、それぞれの工場は独自的に動いている部分も多い。各工場はそれ
ぞれの方向で改善を行い、現場主導で能力を構築してきたのである。トヨタの生産現
場は動態的な進化能力を持っている(藤本 ,1997; 2003)。このような独自の能力構築によ
ってトヨタの現場では多様性が生まれるのである。ではそのような多様性は具体的に
どのように生まれるのだろうか。  
 
表 4．1．トヨタ自動車の国内乗用車生産拠点 
 
量産開
始 
生産実績24 
(千台) 
生産車種  
元町工場  1959 年 61 クラウン、マーク X、エスティマ 
高岡工場  1966 年 130 カローラセダン、カローラルミオン、iQ 
堤工場  1970 年 372 
プリウス、プリウス α、プリウス PHV、カ
ムリ、プレミオ、アリオン、サイオンほか 
田原工場  1979 年 322 
レクサス(LS、GS、IS、ISF、GX) 
トヨタ(ランドクルーザー、ランドクルー
ザープラド、RAV4、ヴァンガード、
WISH、4Runner 
出所：トヨタ自動車ホームページから筆者作成  
 
 トヨタの 4 つの乗用車生産工場はそれぞれ生産している車種が違う。またそれぞれ
の工場が置かれている環境も違う。このような環境条件の上、各工場に投入されてい
る人材も異なる。トヨタという会社が直面している問題が同じであっても、それに対
する答えは各工場の諸条件により異なり得るのである。このように独自に問題を解釈
し、それに対する解決策を積み重ねていくことによって異なる生産システムが発展す
るのは当然だといえよう。  
 藤本(2003b)ではトヨタ的な組立システムの多様性について指摘している。トヨタ的
な統合型生産思想という大きな枠組みの下で、複数の組立形式が併存し競いあうとい
う能力構築競争の一つの例を示しているのである。ある生産システムの基本思想が企
業のなかで共有されても他方では競争圧力が様々な試行錯誤を促進させ生産システム
の多様性が保たれるのである。製品特性、環境の違い、試行錯誤の結果などによって
多様な形式の応用例が生み出され、それらが互いに切磋琢磨するという形で更なる能
力構築競争が進むと指摘しているのである。  
                                                   
24
 2011 年 1 月から 2011 年 12 月までの生産量  
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 トヨタ生産方式の特徴の一つは生産現場における改善活動である。このような改善
活動はその成果が良ければ、新しい作業標準として策定されることになる。各工場の
生産現場でそれぞれ改善活動が行われ、それが各工場の標準として反映されることで、
各々の生産システムとして発展していくのである。つまりトヨタ自動車生産システム
の多様性を生む要因の一つは生産現場と連動している改善制度のためだということが
出来るだろう。  
 個々の改善案は作業者個人が工夫して提案する場合もあるし、QC サークルと呼ばれ
る小集団が発案する場合もある。現場で何らかの問題が発見され、その問題を現場監
督に提起した時の改善の流れをみてみよう。まず現場監督はその問題を確認する。提
起された問題を検討し、困難な問題点を正確に把握し、他の作業や作業者への影響を
確認する。次は問題の調査である。現在の状況を詳細に調査し、問題の原因を確かめ
る。そして監督者は問題を解決するためのアイデアを生み出すよう作業者を督励する。
その後アイデアを集約し、最終的に解決案が提出されるのである (門田,2006)。  
 この際に標準作業の構成諸要素について具体的に決定を下すのは、主に現場監督者
である。組長・班長25が各機械で製品 1 単位を生産するのに必要な作業時間や各作業者
が遂行すべき各種作業の順序を決定するのである。他の会社では標準作業を決定する
のは IE スタッフであるのが普通だ(門田 ,2006)。各工場の現場監督者が作業標準の作成
と改訂に責任を持つのはボトムアップ的な組織文化を持つトヨタの特徴であり、トヨ
タの多様性を生む源でもあるといえよう。  
 
                                                   
25現在の呼び方ではグループリーダー(GL)とチームリーダー(TL) 
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 では、多様性を生むトヨタの現場組織は具体的にどうなっているのだろうか。図 4.1
はトヨタの組立工場の組織を表したものである。一つのチームには 4 から 5 人の作業
者が所属している。そして通常は 4つほどのチームが一つのグループを形成している。
CL と呼ばれるチーフリーダーは 2、3 のグループを統括する。最終組立という労働集
約的な工程においては、他の工程と比べた場合、普遍的な工学的原則は従来確立して
おらず、この結果、CL や GL は既存工程における継続的改善活動のみならず、工程そ
のものの設計に対しても少なからぬ影響力を持ってきたと言われる(藤本 ,1997)。つま
り改善活動以外に生産現場の組織体制自体が自らの工程を設計し変化させる力を持っ
ていると考えられる。  
 継続的な改善活動以外に新しい組立システム・コンセプトを実験及び導入を行う主
な機会は、言うまでもなく新工場の建設や既存工場の改修のときである。上述の表 5.2
でもあった通りに、トヨタ自動車の国内主力工場はほとんど 1960 年代から 70 年代に
かけて建設されており、それに続く 80 年代では海外現地組立工場建設が続いた。90
年代に入ると国内、海外ともに組立工場の新設あるいは改修が相次ぎ、これらの波の
中で新しい組立システムが導入されたのである(藤本,1997)。  
 藤本(1997)は、これらの流れを基に、トヨタ自動車の生産システムの多様性がどのよ
うに収束し定着したのかを議論した。1980 年代から 1990 年代前半にかけての環境変化
に対応するために行われた新組立コンセプトを対象に、その進化のプロセスを動態的
に分析したのである。まず環境変化に対する問題認識、代替案の評価、改善案に対す
図 4．1．トヨタの組立工場の組織 
出所：藤本(1997)、氷熊(2012)を基に筆者作成  
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る解釈など、様々な面でトヨタ社内にもかなりの意見の相違があることを指摘してい
る。ある種のコアの価値観や哲学に関してトヨタは極めて均質的であるが、その他の
レベルや領域、特にシステムが変化しつつある時期には、かなりの社内不一致が観察
される。このように生まれたトヨタの多様性は収斂化メカニズムを通じて収束される。
藤本はそれらをいくつかのパターンとして分析しているのである。そのパターンとは
事後的合理化、試行錯誤、事後合理的・体系的問題解決、継続的諸改善の累積であっ
た。 
 Dyer & Nobeoka(1998)は知識ネットワークに所属している企業間の知識移転をどの
ように促進させるかについて議論している。そのためにトヨタの学習ネットワークが
アメリカでつくられ、進化するケースを分析している。そこでトヨタは 6 つの知識共
有に関する制度化されたプロセス /ルーチンを持っているという。1 つ目はサプライヤ
ー同士の会合である協豊会、2 つ目はトヨタ内部の組織である生産調査室、3 つ目はト
ヨタが主管しサプライヤーを集めて勉強会である自主研、4 つ目は、問題が発生した際
にトヨタからサプライヤーに派遣する問題解決チーム、5 つ目はトヨタからサプライヤ
ーへの人の出向による知識移転、最後に 6 つ目はパフォーマンスのフィードバックと
持続的なモニタリングである。これらの知識共有プロセスを活性化させるためには、
(1)知識共有を担当する組織ユニットを作り、(2)ネットワーク内の基本を決め、(3)ネッ
トワークの中にサブネットワークを作り、(4)知識共有に対するインセンティブを付与
する必要があるとした。この論文はトヨタとそのサプライヤーの間の知識共有を扱っ
た論文であるが、それを通じてトヨタ内部における知識共有体系を覗くこともできる。
後述することになるが、このような知識共有体系は最初トヨタの工場の間で実施され、
その後外部に拡張されたのである。  
 氷熊(2012)では、工場同士の直接的なつながりによる知識移転に関して議論している。
トヨタでは各工場の同階層が直接的に交流することで知識が移転されることがある。
例えば、組立関連の知識であれば、月に一度開かれている組立部長連絡会や組立課長
連絡会を通じて相互に各工場での知識を共有し、ある工場で行われていることが他の
工場でも有用だと判断された場合はその知識が伝播される。トヨタにおいてこのよう
に工場同士が直接交流し知識共有が発生し得る場としては、経営者クラス (副社長以下)
が参加する生産部長会議・ショップ別分科会、部長クラスが参加する部長連絡会、課
長クラスが参加する課長連絡会、そして CL 以下の技能員クラスが参加する職場懇談会
がある。氷熊はワゴン台車という組み立てラインにおける設備の伝播を事例に挙げて
いる。これをみると工場同士でメンバー、ツール、タスク、レイアウト、スキルなど
の知識の交換があるのが分かる。また工場間の人的交流もある。これらを整理すると
以下のようになる。  
 
 ・メンバー：工場間で人の移動がある。  
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 ・ツール：工場間で生産設備の移動がある。  
 ・タスク：ある工場の作業標準・マニュアルが他工場に移動する。  
 ・レイアウト：ある工場のレイアウトが他工場に再現される。  
 ・スキル：ある工場の技能を他工場の人に再現させることがある。 
 
トヨタの国内工場は直接的に交流しお互いの知識を交換する仕組みを持っている。
しかしこのような方法だと、各工場が独自のやり方に関してのプライドがあるため、
他工場での良さを評価せず、受け入れないなどの問題があることも合わせて指摘され
ている。常に工場同士が競争しているため、そのような仕組みには限界がある。氷熊
はこのような問題を解決策として生産調査室による知識移転を提示している。  
 このようにトヨタの生産現場は 4 つの組立工場それぞれが個性を持ち独自の発展を
遂げている。しかし同時にそれらの多様性を収束させるメカニズムも同時に働き、シ
ステムとしての発展も進んでいるのである。本節では、そのような収束メカニズムを 2
つの組織を中心にして描いていくことにする。  
 
4．1．2．生産調査室：国内機能 
 生産調査室は、生産管理部の下に所属している部署である。この部署は 1970 年に、
社内外に TPS(Toyota Production System)を定着させるためにつくられた。一言で TPS と
はいっても、工場・人によって様々な TPS の形がある。生産調査室は TPS を確立させ、
それをどのように維持させていくのかに関する業務を担当する部署である。そのため
トヨタ生産方式に精通している人々が集まっている。  
 生産調査室は TPS を国内工場すべてに広めるために、設立された組織である。最初
はトヨタの各国内工場で TPS を確立・普及させるためのものであったが、その後自社
工場だけではなく、国内のサプライヤーにも TPS を広めるようになった。トヨタが海
外に進出するにつれて、海外自社工場、そして海外サプライヤーにまでその活動の場
を広げている。  
 トヨタの生産方式は過去数十年の努力の蓄積によって全社を統一するシステムとし
て一応完成し、1970 年にはこの基本的な考え方とさまざまな手法を体系化して「トヨ
タ生産方式」と名付けられた。同時にこれを社内各工場及び協力会社へ導入指導する
スタッフとして、生産管理部内に生産調査室を置いたと述べられている。また佐武
(1998)でも、60 年代までトヨタ生産方式は虚弱な基盤のうえに成立したに過ぎず、70
年に生産管理部に「生産調査室」を設置して社内外に定着させていく必要があったと
述べている。これらから生産調査室の設置目的を再確認することができる。  
 生産調査室の設置当初は専任の要員が約 10 名と各部署から短期(2，3 年)に派遣され
た要員から構成されており、30 名ほどであったが、現在では社内、社外と合わせて計
60－70 名ほどになっている。1991 年に生産調査室は生産調査部になり、その後 2011
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年に再び生産調査室で名称を変えている。生産調査室から生産調査部への名称変更の
背後にはトヨタの海外進出があった。トヨタの海外進出が増えるとともに、生産調査
室が海外自社工場を指導しなければいけなくなったのである。そこで生産調査部に名
称を変更して権限を与えたのである。生産調査部が再び生産調査室に名称を変更した
のは、生産管理部内での横の連携を強化するためであった。生産管理部、生産企画部、
生産調査部を統合し生産管理部とすることによって、異なる部の間にある壁を取り払
おうとしたのである(氷熊,2012)。  
 生産調査室の役割は大きく分けて、TPS の教育普及活動、各工場に所属する TPS 主
査と連携した TPS 諸原則の生産現場での実施の促進、各工場による自主研究会 (自主研)
の参加・主催、海外事業体における TPS の展開と現地支援だとすることができる(藤
本,1997; 佐武,1998; Dyer & Nobeoka,1998)。  
 TPS の教育普及活動とは、TPS を全社的に広めるためのもので、人事教育制度のな
かで、TPS に関連する部分を生産調査室で担当することで行われる。そして、生産調
査室は各工場において、TPS 主査という人を置き、実際に工場の現場における改善を
支援しながら TPS の考え方を普及させることもしている。また、生産調査室は自主研
を開催している。自主研とは各工場やサプライヤーが参加する勉強会であり、ここで
生産における様々な問題に対する共同解決を行う場となっている。更に自主研で築い
た手法、仕組みを他工場へ迅速に展開する支援を行っている。  
 そして、最後に海外事業体における TPS の展開と現地支援の役割である。海外工場
は基本的にはマザー工場の支援を受けることになるが、それだけではなく生産調査室
も海外工場の支援を行う場合がある。マザー工場が海外工場を支援するときに、生産
調査室の職員が一緒にプロジェクトに参加することもあるが、それはマザー工場側か
らの要請があるときだけだという。  
 生産調査室では一人一人が担当工場を数個持っており、基本的にはそれぞれの工場
に TPS 推進者という各工場のブレインとして動く人とコミュニケーションをとりなが
ら仕事を進めている。トヨタの各工場には技術員室というものがあり、ここに属して
いる人たちは、工場の生産技術と製造技術を結びつけるような存在であり、工場全体
を見るということに主眼を置いている。TPS 推進者を選ぶ際には、技術員室である程
度経験を積み、工場をジェネラルにみることができる人になるケースが多い。しかし
TPS 推進者が技術員室出身である必要はない。TPS 推進者は 1987 年に導入された制度
である。それまで生産調査室が中心になって推進していた TPS の徹底や教育などの活
動を工場サイドが主体的に実施する体制にしたのである。TPS 推進者は工場長の最も
重要な直属スタッフとして位置付けられた 26。 
ここでは、氷熊(2012)を基に生産調査室による国内工場同士の知識移転に関する 2
                                                   
26
http://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_global_corporation
/chapter2/section2/item2_a.html 
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つのメカニズムを紹介する。生産調査室は各工場の知識を吸収しそれを標準の形でま
とめることによってそれを他の工場に受け入れてもらう方法を取ることがある。そし
て次は生産調査室が各工場の抱える課題に対し、それを解決するための解決策を提供
する方法を紹介する。  
 まずは、各工場の知識を生産調査室が標準としてまとめることによる知識移転につ
いて説明しよう。この方法は自主研でいい改善事例が出たときに、それを他の工場で
展開するような場合にも用いられる。この方法は山積み表の事例を通じて説明されて
いる。山積み表とは組立工程を構成する際に要素作業を各技能員に割り当てるために
開発されたツールである。山積み表は初期には組立課長連絡会で課長同士がコミュニ
ケーションを取ることにより各工場に伝わった。しかし各工場でバラバラの方法で採
用されてしまったため、それぞれの効率性に違いが生じてしまう問題が発生した。こ
の問題に対応するために、生産調査室によって工場外部からの客観的な第 3 者の視点
で再度山積み表を標準としてまとめ直し、これをトップのお墨付きやトップの協力を
もらって各工場に導入したのである。  
これをフレームワークで分析するとどうなるのか。生産調査室は TPS 推進者を通じ
て各工場で生まれた知識を吸収する。山積み表の事例では組立工程における仕事の割
り振り方に関するタスクとツールそしてそれを使いこなすスキルという知識が生産調
査室に移転されたとみることができる。この事例にはないが設備の配置などレイアウ
トという知識の移転もあった。必要であれば各工場から専門の人が生産調査室の所属
になることもある。つまり生産調査室は各工場からメンバー、タスク、ツール、レイ
アウト、スキルという知識を吸収することになる。このように生産調査室に吸収され
た知識は標準化され各工場に伝播される。それを整理すると次のようになる。  
 
・メンバー：各工場の人が生産調査室に移動する。生産調査室から人が各工場に移
動する。  
・タスク：各工場の標準作業、マニュアルを整理・標準化し、移動させる。  
・ツール：各工場の設備を整理・標準化し、移動させる。  
・スキル：各工場の技能を整理・標準化し、それが再現される。  
・レイアウト：各工場のレイアウトを整理・標準化し、それが再現される。  
 
生産調査室による知識の吸収と伝播を現わしたのが図 5.2 である。  
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 次は、生産調査室が特定の工場の課題に対して行う知識移転をみよう。各工場は外
部の知識を発見することが難しかったり、外部の知識の有用性に対する判断の客観性
に問題があったりする。生産調査室は各工場に対する知識移転の仲介役を果たして有
用な知識を提供する形でサポートする場合がある。生産調査室の主査はそれぞれ担当
工場を受け持っており、それらの工場と頻繁にコミュニケーションを取っている。そ
してこれらの工場において何か問題が発生した時に、問題の発見、対策の立案、対策
の実行、結果の確認、再発防止などを行う。この問題解決のために生産調査室が他工
場の知識を移転させる場合がある。生産調査室は国内工場、海外工場、サプライヤー
など様々な拠点の知識を持っている。このように保有している知識を特定の工場で起
きた問題を解決するために提供するのである。要するにいろいろなところで問題解決
している経験、知見、ノウハウをすぐに問題発生工場・工程に展開するということが
生産調査室を通じて行われている。この機能は各工場の人たちが生産調査室に対して
特に求めている機能である。  
この 2 つ目の方法を知識移転のフレームワークで解釈すると次のようになる。1 つ目
の方法と同じく生産調査室は、国内工場そして海外工場とサプライヤーなどから知識
図 4．2．生産調査室による標準制定と伝播 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
出所：氷熊(2012)を基に筆者作成  
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を吸収しそれを保有している。生産に関するタスク、ツール、レイアウト、スキルな
どの知識であり、メンバーが生産調査室に入ることもある。そして何らかの問題が発
生した時に保有していた知識を問題解決のために移転するのである。それを整理する
と次のようになる。  
 
・メンバー：他拠点の人が生産調査室に移動する。問題解決のために生産調査室の
人が移動する。  
・タスク：他拠点の作業標準、マニュアルを問題解決のために移動させる。  
・ツール：他拠点の設備を問題解決のために移動させる。  
・レイアウト：他拠点のレイアウトを問題解決のために再現させる。 
・スキル：他拠点の技能を問題解決のために再現させる。  
 
図 4.3 は生産調査室による知識移転の仲介を現わしたものである。  
 
 
 このように生産調査室はトヨタの各工場をつなげる役割を担当している。次はグロ
ーバル生産期における GPCという組織を通じたトヨタの本国工場のつながりについて
議論する。  
図 4．3．生産調査室による知識移転の仲介 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
出所：氷熊(2012)を基に筆者作成  
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4．1．3．GPC：国内機能  
GPC(Global Production Center、グローバル生産センター)は 2003 年 7 月に設立された
部署である。その設立の背景としては、海外生産の急激な増大が挙げられる。2003 年
トヨタは、グローバル生産台数を当時の年産約 600 万台から 2010 年までに年産 1000
万台に増やすという計画を打ち出した。つまり、8 年で 400 万台を増産するという計画
だった。トヨタ自動車のいままでの海外生産の推移を考えるとこれはかなり急ピッチ
での拡大である。このように急激に海外生産を拡大した時には、様々な問題点が出て
くる。その問題を解決するために設立されたのが GPC である。GPC は 2 つの機能を持
っている。1 つは、国内と海外の人材を育成することとそのためのツール開発、もう 1
つは新モデル切替えの時間を短縮するための機能である。本章は本国の知識ネットワ
ークについて議論しているため GPCの国内の人材育成機能とそれによってグローバル
生産期にトヨタの国内知識ネットワークにどのような変化があったのかに集中して議
論を進めることにする。  
GPC はまず、基本技能という車づくりにおいて最も基本的な技能を設定し、それを
現場の技能員にわかりやすく教えるためのツールを開発している。基本技能とは車を
つくる際の標準作業を構成している要素作業を行うために必要な技能である。例えば、
組立工程において作業者はラインで流れる車に様々な部品を部品棚から取り出し、車
に正しく組込む必要がある。どの部品を、どこから出して、それをどこに組込むのか
というのはすべて標準作業として設定されていて一定の時間内に行われる。標準作業
を構成する個々の作業を要素作業だといい、要素作業を遂行するための技能を基本技
能という。GPC では、組立の基本技能として、締め付け、スクルーグロメット(締めつ
け用穴の型)、貼り付け、コネクター、ホース、フレアナット、はめ込み、プラグホー
ルの 8 つを指定し、教育を行っている。このような基本技能は組立の標準作業を行う
ために最も基本となるものであり、これを覚えることによって、標準作業をきちんと
行うための基礎となるのである。これらの基本技能に関しても各工場間で些細な差が
存在する。GPC はこれらを調べて最も生産現場において効率的なベストプラクティス
を設定した。  
GPC では 60 歳を超えて定年を迎えた人を再雇用することが多い。これらの再雇用者
は現場での経験が豊富であり、ベストプラクティスを策定することに役立っている。
ベストプラクティスを作成するために、まず各工場のベストプラクティスを集める。
最初は工場間の違いがかなりあったという。たとえば塗装工程における塗装ガンの持
ち方は各工場によって違っていた。塗装ガンに指を何本かけるのか、また親指の位置
はどこかなど一見同じように見えるが細かい違いが多く存在したのである。それらを
分析してそれぞれのメリットとデメリットを洗い出す。メリットが多く、デメリット
が少ない最も効率的なものをベストプラクティスとして策定したのである。  
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GPC では、これらの基本技能のベストプラクティスを教える際に、ビジュアルマニ
ュアル(VM)を作成している。VM は基本技能をビデオ、動画、アニメなどのビジュア
ル的な側面と文字で説明するものである。文字と静止画による従来のマニュアルと比
べてビデを映像やアニメを活用し、技能のカン、コツを分かりやすく説明することが
できる。作業者はまず VM を使って基本技能を理解する。その後、トレーニング施設
を使い、基本技能をトレーニングすることになる。つまり、これは今まで多くの部分
が現場での暗黙的な研修で行われてきた基本技能の伝授をマニュアル化したものなの
である。図 4.4 はビジュアルマニュアルで研修を行う研修生の写真である。写真の左側
の人はトレーナーであり、ノートでものを書いているのが研修生である。研修生は画
面の VM をみて技能に関する情報を取得し、手元の技能育成設備を使い実習を行う。
現在 GPC では組立を含め 18 分野における基本技能の VM を作成している。その分野
はプレス、成形、ボディー、組立、塗装、車両設備保全、車両品質管理、エンジン組
み付け、エンジン加工、鍛造、鋳造、プロペラ、アクセル、トランスミッション、ユ
ニット品管、からくり、工場生産管理、物流がある。このビジュアルマニュアルによ
り技能の習得時間が大幅に短縮している。  
27
 
各工場にはこれらの訓練を担当するトレーナーが存在する。GPC には、それらのト
レーナーを育成するマスタートレーナーがいて、マスタートレーナーがトレーナーを
育成し、各工場に送り込むこともしているのである。また、GPC では基本技能以外に
もトヨタの現場のリーダークラスの役割も形式知化することを試みている。トヨタに
は現場にチームリーダー(TL)とグループリーダー(GL)という職級が存在する。これは
過去班長、組長と呼ばれた職制であり、技能員をマネジメントし、生産現場を管理す
                                                   
27 http://www.toyota.co.jp/jpn/company/vision/globalization/gpc.html 
図 4．4．ビジュアルマニュアル 
 
出所：トヨタ自動車ホームページ  
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る役割を担っている。このような TL と GL は長年生産現場での経験を積んだ人がなる
もので、自動車製造に関する暗黙知を持っている。生産現場のリーダーは長い時間を
かけて経験を積むことで暗黙的に育てられてきたのである。しかしこのようなリーダ
ーを、時間をかけて育てていくだけだとグローバルスピードについていけないと判断
した。そこで GPC では FMDS(Floor Management Development System)というものによっ
て、リーダーというのが生産現場において何をすべきなのかというのを明確にし、形
式知化したものを人材育成のツールとして活用することを試みている。つまりリーダ
ーの役割に関して文書とトレーニングプログラムとして明確化することによってリー
ダーの育成を早くすることができたのである。  
このように GPCは国内工場の生産現場における基本技能を調べてベストプラクティ
スとして設定している。これらは海外工場での人材育成だけのために作成されたので
はなく、国内工場の人材育成も視野に入れているのである。つまり GPC のベストプラ
クティスの策定によって国内工場は基本技能という最低限の同一性を確保しているの
である。トヨタ生産システムの多様性は残しつつも最も基本的な部分は効率的な標準
化を行ったのだと評価することができる。  
GPC による本国工場の知識ネットワークを表したのが図 4.5 である。GPC はまず国
内各工場から生産の基本技能に関する知識を吸収する。その際にどのように標準作業
が制定されているかというタスク、そしてそれを技能員がどう使いこなしているのか
というスキルの知識を吸収する。必要であれば各工場のメンバーが GPC に来ることも
ある。そしてそれを基にベストプラクティスを決める。ベストプラクティスを決める
とそれを効率的に教えるためのツールをつくる。ツールは VM およびトレーニング設
備である。このように決まったベストプラクティス(タスク)とツールを各工場に伝える。
GPC の役割としてもう一つ指摘できるのは、トレーナーの育成である。上述したとお
り GPC にはトレーナーを育成するマスタートレーナーがある。GPC ではトレーナーに
なるべき人を受け入れトレーナーとして教育する。これを整理すると次のようになる。 
 
・メンバー：各工場の人が GPC に移動する。訓練が終わると各工場に戻る。  
・タスク：各工場の作業標準・マニュアルを整理し標準化する。その後各工場にそ
れが移動される。  
・スキル：各工場の技能を整理し標準化し各工場の人に再現させる。 
・ツール：技能育成のための設備が GPC から各工場に移動する。  
  94  
 
 
このようにグローバル生産期においてトヨタの本国知識ネットワークは変化した。
GPC は本国における基本技能の標準化を担当した。ベストプラクティスを集め、統一
化することで、生産システムの最も基礎的な部分を統一化したのである。またその基
本技能を教育するツールを開発したことによって人材育成機能も統一化されたのであ
る。 
 
4．2．現代自動車の本国知識ネットワーク 
 本節では現代自動車の本国の知識ネットワークについて議論する。現代自動車は本
国に 2 つの乗用車生産工場を持っている。蔚山工場と牙山工場である。蔚山工場は第 1
から第 5 まで 5 つの工場で構成されており、全体の生産能力は年 170 万台である。牙
山工場は年 30 万台の生産能力を持つため、現代自動車の生産能力は韓国国内で 200 万
台になる。そのほかにも全州工場という商用車生産工場があるが、ここでは捨象する。
図 4．5．GPC と知識移転 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
 
国内各工場
GPC
GPC
各工場から基本技能に関する
知識を吸収、ベストプラクティス
としてまとめ直してから
ベストプラクティスと人材育成
ツールを各工場に伝える、
トレーナーの育成
メンバー、
タスク、
スキル
メンバー、
ツール
タスク
工場1 工場2 工場3
国内各工場工場1 工場2 工場3
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表 4.2 は現代自動車の国内拠点を現わしたものである。  
 
表 4．2．現代自動車の国内乗用車生産拠点  
  量産開始 生産能力(万台) 生産車種 
蔚山工場 1968～ 170 第 1：verna,click  
  
 
  第 2：tucson,veracruz,santafe 
  
 
  第 3:avante,avanteHEV,i30,i30cw 
  
 
  第 4:genesis coupe,grand starex,porter2 
      第 5:equus,genesis,tucson 
牙山工場 1995～ 30 grandeur,sonata 
出所：現代自動車ホームページから筆者作成  
 
 ここでは、現代自動車の本国主力工場である蔚山工場について説明する。韓国には
蔚山工場以外に牙山工場がある。しかし蔚山工場と牙山工場の間の関係はあまりない
と考えられる。それを説明するためには、韓国国内の労働環境について説明する必要
がある。  
 
4．2．1．蔚山工場 
 現代自動車の工場をみるときには、まずは、現代自動車の最初の工場であり、単独
工場では世界最大の生産能力を持っている蔚山工場をみる必要がある。そのために簡
略に現代自動車の歴史と蔚山工場が建設された背景をみていく。現代自動車は、韓国
の財閥系企業である現代グループの一つの系列社である。現代グループは、現代建設
という会社から始まった。戦後の建設ブームと共に急成長した現代建設は、多角化の
一環として自動車工業への本格的な進出を決定する。その当時の韓国では、ソウルと
釜山をつなぐ京釜高速道路が建設されるなど自動車産業における需要拡大が予想され
たのである。1967 年 5 月、韓国の現代建設とアメリカのフォード社の間で、自動車組
立工場に関する基本的な合意がなされた。そして、1968 年、フォードと現代自動車は
KD 方式で自動車を生産する契約を結んだ。フォードとの提携が進むにつれ、現代は韓
国の蔚山に工場を建設し、現代の生産技術チームはフォードからのマニュアルを手本
に、組立手順や工場レイアウト、KD 分類作業などを学習するなど、現代自動車はフォ
ード生産システムを取り入れていく。サプライヤーを選定する過程でも、フォードの
部品及び資材関係技術者が関わっていた。(丁 ,2003)。また、現代では生産技術および
A/S・販売技術の習得のために複数の技術者を海外のフォード社に派遣した。   
その当時韓国では、一つでも多くの部品を国産化することが政府からの政策として
決まっていた。それに従い、現代は自動車においての核心部品であるエンジン、電子
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装置部品を自社生産することにした。フォードと現代は 50：50 の資本比率でエンジン
を生産する新しい工場を建設することに合意した。しかし、フォードと現代の間では、
意見の差が存在した。現代は小型車を量産し、フォードの販売代理店を通じて、海外
に輸出する計画を持っていた。他方、フォードは韓国をグローバル分業体制の中に取
り入れて、自社製品を販売し、単純部品生産及び組立の拠点にする計画だった。この
ため、フォードは現代の海外進出に反対していた。さらに、事業領域においても、現
代は最初から自動車工業全般にわたり、事業を行うために、総合自動車工場建設を目
指していたが、フォードは、1 国 1 部品生産体制を構築する目的であったため、韓国で
はディーゼルエンジンだけを生産する計画であった。結局これらが原因となり、フォ
ードと現代自動車の合作エンジン工場の計画は失敗になってしまった(丁,2003)。  
 現代は、独自モデルを開発する計画を立案し、その実行に向けて外国のメーカーと
の交渉を進めた。具体的には、乗用車設計の部門でイタリア、日本の 10 社、スタンピ
ング工場の機械選定で日本、アメリカの 4 社、鋳物工場建設部門でイギリスとドイツ
の 5 社、エンジン生産部門ではイギリスのパーキンス社、日本の三菱自動車の 2 社、
総合部品工場建設部門ではイギリスとアメリカの 5 社など、5 カ国 26 社との交渉を進
めた。このように外国企業から技術協調契約を通じて技術、設計図面などを提供して
もらうという戦略のもとに現代自動車は、ディーゼルエンジン製造のためにはイギリ
スのパーキンス社、車体設計のためにイタリアのイタルデザイン社、ガソリンエンジ
ン・変速機・後車軸・鋳物の製造のためには三菱自動車と技術協調契約を締結した。
この契約は、契約製品の製造及び組立のための工場建設をも援助するというもので、
また一定の代価で現代自動車に技術者を提供し、現代自動車の管理者・工員を訓練さ
せるという条項も入っていた(現代自動車 ,1997) 
 三菱との技術協調契約で、固有モデルの開発には、三菱のエンジン、トランスミッ
ション・シャシーなどが使われ、それを基に、イタルデザイン社が車両のデザインを
した。それで、現代自動車の固有モデル、PONY が誕生したのである。この固有モデ
ルの PONY を生産するために、新しい総合自動車工場を建設することになった。この
建設のために、生産設備の多くはヨーロッパから輸入したが、実際に製品を作るため
のノウハウ・金型・組立用溶接機・治工具などの設備は日本からのものが多かった。
また、工場設備と艤装ラインの設備は主要部分だけを外国で購入し、残りは図面だけ
を買って、国内で作って使用した。  
 現代自動車の蔚山工場は韓国では最初の総合自動車量産工場だったため、当時国内
では総合自動車工場の設計およびそれに必要な設備・工程・材料などに関する知識を
持っている企業が存在しなかった。そのため、現代は、工場建設における各工場の配
置設計、作業場設計などを三菱に任せた。三菱と現代は 1974 年スタンピング工場など
12 の施設の配置設計、乗用車組立工場のショップ設計、細部設計及び各ショップの全
般的な工程図作成、スタンピング工場の全般的設計図作成などをその内容とする契約
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を結んだ。三菱はこの契約で、現代に技術者を送り、基礎資料を審査するなどの過程
を経て設計を確定し、工場を建設した。この工場は 1975 年 12 月に完工される(現代自
動車,1997)。  
 このように固有モデルを開発し、それのための総合生産工場をたてながらも、現代
はフォードとの契約を延長していた。この契約では、現代が KD 方式でフォードの車
両を生産し、韓国国内で販売することとフォードの技術協調に関する内容が含まれて
いた。フォードと現代の KD 契約は 80 年代半ばまで続くことになる。 
 
蔚山工場は、韓国の蔚山広域市に位置している。現在、第 1 から第 5 工場までの 5
つの工場から構成されており、そこで全 13 の車種を生産している。また、7 つのエン
ジン工場があり、それぞれの工場の配置は図 4.6 で表わしている。各工場の生産車種と
生産能力は以下の通りである。第 1 工場の生産車種は CLICK、VERNA で、年産 40 万
台の生産能力、第 2 工場は VERACRUZ、SANTAFE を生産し、年産 30 万台の能力、第
3 工場は AVANTE、AVANTE HYBRID、i30、i30 Cross Wagon を生産し、年産 40 万台の
能力、第 4 工場は GENESIS COUPE、GRAND STAREX、PORTER(1 トン)28を生産し、
年産 30 万台の能力、第 5 工場は GENESIS、EQUUS、TUCSON ix を生産し、年産 30
万台の能力である。そして、それらをすべて足しあわせて蔚山工場全体の生産能力は
170 万台である。第 1 工場は現代自動車が最初に開発したモデルであるポニーを生産す
るために建てられ、1975 年 12 月に完成した。当時の生産能力は乗用車 5 万 6 千台、デ
                                                   
28
 商用車でトラック型であるが、例外的に蔚山工場で生産している。  
図 4．6．蔚山工場レイアウト図 
 
 出所：現代自動車株式会社 (2010)から筆者作成  
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ィーゼルエンジン車 2 万 4 千台で合わせて 8 万台の生産能力を持っていた。その後も
第 1 工場は増設を続けて 15 万台の生産能力を持つようになり、新しいモデルのエクセ
ルを生産するためにさらに 30 万台の生産能力を増強し、1985 年には年産 45 万台の能
力を持つようになる。第 2 工場はエクセルの需要が増えることに備えて 30 万台規模で
建てられ 1988 年 7 月から量産を開始した。第 3 工場は現代自動車が本格的に自動化を
高めた工場として知られている。1990 年に第 3 工場が 30 万台規模で完成されることに
よって現代自動車は生産能力 100 万台体制を構築することになる。第 4 工場は 1996 年
に、第 5 工場は 1999 年にそれぞれ量産を開始した。  
蔚山工場は総合走行試験場を備えている。19 の試験走行路と 48 の路面タイプがあり、
新しく開発したモデルの耐久性、安全性、コーナリングなどをテストすることができ
る。図 4.6 には出ていないが、蔚山工場の中には、輸出船舶埠頭がある。埠頭の長さは
830m で、車両専用運搬船 3 隻が同時に入り、1 日平均 3000 台の車両を船籍する(チャ
ン,2005)。工場の敷地面積は 150 万坪で、500 万㎡である。蔚山工場の従業員は 3 万 4000
人である。  
現代自動車の作業組織は、その基本単位である組と班からなる。組は約 10人の単位、
そして 3 つの組が、1 つの班になる29。その班が集まって生産ライン(生産部署)となり、
その上には事業部が位置している。図 4.7 は現代自動車の組立工場(艤装部)の組織図で
ある。艤装部は生産課と工程技術課、支援課の 3 つからなる。支援課と工程技術課は
部長を補佐するスタッフ組織である。各ラインでは作業者をまとめる組長、そして組
をまとめる班長がいる。ラインの管理監督としては生産主任あるいは技士、品質主任
あるいは技士がいる。現場作業者からの昇進は主任までであり、課長以上の職には一
般的に昇進できない(呉 ,1998)。  
                                                   
29 トヨタなどの日本企業では、班が 10 人くらいの組織で、3 つの班が 1 組になる。つまり、
用語の使い方が逆になっている。つまり、現代における「班」が日本の組、「組」が日本の班
に当たる。 
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蔚山工場の組立ラインは、プッシュの生産原理が強いため、ラインを 1 本にし、ベ
ルトコンベヤーをバッファーがない連続した工程に構成している(丁 ,2003)。これは後
述する牙山工場で、機能完結組立工程とそれの間にバッファーを置くラインに変化す
る。 
 現代では、生産計画を立て、その計画に合わせて序列納入という制度で部品を調達
している。これはトヨタでいう順序納入のようなもので、その語源は、現代と技術移
転契約を結んだ三菱自動車からきているといわれている。序列供給は直序列と準序列 2
つにわかれている。直序列というのは、現代工場での PBS30アウト時にサプライヤーに
その生産順序情報を送り、その生産順序通りに、生産時間に合わせて、部品を納入す
る方式で、準序列は、サプライヤーが、現代にロットで部品を納入し、現代内部で生
産順序に合わせて部品を並べ替える方式である。蔚山工場の場合、直序列で多くのモ
ジュール部品を供給する現代 MOBIS の工場が蔚山工場内に位置していて、また多くの
サプライヤーが工場の近くに位置している。  
最終組立工程における品質管理はキーパー工程と OK ラインという 2 つの制度から
                                                   
30
 Painted Body Storage の略  
図 4．7．現代自動車の組立工場の組織 
 
出所：呉(1998)を基に筆者作成 
艤装部長
工程技術課支援課 生産課長
班長
組長
作業者
生産主任・技士
品質主任・技士
生産総括次長
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なっている。キーパー工程は品質検査を行う工程を意味する。現代自動車における自
主検査および品質の作りこみはこの工程のキーパーという特定要員の設けによって行
われている。キーパーは班の中で班長や組長を除き、勤続年数の長い班員のなかから
選ばれて、ローテーションはされない。キーパーに与えられた職務は 3 つで、1 つ目が、
チェックリストで品質チェックを行うこと、2 つ目が、解決可能な異常を自ら直し、解
決不可能なものは工程技術課の担当スタッフや QC 部に連絡すること、3 つ目が 1 日 1
回課長に報告することである。このようなキーパーがラインの生産工程の間に配置さ
れている。キーパーはだいたい一班に一人配置されている(呉 ,1998)。そしてこのキー
パー工程とは別に、最後に OK ラインという品質検査のラインをつくって完成された
車を検査し、品質を維持している。  
 では、実際に第 3 工場を取り上げて、蔚山工場を見てみよう。図 4.8 は第 3 工場のレ
イアウト図である。自動化率はプレスと溶接、塗装工程はほぼ 98%で、最終組立が 10%
くらいである。第 3 工場の作業員は全部で 4200 人、その内最終組立で働いている人は
1000 名である。昼夜 2 交代で、正規労働が 8 時間、残業が 2 時間と、2 直で 20 時間稼
働になっている。そのため、1 直の人数は 500 人である。  
 
第 3 工場には 31 ラインと 32 ラインの 2 つのラインで構成されている。このライン
の名前の 3 は第 3 工場を象徴している。たとえば、第 4 工場なら 4 からラインの名前
が始まることになる。31 ラインは、AVANTE と AVANTE HYBRID を生産していて、
図 4．8．蔚山第 3 工場レイアウト 
 
 
 出所：蔚山工場訪問調査から筆者作成  
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そのラインの長さは 700m で、UPH は 52、タクトタイムは 69 秒、工程数は 109 である。
32 ラインは、i30 と i30 Cross Wagon を生産しており、その長さは 1400m、UPH は 32、
タクトタイムは 112 秒、工程数は 189 である。32 ラインのラインが長く、タクトタイ
ムが長いのは、i30 は部品が多く、追加的な作業が必要であるからである。また、同じ
工場で生産されている AVANTE と i30 は部品の共有している部分が多い。  
第 3 工場のラインから、現代自動車の作業組織の実態をみることができる。図 4.9
は第 3 工場組立ラインの様子を表したものである。この図には 3 つの工程ステーショ
ンがあり、1 つのステーションの中では約 3‐4 人が働いている。労働者は一つのステ
ーションのなかで働くことになっている。しかし、蔚山工場の労働者はステーション
を超えて自分より前のステーションで作業をすることもある。これは会社の指示では
なく自主的にやっていることだという。このようにステーションを超えて作業をして
余った時間を使い、休みをとる。これは、作業者が定められた標準を守っていないこ
とから発生している現象だと考えられる。また、ラインには、作業標準書というもの
が貼ってあるが、2m くらいの高さに貼ってあるため、現場の作業における影響力はな
いという。  
 
 蔚山工場は、全体的にフォード主義的な作業方式が強く残っている工場である。蔚
山という地域自体が、労使問題がかなり多い地域である。蔚山には現代重工業という
現代グループ系の大企業の工場も位置しているが、ここも敵対的な労使関係でかなり
図 4．9．蔚山第 3 工場組立ラインの様子 
 
※矢印はものの流れを意味する 
 
 出所：蔚山工場訪問調査から筆者作成  
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問題が多かった。このような環境問題もあり、蔚山工場は牙山工場よりも硬直的な作
業組織を持っているというのが一般的な評価である。  
 
 
4．2．2．国内環境：現代自動車と労働組合 
 既に指摘した通りに現代自動車の生産現場では改善活動があまりうまくいっていな
い。つまり生産現場で生まれる知識基盤が衰弱であるということができる。トヨタ自
動車における本国工場同士のつながりはトヨタ内部で多様性があったから必要だった
のである。各生産現場で生まれる生産に関する知識が不均衡に分布していたためそれ
の調整を行う必要があったのである。現代自動車は現場で生まれる知識が少なく、生
産拠点同士の不均衡もあまり起きないだろう。そのため本社の生産技術研究所が新し
い生産システムの導入などを担当していると考えられる。よってこの節では、現在の
現代自動車の生産現場を形成した主な要因だと指摘される労働組合と生産現場の特徴
について扱うことにする。 
現代自動車の労働組合は 1987 年設立された。組合の執行機関である常務執行委員会
は組合の役員及び各室・部・次長で構成され、役員の任期は 2 年である。チョ(2001)
は、現代自動車労働組合の中における 3 つの派閥を区別してその政治闘争を描いた。
労使協調と実利追求の協調的勢力、企業別活動に焦点を当て階級的連帯に消極的な中
途的勢力、そして全国的・階級的連帯と政治的闘争を積極的に行う階級的勢力という 3
つの派閥が役員の選挙を通じて競争したのである。結局組合活動は階級的勢力が主導
することになり、階級的勢力のなかにおける路線的分化が起きることになる。3 つの勢
力の中で会社との闘争に最も積極的だった階級的勢力が実権を握ったことからも現代
自動車と労働組合の敵対的な関係を除くことができる。  
 現代自動車は会社の労働組合を持っているが、その組合は上級団体である金属労働
組合連盟に所属している。チョン他(2003)は蔚山、慶尚南道31、釜山地域の全国金属産
業労働連盟及び全国金属労働組合所属の労働組合 92 とその委員長 92 名を調査対象に
して労働組合の実態を調査した。これらの地域は全国の組合員の 3 分の 1 を占め、労
働運動でも主導的な役割を果たしてきた。この地域の金属労働組合は金属連盟の主域
であり、韓国労働運動の主力部隊でもある。全体調査対象の組合員数 81781 名の中で、
現代自動車の組合員数は 21623 名を占めており、単独では最も人数が多く、その割合
も全体調査対象の 26%を超える。また調査対象の中で現代自動車が属している金属連
盟だけを計算すると現代自動車労働組合員は 33%を占めている。これは現代自動車の
本体だけを計算したものであり、金属連盟には現代 MOBIS・現代ハイスコなどのサプ
                                                   
31 韓国の南東地域であり、蔚山、釜山は地理的・文化的には慶尚南道に入るが、広域市と
いう独自の行政地域である。またこれらの地域は東南海岸工業ベルトとも呼ばれ、工業が
集中している地域でもある。  
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ライヤー、現代自動車販売・整備支部などの現代自動車の別部門、現代造船・現代重
工業など現代グループ系列社、起亜自動車営業・整備など現代自動車の合併した起亜
自動車の子会社などが所属している。つまり現代自動車は名実ともに金属労働組合を
代表する企業であると言える。ここではチョン他(2003)を基に現代自動車が所属してい
る金属労働組合の実態をみることで現代自動車労働組合の特徴を説明する。  
 以下では金属連盟と金属労働組合の性格が分かるいくつかの特徴を挙げることにす
る。金属連盟の労働組合は常集幹部の人選をする際に、一番に実務経験と専門知識、
次に理念的意識と闘争経歴を見ている。実際に常勤幹部の類型を分析すると最も多か
ったのが実務・専門家型であり、次が闘争家型、組織化型の順番となった。  
 組合活動の最も重要な役割に関する設問に関しては、労働者階級の団結と労働者政
治勢力化が 45.8%、全体労働者の社会的地位向上のための法律・制度の改善が 33.3%、
賃金上昇など組合員の労働条件の改善が 16.7%であった。しかしその中でも組合員
2000 人以上で定義される巨大企業の組合は労働者団結、政治勢力化よりは経済的・実
利的な目標を重視している。  
 最も注目すべきは、労使関係に関する設問である。この調査では労使関係に関して 3
つの時期32と 4 つの選択肢の設問を設けた。この結果を整理したのが表 4.3 である。こ
こで 1997 年以前と直後を分けたのは、1997 年に起きた経済危機前後に労使関係の変化
が起きたからである。経済危機によって大量のリストラがあり、多くのストライキが
起こった。その反面、労使対話を通じて危機を克服しようとした企業もあった。選択
肢に関しては「すごく対立的」、「少し対立的」、「少し協力的」、「すごく協力的」の 4
つの段階が設定された。ここでは説明のために「すごく対立的」と「少し対立的」を
足し合わせたものを対立的合計として表示している。  
 
表 4．3．金属労働組合の労使関係  
単位：% すごく対立的  少し対立的  少し協力的  すごく協力的  対立的合計  
1997 年以前  25.6 44.2 23.3 7 69.8 
1997 年直後  13.3 55.6 26.7 4.4 68.9 
2002 年 30.6 40.8 26.5 2 71.4 
出所：チョン他(2003)を基に筆者作成  
 
 表を見ると 3 つの時期を通じて対立的である組合が 70%以上あることが分かる。詳
細にみると、1997 年以前と 1997 年直後ではすごく対立的の返答が減り、少し対立的の
返答が増えていることが分かる。しかし 2002 年には逆の動きを見せている。少し協力
                                                   
32 チョン他(2003)では 1997 年以前、1997 年直後、最近と時期を分類している。最近とい
う記述は曖昧であるため、調査が行われた 2002 年と置き換えた。 
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的、すごく協力的という返答には特記すべき動きはなかった。  
 このように金属労働組合は理念的意識や労働者階級闘争などを重視しつつ、労働者
の雇用安定確保などにも力を入れている。しかし最も注目すべきなのは、金属労働組
合の 7 割が常に労使関係を対立的に捉えていることである。  
 では実際に現代自動車の労使関係はどうか。多くの研究は現代自動車が対立的な労
使関係を持っていると指摘している (イ ,1994; 呉 ,1998; チョ ,2005; チュ  & チョ
ン,2007; チョ & イ,2008)。またこれらの研究では対立的な労使関係が生産現場の特徴
と生産システムに大きな影響を与えたと指摘している。ここでは現代自動車の生産現
場と敵対的な労使関係について詳細に説明する。  
 現代自動車は対立的な労使関係を持っているため、自発的な作業者による製造工程
での品質管理よりは生産設備の自動化と情報化に基盤する「低リスク低収入」の安定
的な品質管理を好んでいる。これは現代自動車が日本式製造工程品質管理を委任する
ほど労働者を信頼していないということを意味する。また現代自動車における提案活
動は会社によって強制されて形式的に行われているだけである。現代自動車の作業組
織は低い参加・革新を特徴とする「葛藤的」作業場だということができる (チュ  & チ
ョン,2007)。  
 現代自動車の対立的な労使関係は生産現場の特徴を決める重要な要素である。チュ 
& チョン(2007)では対立的な労使関係という観点から現代自動車の作業組織と作業場
労使関係を 5 つの特徴にまとめて考察している。 
1 つ、生産技術の自動化は効率化の手段として機能し、労働排除的である。作業者の
自律的な参加を伴わず技術的自動化が孤立的に進んでいる。つまり労働者はあまり信
頼されておらず、自動化でも疎外され、排除されているのである。  
2 つ、労働組合が年功給と職務境界の曖昧さを基にする職務平等主義を追求した結果、
熟練多能工労働者を育てることができなかった。労働者と労働組合は会社の体系的な
教育訓練とはつながらない形のジョブ・ローテーションを行ったのである。このジョ
ブ・ローテーションは職務負担と労働強度を均等化するために生産現場で自発的に行
われたものである。  
3 つ、会社は労働者の技能及び熟練向上教育に対する持続的で安定的な投資と高品
質・高付加価値車種の開発・生産を体系的に連携させていない。生産職の労働者は熟
練向上を要求しているが、会社からの対応はそれを満足させていない。  
4 つ、生産現場の労働権力の強化が現場監督者と中間監督者の労働統制を弱化させ、
労働者・作業集団の相対的自律性を増大させた。労働組合が生産現場で行使する権力
が強くなるほど、会社の労働規律は現場で通じなくなってしまう。生産現場の労組権
力は生産中断の脅威、MH33交渉権、残業・特勤同意権、産業安全監督権を持っている。
                                                   
33
 Man Hour の略字。投入工数を人×時で表したもの。  
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会社はこれらの活動家に対する個別管理戦略を取っているが、結果的には生産現場の
労使関係を悪化させている。  
5 つ、現代自動車の「非フォード主義」作業組織は伝統的なフォード主義からは脱し
ているが、ポストフォード主義に移行しているわけでもない。これは現代自動車の生
産現場の労働力の特性からくる問題である。  
 このように現代自動車の非協調的な労使関係は、現代自動車の生産現場における作
業組織を硬直的なものにしている。また労働者が自発的に生産システムの発展に参加
していないため、生産現場における生産知識の創造が起きないのである。  
 その端的な例が生産現場における改善活動がうまくいっていないことである。呉
(1998)は現代自動車の提案活動の問題点を 3 つにまとめている。第 1 は提案活動が個人
提案に留まっていることである。提案活動がグループで協調的に行われていないので
ある。第 2 は提案活動に対する従業員の態度が極めて消極的であることである。第 3
は改善提案が標準作業に結びつかないことである。改善提案が出されてもそれは標準
作業として定まることはなく一時的な行為で終わってしまうのである。  
 
4．2．3．生産技術研究所 
 本節では現代自動車の生産現場における知識の創造と伝播を主導する組織である生
産技術研究所について説明する。生産技術研究所の役割については工場の組立現場に
おける作業標準を決めるプロセスを中心に説明する。  
 生産技術研究所は本社に所属する組織であり、生産技術の開発、エコカーの開発、
量産生産技術開発業務などを担当している。生産技術研究所は 1969 年、生産部技術課
という組織から始まった。そして 1972 年生産部技術室になり、1976 年には生産技術部
に昇格した。1994 年には生産技術本部になり、本格的な技術自立化を推進することに
なる。そして 1995 年から現在の生産技術研究所という名称になった。2000 年現在の人
員は約 1600 名だった(シン,2000)。  
現代自動車(1997)によると生産技術研究所(当時の名前は生産技術本部)は全部で 10
の下部組織で構成されている。その 10 の下部組織は、生産技術企画チーム、海外技術
チーム、プレス技術室、車体技術室、塗装技術室、組立技術室、自動化技術室、金型
製作室、商用生産技術室、牙山生産技術チームである。生産技術研究所は新車種開発
の際に生産準備業務を行う部署である。各部門はそれぞれの目標を持ち、生産技術を
開発している。その中でも特に生産技術プロジェクトチーム(生産技術企画チーム)は現
代自動車で生産する全車種に関するプロジェクト管理業務を担当している。新車種に
関しての投入工場、混流生産、予想投資費、基本日程などを検討し、現在生産中の車
種の工場間移転に関する工場運営計画も担当している。シン(2000)によると、生産技術
研究所は大きく分けて 3 つの分野での開発を行っている。生産システムそのものを開
発するシステム化技術開発、新しい加工組立法および材料の開発を行うプロセス技術
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開発、生産設備・金型を開発する設備技術開発を行っている。  
呉(1998)では現代自動車の標準作業を決めるプロセスについて説明している。現代自
動車の組立現場での作業標準をみることで、対立的な労使関係により生産現場と本社
が離れていてかつ現場では知識が生まれていないことが分かる。3 章でも述べた通り、
現代自動車の標準作業は「組立工法書」、「作業指導書」、「作業標準票」で構成される。
その中で組立工法書は本社組織である生産技術研究所が作成し、その他は班長に任さ
れているが、実際は各工場のエンジニア組織である工程技術課が作成することが多い。
組立工法書は作業手順、工数、正味時間、作業手順、標準時間などがその内容となっ
ている。工程技術科が組立工法書の作成に参加することはあるが、生産現場からの提
言のレベルに限られる。工程技術科は組立工法書を基に作業編成を行い、作業者一人
一人の作業量として再編成する。現場の班長は編成された作業を誰に割り当てるかを
決めるだけである。呉は現代自動車の標準作業は組立工法書という一つの様式の書類
のみによって構成されているともいえると評価しているほどである。つまり生産技術
研究所という本社組織から生まれた組立工法書という知識が現場に送られてくるだけ
で、現場から生まれる知識は極めて少ないと評価することができる。現場から生まれ
る少ない知識もその内訳をみると、ほとんどが各工場のエンジニアによるものであり、
現場労働者が知識の創造にかかわっている部分は極めて少ない。  
生産技術研究所は 1997年現代自動車が部品のモジュール化を推進する際も主導的な
役割を果たした。生産技術研究所を中心に生産性と作業能力を高めるためにモジュー
ル部品の開発を始めたのである。生産技術研究所が新しいモジュール開発を提案する
と常用技術センターがそれに合った部品を設計し資材本部がサプライヤーを選定する
方式で部署間協業が行われた(チョ ,2005)。これをみると新しい生産システムの開発と
導入に生産技術研究所が主導的な役割を果たしていることが分かる。  
現代自動車の本国おける生産拠点は労使関係という特殊要因により独特な生産現場
を形成している。労働者と会社は対立しており、生産現場で新しい生産システムや知
識が生まれることはあまりなく、漸進的な改善もなかなか生まれにくい状況である。
そのため、トヨタのような工場間の多様性は生まれず、工場間の関係も生まれない。
現代自動車にとって本国の生産拠点は新しい能力が生まれる場所というよりは、改善
すべき問題が山積している場所と言っても過言ではないだろう。そして敵対的な労使
関係のため、その問題に手をつけることすら出来ずにいるのである。そのため生産に
関する知識の創造は主に生産技術研究所という本社組織を通じて行われ、それが生産
現場の方に伝播しているのである。  
現代自動車の生産技術研究所を知識移転のフレームワークで分析すると図 4.9 のよ
うになる。生産技術研究所は自動車生産の各工程で先端的な技術を開発する。また作
業標準も決める。そしてそれを生産現場に伝播する。その際に生産設備という意味で
ツール、標準作業のタスク、そしてレイアウトも合わせて移転される。スキルは移転
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されないと考えられる。なぜなら非協調的な労使関係のせいで労働者が会社側の提示
する熟練形成に反発しているからである(チョ ,2005)。  
 
 
 それを整理すると次のようになる。  
 
 ・ツール：生産技術本部から生産設備が国内工場に移動する。  
 ・タスク：生産技術本部のマニュアル・作業標準を国内工場に再現させる。  
 ・レイアウト：生産技術本部からのレイアウトが国内工場に再現させる。  
 
4．3．比較と小括 
4．3．1．両社の本国知識ネットワーク比較 
トヨタ自動車の本国知識ネットワークは多様性の発生とそれの収束の繰り返しだと
評価することができる。トヨタの国内生産拠点はトヨタ生産システムという知識体系
によって括られている。しかしそれは一律的なものではなく、その細部の運用におい
ては、各工場の個性が存在する。トヨタの各工場はそれぞれが違う環境条件を持って
いる。それぞれの環境に直面してそこから問題を発見し、独自の解決方法をみつける
のである。そうして各拠点が能力を蓄積していく能力構築競争が繰り広げられている
のである。  
しかしこのような多様性は一つのシステムとして吸収され、体系としてのトヨタ生
産システムという知識となるのである。工場同士は連絡会議を通じて直接お互いの間
図 4．10．生産技術研究所と知識移転 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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で発生した多様性と知識を吸収している。またそれだけではなく、生産調査室、GPC
などの本社機能を通じて多様性を吸収し統一した体系としての知識が移転されること
もある。  
GPC が設立される前には、工場同士の直接的なつながりと生産調査室を通じて本国
知識ネットワークが構成された。そして GPC が設立されてからは工場同士の直接的な
つながりと生産調査室に加えて GPC が知識ネットワークに加わることになる。これを
現わしたのが図 4.11 である。  
 
この図は国内工場、生産調査室と GPC の関係を現わしたものである。ここで矢印が
両方向になっているのは、お互いに知識の交流があることを意味する。国内工場は知
識を移転される側であり、同時に知識を生産する側でもある。本国工場同士でそのよ
うに生まれた知識を直接交換することもある。これが工場同士の間で書かれた矢印の
図 4．11．トヨタの本国知識ネットワーク 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
 
生産調査室 GPC
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意味である。メンバー、タスク、ツール、レイアウト、スキルという知識が国内の各
工場同士の直接的な交流により移転される。  
また生産調査室と GPC は他の生産拠点に知識を移転しているが、それはまた別の工
場から吸収し整理された知識である。つまり生産調査室と GPC は知識の仲介役として
の役割を果たしているのである。生産調査室は 2 つの方法で知識移転を行う。一つは
各工場から知識を吸収しそこから標準を制定しそれを伝播する方法である。もう一つ
は生産調査室が国内工場、海外工場、サプライヤーなどから吸収し保有していた情報
を問題解決に使うのである。GPC は各工場から基本技能に関する知識を吸収しそれを
基にベストプラクティスを決める。そしてそれを教育するためのツールを開発する。
同時にそれを教育するためのトレーナーも育てている。  
その反面、現代自動車は本国の環境要因によって、生産現場での労使対立が起きて
いる。そのため、労働者と会社がお互いを信頼できずにいる。会社は労働者に対する
信頼が不足しているため、労働者に多くの役割を期待しない。労働者も会社のことを
信頼できず、創意的な仕事に従事することは出来ていない。また労働者も現場の改善
に関する意思があまりない。このような状況では生産現場における知識創出は難しい
だろう。  
現代自動車における、作業標準編成、新しい生産システムの導入などは本国の生産
技術研究所が担当している。知識創造に関する生産現場の役割は微々たるものであり、
それに貢献しているとは考えづらい。現代自動車の生産システムにおける知識創出は
生産技術研究所という本社組織が担当している。この生産技術研究所を中心に国内工
場がつながっているのである。つまり現代自動車の本国における知識ネットワークは
生産技術研究所を中心にする構造になっているということができる。  
ではこの 2 社の知識ネットワークを比較するとどうなるのか。両者の知識ネットワ
ークを簡略化して図にしたのが図 4.12 である。矢印は知識移転の方向を指している。  
 
知識ネットワークの図から 2 つの点が分かる。第 1 は現代自動車の場合、工場同士
での知識の交流がないが、トヨタの場合はあるということである。これは多様性の有
図 4．12．トヨタと現代の本国知識ネットワーク 
※矢印は知識の流れを意味する 
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無から解釈することができる。トヨタ自動車の本国工場は能力構築競争を通じて独自
の方向で進化し各工場が知識を創出している。しかし現代自動車はそうではなく、各
工場が知識を創出することができずにいる。そのような違いが工場間の直接交流の有
無につながったとみてよいだろう。  
第 2 は矢印の方向である。現代自動車の知識ネットワークは矢印が一方向であるの
に対して、トヨタでは両方向となっている。生産技術研究所からの矢印が各工場に向
かっているが、工場から生産技術研究所に向かう矢印はないことが分かる。つまり生
産技術研究所から生まれた知識が工場に伝わるだけになっている。トヨタは生産調査
室も GPC も各工場から知識を移転され移転する関係になっている。  
このように両社の本国知識ネットワークをみると、最も大きな違いは現場において
生産に関連する知識が生まれているかどうかと評価することができる。トヨタでは現
場から知識が生まれ、それが多様性となり、最終的にはシステムとして編入される。
その過程が絶え間なく行われているのである。その反面、現代ではそのような過程は
なく、本社組織である生産技術研究所の生産する知識が工場側に一方的に流れるだけ
である。  
これは両社の能力がどこに集中しているのかをみせる端的な例だということが出来
る。トヨタにおける能力は生産現場に集中されている。そのためそこから生まれた知
識をどう活用するかが競争力の強化と直結するのである。しかし現代の場合、能力は
本社に集中している。そのため、本社で生まれた知識をどのように活用するかがポイ
ントとなる。両社の違いは能力の所在とそれを活用するために生まれたものであろう。 
もう一つ指摘しておきたいのは両社の本国知識ネットワークの権力構造である。ト
ヨタ自動車はボトムアップ的な組織文化を、現代自動車はトップダウン的な組織文化
をもっているということは既に 3 章で指摘した通りである。これが反映されているの
が本国の知識ネットワークということもできる。ボトムアップ的な組織文化を持つト
ヨタ自動車は生産現場で知識が生まれる分権的な組織体制を持っている。組織の末端
である生産現場で知識が生まれ、それが全体のシステムに影響を及ぼすというのは集
権構造だといえる。トップダウン的な組織文化を持つ現代自動車は本社で知識が生ま
れる集権組織体制を持っている。本社の生産技術研究所で集中的に知識が生まれ、そ
れが各工場に広がる姿はまさにトップダウン的だということが出来るのではなかろう
か。 
本国の知識ネットワークの中でどこに知識が集中し、主導権を持って知識を移転し
ているのは、トヨタでは工場であり、現代自動車では生産技術研究所である。トヨタ
の工場は複数存在し、知識と移転の主導権が分散されているという意味で、トヨタの
本国知識ネットワークは分権的ということができるだろう。現代の生産技術研究所に
はすべての知識が集中され、それが各工場に移転される。知識と移転の主導権が集中
されているという意味で、現代自動車の本国知識ネットワークは集権的だといえる。  
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 5 章と 6 章で詳しく述べることになるが、本国の知識ネットワークは、知識移転方式
及びグローバル知識ネットワークに影響を与える。本国の知識ネットワーク構造が海
外知識移転の際にも影響を与えるのである。知識の集中、知識移転の方向性、ネット
ワーク参加組織単位など、本国知識ネットワークは知識移転方式及び知識ネットワー
クの構造に影響を与える。よって本国知識ネットワークが知識移転方式と知識移転ネ
ットワークの構造を決める要因だと考えられる。  
 
4．3．2．知識移転を促進させる組織単位 
 本章では本国の知識ネットワークについて説明した。本研究で扱っている知識とは
自動車製造における生産システムであり、知識ネットワークをみる際には、国内工場
を中心として説明してきた。しかし知識ネットワークには国内工場だけではなく、い
くつかの組織単位がその中で知識移転に関わっていることも確認された。トヨタ自動
車の生産調査室と GPC、現代自動車の生産技術が知識ネットワークの中で重要な役割
を果たしていた。Dyer & Nobeoka(1998)は知識ネットワークの中で知識共有を担当する
組織単位を設置することでネットワーク内の知識移転を活発化させると主張した。つ
まり生産調査室、GPC、そして生産技術室は両社の知識ネットワークの中で知識移転
を活発化させていると解釈することができる。  
 これらの組織に共通している点は、この組織単位に知識が集中しているという点で
ある。生産調査室、GPC、生産技術センターはそれぞれ生産に関する知識が集中され
た組織である。知識移転組織には知識が集中され、ネットワーク内で知識移転を活発
化させるが、それを直接活用することはない。このような共通点を持っているものの
これらの組織単位はそれぞれ違う性質も持っている。以下ではそれぞれの組織単位の
性質について説明する。  
 まず特記すべき差は、トヨタ自動車と現代自動車の組織単位の違いである。トヨタ
の知識移転組織は知識創出の役割までは任されていない。反面現代自動車の知識店組
織は知識創出の役割を任されているのである。すでに指摘した通りに、トヨタ自動車
の生産現場では知識が生まれ、現代自動車の生産現場では知識が生まれない。トヨタ
の生産現場は知識を生み、生産調査室・GPC は生産現場から生まれ、発展した知識を
調整する役割を担当しているのである。現代の生産現場は知識を創出せず、知識の創
出は生産技術研究所が担当している。両社の知識移転組織は知識創出の面で異なって
いるのである。  
 生産調査室と GPC は知識を創出する代わりに、国内の各工場から創出された知識を
集めて結合している。知識結合は広義では知識創出の一つのモードとして認められる
が、本研究では知識移転組織の機能を分析するために分類して記述する。生産調査室
の場合は、各工場の知識を集めて、それを標準としてまとめなおすことを担当してい
る。また GPC は各工場の基本技能という知識を集めて、それを標準化しビジュアルマ
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ニュアルとして結合させることを担当している。  
 最後に生産調査室は知識を結合させるだけではなく、知識移転を仲介する機能も持
っている。すでに述べたとおり、ある工場で何らかの問題が発生した際に、生産調査
室は他工場、もしくはサプライヤーなどの知識をその問題解決のために提供すること
がある。これを本研究では知識仲介と呼ぶことにする。これは GPC では見られない機
能である。  
 これら 3 つの組織の知識移転ネットワーク内での機能を整理したのが表 4.4 である。 
 
表 4．4．知識移転組織の機能  
 
トヨタ自動車  現代自動車  
機能/組織名  生産調査室  GPC 生産技術研究所  
知識集中  ○ ○ ○ 
知識創出  × × ○ 
知識結合  ○ ○ × 
知識仲介  ○ × × 
知識活用  × × × 
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5．本国知識の海外移転方式 
本章では、本国から海外へ生産に関する知識を移転する方式としてのマザー工場制
とモデル工場制の分析を行う。トヨタ自動車における生産システムの海外移転の実例
を取り上げてマザー工場制を分析することにする。またその際には、知識が実際に移
転され、定着する段階に注目することにする。知識を移転するかしないかに関する意
思決定は、企業の戦略的選択や外部環境に大きく影響されており、知識ネットワーク
の構造や流れをみる本研究の趣旨とは合わないものだと考えられる。Szulanski(1996;  
2000)が分類した知識移転の開始、実行、調整、統合 4 つの段階でいうならば、開始の
段階を除いた後ろの 3 つの段階をみることになる。  
マザー工場制の事例としてトヨタ自動車の高岡工場と中国の天津一汽豊田を取り上
げることにする。まずはマザー工場に関する理論的な説明を行った後、天津豊田のマ
ザー工場である高岡工場について説明する。天津一汽豊田を紹介した後に、生産シス
テムの移転の実例をマザー工場制の観点から分析する。またモデル工場制の分析も合
わせて行う。現代自動車の本国のモデル工場である牙山工場と中国の北京工場を取り
上げる。  
 マザー工場制とモデル工場制は本国の生産システムを海外に移転する方式である。
その際に注目すべきは、本国工場と海外工場そして本社の関係である。このような本
稿の視点はすでに中山(2003)で指摘されている。中山は日本企業のマザー工場制を考え
る際には、日本本社、マザー工場、海外生産子会社の 3 社間関係に注目する必要があ
ると主張した。マザー工場制では、海外工場を建設し生産システムを移転する際に、
本国工場がそのコンセプトを提供する。コンセプトは最初に海外工場を建てるときに、
工場が基本的に志向している方向性と、それに合わせた生産技術とレイアウトなどを
いう。そして本国工場は海外工場が立ち上がった後も持続的な支援を行う。つまりマ
ザー工場は海外工場が立ち上がる際にその工場のコンセプトに関する知識を提供し、
その後も生産に関する知識を移転し続けるのである。その際に、本社はマザー工場を
サポートしている。本社から海外工場に直接人員を派遣することがあるが、それはあ
くまでもマザー工場の機能を補完する形である。図 5.1 はマザー工場の概念を現わした
ものである。  
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 マザー工場制は本国工場が海外工場の最初の立ち上がりに関与し、その後も持続的
に生産に関する知識移転に貢献する。第 3 章でみたようにトヨタ自動車生産システム
の移転可能性は低い。そのため単発的ではなく持続的な知識移転が必要になる。トヨ
タ自動車生産システムの移転は持続的なサポートを通じて長期間の知識移転が可能な
マザー工場制と相性が良いと考えられる。  
 また 3 章で分析したトヨタ自動車の海外生産の時期からいうと、本章でのマザー工
場制に関する分析はマザー工場期とグローバル生産期を合わせたものとなる。KD 期は
KD 工場による海外生産展開が主だったため、本格的な知識移転が行われたとは言えな
い。マザー工場制の本質は本格的な海外生産が行われたマザー工場期と急激に増えた
海外生産に対応したグローバル生産期を通じて変わっていないといえる。そのため本
章ではまずマザー工場制自体について論じ、最後にグローバル生産期で起きたマザー
工場制の変化について述べる。  
 反面モデル工場制は、生産システム移転の際に本国工場の役割が少なくなっている。
本国工場は海外工場のためのモデルになる。つまり海外工場立ち上げ時のコンセプト
は本国工場からくる。しかし海外工場が立ち上がってからは本国工場と海外工場の関
係が薄くなる。海外工場に対するサポート、コントロールは本国本社が担当すること
図 5．1．マザー工場の概念図 
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になる、図 5.2 はモデル工場の概念を現わしたものである。  
 
 現代自動車生産システムは 3 章で分析したように移転可能性が高く移転しやすい。
その分国内工場は海外工場のモデルとなって、立ち上げ時だけそのコンセプトと知識
を移転すればよい。つまり移転しやすい分、単発的な知識移転でも問題ないことにな
る。その後のサポート・コントロールは本社が担当することになっている。  
 現代自動車とモデル工場制に関する分析は第 3 章で分類したモデル工場期をその対
象としている。KD 期は KD 工場による海外生産展開が主だったため、本格的な知識移
転が行われたとは言えない。また試行錯誤期は経営陣の交替、生産システムの変化に
よる過渡期であった。本章では、モデル工場制が確立し本格的に海外生産を開始した
モデル工場期を分析の対象とする。そしてモデル工場制が確立される前の試行錯誤期
における海外工場への知識移転はいかに行われたかも合わせて検討する。  
 本章では実例を通じて知識の移転方式と移転可能性について分析を行う。その後、
それぞれの移転方式がどの様に作動しているのかを詳しく説明する。それに加えてト
ヨタ自動車において、マザー工場制が単純な 1 対 1 の関係から時代の変化と共に制度
的な変化を遂げたことを分析する。更に現代自動車においてはモデル工場制がどのよ
うに確立されたかを説明する。  
 
図 5．2．モデル工場制の概念図 
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5．1．天津一汽豊田における生産システムの移転とマザー工場制 
5．1．1．マザー工場制 
トヨタにおける最初の本格的な海外工場は、アメリカで GM と合弁で車を生産した
NUMMI(New United Motor Manufacturing, INC.)である。NUMMI は GM の経営破綻に陥
った工場をトヨタと合弁で生産を再開しようとしたものであり、トヨタにとってはア
メリカで TPS を導入する初めての試みにもなった。NUMMI に TPS を導入し生産を行
うための支援を行う工場として、日本の高岡工場が選ばれた。当時 NUMMI では、創
業にあたり 2100 人を採用した。そのうち 1800 人は旧従業員の 3000 人の中から選抜さ
れた。トヨタは NUMMI の従業員のなかでチームリーダーやグループリーダーになる
250 人の労働者を日本の高岡工場に 3 週間派遣し、研修プログラムを実施した(板垣
2003)。また高岡工場からアメリカに人材が派遣され、生産準備、生産開始後の支援な
どを行った。  
 その後、トヨタはアメリカに単独で進出することになる。アメリカのケンタッキー
州に全く新しい工場を建てることにしたのである。1985 年に発表されたケンタッキー
工場は 1988 年から稼働され、乗用車のカムリーを生産した。ケンタッキー工場は全く
新しく建設されたグリーン・フィールド工場だった。このケンタッキー工場をつくる
ために、日本の堤工場から様々な人材が捻出された。当時堤工場でカムリーを生産し
ていたためである。ケンタッキー工場は基本的に日本の堤工場をそのままアメリカに
再現しようとして作られた工場である。  
 この後もトヨタは、海外に生産工場を展開する際に、国内のどの工場が、その海外
工場を支援するのかを明確にしてきた。このように海外の工場に対する支援を担当す
る国内工場をマザー工場、または親工場と呼び、マザー工場が海外工場を支援するシ
ステムをマザー工場制度と呼ぶ。このマザー工場制度こそトヨタの海外生産展開のコ
アとなる制度なのである。次の表 5.1 はマザー工場と支援される海外工場の関係を表し
たものである。これを見ると海外の工場が国内のマザー工場とどう結ばれているかが
分かる。  
 
表 5．1．トヨタのマザー工場  
マザー工場  元町工場  高岡工場  堤工場  田原工場  
海外工場  ロシア NUMMI 米ケンタッキー 米インディアナ 
  インドネシア カナダ イギリス ブラジル 
  フィリピン フランス トルコ ベネズエラ 
  タイ チェコ 広州 アルゼンチン 
  マレーシア 四川   南アフリカ 
  台湾 天津     
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  ベトナム       
  インド       
  パキスタン       
  オーストラリア       
出所：トヨタ自動車ホームページを参考に作成  
 
また最近は、同じ地域間で先に稼働開始した海外の生産拠点が別の海外生産拠点の
親工場になる場合もある。メキシコ工場、アメリカのテキサスとミシシッピ工場、カ
ナダ第 2 工場、タイのバンポー工場は本国ではなく、海外工場がマザー工場になって
いる。海外のマザー工場に関する説明は第 7 章に譲ることにして、ここでは基本的に
本国マザー工場と支援される海外の工場がどのような関係になっているかについて説
明する。  
では、マザー工場は海外工場に対してどのような支援を行うのか。まずそれを機能
面からみることにする。大きく分けると、生産立ち上げ準備、モデル切替え、技能育
成、改善、問題解決サポートである。  
 まず、生産立ち上げ準備については、海外工場を立ち上げるために、マザー工場は
海外工場のベースとなる。工場のレイアウトや生産の流れなどは、マザー工場をその
まま再現することになる。もちろん現地の事情や市場状況により、現地に合わせた形
の変形はあり得る。しかし、先行研究でも指摘している通り、日本企業は基本的に日
本の生産方式を現地にできるだけ多く持ち込みたいという考えを持っている (安保
他,1991)。トヨタもできるだけトヨタのやり方を海外でも貫きたいという意図があった
と考えられる。  
 モデル切替え時にも海外工場に対するマザー工場の支援は欠かせないものである。
日本国内の開発部門で開発された新車はまず本国マザー工場において試験的に量産さ
れる。そこで、その車に適した生産の仕方やラインレイアウトなどが決められる。本
国マザー工場において決められた新車に対する生産システムが海外工場に移転される
のである。つまりマザー工場は新車切替えのときに、海外工場に先駆けて生産を行い、
そこで得られた経験と知識を海外工場に移転するのである。  
 技能育成、問題解決支援、改善などは日常的に行われる支援である。技能育成は技
能員が車をつくるときの技能をマザー工場から派遣された支援者が指導する、もしく
は海外工場からマザー工場に労働者が派遣されて研修を行うものである。これは単純
な製造業務だけではなく、現場のリーダークラスの技能も含めるものである。問題解
決支援とは、海外工場において何らかの問題が起き、これを海外工場自ら解決するこ
とができなかった場合、マザー工場から支援を行うものである。改善支援は、マザー
工場で行った改善を海外工場にも適用させ、海外工場の生産性を向上させていくこと
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である。これらの機能を現わしたのが図 5.3 である。  
 このようなマザー工場による海外工場への支援は主に人を介在して行われる。マザ
ー工場から支援者が派遣されて、海外工場で指導を行う、もしくは海外工場の労働者・
管理者がマザー工場に派遣され研修を行うという形が支援の主な形となる。  
 
では、本社の機能を合わせて 2 章で提示されたフレームワークで分析するとどうな
るのだろうか。その結果を表したものが図 5.4 である。 
図 5．3．マザー工場制の機能 
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マザー工場の機能は人を介在して行われる部分が大きいと既に指摘した。マザー工
場は海外工場へ人を派遣する。その際に労働者とエンジニアの両方を派遣することに
なる。図 4.4 の W は労働者を E はエンジニアを意味する。タスクという意味では各工
場は自動車を作るための標準作業を移転する。自動車生産の標準作業は生産する作業
に合わせて異なる。そのため、マザー工場の生産知識が標準作業という形で海外に移
転されるのである。また生産設備も移転される。マザー工場で蓄積された技能が海外
に伝授され、組織構造や組織文化も海外で再現される。最後に工場のレイアウトも再
現される。もう一つ考えなければいけないのはマザー工場の受け入れ機能である。マ
ザー工場は人を派遣するだけではなく、人を受け入れる機能も持っている。海外工場
の人がマザー工場にきて知識を吸収し海外工場に帰ることがある。このようにマザー
工場は海外工場のメンバーの学習の場としても機能する。本社ではエンジニアを海外
工場に派遣するが、これはマザー工場の仕事を支援する形をとっている。これらを整
理すると次のようになる。  
 
＜マザー工場＞  
図 5．4．マザー工場制での知識移転 
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・メンバー：マザー工場から海外工場に人が移動する(派遣)。また海外工場の人がマ
ザー工場に短期間移動する(研修)。  
・タスク：マザー工場のマニュアル・標準作業が海外工場に移動する。  
・ツール：マザー工場から生産設備が移動する。  
・スキル：マザー工場の技能が海外工場の人に再現される。  
・組織：マザー工場の組織構造、組織文化が海外工場に再現される。 
・レイアウト：マザー工場のレイアウトが海外工場に再現される。  
 
＜本社＞  
・メンバー：本社組織から海外工場に人が移動する(派遣)。  
 
海外工場の人がマザー工場に派遣されて研修を受けることは、マザー工場の知識が
海外工場の人に再現されると解釈することもできるが、別の方向性での解釈もできる。
第 2 章で知識はそれが使用されるコンテキストに影響されると説明した。トヨタ生産
方式はトヨタ自動車が長い時間培ってきたものであり、トヨタ自動車の工場、日本の
市場・労働環境などがそのコンテキストとして作用しているのである。当然海外のコ
ンテキストは日本とは違い、トヨタ生産方式が移転されたとしてもそれが本国のよう
に使用されることは不可能である。このような観点からみると、マザー工場が海外工
場の人の受け入れ研修を行うのはコンテキストを経験させるためだとも解釈できる。
トヨタ生産方式という知識が生まれて、現在も使用されているコンテキストを理解し
てから海外工場に戻ることで、コンテキスト情報を海外に移動させることができる。  
次は天津一汽豊田とそのマザー工場である高岡工場の事例を通じてマザー工場制の
分析を行う。そしてマザー工場制の限界とその変化も合わせて議論する。  
 
5．1．2．本国マザー工場：高岡工場34  
高岡工場はカローラを量産するために乗用車専門工場として建設された。1966 年か
ら操業を開始している。高岡工場の特徴としてはコンピューターによるオンライン・
コントロール・システムを初めて導入したことである。これにより組立工場と塗装工
場をつなげただけではなく、エンジン、シート、ホイールのメーカーともオンライン
で結ぶことになった。高岡工場は上述したとおり NUMMIのマザー工場として活躍し、
その後カナダのマザー工場としても選ばれる。  
工場敷地の土地面積は 33 万㎡であり、建物だけの面積は 16 万㎡である。高岡工場
は ISO14001 認証を取得している。高岡工場はトヨタの中でもコンパクトカー系を生産
                                                   
34
 すべてのデータは調査が行われた 2011 年 7 月基準であり、論文発行時点では異なる可能性
がある。 
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している工場として位置づけられている。  
工場は 3 つのラインで構成されているが、現在は 1 つのラインだけ稼働している。
第 3 ラインは 2007 年から稼働中止となっている。2010 年 2 月からは第 2 ラインも稼働
中止している。  
現在の生産車種はカローラと iQ である。タクトタイムは 106 秒である。昔はカロー
ラとターセルという車種を生産した。99 年ごろからは多車種化して Vitz、Bb、シエン
タ、ポルテ、初代プリウスなど様々な車を生産していた。その後 Vitz はトヨタ自動織
機に、シエンタ、ポルテはダイハツに、プリウスは堤工場に移管されることになった。
またトヨタ東北の方に小型系をまとめて移管した。  
現在の従業員数はスタッフが 549 人、ラインが 1277 人、改善・品質関連人員が 614
人、保全要員が 285 人、海外支援要員が 472 人である。高岡工場全体のレイアウト図
5.5 は以下の通りである。 
 
塗装と組立工場を一緒にしていることに特に意味はなく、本質的にはプレス・車体・
塗装組立を全部建物一つにしたいのだが、台数が多いので出来なかったという。車体
工場の自動化率は 90%である。  
ここでは現在稼働されている第 1 組立ラインを中心に説明する。第 1 組立ラインの
図 5．5．高岡工場レイアウト 
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レイアウトは以下の通りである。  
 
このレイアウトはスモール h 型と呼ばれている。組立工場の建屋は 1966 年に建てたも
のだが、中のラインは 2007 年に刷新したものである。刷新のときは SPS(Set Parts 
System)をコンセプトとしたレイアウト設計を行った。SPS とはラインで生産する車の
車種・仕様に合わせて、その車に使われる部品を前もってセットとして集めておくこ
とを意味する。部品の SPS は 2004 年の堤工場のライン改装時に初めて導入され、2006
年から新工場の建設や改装時に合わせて、国内外への全面展開が開始された。  
 SPS が導入されたため、セットした部品を組立 1、組立 2、組立 3 に最短距離で供給
できるようなレイアウトを考えた。図 5.6 のレイアウトをみるとこのようなコンセプト
を確認することができる。ここで、組立 1 はトリム、組立 2 はシャシー、組立 3 はフ
ァイナル組立に相当する。図 5.7 はスモール h 型を簡略化してその概念を分かりやすく
したものである。部品セット場から 3 つのラインに部品を送りやすくなっていること
が分かる。  
図 5．6．高岡工場第 1 組立レイアウト 
 
※矢印はものの流れを意味する 
 
組立1
組立2 組立3 組立
3
部品セット場
検査
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 SPS を導入することによって、作業者が部品を選ぶ過程が省略され、作業が楽にな
り、労働者はモノづくりの楽しさを感じることができる。また、組立ラインで部品選
択によるミスも減る。SPS を導入したことによって、部品セットにかかる工数が増え
たが、組立、部品セット、運搬にかかる工数を全部足すと SPS を導入する前の工数よ
り減っている。また SPS を使うことで、作業難易度が大幅に減る。このように部品を
セットにするときには、デジタルピッキングという方式を採用している。部品をセッ
トするときには、青いランプのついた部品箱の部品を取り出してセットしている。部
品を取りだしたら部品箱のボタンをタッチし、ランプを消す。そうすると次の部品箱
にランプがつく。  
 
図 5．7．スモールｈ型レイアウトのコンセプト  
 
※矢印は知識の流れを意味する 
 
 
図 5．8．デジタルピッキング 
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デジタルピッキングの箱は図 5.8 のようになっていて、同じような箱が棚に並んであ
る。組立工場では約 1900 点の部品を組み付けている。これにより、部品のセットが簡
単になる。  
各ラインの折り返しには 3 から 5 分分量のバッファーがある。しかし、このバッフ
ァーをなるべく減らし、ラインを止めて問題を顕在化させ、改善していきたいという
のが現在の方針である。なので、労働者には問題が発生した際はできるだけラインを
止めるように言っている。  
WBS
35はまず一回ドアをとり、組立工程で組直す。これは、組立をしやすくするため
の工夫であり、ドアレス工法という。組立ラインを横からみると以下の図 5.9 のように
なっている。  
 
車がラインを流れるときに、ラインに設置されたワゴン台車も同じスピードで動い
ている。このワゴン台車には、組み付ける部品が入っていて、作業者は何度も部品を
取りに部品箱に戻る必要がない。ワゴン台車は現場の改善活動から生まれた。ライン
には紐スイッチが設置されている。問題が発生した時にこれをひく。これをひくとあ
んどんに工程番号が表示され、TL または GL が問題の発生した場所にいく。このとき
に、作業時間と問題を解決するべき時間はラインに表示されている。ラインで 10 回ア
ンドンを引くと、2－3 回くらいはラインが止まる。しかしこれはタクト 100 秒基準で
ある。  
ラインには、基準、作業始め、作業終わり、ライン停止が表示されている。基準と
作業始めが重なった時点で作業が開始され、作業終わりと基準が重なるまで作業を終
                                                   
35
 White Body Storage の略  
図 5．9．高岡工場組立ラインの様子 
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えるようになっている。その時点までに作業が終わらなかった場合、紐スイッチを引
くことになっていて、停止の線までに作業が終わらなかったらラインがストップされ
る。作業始めから作業終わりの距離は約車 1 台分、作業終わりとライン停止の距離は
1M くらいである。  
工場内には、メインラインに供給するための足回り部品を組み立てるサブアッセン
ブリーラインがある。このサブアッセンブリーラインでエンジンを含めた足回りの部
品をある程度の塊にして組立ラインに投入する。  
自動化率は特に測っていない。しかし、人を代替する自動化よりは、人をアシスト
する・人と共存する自動化を目指している。例えば、重いガラスの取り付けにはロボ
ットが使用されている。エンジンのラインではポカヨケが設置されており、締め付け
工具の中に設置されたセンサーがトルク値、ネジを締めた時間・数などを自動的に感
知する。作業が始まると装置にオレンジのライトがつき、正常に作業が終了すると緑
となり、作業に誤りがあると赤となる。  
可動率は 97%である。これが可動率の目標値である。ラインの可動率はファイナル
ラインアウト時を基準とする。可動率が 100%だと、バッファーを余計にもっているこ
とを意味する。可動率は工程全体の平均であるが、作業者が持っている機械から工程
別の可動率も算出できる。この可動率を作業者にフィードバックすべきだが、今の時
点ではフィードバックしていない。  
現場におけるリーダーは兄貴分的な存在である。作業者の面度を見ていくことが大
事である。人材育成をするリーダーと問題解決をするリーダーの 2つのタイプがある。
入社して 3 年くらいまでの新人は先輩に相談し、その後は TL に相談することになる。
TL は 1 日の 50%くらいを実際のライン作業に使っている。TL は他の TL が年休のとき
にその役割を担うため、少なくても 2－3TL 分の仕事を覚えている。TL の仕事は管理・
監督ではない。あくまでも管理・監督補助である。そのためやっぱりラインに入って
仕事をすることも大事である。  
 
 
5．1．3．天津一汽豊田の概要36 
 天津トヨタ自動車有限会社は 2000 年 6 月に設立された。その後 2002 年 6 月中国の
第一汽車と正式に契約を結び天津一汽豊田となった。そして同年乗用車ヴィオスの生
産が開始された。  
 天津一汽豊田は 3 つの工場を持っている。第 1 工場は西青工場である。2002 年 10
月から生産を開始している。ここではヴィオスとカローラ EX を生産している。年産
12 万台の能力を持っている。工場の面積は 6 万㎡であり、工場はプレス、車体、塗装、
                                                   
36
 これらはすべて 2011 年 8 月時点の情報であり、論文発行時点の状況は、これらとは異なる。  
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成形、組立の全ての工程をもつ完成車工場である。西青工場のレイアウトは図 5.10 の
通りである。  
 
 第 2 工場と第 3 工場は第 1 工場とは離れた場所に建設されている。この工場は泰達
工場と名づけられている。面積は第 1 工場よりもずっと広く 155 万㎡である。泰達工
場も全ての工程をもっている完成車工場である。第 2 工場は 3 月から生産を開始し、
第 3工場は 2007年 5月から生産を開始している。ここでは CROWN、REIZ、COROLLA、
RAV4 などを生産している。年産能力は 30 万台である。図 5.11 は泰達工場のレイアウ
トを示したものである。このレイアウト図をみるとプレス工場と樹脂成形工場は共用
になっていることが分かる。その他の車体、塗装、組立工場は第 2 と第 3 が分けられ
ている。  
図 5．10．西青工場レイアウト 
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 ここでは天津トヨタの 3 つの工場のなかで、第 3 工場を取り上げて詳述することに
しよう。その理由としては後に詳述することになるが、第 3 工場のマザー工場が高岡
工場だからである。天津トヨタの 3 つの工場の中で、第 1 と第 2 工場のマザー工場は
元町工場で第 3 工場のマザー工場は高岡工場であった。しかし現在は天津トヨタに関
してはすべてのマザー機能を高岡工場に統合したのである。このような事情を詳細に
説明するためにも第 3 工場を事例として選ぶのが適切だと考えられる。 
第 3 工場の生産車種はカローラと RAV4 である。2007 年 5 月に第 3 工場の稼働が始
まった。最初はカローラのみを生産していた。2009 年 5 月に RAV4 を投入した。RAV4
を導入する際に生産ラインにおけるタクトタイムの変更はなかった。2010 年末にタク
トアップし、ラインにはかなりの負担がかかっている。第二工場は、クラウンとマー
ク X を生産しているがそれほど量はない。しかも高級車なので、タクトは第 3 工場よ
りも長くに設定している。現在一日 1 時間の残業で、一直 540 台・2 直/日で操業して
いる。一直人員は直接人員 400 名前後、間接人員は 200 名である。この工場のワーカ
図 5．11．泰達工場レイアウト 
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ーの平均年齢は 22.5 歳である。  
車種別の生産比率で言うと、カローラが 60%であり、RAV4 が 40%である。RAV4
生産量の内、四輪駆動車は 6 割を占めている。中国では、四駆とサンルーフが好まれ
る。サンルーフ搭載率は全体の 6 割である。  
PBS の容量は最大 70 台であり、最小で 25 台である。25 台以下になると、組立では
ライン停止になる。常時 60 台をキープしようとしている。  
シャシーラインの工程密度は１前後だが、ファイナルラインではすでに 3.5 になり、
理論値の上限に達している。これ以上の車種混流はレイアウトの大きな変更をしない
限りには、ラインの収容問題で、3 番目の車種の投入は難しいと考えられる。  
現在天津工場では SPS システムは使われていない。SPS を使いたいとは思っている
が、スペースの問題上難しいという。工場周辺にクロスストックを建設すれば、現在
の部品仕分けのスペースを SPS へ切り替えることも可能だが、TFTM の 30 万台の生産
規模を考えると、ラインサイトの人員は減るが、物流関連の人数が増え、ハンドリン
グ費用は上昇する事になる。トータルの採算は悪くなる可能性もある。部品はサプラ
イヤーから運ばれた後、工場内でレーンごとに分かれていた。レーンシステムは 2007
年から導入した。  
エンジン搭載工程においては AGV がエンジンを運んでくる。元々組立工程では、車
両にカバーをつけて、傷を防いでいたが、それをやめた。これはカバーをなくすこと
で品質意識を向上させる意図であった。実際にカバーをなくすことで直行率は向上し
たという。  
組立工場のレイアウトのコンセプトはスモール h 型である。図 5.12 は天津第 3 工場
のレイアウトを表わしたものである。トリム、シャシー、最終組立の全ての工程に部
品を運びやすくするためのレイアウトである。第 2 工場は T 型レイアウトを採用して
いて第 3 工場とは違うという。工程数 250 であり、これは日本より多い。  
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 手直しエリアでは、大体 3~6 台の車両が止まっている。主に傷が主要な原因であり、
機能関連のトラブルはない。ライン全体的には、車体外部につけるカバーは去年から
外している。以前カバー付きの組立では、傷はどこで付けられたかは判明できないし、
傷をつけないための気を使うこともなかった。だから直行率は 80%台に止まっていた。
カバーを外した事によって、問題発生の工程を明らかにすることができ、明確な改善
対策をうちやすくなったので、現在直行率は 90%に向上している。  
現場編成に関しては、TL が大体 6~7 名メンバーを統括している。GL は 28 名ほどを
統括している。その下に 4 名の TL がいる。工程編成について、基本工程の動作分解に
関して、標準作業動作は高岡と同じだが、作業員の能率は高岡工場の 8 割になる。そ
の意味では、能率向上の余地はまだまだある。  
TPS 改善は毎日やっている。提起された問題について、TPS 改善グループ（5 名）と
GL が工程を観察し、工程変更の指示をだす。大体 2~3 カ月かかる。2009 年からは生
産量が増え、土曜日も出勤になり、現場では年率 22％の離職になった。いろんな手を
うった後、現在月 20 名程度で、年率 10%に低減している。  
組立ラインでの新人教育：新人工程を設けており、ステップバイステップでライン
に融合していく。基本的には、2500 台を組まないと 1 人前にならないと俗に言われて
いる。時間でいうと、1 週間～2 週間が教育期間になる。一作業員は平均にして、大体
15 手順を担当する。1 人当たり作業密度は日本の 8 割くらいだと考えられる。つまり、
まだ 2 割ほどの工数を削減することが可能ではないかと考えられる。  
図 5．12．泰達第 3 工場組立レイアウト 
 
※矢印はものの流れを意味する 
 
トリム
検査
最終
組立 シャシ
部品レーン
天井で移動
天井から
降ろす
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5．1．4．天津一汽豊田とマザー工場制 
5．1．4．1．高岡工場と天津泰達工場の比較 
本節では高岡工場と天津泰達工場を比較する。この比較を通じてマザー工場と海外
工場がどれほどのつながりを持っているのかを考察する。  
高岡工場の生産能力現在の第 1 組立ラインだけだと 12 万台である。天津工場は西青
工場が 12 万台、泰達工場は第 2 工場が 10 万台、第 3 工場が 20 万台で合わせて 30 万
台の生産能力である。  
 高岡工場はカローラと iQ を生産しており、天津では西青工場ではヴィオス、カロー
ラ EX を、泰達第 2 工場ではクラウン、REIZ を、第 3 工場ではカローラと RAV4 を生
産している。量工場はカローラという車種を共通的に生産しているのである。カロー
ラは大衆車であり、生産量が多い。両工場の主力車種と言っても過言ではないだろう。
また高岡と天津両工場は一つのラインで混流生産を行っている。  
 高岡工場での生産分は国内だけではなく、海外にも輸出している。天津泰達工場の
生産分は中国国内だけに販売されている。  
 高岡工場と天津泰達工場は両方スモール h 型のラインレイアウトを採用している。
スモール h 型は組立の各ラインに部品を投入する距離を短くするために考案されたも
のである。このラインレイアウトは天津泰達工場と日本の高岡工場のつながりを見せ
るものだといえよう。しかしその具体的な運用においては差がみられる。高岡工場と
天津泰達工場はシャシー工程と最終組立工程の位置が逆になっている。両工場とも組
立ラインにおいての折り返しの部分では工程バッファーがある。  
 両工場ではかんばんシステムが導入されている。かんばんシステムはトヨタ生産シ
ステムの根幹となる構成要素であり、トヨタの工場には必ず導入されている。  
ラインでの部品納入に関しては、高岡工場では SPS システムを導入している。反面
天津泰達工場ではレーン方式を用いている。SPS方式を導入したいとは思っているが、
今はスペースを確保することができないという。  
組織構造も高岡工場と天津工場は同一である。作業現場の技能員はグループで結ば
れ、グループはグループリーダーによって管理される。グループが集まりチームにな
る。チームにはチームリーダーが存在す。このような職制は高岡と天津が同一なので
ある。しかし、最も違う部分はリーダーの力量である。日本ではリーダークラスを長
い時間をかけて育てているが、天津ではそのような時間がなくリーダーの力量が足り
ないことが多い。  
 このようにマザーである高岡工場と天津泰達第 3工場は様々な共通点を持っている。
特筆すべきは組立ラインのコンセプトがそのまま受け継がれていることである。スモ
ール h 型で部品の移動距離を短くしたいという意図は高岡工場から泰達工場に受け継
第 5章 本国知識の海外移転方式 
131 
  
がれたということができる。しかし現地の事情に合わせた柔軟な運営も見えている。
高岡工場では SPS システムを導入しているが、泰達工場ではスペースの問題上 SPS で
はなくレーン方式を用いていることなどは、その例になる。このようにマザー工場は
海外工場にコンセプトを提供している。しかしマザー工場の真の役割は海外工場への
持続的なサポートにあるといえよう。次はマザー工場のサポート機能とその変化を詳
述する。  
 
5．1．4．2．マザー工場制の変化 
マザー工場は従来のトヨタにおける知識移転の核であった。トヨタ自動車の生産方
式は暗黙的な要素が多く、それを効果的に移転するためのシステムがマザー工場であ
るというのは上記した通りである。つまり山口(1996; 2003)で指摘している通り、マザ
ー工場は本国に存在する暗黙知を暗黙知のまま移転させるためにシステムであり、そ
れがトヨタの暗黙的な知識を海外に伝播するために最も効果的なシステムであったと
解釈することができる。  
しかし、このようなマザー工場システムも海外生産が急激に増えるにつれて変化を
迎えることになる。トヨタの海外展開においてはマザー工場制が主として使われ、人
による支援、またマザー工場に海外工場の人を派遣するような形で、知識移転が行わ
れた。しかし、このように人に依存する知識移転は海外工場の数が増えるにつれて難
しくなってきた。海外工場が増えてしまうと、そこに派遣すべき人材が不足してくる
のである。海外生産の増加とそれに伴う人材不足はトヨタが抱えている大きな問題で
あった。  
このような問題は別の研究でも指摘されている。マザー工場制に対して中川(2012)
は本国負荷が非常に高く設計された組織モデルだと主張する。マザー工場は本国から
海外へ支援を行う支援システムであるが、グローバル化が本格的に進み、海外事業が
拡張されることによって、本国から十分な支援をすることができない状況が発生して
いるといった。  
 また、人材不足だけではなく、海外工場のサポートにおける一貫性の欠如という問
題もあった。マザー工場からの派遣を主とするトヨタの海外工場支援システムは、人
の中に埋め込まれている暗黙知を移転することに注力している。しかし、この暗黙知
は人による部分が多く、いつも一定なものであるとは限らない。つまり特定の人が海
外工場に行って移転する知識とその人が帰ってから別の人が派遣されたときに移転さ
れる知識に一貫性がない可能性が存在するのである。また、生産方式は工場によって
も違う。トヨタは国内に複数の工場を持っていて、それぞれの工場は同一ではなく、
当然そこで自動車をつくるやり方にも差がある。つまり、海外の工場はマザー工場流
の知識を移転されることになり、マザー工場が違うと移転される知識も違うことにな
ってしまう。  
  132  
 
本来マザー工場と海外工場は生産車種によってつながっている。海外工場でどの車
種を生産するかは、マザー工場を選択するときの重要なキーポイントである。マザー
工場は海外工場がつくる車種を先行してつくり、そこから発生した知識を海外に移転
するという役割を担ってきたからである。つまり、今まではマザー工場と海外工場が
同じ車種をつくっていて、マザー工場が先行して築き上げた知識を、海外工場が受け
入れる形になっていた。  
 しかし、この構図はグローバル経営が加速化していくにつれて崩れていく。海外市
場におけるニーズは拡大し、海外工場ではもっと多くの車種を生産するようになる。
当然、マザー工場が作っていない車種も生産するようになる。そうすると、マザー工
場が生産していない車種に関する知識を得るためには、マザー工場以外に、その車種
を生産している別の本国工場の支援を受け入れることになる。そうすると、一つの海
外工場が複数の本国工場の支援を受けることになる。また、本国のマザー工場におい
ても生産車種の変更がある。需要変動、新車開発、労働状況などによって、工場の生
産車種は変わり得る。その時、海外工場と本国マザー工場の生産車種の不一致が起こ
るのである。生産車種の不一致により、知識移転に問題が発生してしまうのである。  
 そのような問題があったため、トヨタは海外工場を複数の本国工場が支援する形か
ら一つの工場が担当し支援する形に変えたのである。このような変化が起きたのがグ
ローバル生産期である。  
天津一汽豊田(TFTM)は、日本のトヨタ自動車と中国の第一汽車が合弁で 2000 年設
立された会社である。同社の天津工場は 2002 年に量産を開始している。その後 2005
年に第 2 工場が、2007 年に第 3 工場が立ち上がった。これらの工場ではそれぞれ違う
車種を生産している。  
日本本国における生産車種と合わせて第 1 工場と第 2 工場は主に元町工場が支援を
し、一部田原工場からの支援もあった。第 3 工場のマザー工場は高岡工場になってい
た。同じトヨタとはいえども、本国の各工場の生産の方法は少し異なる点がある。そ
のため、TFTM における三つのマザー工場からの駐在チームの間には、仕事のやり方
には少し異なる点があった。3 つの工場から派遣された支援者は工場間の異動が難しく、
全社的な戦略を実行するためには問題があった。また、天津豊田内部で一貫した生産
方針を定めるにも問題があったという。  
現在、天津豊田工場のマザー工場は高岡工場に統一されている。この方針は 2008 年
に行われ、そこから高岡工場以外からの支援者を減らし、高岡工場からの支援者を増
やしている。実際に日本の各工場からの派遣者数のデータをみると、2008 年を境に田
原工場と元町工場からの派遣者が減り、高岡工場からの派遣者が増えているのが分か
る。徐(2012b)では、このようにマザー工場を単一化することによって、TFTM 全社と
しての取り組みはできるようになったといっている。また、支援者間のコミュニケー
ションがよくなり、生産方式のディテールの部分まで共通化されるようになったとい
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う。 
このような変化を表したのが図 5.13 である。矢印は支援とそれによる知識の流れの
方向を意味する。マザー工場期を見ると、一つの海外工場が複数の本国工場から支援
を受けている状況である。このような状況では、各本国工場間で生産の方法が異なる
ところがあったり、各工場からの派遣者の間でコミュニケーションがうまくいかなか
ったりするなどの問題があった。そのためグローバル生産期では一つの海外工場には
専担の本国マザー工場を指定し複数から支援されることがないようにしたのである。  
 
 グローバル生産期におけるマザー工場の変化はこれだけではなく、GPC による生産
の基本的な技能の統一と標準化などがあるが、それはマザー工場制自体の変化ではな
く、本社がマザー工場をどう支援するかの変化である。5 章でも GPC については扱っ
たが、GPC とマザー工場、そして海外工場の関係については、6 章で詳述することに
する。また海外工場がマザー工場として支援を行うようになった現象については 7 章
で詳述することにする。  
 
5．2．北京現代汽車における生産システムの移転とモデル工場制 
5．2．1．モデル工場制 
 現代自動車は海外に生産システムを移転する際にどのような方式を使っているのか。
本研究ではそれを「モデル工場制」と名付けて分析している。上述したようにモデル
工場制は本国工場がモデルとなり、海外工場の立ち上げの際にコンセプトを提供する。
図 5．13．マザー工場制の変化 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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しかし海外工場が立ち上がってからは本国工場との関係は薄くなり、海外工場のサポ
ートとコントロールは本社が担当することになる。  
 前節ではマザー工場の機能が 5 つあると説明した。それらは、生産立ち上げ準備、
モデル切替え、技能育成、改善、問題解決サポートであった。ではこの 5 つの機能を
モデル工場制に当てはめてみるとどうなるのか。  
 モデル工場制の説明からも分かる通り、海外工場の生産立ち上げ準備の段階では、
モデル工場が関わっている。現代自動車は海外工場を立ち上げる際に、グローバル工
場標準というものを用いている。グローバル工場標準は本社の生産技術研究所によっ
て作成される。グローバル工場標準は、アメリカのアラバマ工場を基に作られたが、
アメリカ工場はそのコンセプトの多くを牙山工場から持ってきているため、グローバ
ル工場標準の基本コンセプトは牙山工場であると言える。工場標準は 10 万、15 万、20
万、30 万台のように、生産規模によって分類された標準を生産技術研究所が作成して
いる。工場の標準は、たとえば、工場は F 字レイアウトにして、車にモジュール部品
を何%に入れるのか、自動化率は何%にするのか、生産設備の標準化、休憩室、その他
付帯施設の位置まですべての事項を標準化している。現代自動車はグローバル工場標
準という本国牙山工場をモデルにしたものを基に海外工場の立ち上げを行っている。
またこの標準は海外工場の成功例を受け入れて少しずつ改訂される。この生産立ち上
げ準備のとき以外の機能は、本国のモデル工場にはなく、本社が担当することになっ
ている。  
 モデル切替えの時に本国工場と海外工場はつながっていない。現代自動車は新しい
モデルが発売される際にその量産設計、量産準備を研究所で集中的に行う。現代自動
車の研究所には量産準備を行うためのパイロットラインがある。ここですべての量産
準備が行われるため、本国工場と海外工場のつながりはないのである。  
技能育成に関しても、本国工場と海外工場のつながりが少ない。海外工場の労働者
は本国の生産技術課が作成した作業標準を基に教育を受けることになる。教育の際に
は、本国工場の労働者を海外に送ることは少なく、専門的な教育担当が教育を行うこ
とになっている。  
 改善の面でも本国工場と海外工場のつながりは少ないといえる。3 章でもみたとおり、
現代自動車は現場主導の改善がうまくいっていない。海外工場でもそれは同じで改善
はそれほどうまくいっていない。改善は主にエンジニア主導で行われると言われてい
る。 
 最後に問題解決の面では、リモート・コントロール・システムの存在を指摘してお
きたい。現代自動車の生産ラインではリモート・コントロール・システムというモニ
タリングシステムが設置されている。このシステムを通じて現在の生産量、ラインの
状況、そしテイラーインの様子をビデオで観察することもできる。このシステムによ
る情報は本社にあるグローバル総合状況センターに集められる。グローバル操業状況
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センターは海外工場の問題を発見しそれを遠隔で海外工場に通知し、時によっては解
決方法を指示することもある。  
 このように現代自動車は生産システム移転の際にモデル工場制を活用している。モ
デル工場制の機能を現わしたのが図 5.14 である。 
 
 現代自動車のモデル工場制が実際にどのように機能するかについて説明した。では
これらを知識移転のフレームワークで分析するとどうなるのか。図 5.15 はその結果で
ある。  
図 5．14．モデル工場制の機能 
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モデル工場のレイアウトは海外工場のモデルとなる。またエンジニアが海外工場に
行くこともある。本社はエンジニアを送り、海外工場を持続的に支援する。生産設備
の多くは本社主導で作られ海外工場に送られる。標準作業とそれに付随する単純な技
能は本社主導で海外労働者に移転される。モデル工場制の最も大きな特徴は組織の移
転がないということにある。モデル工場の組織構造はそのまま海外工場でも使用され
るが、組織文化に関しては極力移転を避けている。それは 5 章で詳述する現代自動車
の作業組織、労働組合と関係がある。また同じ問題で現代自動車はモデル工場から海
外工場に人を移動させない。これらを整理すると次のようになる。  
 
＜モデル工場＞  
・メンバー：モデル工場から海外工場へエンジニアが移動する。  
・レイアウト：モデル工場のレイアウトが海外工場に再現される。  
 
＜本社＞  
・メンバー：本社組織から海外工場にエンジニアが移動する。  
・ツール：本社組織から海外工場に生産設備が移動する。  
・タスク：本社組織の作業標準、マニュアルが海外工場に移動する。  
・スキル：本社組織のスキルが海外工場の人に再現される。  
 
図 5．15．モデル工場制での知識移転 
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モデル工場制をマザー工場制と比べた時に特徴的なのは、海外工場から本国モデル
工場へ人が移動しないことである。マザー工場制の説明でも指摘した通り、海外工場
の人を本国工場に移動させることは、その知識が生まれ、使用されるコンテキストを
経験させて本国のコンテキスト情報を海外に移動させるためだった。モデル工場制で
はコンテキスト情報を移動させていないことになる。これは 5 章で詳述する現代自動
車の労働環境と関係がある。現代自動車は韓国国内において非協力的な労使関係を持
っており、それを問題点だと認識している。つまり自社にとって不利なコンテキスト
情報を海外に移動させないために、このような仕組みになっているのではないかと考
えられる。  
次は中国における北京現代汽車の実例を通じてモデル工場制をみることにする。そ
してモデル工場制によって海外における生産システムの進化が促進されることを説明
する。  
 
5．2．2．本国モデル工場：牙山工場 
 現代自動車は 1995 年、2000 年までに世界 10 大自動車メーカーとなるという内容の
GT10 戦略を発表した。その具体的な目標とは、2000 年まで、内需 120 万台、輸出 120
万台で、全体生産台数 240 万台を達成、生産・販売の売り上げ 20 兆ウォン達成、世界
シェアの 4%を獲得することである。そして、その目標達成のためには、全般的な乗用
車生産能力を高める必要があると認識していた。そのような認識のもとで設立された
のが、中大型乗用車専用工場である牙山工場である。牙山工場は韓国の 忠
チュン
清
チョン
南道
ナ ム ド
牙山
市に位置しており、1994 年 9 月に起工され、1996 年 11 月から量産が始まった。牙山
工場は、既存の現代自動車の拠点である蔚山地域から離れ、まったく新しい地に作ら
れた工場である。特定メーカーが既存工場の慣行から脱し、新しい工場を作り、そこ
から競争優位を確保しようとするグリーン・フィールド工場戦略の概念で作られた工
場だといえる(チョ ,2005)。総面積は 54 万 8000 坪で、建設費は 1 兆円だった。最初は
SONATA と MARCIA の 2 車種を生産していたが、2010 年現在は YF-SONATA と
GRANDEUR-TG を生産している37。 
 牙山工場が建設された目的は、乗用車生産能力を高めることであったが、そのため
の具体的な目標には人間尊重的で清潔で快適な作業環境の構築、優しい作業場構成、
より合理的な物流革新、柔軟な生産体系の樹立、工場自動化と事務自動化、統合情報
管理システムの運営などがある(現代自動車,1997; Shin et al.,1997)。チョ(2005)では、現
代自動車が牙山工場を建設したのは、既存自動車工場での対立的労使関係から脱して、
画期的に新しい生産方式を建設するためであると指摘している。また、丁 (2003)でも、
                                                   
37 2010 年 12 月発売される GRANDEUR-HG(2011GRANDEUR)が、GRANDEUR-TG に
代わって生産される予定。 
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牙山工場は、作業者中心の環境作りや作業工数の最小化、人間性の尊重できる作業環
境などを目指して建設されたとしている。  
 現代は、牙山工場を建設するためにトヨタ自動車の九州宮田工場をベンチマークし
たといわれている。(丁,2003; チョ,2005)。実際に、牙山工場の自己完結型組立ライン、
作業者の便宜を考慮した自動化工程などは宮田工場のレイアウト概念をそのまま受容
したと判断される。また、牙山工場の計画初期には、最高経営陣からトヨタ生産方式
の核心であるプル(PULL)原理を導入することを指示したという。しかし、チョ (2005)
では、牙山工場の生産性と品質が宮田工場の水準に到達できなかったことを指摘して
いる。牙山工場と宮田工場では、生産方式に差が存在するため、そのような結果にな
ったとされている。ここで生産方式(Production System)とは、技術的要素と人的要素が
一つのシステムに組織化したものを意味する。宮田工場と牙山工場は外見上の生産技
術は類似しているが、労働編成とそれが具体化された作業組織が違っていると評価さ
れている。  
 宮田工場の生産ラインでは、自律完結組立工程が導入されている。それは、トヨタ
の従来の最終組立ラインと比べて、メインの組立ラインを半自律的な複数のラインセ
グメントに分割して、各ラインセグメントを機能的にも物理的にも組織的にもディカ
ップルさせている方式である。この方式により、各ラインの機能が分割されたため、
作業者が各ラインの作業を覚えやすく、品質が向上する効果があり、また組織的にも
分割されているため動機づけの効果もあるという。また、作業者の作業負担を軽減さ
せるための様々な工夫がなされている。(藤本 ,1997)。図 5.16 はトヨタ九州宮田工場の
組立工程のレイアウトを表したものである。  
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 牙山工場の組立ラインは、コンサルティング会社の関東自動車 (日本)と IPK(ドイツ)
を通じて宮田工場をベンチマークして作られた。そのため、牙山工場と宮田工場の基
本レイアウトはほぼ同一である。図 5.17 は牙山工場の組立工程のレイアウトである。
図 5.16 と図 5.17 を比べてみると、レイアウトが類似していることが分かる。組立ライ
ンには、機能完結組立工程が導入され、機能別に 10 に分離し、各ラインサイドには 3
から 5 台のバッファーを配置した。またシャシーラインでは、作業者の負担を軽減さ
せるために、台車の高さを調節する、重量物の取り扱い工程を自動化するなどの工程
が導入されたが、トヨタのように定量的な数値に基づいて体系的に設計されたとはい
えない(チョ,2005)。  
 牙山工場は、宮田工場をベンチマークしたこと以外にも蔚山工場と比べて、新しい
技術を多く導入していた。例えば、プレス工場には、自動倉庫、AGV などを導入し、
在庫が自動で管理され、空間活用も、生産の流れも効率的になった。シャシー組立に
図 5．16．トヨタ九州宮田工場の組立工程レイアウト  
 
 
※矢印はものの流れを意味する 
 出所：トヨタ自動車九州株式会社 (2010)と訪問調査から筆者作成  
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おける多車種混流生産システムは専用設備の採用を抑制し、柔軟な生産体制を構築し
た。最終組立における自動化を積極的に進めて自動化は 10%に達している。そして、
これらの生産システムは、統合情報システムで結ばれている。  
 
 牙山工場の建設コンセプトは、上述の通り、全般的な乗用車生産技術の高めるため
であった。そのために、日本のトヨタ工場をベンチマークするなど、大々的な生産技
術の革新をもたらしたのである。しかし、牙山工場建設のもう一つの大事な目的は、
敵対的な雰囲気の労使関係から脱して、新しい環境で生産を行うというものであった。
その試みはある程度までは的中し、牙山工場の労組は、蔚山地域よりは敵対的ではな
いといわれている。しかし、それでも柔軟な生産技術に見合う柔軟な作業組織を構築
することはできなかった。それは、依然として敵対的であった、労使関係のこともあ
るが、モジュール化・自動化などで労働者のラインでの役割自体を縮小させようとし
た会社側の要因もあるだろう。  
 
図 5．17．牙山工場の組立工程レイアウト 
 
※矢印はものの流れを意味する 
 出所：インタビュー調査から筆者作成  
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5．2．3．北京現代汽車概要 
現代自動車は成長する中国の自動車市場を狙うために、中国に進出した。現代自動
車と北京汽車集団は、2002 年北京現代汽車(以下、北京現代)という合作会社を、資本
投資比率 50：50 で設立した。  
2010 年現在、北京現代汽車の登録されている総投資額は 9 億 2 百万ドルである。売
上は 2003年には 10億ドルだったが、2009年には 68億ドルにまで大きく増加している。
市場シェアは、2009 年 7.2%で、市場 4 位のシェアを記録した。  
北京現代は、北京市内にある北京現代本社と第 1 工場、第 2 工場で構成されている。
北京現代の本社は市内に本社ビルを持っていて、このビルは「現代汽車ビル」と呼ば
れている。このビルには北京現代の本社機能だけではなく、韓国で生産された現代自
動車の輸入車の販売などを担っている HMIC(Hyundai Motor Investment Company)も位
置している。工場は北京市内中心街から約 50km のところに位置している。  
北京現代の販売車種は、ELANTRA(旧型、YUEDONG)、ACCENT、ix35、i30、
SONATA(LINGSHANG、MOINCA)、TUCSON、VERNA の 9 車種である。この中で、
ELANTRA YUEDONG, LINGSHANG SONATA, MOINCA SONATA は中国専用モデルだ。
2002 年、北京現代の操業開始から売られていた車種は EF SONATA という中型車であ
った。そして 2004 年には準中型車である ELANTRA が発売された。そして、05 年 6
月には SUV の TUCSON が、06 年 3 月には小型車の ACCENT が発売される。07 年に
は新車の発売がなかった。後述することになるが、新車販売がなかったこともあり、
07 年北京現代の販売は急激に減少する。そのため、2008 年、北京現代では ELANTRA
を中国専用モデル化した ELANTRA-YUEDONG というモデルを発売する。また、NF 
SONATA を中国現地モデル化した LINGSHANG SONATA もこの年に発売される。そし
て 2009 年には、EF SONATA の現地モデルである MOINCA SONATA と i30 という 2 車
種を投入し、10 年 4 月には TUCSON のフルモデルチェンジ車種である ix35 を、8 月に
は小型車の VERNA を投入した。  
北京現代の工場は市内からみて、北京首都空港の向こう側に位置している。空港か
ら 10km しか離れておらず、高速道路と鉄道も近く、物流的にはかなり有利な立地であ
る。工場は、北京郊外の工業団地に立地している。第 1 工場と第 2 工場は、同じ工業
団地内にあるが、その位置は離れていて、トラックで 5 分くらいかかる距離である。
第 1 工場と第 2 工場の面積は合わせて 193 万坪である。その中には、完成車生産工場
以外にもエンジン生産工場と技術センターも入っている。2012 年完工予定の第 3 工場
は、第 2 工場から約 20km 離れたところに建設される予定である。第 3 工場は年産 40
万台の規模で建設される予定である。  
組立(生産)計画は、両工場共に 1 か月、1 週間、三日(特殊車両－タクシー・官公省向
けなど)、当日単位で区分されている。韓国からの KD 部品は 2 カ月単位で注文してい
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る。 
第 1 工場は、北京現代汽車が既存に運営していたトラック工場を北京現代が引き取
り、改造して乗用車の量産工場と変更して、稼働された。このような工場の建て方は、
いわゆるブラウン・フィールドといわれる方式で、まったく新しい生産拠点を作るグ
リーン・フィールド工場とは対比される概念である。2002 年 11 月から量産が始まった
が、これは SKD 方式での生産であった。SKD 生産をしながら、工場を改造し、一部は
新しく建てて、着工から 20 カ月がかかった時点で正常量産した。最初に SKD で生産
した車種は EF SONATA という中型車であった。この SONATA という車種は、中国人
は高級車を好むという市場調査の下で選定された車種である。市場調査から中国には
高級車種を投入することが必要だが、中国市場は最上級の車種を消化するにはまだ未
成熟だという判断から SONATA を生産することになったという(イ & チョ 2005)。そ
の後、第 1 工場は、2004 年と 2005 年の増設工事を行い、現在は生産能力 30 万台であ
る。第 1 工場では、現在、旧型 ELANTRA、MOINCA SONATA、VERNA、TUCSON、
ACCENT の 5 車種を生産している。第 1 工場のラインは 1 本であり、5 車種は 1 つの
ラインで混流生産されている。図 5.18 は、第 1 工場のレイアウト図である。第 1 工場
の隣にはエンジン工場が位置している。エンジン工場は現代の独自開発エンジンであ
る α と β エンジン38を生産していて、その生産能力は年産 50 万台である。第 1 工場全
体の敷地面積は 20 万坪である。  
                                                   
38 現代自動車は独自開発したエンジンにギリシャ文字で名前を付けている。αとβは小型
車用のエンジンである。 
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第 1 工場のデータは、藤本・葛の調査ノート39を参考にしている。プレス工場は過去
北京現代が使っていた小型のトラック工場の建物を利用している。年間 480 万トンの
生産能力を持っていて、鋼材コイルの在庫は 2 日分である。鋼材は韓国の POSCO、日
本の JFE、現代系の製鉄会社の HYSCO から供給される。ブランキングプレスが 1 ライ
ンで、成形タンデムプレスのラインが 4 本ある。この 4 本のなかで、既存のトラック
工場で使われていたラインが 2 本で、新しく現代重工業から入れたプレスのラインが 2
本ある。ロットサイズはモデルによって異なるが、最量産の ELANTRA は 800 枚であ
る。 
車体組立では、もともと 1 つのラインが 4 つまでの車種に対応できる 4 面回転ジグ
を使っていてランダム混流生産が可能である。現在の生産車種は 5 車種であるため、
もう一つのラインを増設している。あまり売れていない車種はこのように別のライン
で生産することで生産の効率性を高めているという。スポット溶接の自動化率は 100％
である。ロボットの多くが現代制である。  
最終組立は 1 本のラインで行われている。年産 30 万台の能力を持っていて、時間当
たり 66 台を生産している。すべての車種をランダム混流生産している。トリムのライ
ンが 2 つ、シャシーが 1.5 ライン、ファイナルが 2.5 ラインとなっている。その後に
                                                   
39 東京大学教授藤本隆宏と東京大学博士課程(当時)葛東昇は 2005 年 9 月 27 日、北京現代
第 1 工場への訪問調査とインタビュー調査を行った。本研究では、その調査ノートを引用
している。 
図 5．18．北京現代第 1 工場レイアウト 
出所：北京現代訪問調査から筆者作成  
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OK(品質チェック)ラインがある。このように全体で 7 本のラインとなっている。工程
数は 215 である。  
第 2 工場は、40 万坪の敷地で、その中には技術センターと現代 MOBIS の工場が位
置している。第 2 工場の生産車種は ELANTRA YUEDONG、ix35、i30、LINGSHANG 
SONATA である。この 4 車種も第 1 工場のように 1 つのラインで、混流生産されてい
る。来年の 3 月に SONATA シリーズの最新車種である YF SONATA をここで生産し、
５車種を生産する予定である。その生産能力は年間 30 万台である。第 2 工場は、着工
してから、19 か月かけて建設され、2007 年 9 月から量産を始めた。この 19 か月とい
う期間は、新しい工場の立ち上げにしてはかなり速い方だという。最初は ELANTRA 
YUEDONG と i30 の 2 車種を生産していた。  
 
図 4.19 は第 2 工場のレイアウトである。車体組立工場と塗装工場の間はコンベヤー
でつながっている。その高さは建物の 2 階ほどで、ガラス張りになっているため、組
み立て済みの車体(ホワイト・ボディー)が塗装工場に流れていくのを見ることができる。
完成車待機場には約 7000 台の在庫が置いてある。第 2 工場で生産される車は 1 日約
1300 台であるため、約 3 日から 4 日分の在庫が置いてあることとなる。  
工場では 2600 名が働いている。昼夜 2 交代で働いているため、1 直の人数は 1300
人となる。そのうち、最終組立で働く人は 1 直で 500 人程度である。1 直は 8 時間の正
規労働と 3 時間の残業で構成されている。朝のシフトは朝 8 時から夜 8 時まで、午前・
図 5．19．北京現代第 2 工場レイアウト 
 
出所：北京現代訪問調査から筆者作成 
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午後の 12 時から 1 時までは休み時間である。夜は夜 8 時から朝 8 時まで、工場は 22
時間フル稼働されている。  
工場全体の自動化率は、それぞれ最終組立が 10%、プレスと車体が 100%、塗装が
100%である。  
プレス工程のプレス機械は 5400 トンが 2 つ、600 トンが 1 つ置いてある。プレスは
現代重工業と ROTEM(現代系列社)製で、金型は韓国の蔚山工場で輸入している。アウ
ターパネルは 17 アイテムが工場で内製されていて、その他の部分をサプライヤーが生
産して、供給している。2 工場の車体工程のダウンタイムは 5%であり、第 1 工場とほ
ぼ同じである。塗装設備はドイツ・スウェーデンから輸入している。PBS の在庫は 120
台分置いているという。  
 
最終組立ラインには、1 直 500 人くらいが働いている。第 2 工場の最終組立ラインの
レイアウトは図 4.20 のとおりである。第 2 工場のラインは 1 本で、それぞれのライン
図 5．20．北京現代第 2 工場組立ラインレイアウト 
 
※矢印はものの流れを意味する 
出所：北京現代訪問調査から筆者作成  
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は 8 つの機能に、それぞれ完結的に独立している。ドアラインが 1 本、シャシーライ
ンが 2 本、トリムラインが 2 本、最終組立ラインが 2 本で、最後に OK ラインが 1 本
ある。ライン全体の長さは 2km である。そしてその直行率は 98%である。新しくライ
ンに投入されたモデルは、作業が慣れてないため直行率が低いが、それでも 90%以上
は保つという。組立の工程総数は 299 工程である。組立のダウンタイムは 1%である。
この数値は第 1 工場も大体同じである。牙山工場と同様、一つの機能別ラインごとに
製品の品質と不良を検査するキーパー工程を置いている。そして、機能別ラインごと
にバッファーがあり、約 5 台置いてある。また、牙山工場と同様、労働者の負担を軽
減させるようラインに様々な設備が配置されている。その他に、重量物を運ぶ設備な
ども導入されている。組立ラインのタクトタイムは 54 秒、1 時間当たり 66 台を生産し
ている。第 2 工場の 1 日生産能力は 1300 台である。  
北京現代の工場では、蔚山工場のように作業現場で労働者が自分のステーションを
離れて作業をすることは観察されなかった。また、インタビュー調査からも、中国人
労働者は標準をよく守るということが確認された40。  
第 2 工場の組立ラインには、リモート・コントロール・システムが設置されている。
これは、ビデオカメラをラインに設置し、ラインの状況を世界どこでも見られるシス
テムである。各ジョブ・ショップ別にラインの状況がよく観察できるところに設置さ
れている。本社のグローバル総合状況室という部署がこのシステムを管理する。グロ
ーバル総合状況室は、外国工場の生産における問題点をリアルタイムで把握、報告す
る組織である。このシステムは、リアルタイムで工場の状況を把握し、問題を発見し、
本社からそれを支援することを目的している。リモート・コントロール・システムは
海外工場だけに設置されていて、国内には導入されていない。また、カメラの維持補
修は、現地法人が行うが、運営は本社でやっている。  
 労働者 15 人が 1 組になって、3 組が 1 班となる。これは、本国の工場の作業組織・
用語と同じである。組長はラインを管理し、直接ラインで働くこともある。班長は班
員の出社状況、各ラインのことをみるなど管理業務を行う。班長の上には、すべての
班を管理する大班長がいる。大班長は、直ごとに存在し、昼間の大班長と夜間の大班
長がいる。  
 第 2 工場の完成車在庫置き場には約 2500 台が置いてある。第 1 と第 2 を合わせて約
5000 台置いてある。  
 
5．2．4．北京現代汽車とモデル工場制 
5．2．4．1．牙山工場と北京工場の比較 
まずは牙山工場と北京現代工場を比較し、同じ特徴を見せている部分をみてみよう。
                                                   
40 北京現代生産管理部インタビュー調査(2010 年 8 月 31 日)より 
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生産能力は 30 万台で両工場同一である。PBS(Painted Body Storage)在庫は自動倉庫を利
用して管理している。最終組立ラインは 1 本で、混流生産を行っている。ラインレイ
アウトは機能完結分割工程ラインにしていてそれぞれのラインが独立的に完結された
機能を果たすように設計され、工程間にはバッファーを置いている。自動化率は車体
溶接、塗装、最終組立の 4 つの部分で牙山工場と北京工場がほぼ同じであり、生産・
販売・部品調達の部門まですべて情報化されていて IT 技術で統合されている。そのた
めのソフトウェアは牙山工場のものを中国の実情に合わせて修正して導入している。
最後に自動車生産のため、サプライヤーから多くの部品を一つの塊にしたモジュール
部品を調達している部分も同じである。このような類似点は、北京現代の両工場が牙
山工場の生産のコンセプトを受け継いだことを明確に示している。  
では、牙山工場と北京現代工場はどこが違っているのか。まず、生産車種において
は、北京現代の方が牙山工場より多くの車種を一つのラインで混流生産している。し
かし、北京現代は中国国内向け車両だけを生産しているため、海外への輸出車両も生
産している牙山工場より車両仕様が少なく、ラインの能力に大差はないという。  
 最も違うのは、作業組織と労使関係である。韓国での現代自動車は労働組合が強い
ことで有名である。労働組合がストライキを起こし、工場での生産が中止されてしま
うことも多々ある。そのため、労使関係はかなり敵対的である。よって、現代自動車
は国内では作業組織を柔軟に運営することができなかった。ここでいう作業組織の柔
軟性というのは、作業者を必要に応じて組・班・工場などの間でローテーションさせ
ることや、労働者が自分の工程だけではなく他の労働者の工程を助けることなどを意
味する。牙山工場では、ジョブ・ローテーションがあまり行われておらず、あったと
しても組の中という限定された範囲で年功序列的に行われているのが現実である(呉
1998、チョ 2005)。現場では作業標準が守られず、多能工の育成もあまり進んでいない。
これに比べて、中国では労働組合と会社の関係が良好で、労使関係は協調的である。
また、作業現場におけるローテーションが円滑に行われており、標準作業が守られ、
多能工の育成も韓国国内よりは進んでいるという。  
 組長・班長の役割もこのような労使関係と関連している。韓国国内では組長・班長
は現場統率力をあまり持っていない。なぜなら、作業者は本来ならば組長・班長に相
談すべき生産現場での問題を労組の委員長に相談してしまうからである。そのため牙
山工場における組長・班長は労働者と距離を置かれており、生産現場における作業者
の指導・管理の役割はかなり制限されているものだと考えられる。反面、北京現代工
場の組長・班長はこのような労働組合との問題がないため、本来の現場の管理者とし
ての機能を発揮している。  
市場需要と生産の関係に関しては、牙山工場では、基本的にプッシュ (PUSH)生産を
行っている。輸出車両に関しては、ディーラーからのオーダーをある程度反映させて
生産計画を立てているが、国内販売車両に関しては、受注生産システムを導入してい
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ない。国内工場では内需に関しては、APS というシステムを利用して生産計画を立て
ている。これは、過去の生産記録を綿密に分析して、需要変動の波、車種別需要の差
などをシミュレーションで予測してそれを基に生産計画を立てる生産システムである。
国内における現代自動車生産システムは、依然としてプッシュ型の生産システムに固
執しているといえる。北京現代では、去年から受注生産のシステムを取り入れて、そ
れを実行している。ディーラーからの注文を受けて、注文が入った分だけを生産して
いる。この制度はもともと TUCSON と i30 の 2 車種に試験的に導入されていた。その
結果は高く評価され、全車種に拡大導入された。  
 最後に保全・問題解決能力をみてみる。牙山工場においては、その能力がラインの
作業者にある程度存在はするもののかなり限定的である。ラインの労働者は現場のト
ラブルの解決の大部分を保全担当や外部設備業者に依存している (チョ & ペク 2010)。
北京現代においては、このような問題はもっと深刻なものとなっている。生産ライン
の労働者にあまり問題解決能力が備わっていないという。  
 モデル工場制で牙山工場との多くの一致を見せるのは、第 2 工場の方である。第 2
工場の組立工場の場合、牙山工場のレイアウトをほとんど再現したとみていいほどで
ある。自動化率や混流生産など多くの部分がモデル工場の生産コンセプトをそのまま
海外に移転したということができる。  
  
5．2．4．2．モデル工場制の確立まで 
 モデル工場制は現代自動車のモデル工場期において使用されたものである。ではそ
の前の試行錯誤期においてはどのような生産システムの海外への移転が行われたのだ
ろうか。この節では 1998 年に生産が始まった現代自動車のインド工場の事例からそれ
を推測することを試みる。  
 HMI(Hyundai Motor India)は 1996 年 12 月からタミルナドゥ州のチェンナイに工場を
建て始めた。そして 1998 年 10 月から生産を開始している。このチェンナイの工場が
特徴的だったのは、現代自動車の資本 100%で建てられたという点である。インドで外
資として単独出資の工場を建てたのは自動車産業では初であり、他産業まで入れると
ソニーに続いて 2 番目であった。  
1995 年現代自動車がインドへの進出を検討する際には小型車市場をマルチスズキが
ほとんど独占していたため、中型車で市場参入することを検討していた。しかし市場
調査の結果、中型車の市場規模はまだ小さく、すでに供給過剰であることが分かった。
すでにインドに進出していた韓国の大宇自動車が中型車で苦戦しているのも一つの要
因だった。そのため現代自動車は小型車サントロ41によるインド市場進出を決めた(ユ
                                                   
41
 韓国名アトズ(ATOZ)であり、インド現地向けに少し変更したモデルがサントロ (SANTRO)で
ある。  
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ン 2002)。工場を建てるときの計画としては、まず 1998 年 10 月から小型車のサントロ
を量産・販売し、1999 年 8 月から別の小型車であるアクセントを生産する予定であっ
た(現代自動車 1997)。そしてサントロとアクセントは予定通りに発売された。  
チェンナイ工場の組立ラインは蔚山工場の組立てラインをベースにしている。それ
はまず、生産車種からそうなったのである。チェンナイ工場で生産する予定だったの
は、サントロとアクセントだった。韓国でアクセントとアトズ(サントロの元車種)を生
産していたのは蔚山工場であった。そのため蔚山工場と同じ組み立てラインをチェン
ナイ工場に設置したのである(Lansbury, Suh, Kwon2007)。またパク(2012)では 1995 年当
時、生産本部長兼蔚山工場長だった筆者がチェンナイ工場の建設責任者になったとい
っている。これを見ると、蔚山工場から人の派遣も行われていたのが分かる。  
生産車種以外にもう一つ考えなければいけないのは牙山工場の完成時期である。イ
ンド進出とチェンナイ工場計画は 1995 年からすでに進められていた。上述した通り牙
山工場は 1994 年 9 月に建設をはじめ、1996 年の 11 月に量産を開始している。つまり
インド進出の時期と重なっているのである。完成もされていない工場のレイアウトや
生産コンセプトを海外工場に適用するのは難しかったのではないかと考えられる。そ
のため、蔚山工場をベースにチェンナイ工場を建設したのではないだろうか。  
しかしチェンナイ工場は蔚山工場と全く同一だったわけではない。最も違ったのは
自動化の部分である。蔚山工場は高い自動化率と機械化の傾向を見せていた。しかし
チェンナイ工場はそれよりは労働集約的な工場になった。Lansbury, Suh, Kwon(2007)は
このような工場自動化の差を 2 つの側面から説明している。一つはローカル環境への
適応である。相対的に安いインドの労働コストを利用して労働集約的な生産工程に投
入することで価格競争力を確保しようとしたのである。もう一つの理由は政治的なも
ので、現代自動車はインド市場に参入する際に、インド政府に多くの労働力を雇用す
ることを約束したのである。その約束を守るためには、労働集約的な工場を建てる必
要があったのであろう。ユン(2002)はチェンナイ工場が蔚山工場と比べて自動化率が
20%に過ぎなかったことを指摘している。しかしこれらの設備は維持・補修に要する
コスト・時間があまりかからず、稼働率を上げることに貢献したという。  
現地適応および政治的な要因だけではなく現代自動車内部の問題も存在した。チェ
ンナイ工場で設置された設備の大部分は 1995年閉鎖されたカナダブロモン工場から持
ってきたものである(ユン ,2002; パク ,2012)。カナダで不要になった設備を再活用した
という点で現代自動車がチェンナイ工場を設計する際にその裁量が制限されていたと
考えられる。  
最後に労働者の教育に関する説明をする。チェンナイ工場では 1998 年 10 月を量産
開始時点と決め、それに合わせて労働者を雇い入れ、教育を行った。1997 年 3 月から
保全、プレス、車体、塗装、組立、生産管理、品質管理などの分野から 1，2 か月の日
程で蔚山工場に送り教育を行った。この教育は総 8 回で延べ 200 人が教育を受けた。
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また蔚山工場の組・班長がチェンナイ工場に派遣され働きながらインドの労働者を教
育した(ユン,2002)。  
ここまでみると、チェンナイ工場の建設はかなりトヨタのマザー工場制と類似した
姿をみせる。生産車種に合わせて支援する工場を決める、本国工場に人を受け入れて
教育をさせる、現地人を本国工場に派遣するなどの要素は前述したマザー工場の機能
と一致している。また現地の条件に合わせて海外工場を本国とは違う方向で修正する
というのもマザー工場制で見られる特徴である。 
このようにモデル工場制が確立される前の試行錯誤期のインド工場において現代自
動車はマザー工場制と類似した生産システムの移転方式を見せる。これは現代自動車
が PONYモデルを開発した 70年代から一貫して日本的生産システムの導入に力を注い
できたという事実と整合性がある。三菱自動車から車両技術および生産技術を直接的
に吸収してきた現代自動車は 80年代からはトヨタ自動車のベンチマークにも力を注い
だ。現代自動車が歩んできた生産システム発展過程から見ると、日本的なマザー工場
制を採用し海外工場を建設したのも不思議ではない。しかし海外工場を急激に増やさ
なければならないこと、牙山工場によって新しい最新の生産技術を手に入れたこと、
日本的生産方式とは別の独自の生産システムを追求したことなどから現代自動車は海
外工場を建設する際にモデル工場制を使用するようになったのである。  
このような現象は北京現代工場内部でも確認することができる。北京工場の第 1 工
場の立ち上げの初期の 2002 年から 2003 年には牙山工場から生産現場の組長・班長ク
ラスが派遣されることもあった。また、中国の組長・班長が牙山工場に派遣されるこ
ともあった。しかし、このような初期の派遣を除いて、その後、派遣はなかったとい
う。また注目すべきなのは、2007 年新しく第 2 工場を立ち上げるときには韓国からの
労働者の派遣がなかったということである。試行錯誤期に建てられた北京第 1 工場と
モデル工場期に建てられた北京第 2工場をみるとモデル工場が確立したことが分かる。 
 
 
5．3．比較と小括 
5．3．1．マザー工場制とモデル工場制 
 本章ではトヨタ自動車と現代自動車の本国工場から海外工場への生産システム移転
の実例を取り上げて本国工場と海外工場の関係を議論した。トヨタ自動車はマザー工
場制を用い、現代自動車はモデル工場制を用いていると分析した。  
 マザー工場は海外工場にコンセプトを提供し、海外工場の立ち上がった後も持続的
なサポートを担当する。この持続的なサポートにより少しずつ本国の生産現場におけ
る知識が海外に移転されると考えられる。本章の事例でも見た通りに、本国のコンセ
プトを反映しつつもそれを完全にコピーするのではなく、現地に合わせて運用する姿
を見せている。  
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 マザー工場制は基本的に 1 対 1 を念頭において用いられたシステムである。しかし
グローバル化が進むにつれて本国工場と海外工場の 1 対 1 関係はあり得なくなった。
本国工場が複数の海外工場のサポートを受け持つことになり、海外工場も複数の本国
工場からサポートを受けるようになった。その結果、マザー工場は変化せざるを得な
かったのである。これは海外工場の能力成長も伴っての結果だと考えられる。  
 モデル工場は海外工場にコンセプトを提供し、その後のサポートは本社が担当する
ことになる。モデル工場制では本国工場と海外工場の関係が薄くなり、海外生産拠点
における進化が起きる。本国工場の生産システムを基本コンセプトとしながらも、そ
の後は自由に発展することが出来たのである。その結果、モデル工場制の下では本国
より良い生産システムが出現した。本国工場では環境制約によって実現することがで
きなかったものが海外工場では実現されたのである。  
 モデル工場制は基本的に全世界に多数の海外工場を展開することを念頭においてい
る。一つのモデルから標準を決めてそれを全世界に広めていく方式だということがで
きる。海外工場は現地の事情も考えなければいけないため、完全に標準通りの海外工
場が出来上がるとは限らないが、意図としては標準に近い工場を建てたいということ
である。  
 マザー工場制とモデル工場制の最も大きな違いは本国工場と本社の海外知識移転の
おける役割分担である。マザー工場制では本国工場が海外工場への知識移転において
大きな役割を担当している。本社はマザー工場を支援する役割を担当する。その反面
モデル工場制では、本国工場より本社が大きな役割を果たす。本国工場はモデルとし
ては存在し、海外工場とモデル工場を比較すると類似点が多く見つかるが、実際の接
点は少ない。海外工場の立ち上げからその後のサポートまで本社が深くかかわってい
るのである。  
 マザー工場制とモデル工場制は、本国工場がもつ生産に関する知識を海外工場に移
転するために使われた移転方式である。両者はなぜこのように違う方式で知識移転を
行っているのだろうか。それを見るために移転可能性で移転方式を説明する。  
 
5．3．2．移転可能性と移転方式 
 では、マザー工場制、モデル工場制の移転方式を 3 章で分析した移転可能性と結び
付けて考えるとどうなるのか。移転可能性は知識移転を行う際に、どの知識がどんな
方法で移転されるかという機能と関わっている。両社がどのような知識を本国に持っ
ていたかによって、移転方式も大きく異なるのである。  
トヨタ自動車生産システムは移転可能性が低いと分析されていた。つまり、移転に
は長い時間と高いコストが必要である。このようなトヨタ自動車の生産システムを海
外に根付かせるためには、本国工場が最初のコンセプト提供と立ち上げを助けるだけ
ではなく、持続的なサポートを行うことが必要である。移転可能性の詳細の部分をみ
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るとどうなのか。トヨタ生産システムは成文性が高く、伝授可能性が低く、複雑性が
高かった。成文性が高い分、標準作業・マニュアルと生産設備を海外工場に移動させ
ることは問題なかった。しかし伝授可能性が低いため、多くの人を海外へ移動させざ
るを得なかったのである。また複雑性が高いため、知識体系の再現も難しかった。そ
のため全体的な生産システムの移転に時間がかかるのである。  
マザー工場制における海外工場の能力構築は時間がかかる。しかしある程度の時間
をかけてマザー工場と海外工場との知識移転が続くと能力構築は進み、マザー工場の
能力と近い水準まで発展する。マザー工場は本国で独自の能力構築を進めている。海
外工場が知識移転による能力構築を続けてマザー工場の能力を超えることがあるかに
ついては今後持続的に研究を進める必要がある。  
 
マザー工場がじっくり時間をかけて海外工場を育てるというイメージに合致するの
である。その意味ではマザーという比喩は的を射ている。母親は子供を産む。しかし
子供は生まれただけでは 1 人前の人間にはならない。母親が時間をかけて子供を育て
るように、マザー工場も時間をかけて海外工場を育てるのである。  
現代自動車生産システムは移転可能性が高い。つまり移転に時間がかからず、コス
トが少なくかかるのである。そのため、本国工場は最初の立ち上げだけ関係していて
その後は関係が薄くなっても問題はないのである。その後のサポート・コントロール
図 5．21．マザー工場制とモデル工場制おける海外工場の能力構築 
 
能力
海外工場の能力
マザー工場の能力
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に関しては本社で集中的に管理することになる。現代自動車は成文性が高く、伝授可
能性が高く、複雑性が低い生産システムを持っていた。成文性が高いため標準作業・
マニュアルと生産設備を海外工場に移動させることは問題なかった。伝授可能性も高
く多くの人を海外に移動させなくてもよかった。最後に複雑性が低いため、知識体系
を再現させることも容易だった。  
モデル工場制において海外工場は速い時間内に本国のモデル工場と近い水準の能力
を構築することができる。しかしモデルと近い水準になってからの発展可能性はあま
りないと考えられる。第 6 章で詳しく説明することになるが、モデル工場制の海外工
場は本国との関係が薄いため、独自の進化を遂げることがある。その結果、本国をも
凌駕する能力を持つこともある。  
 
マザー工場制における本国工場と海外工場が母親と子供の関係であったら、モデル
工場制の本国工場と海外工場はモデルとクローンになるだろう。つまりモデルは自分
の DNA を提供し、それをコピーしてクローンが生まれる。しかしモデルとクローンの
間には関係がない。クローンは周辺環境に影響されながらモデルとは別に発展してい
くのである。  
マザー工場制は本国の能力移転が難しく、時間がかかる際に選択される移転方式で
ある。本国工場の海外工場に対する持続的なサポートが必要である。しかしそれは必
図 5．22．モデル工場制における海外工場の能力構築  
 
時間
能力
海外工場の能力
モデル工場の能力
海外工場での進化
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ずしもネガティブではない。マザー工場制では、時間をかけて海外工場をサポートし
能力を移転し続けることで高い能力を蓄積することができる。つまりマザー工場制は
長い時間と労力を必要とするけど、それが蓄積されて強い海外拠点を育て得る移転方
式だと評価することができる。実際に天津豊田に関する研究では、トヨタ生産方式の導
入が完全ではなく、人材育成がうまくいっていないことを指摘している(任 2004、呉 2006、
向 & 天野 2010)。例えば、向  & 天野(2010)では、天津豊田の工場において、会社として
の多能工育成の制度がなく、現状として作業者がほとんど自分の工程しかできていないと
評価している。これはトヨタ生産方式の移転が難しく時間のかかることであることを示し
ている。 
モデル工場制は確かに本国の能力を早く移転することはできる。しかし同時にその
限界も明確である。本国工場からの持続的なサポートがない分、海外拠点の能力の成
長の傾きは鈍化せざるを得ない。標準による知識移転はその移転の速度においては優
れているかもしれない。モデル工場制は現代自動車のように短期間で海外生産を急激
に増やさなければいけない、つまり短期間で海外へ知識移転をする必要がある状況で
は適していると思える。しかし海外工場の成長の潜在性は持続的な知識移転を通じて
能力を蓄積していくマザー工場制より低いのである。  
 
図 5.23 はこのような関係を現わしたものである。これをみると最初にマザー工場制
図 5．23．マザー工場制とモデル工場制における海外工場の能力構築  
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における海外工場の能力の上昇が遅いのが分かる。反面モデル工場制は早く能力が上
昇している。マザー工場制は知識を持続的に移転し、長期的に能力を蓄積していく方
式であり、モデル工場制は相対的に早い期間で能力構築を行う方式である。図ではマ
ザー工場制での海外工場が持続的に能力を上昇させているのに対し、モデル工場制で
は能力成長が停滞している。これは持続的な本国工場のサポートによる能力向上を現
わしている。つまりマザー工場制では海外工場の能力向上のための持続的なサポート
し、育てていく必要がある。モデル工場制では、海外工場立ち上げ時の急速な能力向
上は期待できるがその後の成長性をあまり期待できないのである。  
ひとつ注意すべきは、この図における能力はあくまでも両システムの概念を比較す
るためのものだということである。図においては、マザー工場制の海外工場が高い能
力値に到達するように描かれているが、実際はモデル工場制とマザー工場制の海外工
場のなかでどれが高い能力値を持つかはわからない。海外工場の能力構築は、本国の
生産システムの水準、進出国の環境、資源の有無など様々な条件に影響されるもので
ある。  
ここで山口(2006)を用いて議論を拡張しよう。山口はマザー工場システムが暗黙知を
海外工場に移転し、暗黙知を形式知化する役割を果たすと主張した。暗黙知という移
転が難しい知識を海外移転するためのシステムなのである。それに比べてモデル工場
システムはどうか。モデル工場システムは本社がモデル工場を基に決めたグローバル
工場標準を全世界に広めるシステムである。人の移転も少なく、暗黙知の移転機能は
弱いといえよう。言い換えると、マザー工場制は暗黙知の移転に、モデル工場制は形
式知の移転に強みを持っているといえる。上記の移転の速度とその成長可能性の話を
知識のタイプの議論でも説明することができる。形式知の特徴は伝播が速く移転しや
すい点にある。暗黙知は伝達が難しいが、言語で表せない知識を含んでいる。両シス
テムが強みをもつ知識のタイプの性質から海外拠点の成長速度と潜在性を説明するこ
とができるのである。  
移転方式は自社独自の生産システムと深く結び付いている。そのため、企業が競争
優位を得るためには、まず自社のシステムを正しく把握する必要がある。その後それ
に合わせて適した移転方式を選ぶべきである。それだけではなく、海外生産拠点の能
力を持続的に成長させるためには、それぞれの移転方式に合った企業努力が必要なの
である。  
 
5．3．3．本国知識ネットワークと移転方式 
 本国知識ネットワーク、そしてそれを形成した要因である本国環境は両社の海外生
産移転の方式とはどの様な関係があるのだろうか。ここでは 4 章で分析した本国知識
ネットワークと移転方式をつなげて分析することを試みる。  
 トヨタ自動車はマザー工場制を用いて海外生産システム移転を行っている。ではマ
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ザー工場制と本国知識ネットワークはどのような関係があるのだろうか。マザー工場
制は本国の特定の工場が海外工場の立ち上げとその後のサポートを担当するシステム
である。つまり海外のいくつかの工場が本国工場とつながることになる。そしてこの
マザー工場関係は生産する車種でつながっているのである。生産する車種によってそ
の方法や工程が異なることを考えるなら、このようなマザー工場の選定は適切だとい
えよう。しかしこのマザー工場制はトヨタの本国工場制の多様性からも考察すること
ができる。図 5.13 はそれを現わしたものである。  
 
 つまり各海外工場によって、その海外工場が必要とする生産知識があるのであれば、
それに最も適する本国工場をマザー工場として指定し、海外工場をサポートさせれば、
的確な知識を、時間をかけて移転し続けることが出来る。マザー工場制度はトヨタの
本国の多様性を反映している制度と言っていいだろう。いいかえると、本国の多様性
を損なうことなく海外に移転する制度なのである。このようにマザー工場と海外工場
がつながり、本国工場で生まれた知識を海外に伝えるというのはマザー工場制の基本
コンセプトであり、現在でもそのコンセプトは変わっていないといえよう。藤本(2003b)
では、生産システムが能力構築競争を通じて、製品特性や環境の違い、あるいは試行
錯誤の結果として、多様な形成期の応用例が生み出され、それらが互いに切磋琢磨す
ることでさらなる能力構築競争が推進されるといった。能力構築競争によって生まれ
る多様な生産システムの形式をそのまま最適な海外工場に移転させるのがマザー工場
制なのである。  
 現代自動車はモデル工場制により海外生産システムの移転を行っていた。モデル工
場制の説明の際にグローバル工場標準というものについて言及した。このグローバル
工場標準は生産技術研究所によって作成されている。現代自動車において集中的に知
識を生み出す組織である生産技術研究所が本国工場のコンセプトを吸収し、それを基
図 5．24．マザー工場と海外工場 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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にグローバル工場標準を策定しそれを海外工場立ち上げ時に用いているのである。そ
れを現わしたのが図 5.14 である。  
 
 
 この図をみると生産技術研究所は本国工場を基にグローバル工場標準としてのモデ
ルを策定するプロセスを経た後、それを海外工場で適用することをみることができる。
生産技術研究所はモデル工場を基にグローバル工場標準を作るが、モデル工場から知
識移転されるわけではない。むしろモデル工場の作業標準、生産設備などはすべて生
産技術研究所からきているのである。現代自動車のモデル工場制はモデルという一つ
の最善の標準を決めてそれを海外に急速に展開することに特化されている。それは現
代自動車が急速に海外生産を増やさざるを得なかったという背景から生まれたもので
ある。しかしもう一つ国内環境からも解釈することができる。モデル工場は技術とコ
ンセプトでは優れているが、知識を生み出す存在ではない。そのため海外工場と持続
的なつながりを持つ必要がないのである。知識が集中されているのは生産技術研究所
である。そこから海外への知識移転が行われるのである。  
 このように海外における生産システムの移転方式は移転すべき本国システムの移転
可能性だけではなく、本国の環境や知識ネットワークなどにも影響を受ける。本国知
識ネットワークで知識が生まれる場所がどこで、どこに知識が集中するのかが移転方
式とつながっているのである。つまり本国知識ネットワークが海外への知識移転方式
の構造にも影響を与えているのである。次章ではこのような国内知識ネットワーク、
国内と海外工場の関係性をまとめてグローバル知識ネットワークの全体像を描くこと
を試みる。  
図 5．25．モデル工場制と海外工場 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
 
本国工場A
生産技術研究所
海外工場B
グローバル工場標準を用い
海外工場建設
モデル工場を基に
グローバル工場標準
を設定
海外工場C
  158  
 
6．グローバル知識ネットワークの機能と構造  
 本章では 4 章と 5 章の議論を合わせてグローバル知識ネットワークの全体像を描く。
4 章では本国工場同士の関係性について考察した。トヨタ自動車は本国工場の生産現場
がそれぞれ進化することで能力構築を行っていた。各工場の多様性を維持しつつもト
ヨタ生産システムという一つの知識体系を築いている。現代自動車は非協調的な労使
関係という環境があるため、生産現場から知識が生まれない。生産に関する知識の創
造と伝播は生産技術研究所という本社組織が担当していた。トヨタ自動車の本国知識
ネットワークはその構造から分権的、現代自動車の本国知識ネットワークは集権的に
なっていると指摘した。そのような構造はグローバル知識ネットワークでも続いてい
る。5 章では海外に生産拠点を築くために、生産システムをいかに移転しているのかを
国内工場と海外工場、そして本社の関係を通じてみた。トヨタ自動車はマザー工場制
で国内工場と海外工場を結び、持続的な知識移転を行っている。現代自動車はモデル
工場制を採用し、本国工場と海外工場のつながりが薄く、本社組織の役割が大きいこ
とを確認した。さらにこれらの移転方式を自社が持つ生産システムと合わせて説明し
た。そして以下では国内工場間の知識ネットワークと共に海外工場と国内工場の知識
ネットワークを合わせることでグローバル知識ネットワークについて分析する。  
 
6．1．トヨタ自動車グローバル知識ネットワーク  
 4 章でも指摘した通りに、トヨタ自動車の本国工場同士の関係は分権的構造であった。
そのような関係はトヨタのグローバル知識ネットワークにも影響を及ぼしている。つ
まりトヨタのグローバル知識ネットワークは分権的な構造になっているのである。こ
こでは 4 章でも説明した生産調査室、GPC という組織が持つグローバル機能を説明し
つつ海外工場のマザー工場化も合わせて説明する。それを基にトヨタの分権的知識ネ
ットワークについて議論する。  
 
6．1．1．生産調査室：グローバル機能 
 生産調査室はトヨタの国内工場に TPS を普及させるために設立された組織である。しか
しその活動はトヨタの工場に留まらなかった。生産調査室は自社のサプライヤーに対する
TPS 普及活動も合わせて行っている。そして国内だけではなく海外事業体における TPS
の展開と現地支援というグローバル機能も持っている。海外工場は基本的にはマザー
工場の支援を受けることになるが、それだけではなく生産調査室も海外工場の支援を
行う場合がある。アメリカの NUMMI 工場の立ち上げのときも生産調査室から人が派
遣されたという。マザー工場が海外工場を支援するときに、生産調査室の職員が一緒
にプロジェクトに参加することもあるが、それはマザー工場側からの要請があるとき
だけだという。  
 ここで注目すべき点は、生産調査室がマザー工場の補完的な役割をしているという
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点である。マザー工場が生産の立ち上げ、技能育成、改善、問題解決などの工場にお
ける生産の実務的な面の支援をしているのに対して、生産調査室は海外の従業員を一
緒に参加させた改善を通じた TPS の普及、自主研など実質的な生産よりはそれに対す
る考え方や姿勢などの支援を行っている。これはトヨタという会社がもつ TPS の特性
からも起因するものである。TPS は単にものをつくるためだけのものではなく、哲学・
思想のようなものまで含んでいる。このような TPS を海外において展開するために、
このようなトヨタの知識移転体系が必要であったと考えられる。  
 海外工場において、生産調査室は基本的に国内工場と同じことを行っているが、そ
の業務内容は国内とは少し違う。教育活動に関しては、海外工場に TPS に関する教育
コンテンツを提供し、時には国内に海外の人材を受け入れ教育することもしている。
国内工場で行っているように、工場の現場を改善しながら TPS とはどういうものなの
かを共有していくことと海外工場でも自主研を行っている。しかし、国内における自
主研は各工場の自主研とサプライヤーの自主研両方が存在するが、海外のサプライヤ
ーは、自主研を自分のノウハウを競合企業にみせてしまうものだと捉え、それに参加
しようとしない。そのため、海外の各工場だけが集まり自主研を行っている。サプラ
イヤーに関しては、要請があった場合に支援する形となっている。このような活動は
生産調査室の人が海外工場に派遣されることによって行われた。このように生産調査
室は国内だけではなく、海外でも TPS を維持・普及させる役割を担っているのである。 
 グローバル生産期になり、生産調査室の海外支援業務は少し変化することになる。
生産調査室の海外業務は、本来日本に位置する生産調査室から海外に人を派遣するよ
うな形で行われてきた。しかし、近年海外生産が急激に増えるにつれて、従来のやり
方では人材が足りない状態が続いた。そこで、生産調査室の分室を各地域統括本部に
設置することにした。分室の名前は OMDD (Operation Management Development 
Division)であり、生産調査室の英語名である OMCD(Operation Management Consulting 
Division)とは名前が異なっている。生産調査室の本部は日本に、その分室はアメリカ、
イギリス、タイに位置している。この分室には生産調査室からの派遣者もいれば、現
地で直接生産調査分室に採用した人もいる。  
 OMDD は各工場のトップと改善の方向性、人材育成についての計画を合意し、実務
レベルにおいては TPS トレーナーと連携して支援業務を行っている。TPS トレーナー
は、国内の各工場における TPS 推進者のようなものであると考えられる。これは社内
資格で、試験を通過した人だけがこの資格を取ることができる。この TPS トレーナー
が過去は日本からの支援者がやっていた役割を海外工場内において行っていると思わ
れる。具体的には、TPS トレーナーが海外の現場で改善を主導し、TPS の考え方を現
場に定着させているのである。  
 マザー工場期とグローバル生産期における生産調査室の役割を表したのが図 6.1 で
ある。  
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マザー工場期において生産調査室は海外工場に人を派遣してマザー工場を支援してい
た。またここで組織と表現しているのは TPS の普及を意味する。生産調査室が普及しよう
としている TPS は具体的なテクニックや技術よりは TPS の基本思想・考え方に近いもので
あるため、ここでは生産調査室が行っている TPS の普及を組織文化の移転だと解釈した。
グローバル生産期になると生産調査室はアメリカ、イギリス、タイに位置している生産調
査室の分室(OMDD)に人を派遣し TPS という組織文化を移転するようになる。OMDD はそ
れを受けて地域の海外工場にそれらを移転するのである。これらを整理すると次のように
なる。 
 
＜生産調査室：マザー工場期＞ 
 ・メンバー：生産調査室から海外工場に人が移動する。 
 ・組織：生産調査室が海外工場で組織文化を再現させる。 
 
 ＜生産調査室：グローバル生産期＞ 
 ・メンバー：生産調査室から OMDD へ、OMDD から海外工場に人が移動する。 
 ・組織：生産調査室が OMDD に、OMDD が海外工場で組織文化を再現させる。 
 
図 6．1．生産調査室と海外工場 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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6．1．2．GPC：グローバル機能  
6．1．2．1．GPC のグローバル機能 
 GPC のグローバル機能として挙げられるのは、5 章でも議論したビジュアルマニュ
アルを通じて海外での人材育成のスピードを上げることである。ビジュアルマニュア
ルはトヨタのベストプラクティスを基に作られたため、迅速にこれを習得させること
で海外における技能の向上を図ったものである。これらのビジュアルマニュアルと同
時に GPC のマスタートレーナーが育てたトレーナーも各工場に送られている。また
FMDS の導入も合わせて行っている。実際に海外工場は急速な生産力増大に追いつく
ために大量の労働力を雇い入れたが、それを管理するリーダーの育成が間に合ってい
ないことが多いという。  
 タイの AP-GPC(Asian Pacific Global Production Center)では、基本技能訓練以外にも専
門技能、QC サークル、仕事の教え方、標準作業と改善、コミュニケーションスキル、
問題解決、GL・TL の役割などの訓練内容を持っている(小曾根 ,2011)。 
 GPC のもう一つの役割は、グローバル的にモデル切替えのスピードを上げることで
ある。従来のモデルチェンジのやり方では、まず日本のマザー工場において、モデル
の切り替えが行われる。マザー工場の生産ラインで試験的に生産が行われ、それが量
産化されてから、そのモデルの生産を海外でも開始するという形になっていた。しか
し、このようなモデルチェンジのやり方だと、海外工場におけるモデルチェンジは、
必ず国内マザー工場の後になり、モデルチェンジの速度が遅くなってしまう問題点が
あった。また、マザー工場から海外工場に大量の支援が必要であった。  
 この問題を解決するために、GPC はモデル切替え時の量産化過程を支援するための
施設を有している。GPC にはボディー、塗装、組立のパイロットラインがある。グロ
ーバルに生産するモデルを新しく量産するときには、そのモデルを生産する予定の工
場の人がすべて GPC のパイロットラインで集まり、量産の準備をするのである。そう
することによって、海外工場の人も量産準備過程に参加し、車の量産に関する知識を
直接獲得することができる。そうすることによって、マザー工場からの支援を少なく
することができ、さらにモデルチェンジの時間も短縮することができる。  
 GPC は日本に位置しているが、これらの機能は、海外の地域統括本部にもある。つ
まり、全世界の工場を 3 つに分けて、アメリカ、イギリス、タイに GPC の下部組織を
設置し、そこでも GPC の機能を行うことができるようにしているのである (小曾根
2011)。このような下部組織を使うことで、本国だけに頼らず、海外拠点が自立する基
盤となっている。マスタートレーナーは海外拠点にもおり、ここでトレーナーを育て
て各海外工場に送っている。図 6.2は GPCとその地域 GPC の機能を表したものである。 
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 GPCの国内機能でも説明した通り GPCは国内工場から基本技能に関する知識を集め、
その中からベストプラクティスを決める。そしてそのベストプラクティスを教えるた
めのトレーナーを育てツールを開発する。GPC は地域 GPC にこのように開発されたツ
ール、タスク、スキルを移転し、またそれらを教えるためのトレーナー、トレーナー
を教えるためのマスタートレーナーを派遣する。これらの知識移転は GPC から海外工
場に直接行われていたが、その後地域 GPC が設立されてからは GPC が地域 GPC に知
識を移転し、地域 GPC が地域の海外工場に知識を移転するという構造に変わった。こ
れを整理すると次のようになる。  
 
 ・メンバー：GPC が地域 GPC へ、地域 GPC が海外工場へ人が移動する。  
 ・スキル：GPC が地域 GPC へ、地域 GPC が海外工場の人に技能を再現させる。  
 ・ツール：GPC が地域 GPC へ、地域 GPC が海外工場へ人材育成設備を移動させる。  
 ・タスク：GPC が地域 GPC へ、地域 GPC が海外工場へ作業標準・マニュアルを移
動させる。  
 
図 6．2．GPC と海外工場 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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6．1．2．2．GPC とインド工場の事例 
以下では、GPC のグローバル機能がどのように働いているのかをみるために、トヨ
タ自動車のインド拠点を取り上げることにする。トヨタのインド工場は GPC の取り組
みが適用された最初の海外工場である。またインド工場から GPC 側にフィードバック
を行ったこともあるという。そのため、GPC のグローバル機能をみるために最適な事
例だと考えられる。  
 トヨタ自動車は 1997 年にインド市場に進出した。その際、キロスカー(Kiloskar)グル
ープと資本提携関係を結ぶことになる。それが TKM(Toyota Kiloskar Motor)である。最
初の資本比率はトヨタが 74%で、キロスカーが 26%だったが、現在の資本比率はトヨ
タが 89%、キロスカーグループが 11%となっている。  
工場はインド南部の IT 中心地のバンガロールの近くに位置している。工場は政府が
つくった工業団地に建設されている。2012 年現在従業員は 6000 名ほどである。2 つの
工場を持っていて、年間生産能力は第 1 工場が 9 万台、第 2 工場が 12 万台となってい
る。そして、インド工場のマザー工場は元町工場となっている。  
トヨタインドの工場は 2004 年から GPC で開発された人材開発ツールを使って技能
員の人材育成に取り組んできた。GPC は上述の通り、2003 年から活動を開始したが、
GPC で開発したツールを実際に海外工場で適用したのはインド工場がはじめてだった
のである。そのことを考えると、トヨタインドの事例は GPC という組織の取り組みを
みるために適切な事例だと考えられる。  
インド工場で GPC の人材開発ツールが初めて使われるようになったのは、次のよう
な理由からである。まず、当時インド工場は生産を開始してまだ間もない頃で、品質
維持や生産性向上がなかなか進まず苦労していた。現場の技能員の技能育成の問題や
現場リーダーの問題もあった。そこで、トレーニングツールを使い、人材育成に取り
組んだのである。また、新興国市場が伸びる中、各海外工場で人材育成へのニーズが
高まり、GPC で開発したツールを実際に試してみる機会でもあったからだ。インドは
英語圏であり、日本語でできている人材開発ツールを翻訳する作業も容易であった。  
インド工場では従来、マザー工場から派遣されたベテランの技能員がインド人の技
能員を育成する仕組みを持っていた。しかし、このような仕組みだとトレーナー1 人が
同時に 2 人に技能を教えるのが限界だった。そこで、GPC で開発した VM や技能育成
プログラムを導入することにした。インド工場では現在、VM と技能育成のための設
備が設置されてある技能道場というトレーニングセンターを運営している。GPC で開
発した技能育成ツールを使うことでトレーナー1 人が 20 人を同時にトレーニングさせ
ることができたという。  
インド工場では、いかに人を育てるかが成功のカギだと考えられてきた。そのため、
確実に人材を育成するために GPCで開発された人材開発のツールを導入したのである。
インド工場では生産能力を増強するために、多くの新しい技能員を雇い入れたため、
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その技能育成に苦労してきた。人材開発ツールを導入したことで技能育成の速度が向
上したのである。このような人材育成の努力は実を結んでおり、品質が向上した。工
程内品質の場合約 10 倍向上したという。  
もう一つの効果としては、生産現場におけるコミュニケーションがよくなったこと
を挙げることができる。インド工場は、生産が開始されてしばらくは、現場のチーム
リーダー、グループリーダーも生産に関する経験が不足している場合があった。生産
現場に関する経験と知識が不足しているため、チームメンバーとのコミュニケーショ
ンや協力がうまく行われないことがあった。そこで、グループリーダー、チームリー
ダー、チームメンバー全員に同じツールで教育を受けさせることにした。このように
同じツールで教育を受けたことにより現場での技能に関する会話がスムーズになり、
技能を通じたコミュニケーションができるようになった。現場リーダーがコミュニケ
ーションを通じて現場を理解し、把握したことも工程内品質を上げた一つの要因だっ
たといえる。  
トヨタのアジア部門技能コンクールでは、インドはタイに続いて 2 位にランクして
いる。また、グローバル技能コンクールで金メダルを取ったメンバーも輩出されてい
る。タイは工場の歴史も長く、地域 GPC も設置されている。短い歴史にも関わらずイ
ンドが宣戦できているのは、人材育成で努力してきたためだといえるだろう。  
インド工場は GPC の人材育成の仕組みがはじめて適用された例であるため、インド
工場の技能育成トレーナーは日本の GPC で訓練を受け認定された。しかし、タイの工
場にアジア地域を統括する地域 GPC が設置されてからは、タイの GPC でトレーナー
の訓練・認定を実施しているという。インド工場に人材開発ツールを導入しその支援
をする過程で、ツールに関して不明な点や不都合な点があったものは、フィードバッ
クされてツールの改良に活用された。  
また、GPC は技能育成だけではなく、量産車試作でも力を入れている。トヨタはイ
ンド市場を狙うために、エティオスというインド市場専用車種を開発した。このモデ
ルは日本では発売されないし、生産もされない。そのため、マザー工場でこれを試験
量産するのではなく、日本の GPC の試作施設を利用して量産準備をしたのである。  
このように、GPC で開発された人材育成ツールはインド工場で適用され、海外での
人材育成に活用されている。そして、実際にそのようなツールを利用してトレーナー
はより多くの技能員を育成することができる。また、今までトレーナーによって異な
る可能性があった教育内容も標準化されたのである。  
 
6．1．3．海外工場のマザー工場化 
 本節ではトヨタ自動車における海外生産拠点からの知識移転を 2 つの事例を通じて
説明する。まずは、現地専用モデル開発による知識の創造とその移転についてみる。
トヨタは新興国市場を狙うために IMVというプロジェクトを通じて現地専用車種を開
第 6章 グローバル知識ネットワークの機能と構造 
165 
  
発した。その開発はタイとインドネシアを中心に行われた。そして現地専用車種を別
の海外工場で生産する際には、タイとインドネシアが限定的ではあるが、マザー工場
機能を果たすことになる。またそれだけではなく、海外工場がマザー工場になる例も
現れた。別の海外工場を立ち上げからサポートするようになったのである。これらは
時期的にグローバル生産期に行われた変化である。  
 
6．1．3．1．海外工場の限定的なマザー工場機能 
 海外子会社はローカル環境に適応するために新しい知識を生み出す。生み出された
知識は本社に吸収されるだけではなく、別の海外子会社にも波及する。本節では、ト
ヨタ自動車が海外現地市場に合わせて現地専用車種を開発した事例を挙げて海外生産
拠点から生まれた知識が別の海外拠点に移転される現象を説明する。現地専用車種は
本国では生産されないため、それを生産するための知識のかなりの部分が海外生産拠
点で創造される。また現地専用車種を生産する別の海外工場にもその知識が移転され
るのである。  
 トヨタは 2002 年から IMV(Innovative International Multipurpose Vehicle)というプロジ
ェクトを立ち上げる。このプロジェクトはプラットフォームを共通化したピックアッ
プトラックを 3 車種、ミニバン、そして SUV の 5 車種を開発することをその目的とし
た。これらの車両は新興国市場で販売することを目的にした。また部品に関しても現
地調達率 100%を狙った。図 6.3 は IMV プロジェクトで生まれた 5 つの車種の中のピッ
クアップトラック 1 種とミニバンの写真である。左のものの車名はハイラックス VIGO、
右のものはイノーバである。  
 
IMV プロジェクトの特徴的なところは、開発・生産・調達において、トヨタ本社か
らの応援はあるものの主にタイの拠点で実施されたという点である。本国で発売しな
い最初から現地化したモデルとして企画が進められたのである。製品開発を現地化し
た最大の理由は、タイの自動車産業の状況が輸出拠点として条件が整ったからである。
タイから自動車を輸出できるような制度や産業条件などが整った。トヨタはタイを新
興国向けの拠点として活用する戦略を立てたのである。  
図 6．3．トヨタ自動車の IMV 
   
出所：トヨタ自動車ホームページ 
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 IMV プロジェクトで開発された車は当初タイ、インドネシア、南アフリカ、アルゼ
ンチンの 4 か国に生産拠点を置く体制にする計画だった。タイでは 2004 年 4 年 8 月に
生産を開始し、その後 2004 年 9 月にはインドネシアで、2005 年にはアルゼンチンと南
アフリカでその後生産拠点は徐々に広がり、11 の国と地域で生産されている。また生
産された車は 80 か国以上に輸出されている(川邉,2011)。図 6.4 は IMV シリーズの販売
数の推移を表したものである。これを見ると持続的にその販売量が伸びていることが
分かる。  
42
 
バンコク郊外には 2003 年 10 月にテクニカルセンターが設置された。このセンター
は 27 億バーツ(約 73 億円)を投資して設立され、2004 年後半から稼働を始めている。
2008年には日本人が 63人、タイ人エンジニアが 468人になった (椙山,2009; 川邉,2011)。 
IMV プロジェクトで開発された車に関してタイトヨタはマザー工場の機能を果たし
ている(川邉,2011)。IMV は日本で生産・販売されない。そのため、IMV の生産に関す
る知識を有するのは、それが開発されたタイトヨタしかいないのである。そのため、
IMV を生産する海外工場に対しては、タイトヨタから支援を行うことになる。IMV プ
ロジェクトは同じプラットフォームを共有する 5 つの車種を開発したといったが、タ
イは、IMV の最大の生産拠点であり、ピックアップトラックと SUV のマザー工場であ
る。インドネシアはタイに次ぐ IMV の拠点であり、ミニバンのマザー工場である(清水
2010)。 
しかしタイとインドネシアが IMV 生産のマザー工場とはいっても、今まで本研究で
議論してきたようなマザー工場とはその性格が異なっている。本国のマザー工場は、
工場を建てる際の支援から始まり、その後も持続的な支援を行う。この支援の中には、
                                                   
42
 http://www.toyota.co.jp/jpn/investors/library/annual/pdf/2012/p16_20.pdf  
図 6．4．IMV シリーズの販売台数推移 
 
単位：万台 
出所：トヨタ自動車アニュアルレポート 2012 を参考に筆者作成 
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モデル切り替え時の支援も含まれている。タイやインドネシアの場合は、 IMV の生産
に限られた支援を行う。工場生産全般のマネジメントに影響を与えるマザー工場の役
割を全部果たしているとはいえない。  
 
 図 6.5 は現地専用モデルマザー工場を表したのである。その知識移転を分析すると以
下のようになる。  
 
 ・メンバー：現地専用モデルを生産する工場に人が移動する。  
 ・スキル：現地専用モデルを生産する工場の人にスキルが再現される。  
 ・ツール：現地専用モデルを生産する工場に設備が移動する。  
 ・タスク：現地専用モデルを生産する工場に作業標準が移動する。  
 ・レイアウト：現地専用モデルを生産する工場にレイアウトが再現される。  
 
現地専用モデルの生産に関する知識は本国で生まれない。それは海外生産拠点が現
地の環境と相互作用しながら生まれてくる知識である。そしてそのモデルを別の海外
工場で生産するためには、現地専用モデルを開発し生産した拠点からの知識移転を受
ける必要がある。しかしこの知識移転は車種の限られた範囲でしか行われない。特定
の車種だけに限られた知識移転だと評価することができる。  
 
6．1．3．2．海外工場のマザー工場化 
 5 章でマザー工場制を説明しながら、マザー工場制では基本的に本国の工場がマザー
になり、海外工場を支援していると説明した。また前節では、現地専用車種の開発に
より、本国に知識が存在しない部分に関しては、海外工場が限定的なマザー工場機能
を担当する事例も確認した。しかし最近は海外工場も能力を高めて自らほかの海外工
場のマザーになるという現象が現れた。表 6.1 はトヨタ自動車の海外マザー工場とそれ
から支援を受けている海外工場を表したものである 43。 
 
                                                   
43括弧内は同じ国の別工場を指す。カナダの場合第 1 工場と第 2 工場を、タイの場合には別地
域にある工場を指している。  
 
図 6．5．現地専用モデルマザー工場 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
 
海外現地専用モデ
ルマザー工場
海外現地専用モデ
ル生産工場メンバー、スキル
ツール、タスク、
レイアウト
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表 6．1．トヨタの海外マザー工場  
海外マザー工場  米インディアナ 米ケンタッキー カナダ(1) タイ(サムロン) 
支援される工場  米テキサス 米ミシシッピ カナダ(2) タイ(バンポー) 
    メキシコ     
トヨタ自動車ホームページを参考に作成  
 
 このようにグローバル生産期に入ってからは海外工場がマザー工場になり、ほかの
海外工場を支援する例が増えている。これらの工場が生産を開始したのを年度別にみ
てみよう。アメリカのインディアナ工場は 1998 年に生産を開始し、その支援を受ける
テキサス工場は 2006 年から生産を開始した。ケンタッキー工場は 1988 年に生産を開
始し、その支援を受けるミシシッピ工場は 2011 年に、メキシコ工場は 2004 年にそれ
ぞれ生産を開始した。カナダ工場の第 1 工場は 1988 年に、その支援を受ける第 2 工場
は 2008 年に生産を開始した。最後にタイのサムロン工場は 1964 年に、バンポー工場
は 2007 年に生産を開始した。このようにマザー工場になった海外工場は設立されてあ
る程度の期間を経てから別の海外工場のマザー機能を果たしたことが分かる。これは
海外工場が立ち上がってからマザーになるためにある程度の時間をかけて能力を蓄積
する必要だったためだと考えられる。  
 トヨタ自動車はメキシコ新工場やテキサス新工場の立ち上げを日本にマザー工場を
置かない北米自立化モデルとして位置づけ、前者はケンタッキー工場が、後者はイン
ディアナ工場がそれぞれ親工場となり現地で支援することで順調な立ち上がりを実現
した44。海外工場マザー工場となり、別の海外工場の立ち上げにどう関わっているかを
見るために、メキシコ工場を立ち上げる際に、米ケンタッキー工場がマザー工場にな
った事例を見ることにする。この事例はトヨタグループの内で海外工場がマザー工場
になり、他工場の支援を行った初めての事例であり(Higashi,2013)、この事例を通じて
海外マザー工場を説明することができると考えられる。ここでは事例を説明するため
に、マザー工場であるケンタッキー工場の概要を説明してからメキシコ工場とその立
ち上げ及び支援について説明する。  
 トヨタ自動車ケンタッキー工場(TMMK;Toyota Motor Manufacturing Kentucky)は 1986
年に TMM(Toyota Motor Manufacturing)として設立された。工場が完成されて生産が開
始されたのは 1988 年である。ケンタッキー工場は、自動車の生産とは無縁な地域に作
られたグリーン・フィールド工場である。そうした立地を選択したのは、アメリカの
労使慣行に染まっていない従業員を対象にトヨタ生産システムを導入する目的があっ
たからである(板垣 2003)。ケンタッキー工場のマザー工場は堤工場であった。堤工場
が立ち上げとその後の工場運営の支援を担当したのである。堤工場がマザー工場にな
                                                   
44
 トヨタ自動車アニュアルレポート 2007 pp31 
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ったのは、ケンタッキー工場が生産する車種が当時堤工場で生産していたカムリだっ
たからである。ケンタッキー工場では現在カムリ、カムリハイブリッド、アバロン、
ベンザという車種を生産しており、2011 年の生産実績は 31 万 5000 台であった。  
 トヨタのメキシコ工場(TMMBC；Toyota Motor Manufacturing de Baja California)はメ
キシコのバハ・カリフォルニア州ティファナ市近郊に建設された。2002 年から建設さ
れた工場は 2004 年 9 月に生産を開始した。最初に生産をしたのは、NUMMI で生産さ
れていたタコマというピックアップトラックのデッキだった。同年の 12 月にはタコマ
の車両生産も始めた。メキシコ工場は、販売が好調だったタコマを生産していた
NUMMI の供給能力を補完する役割を果たした。その後、2010 年に NUMMI の合弁事
業を解消すると、タコマは TMMBC とテキサス工場の第 2 工場の生産となった45。メキ
シコ工場の年間生産能力は完成車 3 万台、ピックアップデッキが 18 万台だったが、そ
の後完成車の生産台を 5 万台まで拡大した。  
 Higashi(2013)は、メキシコ工場のマザー工場がケンタッキーではあるが、その立ち
上げと支援には、日本の工場そして NUMMI も関わっていると指摘する。メキシコ工
場は、工場の全般的マネジメントに関しては、ケンタッキー工場の支援を受けた。し
かしタコマという生産車種の部品変更やモデル変更などがある場合は、この変更に対
応するために NUMMI の支援を受けた。また技能員の育成のためには日本から人が派
遣されたという。  
 しかしメキシコ工場にはケンタッキー工場や NUMMI の生産システムが完全に移転
された訳ではない。なぜならメキシコ工場の規模が両工場より小さかったためである。
そのため、メキシコ工場の置かれた環境に合った工場を建てる必要があったのである。
工場内の物流には人手によるものを多くし資本投資を抑えた。また生産車種のバリエ
ーションが少ないため生産レイアウトはかなりシンプルになっている。  
 メキシコ工場の技能員育成のために日本から人が派遣されたといったが、このよう
な派遣はその後なくなる。2006 年にケンタッキー工場には、地域 GPC である NAPSC 
(North American Production Support Center)が設置される。それからは NAPSC から人を
派遣し技能員育成を行うようになった。  
 海外工場のマザー工場化はグローバル生産期に起きたトヨタの海外生産の急増に対
する対応の延長線上で解釈する必要がある。メキシコ工場のマザー工場が日本工場で
はなく、ケンタッキー工場になったのは、日本から海外への人の派遣を減らすことを
目的にしている。地域 GPC の働きからもそのような流れを確認することができる。地
域 GPC である NAPSC が設立されてからメキシコ工場の技能員育成に日本から人を派
遣する必要がなくなったのである。  
 海外マザー工場の事例を知識移転のフレームワークで分析したのがと図 6.6 である。 
                                                   
45
http://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_global_corporation
/chapter4/section5/item2_c.html 
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 海外マザー工場は、本国マザー工場同様に海外新工場の立ち上げとその後の工場運
営を支援する。それに合わせて地域 GPC は技能員の人材育成を担当しマザー工場を支
援する。  
 海外マザー工場からの知識移転を整理すると以下のようになる。  
 
 ・メンバー：海外マザー工場から海外新工場に人が移動する。  
 ・スキル：海外マザー工場のスキルが海外新工場の人に再現される。  
 ・ツール：海外マザー工場から海外新工場に設備が移動する。  
 ・タスク：海外マザー工場から海外新工場にマニュアルが移動する。  
 ・レイアウト：海外マザー工場のレイアウトが海外新工場に再現される。  
 ・組織：海外マザー工場の組織構造・組織文化が海外新工場に再現される。  
 
 しかし気を付けなければいけないのは、生産設備やレイアウトに関してはかなりの
修正が行われたということである。これは、海外新工場のメキシコ側の環境要因、市
場要因を考慮してのことである。  
 地域 GPC からの知識移転を整理すると以下のようになる。  
 
 ・メンバー：地域 GPC から海外新工場にトレーナーが移動する。  
 ・スキル：トレーナーのスキルが海外新工場の人に再現される。  
 ・ツール：基本技能を教えるためのツールが地域 GPC から海外新工場に移動する。 
 ・タスク：基本技能のマニュアルが地域 GPC から海外新工場に移動する。  
 
 メキシコ工場と NAPSC の関係は 6 章でみた地域 GPC と海外工場の関係の実例であ
るといえる。地域 GPC が工場技能員の育成という面で海外工場を支援している。だが
図 6．6．海外マザー工場  
 
※矢印は知識の流れを意味する 
 
海外マザー
工場
海外
新工場
地域GPC
メンバー、スキル
ツール、タスク
メンバー、スキル
ツール、タスク、
レイアウト、組織
第 6章 グローバル知識ネットワークの機能と構造 
171 
  
この場合は本国のマザー工場と協調しているのではなく、海外マザー工場との協調で
あることが特記すべき点である。  
 
6．1．4．調整型分権ネットワーク 
 トヨタのグローバル知識ネットワークにおける生産調査室と GPC の役割について説
明した。ここでは、4 章で説明した本国工場の関係、5 章で説明した本国マザー工場と
海外工場、そして 6 章で説明した生産調査室と GPC のグローバル機能を合わせてグロ
ーバル知識ネットワークを説明する。まずはトヨタのマザー工場期におけるグローバ
ル知識ネットワークを表したのが図 6.7 である。 
 
 マザー工場期において海外工場に知識を移転している主体は 2 つである。マザー工
場は海外工場にメンバー、ツール、レイアウト、タスク、スキル、組織という知識を
移転することによって、海外工場を立ち上げ、その後も持続的に支援する。人、生産
設備、作業標準を送り、同一なレイアウトを適用させ、技能を教え、同一の組織構造・
文化をつくる。生産調査室は生産調査室のメンバーを送り、TPS という組織文化を普
及させる。海外工場を支援する同時にマザー工場は毎日の改善を通じて新しい生産知
識を創出する。この知識は工場同士で直接的に交流されたり、生産調査室を通じて移
転されたりする。この知識ネットワークの中心は本国のマザー工場である。マザー工
場は独自に知識を創出しそれを海外に移転する。生産調査室からも海外工場に知識を
図 6．7．トヨタ自動車のグローバル知識ネットワーク：マザー工場期  
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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移転しているが、それはマザー工場のサポートの側面が大きい。それぞれのマザー工
場は独自の知識を創造し、マザー工場間の知識差が発生することもあるが、それは直
接交流または生産調査室によって調整される。マザー工場期における知識の創造と移
転の主体は本国のマザー工場であり、知識ネットワークでも中心になっている。次は
グローバル生産期のグローバル知識ネットワークの図である。  
 
グローバル生産期において海外工場に知識移転を行う主体は 3 つになった。マザー
工場はマザー工場期と同じく海外工場に知識移転を行っている。一つ留意しなければ
ならないのは、地域統括会社も一つの海外工場としてマザー工場から支援を受けてい
ることである。生産調査室と GPC は地域統括会社の拠点を通じて知識移転を行ってい
る。また国内の知識ネットワークには GPC が加わっている。さらに海外工場から別の
海外工場への知識移転もある46。 
図 6.8 をみると、トヨタ自動車のグローバル知識ネットワークの中心となっているの
                                                   
46
 海外工場のマザー工場化以外にもトヨタ自動車の海外工場同士が直接知識移転を行ったと
いうケースがない訳ではない。しかしそれは公式的なものではなく、過去自分がほかの海外拠
点で経験したものを生かす形が多い。海外工場同士が知識交流を行う事例の研究は少ない。  
図 6．8．トヨタ自動車のグローバル知識ネットワーク：グローバル生産期 
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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はマザー工場であることが分かる。マザー工場は海外工場の立ち上げとその後の持続
的なサポートというグローバル知識ネットワークの中でも最も大きな役割を担当して
いる。生産調査室と GPC は国内においては各工場で生まれた知識を吸収、統合しトヨ
タ生産システムを一つの統一した体系としてまとめる役割を担ってきた。またグロー
バルには生産調査室は TPS トレーナーを海外に派遣させることやマザー工場の海外業
務を支援するなどマザー工場と相互補完的に海外工場のサポートしている。GPC は人
材育成のツールを提供する、パイロットラインを提供するなどのことによってマザー
工場をサポートしている。つまり生産調査室と GPC はマザー工場をサポートしている
と評価することができる。最後に一部の海外工場がマザー工場の役割を担うことによ
って、本国のマザー工場の負担が軽減されることにもなっている。  
 ここまでは、知識ネットワークのなかで知識がどう流れているのかを詳細に検討し
た。しかしそれだけではネットワークの全体像を把握することは難しい。ネットワー
クの全体像を俯瞰するとどうなるのだろうか。図 6.9 はマザー工場期でのトヨタの知識
ネットワークの全体像を表したのである。  
 
知識ネットワークの全体像を表すために、ここではどの知識を移転しているのかは
表示しなかった。その代りに多くの知識が移転されるほど線を太くして全体的な様子
が分かるようにした。続けて、グローバル生産期におけるトヨタのグローバル知識ネ
ットワークの全体像を示す。  
図 6．9．トヨタ自動車のグローバル知識ネットワークの全体像：マザー工場期  
 
 
※矢印は知識の流れを意味する。また一つの知識が移転されると 0.5 ポイントの線にし、
6 つの知識が移転されると 3 ポイントの線にした。移転される知識が一つ増えるたびに
0.5 ポイント線を太くした。  
 
 
生調
海外
工場
海外
工場
海外
工場
海外
工場
海外
工場
海外
工場
マザー
工場
マザー
工場
マザー
工場
  174  
 
 
図 6.9 と図 6.10 を比較することでトヨタのグローバル知識ネットワークに起きた変
化を見ることができる。なぜマザー工場はこのようなサポートを受けることになった
のか。それはグローバル生産量の急激な増加があったからである。人を送り、人を受
け入れることがトヨタの知識移転を行うために必要不可欠な要素だった。しかし、海
外生産が急増すると、それだけ人材に対するニーズも増える。また、海外から受け入
れる人が多くなるほど、マザー工場のマネジメントは難しくなる。つまり、海外生産
の増加と伴って人材不足の状況が生じてしまうのである。  
 GPC はこのような人材不足を解決するために設置された部署である。GPC ではマス
タートレーナーという人を育成している。このマスタートレーナーはトレーナーを育
成する役割を担っている。このように育成されたトレーナーは世界各地の工場で車づ
くりの技能を労働者に教えることができる。これでマザー工場に課せられた技能育成
の機能は軽減されることになる。また、量産立ち上げの準備を GPC で行うことによっ
て、従来のようにマザー工場からモデル変更時に大量の支援が必要ではなくなった。
マザー工場は GPCの設置により海外工場支援に対する負担がかなり軽減されたといえ
る。 
 図を比べてみるとまずわかるのは、グローバル生産期では複数のマザー工場から支
図 6．10．トヨタ自動車のグローバル知識ネットワークの全体像：グローバ
ル生産期 
 
 
※矢印は知識の流れを意味する。また一つの知識が移転されると 0.5 ポイントの線に
し、6 つの知識が移転されると 3 ポイントの線にした。移転される知識が一つ増える
たびに 0.5 ポイント線を太くした。  
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援を受ける海外工場がなくなったことが分かる。これは 5 章で確認した通りである。
またグローバル生産期では地域統括会社がかなり大きな役割を果たしているのが分か
る。知識移転の役割をかなり任されていると評価することができる。マザー工場期と
グローバル生産期に比べてマザー工場の役割の本質は変わっていないが、実際に派遣
する人員はかなり減った。移転する知識の種類は変わっていないが、それを移転する
ために要する人員が減ったのである。言い換えると図 6.9 と図 6.10 においてマザー工
場から海外工場へいく線の太さは変わっていないが、実際に移動している人の数は減
ったといえる。  
 このようにサポートされたマザー工場は本国で発展させた独自の多様性を海外に展
開していくのである。本国で分権的になっていた構造がそのままグローバル体制にも
表れているのである。本国における生産拠点の多様性が海外に移転されているのであ
る。 
 さらに一部の海外工場が地域統括会社に位置している地域 GPCと連携しマザー工場
の機能を果たすようになってから本国マザー工場の負担はますます減っている。しか
しこれは海外工場の完全な自立化を意味しているものとは言い難い。マザー工場機能
を果たしている海外工場であっても持続的に本国マザー工場に支援されているからで
ある。このようにトヨタの分権ネットワークはマザー工場を中心に発展してきたとい
える。  
 しかしトヨタ自動車のグローバル知識ネットワークを単純に分権的だと述べること
はできない。トヨタ自動車は複数のマザー工場が知識移転ネットワークで主導的な役
割を果たしているという点で分権的だといえる。だが、トヨタがマザー工場期からグ
ローバル生産期に移行した時に GPC という組織を設立したのは、知識ネットワークの
分権的特性を緩和し、トヨタ生産システムという知識体系に一定の統一性を与えるた
めだった。トヨタ自動車のマザー工場期のグローバル知識ネットワークは分権ネット
ワークといってもよいものだが、グローバル生産期に起きた変化を考慮すると現在の
姿をそのまま分権ネットワークと分析するのは正しくないと考えられる。よって、本
研究ではトヨタのグローバル生産期におけるグローバル知識ネットワークを調整型分
権ネットワークだと命名する。この用語は、複数のマザー工場制が知識移転の主導権
を持っているという点には変わりないが、マザー工場制の変化・GPC の設立などによ
ってマザー工場制の間で一定の調整が行われたことを意味している。  
 
6．2．現代自動車グローバル知識ネットワーク  
 ここでは現代自動車のグローバル知識ネットワークをみるために、3 つの組織単位を
みることにする。それぞれ生産技術研究所、グローバル総合状況センター、南陽研究
所のパイロットセンターである。生産技術研究所がグローバル知識ネットワークでど
のような役割を持っているのかをみるためには、そこで作られるグローバル工場標準
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を見る必要がある。現代自動車は海外工場を建てる際にグローバル工場標準というの
を決め、それを用いて海外工場を建設している。グローバル総合状況センターという
のは、海外工場をモニタリングし、コントロールする組織である。また現代自動車の
南陽研究所は現代自動車の R&D を担当している組織であるが、ここでは全体的な開発
機能ではなく、新車種を生産する際に車両施策を行うパイロットライン機能だけを扱
う。これらの組織単位と 4 章で議論した本国知識ネットワーク、5 章で議論したモデル
工場制、そして海外工場で起きた新しい知識の発生と移転の事例を合わせて議論する。 
 
6．2．1．生産技術研究所とグローバル工場標準  
生産技術研究所は海外工場支援の機能を持っている。生産技術研究所の中には海外技術
室という部署がある。この部署では海外技術分野に関する業務を行っている。海外工場に
関する新規プロジェクトの基本計画を立て、すでに推進中のプロジェクトに関しては日程
及び予算管理業務を担当する。海外現地人に対する教育訓練業務と技術者の現地派遣業務
も担当している。さらに海外プロジェクト業務の標準化、電算化を進めており、海外工場
の生産技術マニュアルを制定するのも海外技術室の業務である。実際に海外工場に派遣さ
れることもある。海外工場を建設し、生産設備を設置・試運転を行うことに人を派遣して
いる。現地人相手の教育の教官にもなっている(現代自動車 1997)。  
グローバル工場標準とは現代自動車がアメリカのアラバマ工場を建ててから進めた戦
略である。工場標準は、アメリカのアラバマ工場を基に作られたが、アメリカ工場はその
コンセプトの多くを牙山工場から持ってきているため、牙山工場と同じところが多く発見
される。工場標準は 5、10 万、15 万、20 万、30 万のように、生産規模によって分類され
た標準を生産技術研究所が作成している。逆にこれらの規模でしか標準が決まっていない
ため、それ以上の規模で工場を建てるためには、これらの標準を合わせる必要がある。2010
年着工された中国第 3 工場は 40 万台の生産能力で建てられたが、これは 10 万台の工場の
標準と 30 万代の工場の標準を合わせたものである。  
グローバル工場標準は、たとえば、工場は F 字レイアウトにして、車にモジュール部品
を何%に入れるのか、自動化率は何%にするのか、ロボットの台数を案台にするのか、生
産設備には何を入れるのか、休憩室・トイレの位置、その他付帯施設の位置まですべての
事項を標準化している。このグローバル工場標準は生産技術研究所が作成し、それを持っ
て地域的な修正を行いながら新工場を建設する。 
生産技術と生産設備に関する項目がグローバル工場標準になっているため、生産設備を
入れる前に、故障の検証と試運転も徹底的にして、予想される設備の故障を防ぐことがで
きる。その問題解決作業は、現代内部で行われている。実際に工場で使用される環境と似
たような環境にして試運転が行われる。 設備の多く(シャシー組立のロボット、金型など)
は現代自動車内部、または系列社で作られる。 
グローバル工場標準は牙山工場そしてアラバマ工場をもとに作られたが、そのまま固定
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されているわけではない。新しい海外工場の経験を取り入れて更新していくのである。北
京第 2 工場は標準化された工場の形式に、北京現代第 1 工場、アラバマ工場の経験を生か
して作られている。また、着工に入った北京第 3 工場は、工場標準に北京第 2 工場とチェ
コ工場、ロシア工場の経験を交えて建設される予定だ。 
生産技術研究所の役割を図 6.11 で表しそれらを整理する。 
 
・メンバー：海外工場に人を移動させ、設備の設置・試運転を助ける。  
 ・タスク： 作業標準を作成し、海外工場に移動させる。  
 ・ツール：グローバル工場標準で生産設備の標準を決め、つくられた設備を移動さ
せる。  
 ・レイアウト：グローバル工場標準で決めた工場・ラインのレイアウトを海外工場
で再現させる。  
 ・スキル：海外現地人に技能を再現させる。 
 
このように生産技術研究所は海外工場への知識移転の多くの部分を担当し、現代自
動車のグローバル知識ネットワークの中で中核的な役割を果たしている。グローバル
工場標準を制定するだけではなく、直接人を海外に派遣することもある。  
 
6．2．2．南陽研究所パイロットセンター 
 現代自動車は韓国内に南陽研究所という自動車技術を総括して開発する研究所を持って
いる。その南陽研究所には開発を完了した車両を実際に工場で生産する前に、工場と同じ
工程で生産し量産開発を行うことのできるパイロットセンターがある。量産過程を再現す
ることで生産過程での問題が発生しないか事前に検証するのである。パイロットセンター
は 2003 年に南陽研究所に設置された。2003 年に第 1 ラインが設置されて、2005 年に
は第 2 ラインが設置された。第 2 ラインは第 1 ラインよりもその規模がかなり大きく、
生産ラインをそのまま再現することを狙った 47。 
 パイロットセンターでは大きく 2 つの機能を持っている。まずは試作車の制作であ
る。試作車を制作するための試作金型・試作部品開発、デジタル図面検証活動などを
行い、試作車を制作し各試験チームに引き渡す。もう一つは量産開発である。新車種
                                                   
47
http://www.hankyung.com/news/app/newsview.php?type=2&aid=2005091491611&nid=910&sid=01
04 
図 6．11．生産技術研究所と海外工場 
 
※矢印は知識の流れを意味する。 
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の開発段階で品質改善活動を行い、 6M(Man, Machine, Material, Method, Morale, 
Measurements)の検証活動を実施する。また国内外生産工場の作業者に組立教育を実施
する48。  
 塩地(2012)は現代自動車が南陽研究所内に設置しているパイロットラインが、現代自
動車が製品・品質戦略上において重要な役割を果たしていると指摘している。試験・
評価や品質確認試作、量産試作が全て可能になるパイロットラインを設置した。これ
は現代自動車のグローバル競争力を高めるための方策の中の一つだった。  
 南陽研究所にはパイロットラインが 3 本あり、同時に 3 つのモデルの試作が可能で
ある。あるいは 3 つの工場のための試作が同時に可能となると言い換えても良い。能
力的には、開発車 1 モデルを 3 か月で 50 台程度試作できるという。 
 パイロットラインの任務の一つは、開発中の車をパイロットラインで試作すること
であり、品質確認試作や量産試作を行うことであった。既存工場で試作を行うとその
生産ラインを止めることになる。そもそも試作のために既存生産ラインを自由に使う
こともままならなかった。パイロットラインはこの点で自由に活用できるので、開発
車試作プロセスを効率化することを通じて開発期間を短縮することが可能である。ま
た海外工場における新モデル立ち上げの時間を短縮するために、品質問題や組み付け
作業性を確認することもできる。  
 品質確認試作や量産試作に際しては、国内の製造、生産管理、生産技術、品質、購
買などの部門だけではなく、海外工場で働く班長や組長クラスも連れてきて、組付作
業の確認をし、あらゆる面からの問題点の検討を行う。塩地はこのようにパイロット
ラインが設置されたのは、既存工場を使わなくても済むという利点と共に、韓国内の
既存工場がマザー工場としてお手本になりにくかった面もあると評価するといってい
る。この評価は本研究が 4 章、5 章でみてきた分析結果と一致するものである。  
 パイロットセンターの知識ネットワークにおける役割を図 6.12 で表すと次のように
なる。  
 
 ・タスク：量産試作の段階で作業標準を検討し海外工場に移動させる。 
 ・ツール：量産試作の段階で生産設備を検討し海外工場に移動させる。 
 ・レイアウト：量産試作の段階でレイアウトを検討し海外工場に再現させる。 
                                                   
48
 http://recruit.hyundai.com/hfront/Contents.do?cmd=contents&next=jobDetail&p_part=pilot 
図 6．12．パイロットセンターと海外工場 
 
※矢印は知識の流れを意味する。 
 
南陽研究所
パイロットセンター
海外工場
タスク、ツール、レイアウト
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 パイロットセンターは新車種開発後に量産試作を行うことで、自動車の生産に関する知
識を創出し、また検討を行う。そしてその知識は海外工場に移転される。 
 
6．2．3．グローバル総合状況室 
グローバル総合状況室は、外国工場の生産における問題点をリアルタイムで把握、報告
する組織である。英語名は Global command and control center である。このシステムは、リ
アルタイムで工場の状況を把握し、問題を発見し、本社からそれを支援することを目的し
ている。この部署は現代自動車の本社ビル 2 階に位置し、500 坪規模である49。この部
署は現代自動車のなかで非常に重要な位置を占めている。企業のトップである会長が
ここによく訪れるという。グローバル総合状況室は 1999 年設立された海外品質状況室
を拡大改編したものである。海外品質状況室では品質関連問題を解決する役割を担っ
ていた。基本的には海外で現地の整備士が解決することができない緊急な技術的問題
を解決することと海外との時差のため韓国の支援部署が対応できなかった海外情報の
問題情報を収集し翌日の朝担当部署に伝達することを目的としていた。技術的問題解
決はテクニカルホットラインと呼ばれ、昼間だけに運営され、夜間には 2 名だけが勤
務し問題発生の情報を収集していた 50。 
グローバル総合状況センターは 2008 年設立されて、初期には海外輸出車両の品質問
題に対処するくらいだったが、最近は国内外の生産法人・販売法人。研究所・テスト
走行路までモニタリングするようになっている。品質・生産・研究所など各部門の専
門家が 365 日、24 時間 3 交代で勤務している51。この部署の重要性を端的に表すのが、
この部署のトップを現代自動車の副会長が担当しているということである。もともと
グローバル総合状況室は社長担当になっていたが、2010 年から副会長である CIO(最高
情報管理責任者)が担当するようになった52。 
現代自動車の海外工場では、リモート・コントロール・システムが設置されている。こ
れは、ビデオカメラをラインに設置し、ラインの状況を世界どこでも見られるシステムで
ある。各ジョブ・ショップ別にラインの状況がよく観察できるところに設置されている。
本社のグローバル総合状況室という部署がこのシステムを管理する。リモート・コントロ
ール・システムは海外工場だけに設置されていて、国内には導入されていない。また、カ
メラなどツールの維持補修は、現地法人が行うが、運営は本社でやっている。 
 リモート・コントロール・システムで、ラインの労働者の状況を本社でいつでもみ
ることができるから、本社は、いつでも海外の現場の労働者をみながら、ラインの問
                                                   
49
 http://m.chosun.com/article.html?contid=2007081200496 
50
http://news.hankooki.com/ArticleView/ArticleView.php?url=economy/200606/h20060608142015215
40.htm&ver=v002 
51
 http://autom.mt.co.kr/news/news_article.php?no=2013010411005828627 
52
 http://www.m-i.kr/news/quickViewArticleView.html?idxno=30887 
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題を把握し、それを修正することができるのである。海外工場で故障や不具合が起き
ると、グローバル総合状況室から海外工場の方に連絡が入る。そのため、海外工場で
は問題が発生するとすぐ処理しなければならないのである。いいかえると、現代の海
外生産拠点で問題が発生した時、それを把握し、解決する役割をある程度、本社が担
っていると考えられる。  
 キム(2007)では、現代自動車53の情報システムについて説明した。現代自動車の GMES
というシステムでは海外自動車工場の生産、車体、物流、品質を計画・管理すること
ができ、実際に現場におけるライン稼働現況、設備稼働現況、工場物流現況、品質現
況、設備異常情報、部品投入現況などの情報を管理することができる。このシステム
で全社が統一されており本社から海外工場をモニタリングすることができるのである。 
このシステムはリモート・コントロール・システムとつながっている。リモート・
コントロール・システムは段階を経て発展した。第 1 段階では、リモーティング関連
ツールを現場に設置して常時起動させてモニタリングしたい対象の装備の IP に接続し
なければならなかった。またデータを取るためには直接現地のデータベースに接続す
る必要があった。それが第 2 段階ではウェブサービスを通じてシステム状態をモニタ
リングするようになった。つまり各装備に IP を用いて接続する必要がなくなり、常に
データが収集され送られてくる状態になったのである。現場の各装備には AGENT プ
ログラムを設置し、データを収集する方式になり直接接続する必要がなくなった。  
現代自動車のグローバル総合状況室は海外品質状況室から拡大された組織部署であ
る。海外品質状況室は海外工場の技術的な問題を解決し、また海外工場の問題情報を
担当部署に伝達することを担当していた。グローバル総合状況室になってからもその
役割の本質は変わっていない。情報システムの統合によりリアルタイムで海外工場の
情報をモニタリングすることができるようになったが、海外で起きた問題を解決する
役割という本質の面では変わっていない。  
グローバル総合状況センターはかなり独特な存在である。生産・販売・研究など各
分野の専門家が集まっているという意味でグローバル総合状況室は知識が集中してい
る部署だといえる。しかしその知識は海外に移転されるわけではない。前身である海
外品質状況室から受け継がれている機能は海外工場で発生した問題を解決する機能で
ある。本社に知識を集中させ、問題を解決する能力が微弱な海外工場の問題を代わっ
て解決するのである。グローバル総合状況室になってから新たに追加された機能はモ
ニタリングと問題発見機能である。情報ネットワークを通じてリアルタイムで海外工
場の状況をモニタリングすることになった。またそのモニタリングを通じて海外工場
に発生した問題を発生する機能も持っている。要するにグローバル総合状況センター
は、現代自動車の知識を集約した部署であり海外工場の問題発見、解決、モニタリン
                                                   
51 キム(2007)では、現代と起亜自動車両方に共通するシステムの話をしている。  
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グの機能は持っているものの海外への知識移転は行わないのである。  
グローバル総合状況センターの存在は現代自動車の海外工場の能力構築と関係があ
る。生産現場における問題発見やその解決などは長い時間をかけて蓄積される能力で
ある。現代自動車は短期間で海外生産を増やす必要があり、海外工場でこのような能
力を育てる時間があまりなかった。5 章のモデル工場制の説明でも指摘したとおりに、
モデル工場制は知識移転を早く行うことには有利であるが、海外工場の能力成長の潜
在性は低かった。海外工場の能力構築がなかなか進まない分をグローバル総合状況室
という知識・能力を集中させた部署を活用することで補っているのである。このよう
な構図は知識移転が行われていないという点では知識ネットワークとは関係ないもの
に見えるかもしれない。しかし海外工場に知識を移転し能力を蓄積させるのか、それ
とも海外工場に知識を移転せずに本社に知識を集中させるのかという選択の問題に対
する企業の意思決定である。つまり広い意味での知識マネジメントであり、その意味
では知識ネットワークにおいて重要な役割を担当しているといえよう。 
 
6．2．4．現代自動車の海外生産拠点の知識 
 ここでは現代自動車とその海外生産拠点から起こる知識の創造・移転について説明
する。まずは北京現代汽車の工場で起きた生産システムの進化について述べる。北京
現代汽車において現代自動車生産システムは本国のそれを越えて進化したのである。
これは海外生産拠点で起きた新しい知識の創造だと評価できる。次に 2008 年からイン
ド工場で生産された海外生産車種をトルコ工場に生産移管した事例を挙げて海外拠点
同士の知識移転について説明する。  
 
6．2．4．1． 海外拠点における生産システムの進化  
 本節では現代自動車の海外生産拠点における生産システムの進化について説明する。
つまり海外子会社から新しい知識が生まれる可能性について検討しそれがどのように
起きたのかをみるのである。  
4 章でも説明したとおりに、中国の北京現代汽車の工場は韓国の牙山工場をモデルに
して建てられた。そこで現代自動車の牙山工場と北京工場の類似点と相違点を見ると、
牙山工場をモデル工場にしてつくられた北京現代の両工場は多くの点で牙山工場と類
似している姿を見せていながらも、牙山工場とは違う面も見せている。なぜこのよう
な相違点が発生するのだろうか。  
結論からいうと、現代自動車の本国工場と海外工場の差が発生する理由は、現代自
動車生産システムの理想と関係がある。現代自動車生産システムの理想と本国牙山工
場の生産システムの間には乖離が存在する。本国では環境制約があったため、生産シ
ステムの理想が実現されなかったのである。その理想を実現させたのが海外北京現代
工場であったため、結果的にはそれが本国と海外の差として現れたのである。  
  182  
 
 表 6.2 は、先述した牙山工場と北京現代工場、そして現代自動車生産システムの理想
を比較したものである。ここでは、生産システムを論じるために理想の項目を追加し
た。現代自動車生産システムの理想とは、生産システムの思想ともいえるべきもので
ある。現代自動車に関する既存の研究を総合し、現代自動車が今まで行ってきた生産
システムの改革・革新活動とその根幹をなす生産思想をまとめたものである。つまり、
今まで現代自動車が行ってきた活動とそれを分析した研究から現代自動車生産システ
ムが目指していた方向性を推定したものである。次節で詳述することになるが、現代
自動車生産システムの理想は、現代自動車の生産システムが経てきた歴史に大きく影
響されている。  
 表 6．2．現代自動車の工場と理想の生産システムとの比較   
 比較項目/工場  
現代自動車生産  
システムの理想 
牙山工場  
北京現代  
第 1 工場 
北京現代  
第 2 工場 
生産能力(年産) NA 30 万 30 万 30 万 
生産車種  NA 2 車種 5 車種 5 車種 
販売先  NA 韓国国内、海外  中国国内のみ 中国国内のみ 
ラインレイアウト 
機能完結  
分割工程  
機能完結  
分割工程  
機能完結  
分割工程  
機能完結  
分割工程  
工程間バッファー あり あり あり あり 
自動化率 溶接  
高ければ 
高いほどよい 
100% 100% 100% 
       塗装  
高ければ 
高いほどよい 
100% 100% 100% 
       組立  
高ければ 
高いほどよい 
14% 8% 10% 
情報化による統合  されている されている  されている されている 
モジュール納入 あり あり あり あり 
作業標準* 守られる 守られない 守られる 守られる 
作業組織* 柔軟 硬直的  柔軟 柔軟 
労使関係* 協調的  敵対的  協調的  協調的  
組長・班長の役割* 
ラインでの 
現場管理者・改善  
限定的  
現場管理者  
機能発揮  
現場管理者  
機能発揮  
需要と生産* プル生産  プッシュ生産 プル生産  プル生産  
保全・ 
問題解決能力# 
ラインの作業者に
存在 
ラインの作業者に
存在(限定的) 
あまりできてい
ない 
あまりできてい
ない 
出所：チョ(2005)、呉(2010)、インタビュー調査から筆者作成
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これをみると、項目の右側に*で表示されている作業標準、作業組織、労使関係、組
長・班長の役割、需要と生産の 5 つの側面において、現代自動車生産システムの理想
が、牙山工場では実現されていなくて、北京現代工場で実現されているのがわかる。
また、項目の右側に#で表示されている保全・問題解決能力に関しては、牙山工場が理
想に近く、北京現代工場はそうでないことがわかる。  
 本国の優位性として本国工場を位置づけている適用・適応論とマザー工場論からは、
表 7.2 で現れているように生産システムの理想と本国工場が乖離している現象を説明
することができない。本国工場は最も生産システムの理想に近く、海外に移転を行う
際の優位性の基盤にならなければならない。しかし、ここでは理想と本国工場が分離
しており、更に海外において本国より理想に近い生産システムが出現している。また、
2006 年の台当り生産所要時間(HPV；Hour Per Vehicle)をみると、18.0 で、牙山工場よ
りも下の水準である(チョ,2010)。なぜ、このような現象が発生するのか。つまりなぜ
海外工場、本国工場、理想像の乖離が起きるのだろうか。  
 これを説明するためには 4 章で分析したモデル工場制の本質を再度言及する必要が
ある。モデル工場制は海外工場へコンセプトは提供するももののその後のサポートは
本社が担当しているために持続的な関係を結んでいるとはいえない。本国工場と海外
工場の関係が離れることによって、海外生産拠点における生産システムの進化が起き
るのである。  
 牙山工場における生産は、現代自動車の理想とは一致していない。一般的に考える
と、理想と現実が離れている企業というのは考えにくい。そのような状況があれば、
理想を現実に実現させるために努力するか、現実に合わせて理想を修正するのが普通
だと考えられる。なぜ、韓国国内における現代自動車の生産は生産システムの理想と
は違うものになってしまったのか。それをみるためには、韓国国内において現代自動
車の生産システムがどのように発展してきたのかを再考する必要がある。つまり現代
自動車における生産システムの形成をみることが必要なのである。  
現代自動車生産システムがフォード自動車と三菱自動車に影響されたというのは 3
章ですでに説明した。90 年代に入って現代自動車は、日本的生産方式の導入に力を入
れる。その中でも代表的な例が、1995 年完成された牙山工場である。牙山工場は、そ
の建設からトヨタを意識してつくられている。牙山工場を建設するためにトヨタ自動
車の九州宮田工場をベンチマークしたといわれている。(丁,2003; チョ,2005)。実際に、
牙山工場の機能完結分割ライン、作業者の便宜を考慮した自動化工程などは宮田工場
のレイアウト概念をそのまま受容したといわれている。  
しかし、このような牙山工場のトヨタベンチマークは完全ではなかったと評価され
ている。また、現代自動車が 90 年代に全社的に行ったトヨタ生産システムの導入も不
完全だったと評価される。既存研究の多くは、現代自動車システムは日本的生産シス
テムの影響を受け、それの導入を試みるが、それがうまくいっていなかったと指摘し
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ている(呉,1998; 2000a; b; チョ,2005; チョ & イ,2008)。そして、その主な原因として
は、硬直的な労働組織や敵対的な労使関係を挙げている。  
その後、2000 年代に入って、現代自動車は独自の生産システムを発展させることに
なる。代表的なものとしては、部品のモジュール化と工程の自動化を挙げることがで
きる。モジュール化とは部品をある程度の塊にして、組立ラインに投入する方法で、
ラインの効率化や品質向上の効果がある。また、工場内で高い自動化を図る動きも見
えた。  
このように現代自動車の歴史をみると、日本的生産システムを導入はしたものの、
それが労働組合などの環境制約でうまくいかず、実際に推進しようとしていたことと
実行できたことの間に乖離が起きていることが確認できる。そして、そのような乖離
が残ったまま、独自の生産システムが発展してきたのである。日本的生産システムを
志向したものの現実的な問題が重なり、試行錯誤期において方向転換を行い独自のシ
ステムを模索したと解釈することができる。  
 生産システムの理想が存在したとはいえ、北京現代が中国で実現させた生産システ
ムは現代自動車が本国で一度も実現できたことのないものだった。組織が既存の慣行
から脱することは難しいとされている。現代自動車は北京現代でどのようにして、既
存の生産システムの慣行から脱して生産システムの理想を実現したのか。  
 現代自動車が理想の生産システムを国内で実現することができなかったのは、国内
の労使関係の要因が大きかった。敵対的な労使関係のため、新しい制度を導入しよう
としてもそれがうまくいかなかったことは、生産システムの革新の大きな妨げとなっ
た。また、生産システムの革新と日本的生産システムの学習への意志が全社的に共有
できなかったこともある。  
中国で新しく工場をつくり、生産システムを移転させるときには、必然的に既存の
組織慣行も移転されてしまうはずである。なぜなら理想と合っていない部分まで含め
て生産システムは一つの有機体・全体として機能しているからである。このような全
体的なシステムで特定部分を移転させないために現代自動車はどのような方法を使っ
たのか。  
 現代自動車が中国において移転させたくなかったものは、作業現場における組織慣
行や労使関係の雰囲気などである。組織慣行としては、エンジニアに協力しない、ジ
ョブ・ローテーションがうまく行われない、決まった標準作業に従わないなどの要素
が挙げられる。また中国に会社側と敵対的な労使関係を移転してしまったら、韓国国
内での問題が再現されてしまう恐れがある。  
 そこで現代自動車は、中国工場を建設する際に、モデル工場となる牙山工場から労
働者を派遣することをあえて控えた。山口(1996; 2006)は、日本の工場では、新しく建
設する海外工場の立ち上げのために、作業現場の労働者を派遣して海外工場の労働者
を教育する、また日本の工場に海外工場の労働者を受け入れ、研修させることで、日
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本の工場の暗黙知を暗黙知のままに海外工場に伝えていると分析した。牙山工場の労
働者を派遣すると中国工場の労働者に自動車生産に関する生産現場のノウハウを伝え
ることはできるが、韓国国内で起きたものと同様の問題が再度勃発するかもしれない
と予想されていた。  
 北京工場の第 1 工場の立ち上げの初期の 2002 年から 2003 年には牙山工場から組長・
班長クラスを派遣することもあった。また、中国の組長・班長が牙山工場に派遣され
ることもあった。しかし、このような初期の派遣を除いて、その後、派遣はなかった
という。また注目すべきなのは、2007 年新しく第 2 工場を立ち上げるときには韓国か
らの労働者の派遣がなかったということである。  
 現代自動車が北京現代工場において力を入れたのは、牙山工場作業者の暗黙知を移
転することではなく、標準作業書に依拠した作業者教育であった。韓国で労働者教育
担当のエンジニアを派遣し、牙山工場で作成した標準作業書を基に、現場作業者の教
育を行った。つまり、牙山工場の労働者の実際の作業方式・慣行を中国に移転させな
いと同時に、今まで実現されておらず、文書としてだけ存在していた標準作業書をマ
ニュアルとして労働者を教育させたのである。これにより、理想として存在していた
作業標準を北京で実現させようとしたのである。  
 このように、現代自動車は韓国で存在した問題を特定し、その部分を意図的に移転
させずに、もともと存在した生産システムの理想の実現を試みたのである。本国と海
外の環境の相違以外にも、特定の部分で本国からの影響を排除した点が重要だったと
考えられる。  
 北京現代工場では本国工場と一定の距離を置き、本来マニュアルの形で本国に存在
していた生産システムの理想を実現した。その後、北京現代は独自に生産システムを
発展させることになる。  
 北京現代は 2002 年に操業を開始してから 2010 年まで、生産計画をプッシュで立て
ていた。つまり、韓国と同じく市場需要の予測に基づき、それを基に生産計画を確定
し、その計画通りに生産していたのである。韓国で生産計画を立てるときには、APS
というシステムを使っている。これは過去に顧客がどのような車を求め、どのような
需要を持っていたかのデータを基にシミュレーションを行い、それをもとに生産計画
を確定する方式である。北京工場でもこの APS のシステムが使われていた。  
 しかし、2010 年 3 月から北京現代はプル生産システムを導入することを決めた。工
場で車両を生産するとき、100％ディーラーから注文を受けた分だけ生産するというこ
とである。ディーラーは月次計画の段階で車種別に注文台数を出し、週間計画段階で
最終仕様までを決めてオーダーを出す。ディーラーのオーダーから、早ければ 3 日後
には車が完成するという。ディーラーがオーダー通りの車を買い取れない場合、工場
でオーダー通りの生産ができなかった場合はペナルティーが与えられる。この制度は
社内で高く評価され 2010 年 10 月からは全車種に導入された。  
  186  
 
 このようにプル生産を行うために、北京現代はもともと APS システムに入っている
制約条件を外した。牙山工場では、生産計画を立てるとき、労働組合との協議により
ラインに流せる車種の組み合わせが制限されている。例えばラインで A、B という 2
車種を生産しているとしよう。そして労働組合と合意された生産計画が A→B→A の順
だとしたとき、需要がどのように変動しても、労働組合との協議を再度行うまでは、
生産計画 A→B→A の車種構成と順序を変えることはできないのである。年に 1 度の労
働組合との協議により決められた規約により、市場の需要に柔軟に対応することがで
きないのである。  
 しかし、中国では韓国のような敵対的な労使関係が存在しないため、労働者とその
都度、相談することによってラインに流す車種の組み合わせをいつでも変えることが
できるのである。よって、市場の需要に合わせた生産計画が立てられる。北京現代で
使われている APS システムは韓国国内で設けられていた制約条件を外して使用されて
いるのである。  
APS システムは韓国に存在したシステムであるが、その制約条件を外して、それを
含む新しいプル生産システムを構築したのは、北京現代が独自でやり遂げた成果であ
る。しかもプルシステムへの移行は北京現代の工場だけではなく、販売部門、物流部
門、ディーラーまで含めた全体的な改革であった。また、プルシステムは牙山工場で
その実現を試みたが、失敗してしまったシステムである。  
つまり、プルシステムという理想像は存在していてもそれを実現するための具体的
な方法はないままだったのである。北京現代では、既存の牙山工場とは異なる新しい
プルシステムを作り上げた。既存の現代自動車の生産システムに存在しない部分を北
京現代が独自で作り上げたという点で、これは単なる改善ではなく、進化だといえる。
このような進化を成し遂げるために北京現代では様々な取り組みが行われてきた。新
しいシステムをつくるために大学とプロジェクトを結成し、シミュレーションを行っ
た。また、プルシステムは工場だけではなく、ディーラーまで含む体制であり、ディ
ーラーの説得にも取り組んだ。試験的に 2 車種だけにプルシステムを導入し、その成
果を評価し、問題点を改善して全車種に拡大した。  
プルシステムの構築の背景には中国独自の問題も存在した。中国のディーラーは販
売目標を達成しようという認識も足りなければ、工場に注文した車両を景気が悪くて
車が売れてないという理由で引き取らなかったことも多かったそうだ。それによって、
生産計画にも支障が生じるなどの問題があった。そのようなことを防ぐために、プル
システムが導入されたのである。つまり、工場はディーラーから注文を受けたら、そ
の台数、そのオプションに合わせて生産を行う。そして、それに対して、販売の方で
は、責任をもってそれを全部引き取ってもらうという意図で作られたシステムなので
ある。それを通じて生産計画を安定化させようとしたのである。  
これは日本的生産システムの影響を受けているものの、独自性も見せている。前述
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したように、生産と販売の両方でペナルティーを用いたプルシステムというのは日本
的生産システムではみられない北京現代独自の試みだといえよう。  
北京現代の事例は本国とは違う環境で生産方式の進化があったと解釈することがで
きる。しかし、これは単なる環境制約の問題だけではない。本国の工場との距離を置
くことで、本国の生産システムの影響を避けることができたのである。北京現代が牙
山工場と緊密な関係を保っていたら、作業組織の改善やプルシステムの実現などは難
しかったと考えられる。つまり、海外で発生した問題に対して本国生産システムの弱
点を把握し、その部分に関しては本国の影響力を排除することで海外での生産システ
ムの進化が起きたと考えられる。  
もちろん、このシステムは試行されたばかりのシステムで、まだ補完すべき点も多
く、内部での問題も多い。しかし、韓国国内より理想の生産システムに近いものが海
外拠点独自の努力で生まれたという点は確かであろう。現代自動車は海外環境に生産
システムの修正を迫られたのではなく、それを積極的に変化させたのである。  
 このように、現代自動車は中国の北京現代において、韓国ではできなかった、生産
システムの理想を特定部分において実現することに成功している。それが可能だった
のは現代自動車が長い間、生産システムの革新に取り組みながら行った学習により、
生産システムの理想というものを持っていたからである。それを保ちつつ、国内では
実現できなかったものを、海外に新しく工場を建てるときに実現させたのである。こ
れは本国と海外の関係が薄かったからこそ出来たものだといえよう。  
現代自動車生産システムの理想はその発展の歴史の中からきていて、多くの部分は
日本的生産システムの学習から由来している。しかし、国内の工場においては、環境
制約があったため、これを完全に実現することはできなかった。そこで、海外工場へ
生産システムを移転する際に、すべてを本国工場に依存するのではなく、ある部分に
おいては生産システムの理想を実現させようとしたのである。本節では、モデル工場
制という本国工場と海外工場を切り離す特殊な状況が既存研究で指摘されてきた本国
工場からの移転というルート以外に、理想の実現という別のルートによる海外生産シ
ステムの発展があることを明らかにした。  
では、このように海外生産拠点で創出された本国、または別の海外拠点に移転され
ているのだろうか。現在のところこのような動きは見えない。これは 2 つの観点から
説明することができる。一つは現代自動車の本国環境である。現代自動車の非協調的
な労使関係は現代自動車が新しい生産システムを導入することを阻んできた。そのた
め新しい知識を本国に導入することは難しいという。今回のケースは国内環境から離
れたから生まれた知識であるためより難しいと考えられる。もう一つは海外生産拠点
がそれぞれかなり独立的に運営されているということである。それぞれの海外生産拠
点は本国の管理を受けつつかなり独立的に運営されている。そのため海外生産拠点同
士の横のつながりは弱いといえる。  
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6．2．4．2．海外工場同士の生産車種移管 
 本節では、海外生産車種の移管を通じた海外工場同士の知識移転について説明する。
現代自動車のインド工場は、インド国内市場を攻略すると同時にヨーロッパ向けの車
を生産する役割も持っている。しかしインド国内市場が成長し需要が拡大するにつれ
て、インド工場からヨーロッパへの輸出量を全部満たすのが難しくなってきた。その
ため 2010 年インド工場で生産していた i20 という車種をトルコ工場で生産することに
なった。しかしすべての生産をトルコ工場に移転したのではなく、インド工場には i20
の 3 ドアモデルの生産を残した。2011 年になってからはインド工場からヨーロッパへ
i20 を輸出することはなくなった。図 6.13 はインド工場の総販売台数と輸出台数を表
したものである。これを見ると全体販売台数が持続的に増加し、輸出比率は 2009 年を
ピークに減少していることが分かる。これはインド国内市場の成長と共に i20 の生産を
トルコ工場に移管した影響だと考えられる。  
 
 図 6.14 はインド工場からトルコ工場に i20 が生産移転された 2010 年前後 2 年のイン
ドとヨーロッパにおける現代自動車の販売台数である。これを見ると両方とも持続的
に成長していることが分かる。そのため両方の市場向けに自動車を生産していたイン
ド工場の生産能力が不足することになったと考えられる。インド工場で不足している
生産能力を、トルコ工場を使って補ったのである。
図 6．13．現代自動車インド工場の販売と輸出台数  
 
出所：現代自動車ホームページを基に筆者作成 
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i20 はインドとヨーロッパ市場向けに開発された小型車である。この車は現代自動車
が開発してきた i シリーズの一つである。i シリーズは 2007 年 i30 が開発されて始まっ
た。i30 はヨーロッパ市場を攻略するために開発されたが、韓国で生産され輸出された。
その後 2007 年末に発表された i10 は現代自動車はじめての海外工場専用生産モデルで
あり54、インド工場で生産され、ヨーロッパ、中東、中南米などに輸出された。その後
開発されたのが i20 であり同じくインド工場で生産される海外工場専用生産モデルだ
った。i10 と i20 は韓国では発売されなかった。2012 開発された i40 が追加され i シリ
ーズは 4 つの車種のラインアップとなった。図 6.15 は i20 の写真である55。  
 
                                                   
54
 http://autotimes.hankyung.com/apps/news.sub_view?popup=0&nid=81&nkey=29432  
55
 写真は 2012 年にモデルチェンジされた i20 である。  
図 6．14．現代自動車ヨーロッパ、インド販売量推移  
 
出所：現代自動車ホームページを基に作成 
0
100000
200000
300000
400000
500000
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 
ヨーロッパ 
インド 
図 6．15．現代自動車の i20 
 
出所：現代自動車インドホームページ 
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 現代自動車のトルコ工場はイスタンブールから約 80㎞離れているイズミットという
ところに位置している。現代自動車はトルコのキバー(Kibar)財閥と 50：50 の合弁事業
を結び、1997 年から生産を開始した。2007 年現代自動車とキバーグループは投資比率
を変更する。韓国企業のトルコ内成長と投資増大を条件でキバーグループが保有して
いる持分のなかで 35%を現代自動車に移転したのである 56。 
 現在の生産車種はアクセントと i20 であり、年間生産能力は 10 万台である。ここで
生産された車両はトルコ国内だけではなく、ヨーロッパ、中東にも輸出されている。
2010 年に i20 が生産されてからトルコ工場の輸出台数は増加している。図 6.16 は現代
自動車のトルコ工場の全体販売台数と輸出台数を表したものである。これをみると、i20
が生産され始めた 2010 年から輸出量が増えているのが分かる。  
 
徐他(2012)は現代自動車のトルコ工場を異色の工場として評価している。現代自動車
の海外展開に関しては、海外工場を建てるときに一気に大規模な投資をして生産能力
を確保する戦略が特徴だと指摘されている。現代自動車の主力工場だといえるアメリ
カ、中国、インド、チェコなどの工場をみるとすべて 30 万台の生産能力をもつ工場に
なっている。もちろんブラジル工場やロシア工場などは 30 万台の生産能力を持ってい
ない。しかしそれも将来的には市場の状況に合わせて 30 万台規模にするように計画さ
れた工場なのである。このような観点からみるとトルコ工場の生産能力 10 万台という
のはかなり特殊なのである。その理由はトルコ工場が CKD 工場として始まったからで
ある。トルコ工場は 1997 年に始まった当時は CKD 生産を行っていた。生産力増強と
共に完成車工場になったのは 2003 年であり、言い換えるとトルコ工場は最初から完成
                                                   
56
 
http://tur-istanbul.mofa.go.kr/webmodule/htsboard/template/read/korboardread.jsp?typeID=15&boardi
d=3024&seqno=982036&tableName=TYPE_LEGATION 
図 6．16．現代自動車トルコ工場の販売と輸出台数  
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車工場として設計されたわけではないといえる。またこのようにほかの海外工場より
規模が小さいため、サプライヤーの同伴進出もあまり行われていないという。  
i20 をトルコで生産するために解決しなければならなかった問題の一つは部品であ
る。前述の通り、トルコ工場は生産規模が小さく、サプライヤーの同伴進出があまり
行われなかった。そのため、多くの部品を輸入せざるを得なかった。多くの部品はイ
ンド工場から来ている。また韓国の蔚山工場から輸入する部品もある。一部に関して
は中国から部品を輸入している。  
トルコ工場は、i20 を生産するためにインド工場からサポートを受けているという。
しかしサポート技術的な面でのものではなく、輸入部品をどのように安く調達するか
という面でのサポートがほとんどである。このことからインド工場からの支援は部品
とその輸入に関する部分に限られていることが分かる。  
新車種の生産により輸出が増えたことから現代自動車は年完成さ能力を 20万台に増
加させた。2013 年 5 月に現代自動車はトルコ工場に 1 年間 6 億 900 万ドルを投入しプ
レス、車体、および組立工場の増設を行うと発表した。トルコ工場は今回の増設で多
社種を一つのラインで生産することができる混流生産方式を導入し、ドアレス工法、
自動化設備などを導入する。また溶接自動化率も 100%になる予定である57。さらにイ
ンド工場から i10 も移管されて生産される予定である。このように現代自動車がトルコ
に生産体制を拡充するとともに、いくつかのサプライヤーのトルコ進出も始まってい
る。現代自動車のモジュール部品を供給する現代 MOBIS もトルコ工場建設を推進して
いる58。  
まだ将来のことだが、今回の増築によりトルコ工場は現代自動車のほかの海外工場
と類似の性格をもつようになると考えられる。今回の投資により現代自動車生産方式
の特徴を持つようになる。高い自動化率の生産ライン、モジュール部品、混流生産方
式などの生産技術が今回の増設により導入されることになる。トルコ工場は KD 工場
から始まり、現代自動車の海外生産戦略の中ではかなり異色の存在だったが、それも
ほかの工場と同様の方向性を向かうようになったと解釈することができるだろう。  
 
6．2．5．集権ネットワーク 
 現代自動車のグローバル知識ネットワークを見るために、生産技術研究所、南陽研究所
のパイロットセンター、グローバル総合状況センターという 3 つの組織について説明した。
生産技術研究所はグローバル工場標準をつくり、また海外に直接人を派遣している。パイ
ロットセンターは量産試作を通じて生産過程で起こり得る問題を事前に解決する。グロー
バル操業状況センターは海外工場を、リモート・コントロール・システムを通じてモニタ
リングし、問題発見・解決を行う。ここでは、それらを 4 章で説明した現代自動車の国内
                                                   
57
 http://www.hankyung.com/news/app/newsview.php?aid=2013052734061 
58
 http://economy.hankooki.com/lpage/industry/201208/e20120822173635120180.htm 
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知識ネットワーク、5 章で説明したモデル工場制と合わせて現代自動車のグローバル知識
ネットワークについて分析する。図 6.17 は現代自動車のグローバル知識ネットワークの中
でどのように知識が流れているかを詳細に示した図である。 
 
 図 6.17 は現代自動車のグローバル知識ネットワークの中でどのように知識が流れてい
るかを詳細に表したものである。ここで生産技術研究所は本国内では作業標準を制定し、
新技術導入の役割も合わせて行っている。同時にモデル工場を基にグローバル工場標
準を設定する。このグローバル工場標準を基に海外工場がつくられるのである。また
南陽研究所のパイロットラインでは海外・国内工場の新モデル切替えのための量産開
発を行っている。最後にグローバル総合状況センターは各海外工場のリモート・コン
トロール・システムを利用して、海外生産現場における問題を解決し時にはその解決
方法まで指示しているのである。直接知識移転を行ってはいないが、海外、国内工場
に問題が発生するとそれを感知し、解決方法を提示して意味で点線にしている。  
 これをみると、現代自動車のグローバル知識ネットワークの中で中心的な役割を果
たしているのは、生産技術研究所とパイロットセンターという本社機能であることが
分かる。海外工場と本国工場は、生産技術研究所が設定するグローバル工場標準とし
てつながっている。つまり本国工場はグローバル工場標準を通じて海外工場に対する
モデルとして機能しているのである。もちろん本国工場から海外工場への直接的なつ
ながりもある。しかしそのつながりはそれほど強くない。実質的な知識移転の中心は
図 6．17．現代自動車のグローバル知識ネットワーク  
 
 
※矢印は知識の流れを意味する  
※点線は直接的な知識移転関係はないが、制限的に知識を提供することを意味する  
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生産技術研究所にある。 
 本社組織が主導するグローバル知識ネットワークは現代自動車の国内知識ネットワ
ークの延長線上で考える必要がある。国内での知識ネットワークの中心は本社組織で
ある生産技術研究所であった。そのような構図が海外まで拡張されたと見える。本国
で知識が集中しているのが本社であるため、海外に知識移転を行う際にも、本社から
知識を移転していると考えられる。本社中心に集権的に構成されていた知識ネットワ
ークが海外に拡張されるときにも集権的になったのである。  
 グローバル総合状況室の存在は、知識ネットワークが集権的だということを端的に
表している。現代自動車は本社が集中的に知識を創造・管理しそれを海外に移転する
だけではなく、本社に知識を集約することで海外にそれを移転する必要がなくしてい
るのである。本社で集中的に問題解決を行っていたのが、情報技術が発展により全世
界で統一された統合システムを活用することができるようになったことにより問題発
見、モニタリングまで受け持つようになったのである。  
 では現代自動車のグローバル知識ネットワークの全体像はどうなっているのだろう
か。それを表したのが図 6.18 である。ここでも知識移転の詳細な内容は捨象して移転
される知識の種類の多さを線の太さで表した。  
 
図 6．18．現代自動車グローバル知識ネットワークの全体像  
 
 
※矢印は知識の流れを意味する。また一つの知識が移転されると 0.5 ポイントの線に
し、6 つの知識が移転されると 3 ポイントの線にした。移転される知識が一つ増える
たびに 0.5 ポイント線を太くした。  
※点線は直接的な知識移転関係はないが、制限的に知識を提供することを意味する  
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 これをみると、知識ネットワークの中心が本社組織、とくに生産技術部であることが分
かる。生産技術部から知識が国内工場、海外工場に移転されていることが分かる。本国の
モデル工場からの支援は弱い。 
 
6．3．比較と小括 
6．3．1．グローバル知識ネットワークの比較 
 ここまでトヨタ自動車と現代自動車のグローバル知識ネットワークについて説明した。
トヨタ自動車において本国工場以外にグローバル知識ネットワークを担当する組織は生産
調査室と GPC である。この 2 つの組織は本社に所属されている。しかしこれらはマザー工
場をサポートする役割で海外工場と接している。現代自動車側の組織はグローバル総合状
況センター、生産技術研究所、南陽研究所は本社機能であり、海外工場と直接関わってい
るのである。 
 トヨタと現代のグローバル知識ネットワークを比較してみると、そのネットワーク
の中心がどこにあるかがが異なるのが分かる。トヨタ自動車のグローバル知識ネット
ワークにおける中心はマザー工場である。マザー工場は海外工場と本国を結ぶ中枢的
な役割を果たしており、生産調査室と GPC はそれをサポートする機能を果たしている
と評価することができる。これは Suh(forthcoming)でも指摘されたことである。反面現
代自動車の知識ネットワークでは本社機能が中心となっている。本国と海外工場を結
ぶ中心は本社機能である生産技術研究所になっており、パイロットラインの役割も大
きい。海外工場と本国工場との関係は薄い。またグローバル総合状況室の存在はこの
ような本社・本国中心的な構造を強化しているといえる。  
 これを表わしたのが図 6.19 である。これは両社のグローバル知識ネットワークを概
略化して表わしたものである。図 6.19 をみるとトヨタの場合は本社機能が本国マザー
工場をサポートし、それぞれのマザー工場が海外工場を支援しているのが分かる。現
代の方は本社組織から本国モデル工場、そして海外工場への知識移転を行っているこ
とが分かる。また本国のモデル工場も海外工場との関係をもつ。ここで重要なのは、
トヨタの場合は中心がマザー工場、現代の場合は中心が本社組織になっていることで
ある。図をみると両社の違いがはっきりわかる。  
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 図をみると、トヨタ自動車ではネットワークが本国マザー工場を中心に、現代自動
車は本社組織を中心になっていることが分かる。トヨタのネットワークは複数の中心
を持ち、分権的である。しかしグローバル生産期のネットワークはマザー工場期のそ
れよりは分権化されてない。トヨタは分権ネットワークの中である程度の調整を施し
たのである。つまりトヨタのグローバル知識ネットワークは調整型分権ネットワーク
だということができる。現代自動車は本社組織が中心になっており、集権的になって
いる。現代自動車のグローバル知識ネットワークは集権ネットワークだということが
できる。  
  
6．3．2．移転方式とグローバル知識ネットワーク 
 本国とグローバル知識ネットワークのつながりだけではなく、知識移転方式とグロ
ーバル知識ネットワークの関係を見ることでネットワークの形成に関する理解が深ま
る。5 章では移転方式をマザー工場制とモデル工場制の 2 つで分類し比較した。そこで
マザー工場制とモデル工場制の最も大きな違いは本国工場と本社の海外知識移転の役
割分担であると説明した。マザー工場制では本国工場が海外工場への知識移転におい
て主導権を持ち、本社組織はそれをサポートしている。反面モデル工場制では、本国
工場よりも本社組織が主導権を握っている。このような関係性の構図はグローバル知
識ネットワークにもつながっているのである。移転方式の議論は基本的に 1 対 1 の関
係を描写するためのものである。それは全体のグローバル知識ネットワークとどうつ
ながっているのだろうか。  
マザー工場制は本国工場がもつ知識を、持続的に時間をかけて海外に移転する方式
である。そのため、各マザー工場は海外工場を担当し、本社機能はマザー工場をサポ
ートする形を取っているのである。このような関係は海外工場の数が増え、海外と本
図 6．19．グローバル知識ネットワークの比較  
 
※矢印は知識の流れを意味する 
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国の間でネットワークが形成されていく過程でも変わらなかった。トヨタのグローバ
ル知識ネットワークの中ではマザー工場が主導権を持つ分権的な構造が形成されてい
るのである。  
マザー工場は本国に複数存在する。主導権を持つマザー工場が複数存在するという
のは、グローバルネットワークの中での主導権が分散されていることを意味する。各
マザー工場は知識を生み出し、それぞれの知識を海外工場に移転している。言い換え
ると、マザー工場制は知識のバリエーションを生む移転方式だといえる。そのような
知識のバリエーションを保つためには、知識移転を主導する組織単位を複数設定し分
散的かつ分権的なネットワークを構築することが効果的ではないかと考えられる。  
モデル工場制はモデル工場を設定することからその後の支援までを本社が担当して
いる。海外への知識移転を本社組織が主導しているのである。そして現代自動車のグ
ローバル知識ネットワークの中でも本社組織が主導的な役割を担う。そして集権グロ
ーバルネットワークを形成しているのである。  
モデル工場は本社組織において設定される。本国に複数の工場があったとしてもモ
デル工場として設定されるのは一つの工場だけである。そしてすべての知識を集約し
ているのも生産技術研究所一か所になる。モデル工場制は知識を本社組織に集約し、
本国工場の役割を減らした移転方式である。そのように一か所に集約した知識を標準
化し、海外へ移転しているのである。標準化した知識を海外へ展開していくには、集
中的かつ集権的なネットワークを構築することが効果的ではないかと考えられる。  
つまり、グローバル知識ネットワークは海外への知識移転方式の機能と構造を拡張
させたものとして捉えることができる。  
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7．グローバル知識ネットワークに関する考察 
 本章では、3 章から 6 章までの分析を振り返り、それらを既存の理論と接木させ、そ
の議論を拡張させることを試みる。まずは集権ネットワークと分権ネットワークにつ
いて考察する。次は本国の知識と制約条件の関係について議論する。そして最後に多
国籍企業が全世界に知識ネットワークを展開させた時の海外子会社の役割とその進化
についてみる。  
 
7．1．集権ネットワークと分権ネットワーク 
 すでに 6 章でみた通り、トヨタ自動車は調整型分権ネットワークを現代自動車は集権ネ
ットワークを持っていた。これらはそれぞれどのような特徴を持つのだろうか。 
 Tsai(2002)は組織の集権化(centralization)レベルが、組織内における知識の共有と負の
相関を持っていると主張した。組織の集権化は、組織内部の組織単位が知識を移転す
る主導権を減少させる。高度に集権化された組織において自分が持っている知識をほ
かに供給することは、集権化された権威の支持がない限り行われない。そのため組織
にとって有益な知識の流れが減少してしまうのである。  
 この観点からみると、トヨタ自動車の調整型分権知識ネットワークはどうだろうか。
確かにトヨタの組織の中で知識の共有は活発になされているように思われる。主な知
識移転を行うマザー工場が複数存在しており、それらの間では活発に知識移転が行わ
れていた。またグローバル生産期においては、各地域統括拠点も知識移転の役割を与
えられた。トヨタ自動車の知識移転ネットワークの全体像をみるとわかるのは、両方
向の矢印がかなり多いということである。その意味でも各組織間で知識の共有が行わ
れているといえる。  
反面、現代自動車は本社組織から一方的に知識が移転されているだけで、知識の共
有という側面ではまだ足りないのではないかと考えられる。現代自動車の海外拠点は、
ある程度独立された環境を与えられており、そこでは本国とは違って、新しい知識が
生まれることもある。しかしこのような知識は他に移転されていない。これは
Tsai(2000)の指摘通り、高度に集権化された現代自動車の知識ネットワークの中で、知
識共有が行われるための権威の支持が得られなかったためではないかと考えられる。  
類似した内容は別の文献でも見受けられる。Hansen(1999; 2002)は、組織の知識ネッ
トワークの中で組織の間に強い紐帯があるほど知識共有が促進されると主張した。本
研究の事例でいうと、トヨタのマザー工場システムはマザー工場と海外工場が持続的
に緊密な関係を維持するために、知識の共有・移転が活発化されていると解釈できる。
反対に現代自動車のモデル工場システムはモデル工場と海外工場の関係性が薄く、知
識の共有・移転は活発ではないのではないかと考えられる。  
 確かに知識共有の活発さという側面で分権ネットワークは集権ネットワークより優
れているのかもしれない。しかし集権ネットワークと分権ネットワークはそれぞれの
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長所と短所を持っている。Sheremata(2000)は製品開発における遠心力と求心力の役割
について説明している。その中でも特に、製品開発プロセスにおける問題解決活動に
注目している。この論文によると、遠心力の一つである分権化は、問題に対する解決
方法の発見とその質とは正の相関を持つ。しかし問題解決の速度、コストなどとは負
の相関を持ったのである。つまり製品開発プロセスマネジメントにおける分権化は良
い効果と悪い効果の両方を持っていたのである。分権化はアイデア、知識、情報の量
と質を増加させる。しかし、それらを統合し活用するためにはもっと多くの資源を使
わなければならないのである。  
 トヨタ自動車と現代自動車の例でもこのような両面性はみてとれる。トヨタ自動車
の分権化された知識ネットワークの中では、多くの知識が生まれる。しかしそれを統
合するためには多くのコストが必要となる。トヨタ自動車の国内知識ネットワークを
みると、生産された知識を統合するために、工場間の直接交流、生産調査室・GPC の
設置があった。またマザー工場制のところでも説明した通りに、知識の移転速度も速
くない。しかし分権ネットワークの中では良質の知識が生まれている。トヨタ生産方
式という知識は生産性が多くの研究からその生産性の高さを認められている (大
野,1978; 藤本,1997; 藤本,2003)。  
 良質な知識は持っているものの、分権ネットワークはそれを移転させるために時間
とコストがかかる。この問題はすでに 5 章で指摘した。本研究の事例である天津豊田
においてトヨタ生産方式の導入が完全ではなく、人材育成に時間がかかっていることが指
摘されている(任,2004; 呉,2006; 向  & 天野 ,2010)。またトヨタインドにおいても現場のリ
ーダークラスの育成に時間がかかっていた(徐,2012b)。トヨタ生産方式を移転させるために
は、海外工場とマザー工場が長期的に密接な関係を持ち、知識移転を続ける必要がある。
その成功例はトルコトヨタを挙げることができる。小林(2006)は自身の経験を基に、トル
コトヨタにおけるトヨタ生産方式の移転について説明している。トルコトヨタはマザー工
場である高岡工場にトルコの人を派遣させた。トルコトヨタの現場監督者 100 人余りを平
均 7 か月間研修させたという。普通の研修は 3－4 週間で終わり、英語でコミュニケーショ
ンが行われる。トルコトヨタの場合は、派遣期間が長く、派遣人数も多く、コミュニケー
ションも日本語で行われた。その結果、製品の品質が著しく向上し、不良率の抜き打ち検
査でパーフェクトを 3 回連続達成した。マザー工場との密接な関係を通じてトルコトヨタ
はトヨタ生産方式という知識の移転に成功したといえる。 
 しかしこのような海外工場とマザー工場の密接な関係作りは、あまりにも時間とコスト
がかかりすぎる側面がある。トヨタのグローバル生産期に起きた変化はトヨタの知識ネッ
トワークをより効率的なものにするためのものだった。つまり集権ネットワークの短所を
解消しようとした試みだったのである。 
現代自動車の集権化された知識ネットワークの中では知識が生まれる場所が限定さ
れている。知識の多様性、量の面では相対的に劣るといえるだろう。現代自動車の生
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産システムはトヨタ生産システムよりは相対的に生産性で劣ると指摘されている
(呉 ,1998; チョ ,2005; チョ  & イ ,2008)。現代自動車は他社の生産システムをベンチマ
ークしつつ、自らの生産システムの向上を図ったが、結果的にそれはうまくいかなか
った。  
しかし現代自動車の集権ネットワークが持っている強みは速度である。現代自動車
が自社の生産システムを移転する速度は非常に速い。3 章でもみた通り、現代自動車の
海外生産台数はかなり速い速度で増加してきた。海外生産のためには、生産に関する
知識を海外工場に移転する必要がある。現代自動車は自社の集権ネットワークの強み
である知識移転の速度をうまく活かして成長しているといえるだろ。  
実際現代自動車の成長戦略を見ると、成長している新興国市場で大規模な投資と速
いスピードで海外生産を行い、市場の需要に答える戦略が用いられていることが分か
る。塩地(2012)は、現代自動車が新興国市場のボリュームゾーンの低価格車を中心に成
長していることを指摘している。このような戦略のためには当然低コストの車を大量
生産する必要がある。海外での安定的な操業のために速い知識移転が要求されること
はいうまでもない。  
要約すると、分権ネットワークは多量かつ良質の知識を生み出し、それが組織内で
活発に共有されるという強みを持っている。集権ネットワークは知識を生み出すとい
う面で弱く、権威の支持がない限り知識の共有も活発化されない。しかし集権ネット
ワークは知識を移転される効率性の面で勝っている。集権ネットワークは分権ネット
ワークに比べ、少ないコストと時間で知識を移転させることができるのである。  
海外拠点は単に本国からの優位性を受け入れて活用する存在ではなく、海外市場に
適応しながら独自の優位性を発展させる存在である (Bartlett & Ghoshal,1989;  
Birkinshaw,1996; Birkinshaw & Hood,1998; Rugman & Verbeke,2001)。本研究の視点であ
る知識の面からみてもそうである。海外子会社は現地環境に適応しながら新しい知識
を生み出すのである(Gupta & Govindarajan,1991; 1994; Foss & Pederesen,2002; Ambos et 
al.,2006)。先行研究でも指摘した通りに、知識移転の方向性は本国から海外への通常の
知識移転、海外から本国への逆知識移転、海外同士の水平知識移転の 3 つで整理する
ことができる。この観点からみると、両社の知識ネットワークはどうだろうか。  
トヨタの調整型分権ネットワークではマザー工場を中心にした本国から海外への知
識移転が行われていた。そしてグローバル生産期に入ってからは一部で海外工場同士
の水平知識移転が行われている。しかし逆知識移転はまだ行われていないと考えられ
る。なぜなら未だに本国の知識が海外の知識より競争力に貢献するからである。海外
子会社から本国本社への知識移転を活発化させるためには、子会社が内部で大量の知
識を作り、組織間総合依存性を高める必要がある(Foss & Pedersen,2002)。トヨタのマザ
ー工場と海外工場は強い関係を持続させているが、海外工場の方にマザー工場とは違
う知識が大量に発生しているとは考え難い。マザー工場は本国で生み出した知識を海
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外に移転し続け、常にリードする存在だからである。  
現代自動車の集権ネットワークでは生産技術研究所を中心に本国から海外への知識
移転が行われていた。北京現代の例でもみた通り、海外工場で新しい知識が発生する
こともある。しかし現在それが本国に逆知識移転されることはない。水平知識移転に
関してもあまり行われていないと考えられる。Foss & Pederson(2002)の議論から考えて
みると、現代自動車の海外工場は、量的に大量とは言えなくても本国工場には存在し
ない新しい知識を生み出しているといえる。しかし本国工場と海外工場はそれほど強
い関係性を持っていない。このような条件と本国の環境条件のため、現代自動車は逆
知識移転が活性化されていないと考えられる。  
 
7．2．本国の制約条件とグローバル知識ネットワーク 
 グローバル知識ネットワークを形成する重要な要因は本国知識の移転可能性と本国
知識ネットワークだと本文で述べた。それらに影響を与えるのは、本国知識の特性で
ある。本国知識はどのように形成されるのか。ここでは本国の制約条件をその要因と
して挙げて説明する。  
藤本(1997)はトヨタ生産システムを歴史的な制約条件から事後的合理性を得たとし、
「怪我の功名」と呼んだ。戦後日本における経営資源の不足、国内市場の成長による
モデル多様化への需要などによってトヨタ生産システムが形成されたとみているので
ある。経営資源が不足しているため、結果的に効率的な分業体制が形成された。また
モデル多様化が要求されたため、結果的にフレキシブルな生産システムを構築せざる
を得なかったのである。つまりこのような制約条件があったからこそトヨタ生産シス
テムという知識体系が形成されたのである。そしてその知識体系の基で各生産拠点か
ら知識が生み出される体系が確立し、本国の分権知識ネットワークが生まれた。藤本
が強調しているのは、トヨタ生産システムが決して今の形を想定して作られたもので
はないという点である。それは創発的な経路によって発展されてきたものである。当
然それを移転するために展開された知識ネットワークもその経路に影響を受けること
になる。  
 現代自動車も同じような観点で説明することができる。現代自動車の場合、最も大
きかった制約条件は国内の労働環境である。非協力的な労使関係のため、日本的生産
システムをベンチマークしつつもそれを完全に導入することはできなかった。そのた
め現代自動車は自社に適した生産システムを独自的に構築したのである。現代自動車
においても労働環境という制約条件が現代自動車生産システムという知識体系が形成
されたのである。現代自動車は本国の生産現場で知識が生まれなかった 59。知識はすべ
                                                   
59
 本研究では、トヨタ自動車と現代自動車の事例を扱っているが、両社の特徴を理念化した形
で比較している。トヨタ自動車は、生産現場で知識が生まれるといったが、実際は生産技術部
という部署を持っており、そこでも知識は生まれている。生産技術部は各工場の技術員室とい
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て生産技術研究所で生み出された。モデル工場である牙山工場の作業標準も生産技術
研究所が作成した。そのため本国の集権知識ネットワークが生まれた。  
チョ(2005)は、現代自動車が日本的生産システムをベンチマークしたものの満足のい
くような結果を得ることはできなかったと説明している。チョ  & イ(2008)は、現代自
動車が日本的生産システムの導入を試みたが、市場の需要・韓国の労働市場や労使関
係などの変数から影響を受けて固有の生産方式が形成されたと説明している。これは
トヨタ自動車と類似した創発的な生産システムの発展過程だと解釈することができる。
現代自動車もトヨタ自動車と同じく今の形を想定して生産システムを発展させてきた
わけではないのである。  
 海外に進出し、そこに知識を移転させてそれを活用するということは、企業が本国
で持っていたものとは違う制約条件に直面することである。それに対してトヨタ自動
車と現代自動車は違う対応を見せた。  
 トヨタ自動車は本国の知識を海外にできるだけ多く移転させようとした。トヨタ生
産システムは日本の制約条件において形成された。しかし日本の環境は制約条件とし
て機能しただけではなく、トヨタ生産システムの一要素としてその中に組み込まれた
のである。そのため、海外はトヨタ生産システムを移転させるために適した環境では
なかった。海外工場に知識移転を続け、本国工場と同じ生産システムを実現すること
がトヨタの目指しているところなのである。これはトヨタ生産システムの高い生産
性・高い柔軟性に起因するものである。本国の知識が最も競争力あるものであり、そ
の状態を海外に再現しようとしたのである。  
 現代自動車は本国の知識を標準化させて海外に速く移転させて、その後は海外工場
をコントロールすると同時に、ある程度の独立性を与えた。そのため海外拠点では本
国の知識を基に、より発展した知識が生まれた。これは現代自動車が本国知識に対し
て持っている認識に起因するものだと考えられる。現代自動車は日本的生産システム
の導入を試みるなど自社の生産システムを発展させるために様々な努力を重ねてきた。
つまり彼らは自社の生産システムが最善だと思っていない。そのため、海外と本国の
関係をある程度離して、海外で本国よりよい生産システムを構築しようとしたのであ
る。 
 制約条件は企業の知識に影響を与える。企業はその影響により事前に想定しなかっ
た方向で、創発的に知識を発展させる。戦後の物資・資金・労働力不足から生まれた
トヨタ生産システムは、結果的に高い生産性・柔軟性を持つようになった。しかしこ
れは移転可能性が低く、海外に移転させることが困難であった。現代自動車は成長す
                                                                                                                                                              
う部署と協力しながら生産に関する知識を生み出していく。技術員室は各工場の所属であり、
かなり現場に近いという意識を持っているという。現代自動車の場合も同じく、本社組織の生
産技術研究所で知識が生まれるといったが、生産現場における知識創造もない訳ではない。形
式的ではあるが、現代自動車は現場労働者を対象に改善提案制度を運営している。  
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る市場需要、非協力的な労使関係から生まれた現代自動車生産システムは生産性や柔
軟性の面からは優れていなかった。しかし移転可能性は高く、結果的に海外に移転さ
せることが容易であった。  
 両社は自社が持つ強みを中心にグローバル知識ネットワークを展開してきた。これ
からは自社が持つ弱みにどう対応するかが問われるだろう。トヨタ自動車は分権ネッ
トワークが持つ知識移転の効率性の問題に対照するために GPC を設置し、海外工場も
自立化させている。過去と比べてトヨタの知識移転は時間・費用の面で改善されたと
いえる。現代自動車は本国の制約条件から逃れ、海外で新しい生産システムを発展さ
せている。  
今後は今抱えている課題をどのように解決していくかが重要になる。両社の知識ネ
ットワークは完成形ではない。これからも修正が加えられ、進化していくだろう。そ
の際に必要なのは、知識ネットワークがどのように形成され、強みと弱みはどこであ
り、今後どこを目指すべきかをはっきりと把握することである。  
 
7．3．グローバル知識ネットワークと海外子会社の進化 
 では、このように多国籍企業がグローバル知識ネットワークを展開していく中で、
海外子会社はどのような役割を与えられており、どう進化していくのか。Birkinshaw & 
Hood(1998)は、海外子会社の役割の進化は本国からの役割の付与、子会社自らの選択、
そして現地環境に影響されるといった。6 章では、トヨタ自動車と現代自動車の海外生
産拠点が知識を生み、それを移転する役割も任せられるようになったと評価した。こ
こでは、この 3 つの要素からなぜこのような変化が起きたかを確認する。  
 まずトヨタ自動車の事例についてみる。トヨタ自動車の事例は、タイと北米の 2 つ
の事例を延長線上で考えることができる。そこで起きた変化を理解するためには、や
はりグローバル生産期でトヨタ自動車に起きた変化を見る必要があるだろう。トヨタ
自動車は海外生産が急激に増えるにつれて本国から支援を送ることが難しくなってき
た。国内の人員には限りがあり、それを過去のようにすべての工場に送ることは不可
能に近くなったのである。そのためにトヨタが訴えたのが自立化である。海外工場が
本国マザー工場の支援をいつまでも受け続けるのではなく、ある程度自立化し支援を
減らす方針を打ち出したのである。このようにトヨタ自動車海外工場の変化は本社が
意図して子会社に課題を与えた側面が大きいといえる。  
 もう一つ大きかったのは、海外工場の能力蓄積だと考えられる。事例で出てきた北
米のケンタッキー工場はトヨタが合資だった NUMMI の次に初めて単独投資で建てた
工場である。1988 年に建てられて十数年間の操業を通じて様々な知識や能力が蓄積さ
れたと考えられる。トヨタは 1990 年代後半以降、経営の現地化を進めてきた。そのよ
うな長い操業の歴史と経営の現地化が合わさり、海外工場が能力を蓄積してきたのが、
トヨタの海外工場の役割を変えた一つの要因であると考えられる。  
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 最後に現地環境の面を挙げることにする。それぞれ違う現地市場に対応するために、
現地専用車種を開発する必要性があった。 IMV プロジェクトはアジア及び新興国向け
の車を開発するために進められた。IMV プロジェクトだけではなく、トヨタは北米専
用車や欧州専用車なども持っている。そのような車種は国内で作られていないため自
然にそれを生産している海外工場が知識移転の主体になる必要があったのである。  
トヨタの事例は自立化という観点から理解する必要がある。自立化とはトヨタのグ
ローバル戦略の核心的なキーワードである。自立化の第 1 の目標は、作業者の安全確
保と操業にかかわる環境対策をベースに品質・量・コストを高い次元で実現させ、国
際競争力の向上につなげることである。第 2 の目標は、将来の成長を指させる強靭な
対応能力を確保するため、中長期の視点に立った継続的な人材育成と技術開発に取り
組み、次世代の更なる成長につなげることである60。トヨタのいう自立化は本国からの
海外支援を減らして、海外工場が自ら能力を持ち、自ら生産をすることを指している。
小曾根(2011)をみると、タイトヨタでは自立化のレベルを 5 段階に分けて評価している。
それぞれ機能別の項目をレベル 1：生産不安定、レベル 2：生産維持、レベル：3 生産
安定、レベル 4：自立、レベル 5：グローバルベストに分けている。生産不安定は欠品
によるライン停止がなく要求品質が明確にされている状態、生産維持は設備の故障修
理時間が短縮され部品供給時の部品オーバーフローがない状態、生産安定は標準作業
や技能が維持され物流作業が標準化された状態、自立は物流リードタイムが短縮され
工程品質改善活動が行われる状態、グローバルベストは物流トータルコストの継続的
低減と自工程完結が実現された状態を指す。  
 ではこのような体制の中で、トヨタ自動車本国の生産現場はどのような位置づけに
なるのだろうか。トヨタの本国生産現場は依然として生産知識を生み出す存在として
位置付けられていると考えられる。トヨタ生産方式の高度化とそれを支える新技術や
新製品の開発と生産は日本から生まれるとトヨタは考えているのである。トヨタは日
本の 300 万台体制を維持しつつ、高い技術を持つ日本のモノづくり競争優位性を最大
化し、日本で開発、熟成した革新技術をスピーディに世界の各拠点に展開していくこ
とで、グローバルでのトヨタの競争力をさらに向上させたいと考えているのである61。
つまり生産技術およびそれに関する知識を生み出す役割は未だに日本に残されている
のである。  
 トヨタの自立化は本国からの海外支援を減らすためのものであった。海外生産が急
激に増えるにつれてすべての海外支援を本国から担うことが不可能になったからであ
る。トヨタの自立化は海外工場が本国の支援を必要しないようになり、本国は生産技
術・知識に集中できるようにするための構想であったと評価することができる。言い
換えると本国からの支援なしに海外工場が本国の能力に追いつくための試みが自立化
                                                   
60
 http://www.toyota.co.jp/jp/environmental_rep/07/download/pdf/sr07_p84_85.pdf  
61
 http://www.toyota.co.jp/jpn/investors/library/annual/2012/efforts/ 
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なのである。  
 では、現代自動車はどうか。現代自動車の場合は 2 つの事例を分けて考える必要が
ある。海外拠点から生産システムの進化が起きたという事例において、海外工場は本
国からそのような役割は付与されていない。北京工場は自らよりよい生産システムを
求めて進化の道を選んだのである。北京工場がこのような道を選んだのは、現地環境
と関係がある。中国市場においてはディーラー網が不安定だったため、在庫が足りな
かったり、反対に在庫が多く膨らんだりすることがあった。そのような問題に対処す
るために自ら新しい知識を生み出したのである。  
 インド工場からトルコ工場への生産移転はこれとは少し性格が違う。これは本社の
決定と現地環境という 2 つの要因から考える必要がある。現地環境といえるものはヨ
ーロッパとインドにおける現代自動車の販売台数増加がある。すでにみた通り、イン
ド工場が車を供給していたインド市場とヨーロッパ市場の両方で販売量が増えたため、
インド工場は生産能力が不足していた。そこで本社がトルコ工場に生産移管を決定し
たのである。しかしこれはインド工場からトルコ工場への知識移転ということではな
く、単なる生産能力の国際的再配置の意味を持つ。実際インドから知識的な面での支
援はほとんどなく、生産移管に関しては本国の支援が多かったという。  
 現代自動車の事例は海外拠点の独立という観点から見る必要がある。現代自動車の
海外工場は本国の生産現場との関係性が薄く、独立している。また海外工場同士もか
なり独立的に運営されている。このような独立性が新たな知識創造の可能性を開いた
と考えられる。北京現代汽車の事例をみると、国内工場とのつながりがなかったから
こそ生産システムの進化が起きたと評価できる。プルシステムによる生産、多能工、
広範囲なジョブ・ローテーションなど国内では実現できなかったものが海外では実現
された。またそれに付随して新しいシステムを運用するための知識も生まれたのであ
る。 
 グローバル総合状況センターはリモート・コントロール・システムを通じて海外工
場を常にモニタリングし、コントロールしている。そのコントロールは何らかの問題
が生じた際の解決に集中されている。異常が発生した部分に関しては徹底的にコント
ロールするが、それ以外の部分に関しては海外工場自らが新しい知識を生み出す余地
は残されているのである。  
 現代自動車の本国生産現場は知識を創造する役割を任されていない。その役割は本
社組織に託されている。本社組織は海外工場を立ち上げ、その後モニタリングとコン
トロールをする。しかしある程度の独立性をもった海外工場は独自に進化の道を探す
のである。  
海外工場同士の生産移転の事例は知識の問題とはあまり関連がないように思われる。
インド工場からトルコ工場への知識移転はあまりなかった。これは需要の問題と本社
によるグローバル規模での生産能力配置問題だと解釈するのが妥当であろう。  
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 5 章でのマザー工場とモデル工場の比較分析の中で、親子そしてモデルとクローンの
比喩を挙げた。ここでも同じ比喩を使い、両者の海外生産拠点を比較する。母親は子
供を産み、育てる。しかし子供はいつまでも子供のままでいるわけではない。いつか
は親元を離れ自立し、自らの子供を産むこともある。いつまでも子供の面倒を見てい
ると子供は育たない。トヨタ自動車がいう自立化は子供の面倒を見ることを減らして、
子供を親元から離れさせて自ら子供を産ませることである。しかし親はいつまでも尊
敬され模範になる存在であり続けなければならないのである。モデルとクローンはそ
れとは違う。モデルは DNA だけを提供し、そこから生まれたクローンの面倒はみない。
クローンは病気にかかったら薬が投与され、腹が減ったら食べ物をもらうけど、特に
誰かの背中をみて育つわけではない。結局クローンは周辺をみながら自分の生き方を
自分で探す必要がある。現代自動車は海外工場を建ててそれをコントロールするが、
海外工場は海外環境と相互作用しながら自ら進化していくのである。  
 では今後これらの知識ネットワークはどのように発展していくのだろうか。ここま
で説明してきた内容を基に議論してみたい。トヨタの調整型分権ネットワークは本国
工場が生み出す知識の多様性から起因する。調整型分権ネットワークは本国における
知識のバリエーションを海外でも維持させているのである。バリエーションは良い面
だけを持っているわけではない。知識のバリエーションが増えすぎると全体的に一つ
の知識体系として機能することが阻まれる可能性がある。GPC はトヨタがトヨタ生産
システムという知識体系の中のバリエーションを減らし、ある程度の統一性を持たせ
ようとした試みだと解釈することができる。基本技能を制定することによって生産現
場におけるスキルを統一することや TL・GL などのリーダーの役割をマニュアル化す
るなどトヨタ生産システム全般における統一性を担保しようとしたのである。マザー
工場の統一化もそのような観点から考えることができる。5 章で扱った天津工場の事例
で、本来 3 つであったマザー工場が一つに統一されたことを確認することができた。3
つのマザー工場というのは知識のバリエーションの面では優れていたかもしれないが、
様々な問題点を抱えていた。マザー工場を一つに統一することによって、バリエーシ
ョンを減らし、効率的な知識移転関係を構築することができたのである。このように
トヨタの調整型分権ネットワークはその非効率的なバリエーションを減らし、知識体
系全体に最小限の統一性を持たせる方向に発展するのではないかと考えられる。  
 現代自動車の集権ネットワークでは、知識の多様性が生まれにくかった。生産現場
では知識が生み出されなかった。現代自動車は本国の本社組織に知識を集約させ、そ
れを標準化し全世界に展開させる方式を持っていた。しかしこのような構図は変わり
つつある。現代自動車の場合、本国の生産現場ではなく海外の生産現場でバリエーシ
ョンが生まれているのである。海外工場は標準化された知識を基に生産を続けながら
本国によりコントロールされている。しかしすべての面でコントロールが行われてい
るのではなく、海外で独立的に運営されている部分も多い。そのような部分から知識
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が進化しバリエーションが生まれているのである。現代自動車は現在このように生ま
れた知識を本国もしくは別の海外工場に移転するということは行っていない。知識の
バリエーションは生まれているが、それが現代自動車生産システムという全体の知識
体系に吸収されていないのである。現代自動車の集権知識ネットワークは、今後この
ように海外から生まれる知識のバリエーションを吸収する方向で発展するのではない
かと考えられる。また別の方向ではあるが、現代自動車は知識のバリエーションを考
慮している。現在現代自動車の海外生産展開はすべて生産能力 30 万台の大規模工場で
ある。これは自動車需要が大きいか、成長している市場には通用するが、そうでない
市場においては成功が難しい戦略だと評価されている。今後は今までのグローバル標
準である年産能力 30 万台の工場ではなく、それより小規模の工場を考慮しているので
ある。知識のバリエーションに対する現代自動車の試みがどれくらいの成果を上げる
かで現代自動車の今後の競争力が大きく影響されるといっても過言ではないだろう。  
両社は現在まで全世界に工場を建設しながら、グローバル知識ネットワークを展開
させてきた。Bartlett & Ghoshal(1989)はトランスナショナル企業という概念で多国籍企
業の理想像を提示した。トランスナショナル企業とは、世界規模の効率性、各国環境
への適応、イノベーションの促進という 3 つの戦略課題を同時に追求することができ
る組織である。トヨタ自動車と現代自動車の、自社が本国で持っている知識を海外に
どう移転するかに関するそれぞれの答えが現在の知識ネットワークの機能・構造であ
る。知識ネットワークの機能・構造はその企業が本国で持つ知識の特性、知識の移転
可能性、本国知識ネットワークによって変わる。これらはすべて企業の歴史の中から
形成されるものである。両社は現在トランスナショナル企業になるための道中にある。
おそらくトランスナショナル企業になったとしても 3 つの戦略課題を同時に達成する
方法や仕組みなどに関してはかなり異質的になるだろう。トランスナショナル企業を
論じる際には、企業が置かれた環境、企業の歴史などの要因を考慮に入れなければな
らないのである。  
これからは展開された知識ネットワークの中で海外子会社にどのような役割を与え
てそれを発展させていくかが問題になるだろう。海外市場に密着させてイノベーショ
ンを促進させ、それを逆知識移転・水平知識移転で活用しなければならない。そして
すべての知識移転をより効率的なものにする必要があるだろう。  
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8．結論 
8．1．分析の要約 
 本研究は、グローバル化する製造業企業の姿とそのなかで知識がどう流れているか
について描くことを試みた。過去の文献では、多国籍企業の優位性が知識であること
を認識するもそれをどう活用するか、そしてそれを活用する能力をどう形成するかの
問題については議論してこなかった。本研究ではそこから一歩進み、多国籍企業のな
かの知識ネットワークとそれの形成について議論した。自動車産業における海外生産
という現象で知識がどのように生まれどう移転されるのかという流れに注目してそれ
ぞれの組織単位の役割を説明してきた。  
 第 2 章では、既存の文献を整理しつつ問題意識を明確にした。まずは多国籍企業論
から企業が本国で持っていた優位性を海外に移転して海外での競争優位性を得ること
を指摘した。また多国籍企業のなかでも製造業企業が海外生産のマネジメントをいか
に行うのかをみた。更に日本企業の海外生産とマザー工場論を取り上げた。最後に知
識移転と知識ネットワークに関する議論を紹介して、本研究全体をまとめるフレーム
ワークを提示した。本研究では本国知識の特性を把握するために成文性、伝授可能性、
複雑性からなる移転可能性のフレームワークを提示した。そして知識ネットワークの
なかで知識がどう流れているかを分析するために、知識をメンバー、ツール、タスク、
スキル、組織、レイアウトに分けて、それらがどう流れ、組織単位がどのような関係
を結んでいるかをみた。 
 第 3 章では、本国での知識、つまり生産システムを分析し、その海外への移転可能
性をみた。分析の前に両者の歴史を調べることによって、生産システムが形成された
背景を把握する。そして両者の海外生産を時期別に分けて 4 章からのダイナミックな
分析に備えた。知識の移転可能性は生産システムを移転する際のコスト・難易度を意
味する。移転可能性をみるためには、生産システムの成文性、伝授可能性、複雑性の 3
要素からみることにした。トヨタ生産システムは成文性が高く、伝授可能性が低く、
複雑性が高いと分析された。現代自動車生産システムは成文性が高く、伝授可能性が
高く、複雑性が低かった。トヨタ生産システムは現代自動車生産システムより相対的
に移転可能性が低いと解釈することができる。よってトヨタ生産システムの方がより
移転が難しく、現代自動車生産システムの方が相対的に移転しやすいことになる。  
 第 4 章では、本国の知識ネットワークについて説明した。トヨタは本国工場の生産
現場がそれぞれ知識を生み出し、独自の路線で発展する仕組みになっている。またそ
れをシステムとして統合する機能もある。本国工場同士は直接交流することもあるが、
生産調査室、GPC などで結ばれることもある。現代は国内の労働組合などの環境条件
により硬直的な作業現場組織をもっており、生産現場における知識の創造があまり行
われない。その代わりに生産技術研究所が作業標準を設定し、新技術導入を主導する。
国内には蔚山工場と牙山工場があるが、海外工場のモデルになっているのは牙山工場
  208  
 
だけである。両社の最も大きな違いは作業現場での知識が生まれるかどうかである。
トヨタはそれによって生産拠点ごとの多様性が生まれ、分権的な構造になっている。
現代は生産現場から知識が生まれず、本社組織が集中的に知識を創出・伝播する集権
な構造になっていた。  
第 5 章では、本国知識の移転実例の分析から本国工場と海外工場の関係をみること
にした。その結果、トヨタ自動車は本国の工場がマザーなり、海外工場の立ち上げか
らその後も持続的なサポートを行うマザー工場制を採用していることが分かった。現
代自動車は本国の工場がモデルとなり、海外工場の立ち上げの際にコンセプトを提供
していた。しかしその後の関係性は薄く、主に本社がサポートを行うことになってい
る。マザー工場制とモデル工場制は移転可能性とも関係があると考えられる。移転可
能性が相対的に低いトヨタは、本国工場と海外工場が持続的な関係をもち、時間をか
けて本国の知識を移転する必要がある。反面現代は相対的に移転可能性が高いため、
立ち上げの際に集中的に移転を行い、その後の管理と支援は本社でまとめて行うので
ある。  
 第 6 章では、第 4 章と第 5 章を合わせつつ、両社のグローバル機能の説明を合わせ
て、グローバル知識ネットワークの姿を描いた。トヨタの生産調査室と GPC はグロー
バル機能も持っている。これらがマザー工場をサポートする形になっている。また海
外工場がマザー工場機能を果たすことも観察された。新興国専用車種の生産移転にお
いてタイ工場が限定的なマザー工場機能を果たしている事例と北米ケンタッキー工場
がメキシコ工場のマザー工場になる事例をみた。トヨタのグローバル知識ネットワー
クはマザー工場を中心とする分権的な構造になっている。しかし分権的な構造の中で
も調整が働いているため、調整型分権ネットワークだといえる。現代自動車の場合は
生産技術研究所、南陽研究所パイロットセンター、グローバル総合状況センターがグ
ローバル機能を持っている。また北京現代の工場で新しい生産システムの進化が起き
たこととインド工場だけで生産していた車種をトルコ工場に生産移転した事例をみた。
現代自動車のグローバル知識ネットワークは本社機能を中心に集権ネットワークにな
っている。これらのグローバル知識ネットワークは移転方式から影響を受けて形成さ
れる。  
 第 7 章では、事例の分析を振り返り、議論の拡張を試みた。まず集権ネットワーク
と分権ネットワークを比較した。分権ネットワークは良質の知識を生み出し、知識共
有も活発だが、知識の移転に時間とコストがかかる。集権ネットワークは知識を生み
出す能力は劣るが、知識を速く低コストで移転させることができる。そして海外子会
社の役割についても論じた。これからグローバル知識ネットワークの中で、海外子会
社がどのような役割を持つべきかについて議論した。最後に本国の知識の形成におけ
る本国の制約条件について論じた。制約条件により企業は事前に想定したものとは違
う形の知識を発展させることになる。そしてその知識がグローバル知識ネットワーク
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の形成に影響を与えるのである。  
 本研究全体の内容は次のように整理することができる。トヨタ自動車と現代自動車
はそれぞれ本国に独自の生産システムを持っていた。それらは両社の歴史の中で構築
されてきたものであり、海外に移転され、活用されるべき知識であった。知識の移転
可能性を分析した結果、トヨタは相対的に低い、現代は相対的に高い移転可能性を持
っていた。トヨタは本国各工場の生産現場から知識が生まれ、それを基に分権ネット
ワークが構成されていた。現代は本国で知識を本社組織である生産技術研究所に集約
させ、集権ネットワークを構築していた。知識を海外に移転するためにはその知識の
移転可能性と本国知識ネットワークを考慮しなければならない。それぞれの知識に合
った形でつくられた移転方式が運用された。トヨタ自動車はマザー工場制、現代自動
車はモデル工場制を使用したのである。本国知識の移転可能性と本国知識ネットワー
クから知識の海外への移転方式が決まる。知識の移転方式からグローバル知識ネット
ワークを構築されることになる。要約すると、トヨタ生産システムの本国分権知識ネ
ットワークと低い知識の移転可能性からマザー工場システムが生まれた。それは分権
グローバル知識ネットワークにつながったが、トヨタはそれに修正を加え、現在は調
整型分権グローバル知識ネットワークとなっている。現代自動車生産システムの集権
本国知識ネットワークと高い移転可能性からモデル工場システムが生まれた。そして
そこから集権グローバル知識ネットワークが構築されたのである。図 8.1 はこのような
流れを図で表したものである。  
 
 
8．2．グローバル知識ネットワークの機能・構造・形成 
第 1 章で提示した本研究のリサーチクェスチョンは「多国籍企業が競争力の源泉とな
る知識を移転・活用するために持つグローバル知識ネットワークの構造と機能は何か。
図 8．1．知識ネットワークの形成 
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そしてそれが形成されるメカニズムは何か。」だった。本節ではグローバル知識ネットワ
ークの構造と機能を説明し、最後にその形成のメカニズムについて詳述する。  
 
8．2．1．グローバル知識ネットワークの構造 
 本研究ではグローバル知識ネットワークの構造を決める要因として本国知識ネット
ワークを挙げた。本国で知識ネットワークに参加している組織単位はそのまま、グロ
ーバル知識ネットワークにも参加することになる。また本国知識ネットワークでどこ
に知識が集中されて、どの方向で知識が流れるかがグローバル知識ネットワークに影
響を与えるのである。  
 トヨタ自動車の本国各工場は、自主的に知識を創造する役割を担っている。そして
そのように生まれた知識は工場同士で直接交流によって移転されることもあるが、生
産調査室、GPC のような組織単位を通じて移転されることもある。トヨタの本国知識
ネットワークにおいての参加者は量産工場、生産調査室、GPC であり、量産工場それ
ぞれが知識創造と移転の主導権を持っているという意味で分権ネットワークだと考え
られる。  
 トヨタ自動車のグローバル知識ネットワークを見ると、本国知識ネットワークと同
じ組織単位が参加していることが分かる。ネットワークに参加しているのは、マザー
工場期には、本国マザー工場、生産調査室、海外工場だった。この時期は本国と同じ
くグローバルでも分権ネットワークを構成していた。グローバル生産期には本国マザ
ー工場、生産調査室、GPC、海外工場、地域統括会社である。グローバル生産期に追
加された組織単位は、急速に増えた海外工場に対応し、マザー工場を支援するための
ものである。この時期はネットワークの分権的な性格が緩和され、調整型分権ネット
ワークを構成したのである。  
 現代自動車の本国量産工場では知識が生まれていなかった。知識を創出する役割は
生産技術研究所に任されていた。現代自動車の本国知識ネットワークには本国量産工
場と生産技術研究所が参加している。そして生産技術研究所に知識が集中され、各工
場にそれが伝播される構造になっていた。つまり集権ネットワークを構成していたの
である。  
 現代自動車のグローバル知識ネットワークを見ると、本国知識ネットワークを構成
していた組織単位が参加していることが分かる。本国モデル工場と生産技術研究所、
パイロットセンター、グローバル総合状況室、海外工場がネットワークに参加してい
る。グローバルでも本国と同じく集権ネットワークが構成されていた。  
 
8．2．1．グローバル知識ネットワークの機能 
本研究ではグローバル知識ネットワークの機能を決める要因として本国知識の移転
可能性を挙げた。移転可能性は知識が移転される際にかかる時間・コストを指し、そ
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れによって企業は自社のグローバル知識ネットワークがどのような知識を移転させ、
どのような方法を使うかという機能を決めることになる。  
トヨタ自動車は成文性が高く、伝授可能性が低く、複雑性の高い知識を持っており、
全体的な移転可能性は低かった。伝授可能性が低かったため、多くの人を海外に送る
必要があり、複雑性が高いため海外で知識体系を再現させるのにも時間がかかった。
全体的にトヨタの海外知識移転は多くの人を送り、長い時間のかかるものだった。  
マザー工場期のトヨタのグローバル知識ネットワークはマザー工場にあるすべての
知識を海外工場に移転している。マザー工場は人、設備、マニュアル、組織、スキル、
レイアウトという 6 つの知識全てを移転させていた。その際には、成文化を通じて媒
体に知識を入れて移動させることも多いが、知識移転の主体である人が移動すること
も多い。そしてマザー工場だけではなく、生産調査室からも人が移動していた。生産
調査室は人を移動させる以外に、海外工場における組織文化の再現も支援していた。
しかしグローバル生産期に入ってからは、海外生産拠点が急激に増え、このような人
の移動ですべての知識移転をカバーすることが難しくなった。そこで、GPC という組
織を設立し、知識を標準化させて、人の移動を抑えたのである。GPC はトレーナーを
育て、技能育成ツール・マニュアルを提供することで、海外工場の人におけるスキル
の再現を支援した。この時期にもマザー工場は依然として 6 つの知識を移転させてい
るが、海外に移動する人の数は減った。生産調査室の機能も同じだが、地域拠点を置
くことで本国からの直接支援を減らした。  
現代自動車は成文性が高く、伝授可能性が高く、複雑性の低い知識を持っており、
全体的な移転可能性が高かった。多くの知識を媒体に入れて移動させ、伝授可能性が
高かったため、人の移動は多くなかった。複雑性が低いため、海外で知識体系を再現
させるのにも時間が余りかからなかった。  
現代自動車のグローバル知識ネットワークは、モデル工場の知識をすべて海外工場
に移転させていない。モデル工場から移転されるのはレイアウトとエンジニアの持つ
知識だけである。ほかの部分は生産技術研究所が作った工場標準によって移転される。
生産技術研究所は人、設備、マニュアルを移動させ、また海外工場のレイアウト・ス
キルを再現させる。つまりほとんどの部分が媒体として移転されるのであり、人の移
動は少ないのである。パイロットセンターは新車の量産開発に関する知識移転を担当
している。新車生産に関するマニュアルを作成し、設備を作り、それのためのレイア
ウトを準備させる。最後にグローバル生産状況室は直接知識移転を担当してはいない
が、海外で起こった問題を解決する役割を果たす。  
 
8．2．3．グローバル知識ネットワークの形成メカニズム 
8．2．3．1．知識の移転可能性 
 知識の移転可能性は、知識の海外への移転可能性を決める重要な要素である。知識
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移転の容易さは企業が知識をどの方法で移転するかを決めるための重要な判断材料で
ある。本研究では知識の移転可能性を成文性、伝授可能性、複雑性で分けて分析した。  
 本国知識の分析結果、トヨタ自動車は成文性が高く、伝授可能性が低く、複雑性の
高い生産システムを持っていた。トヨタ生産システムという知識は移転可能性が低い
た分析された。反面現代自動車は成文性が高く、伝授可能性が高く、複雑性の低い生
産システムを持っていた。現代自動車生産システムという知識は移転可能性が高いと
分析された。  
 そしてこれらの移転可能性は知識の移転方式につながっていた。移転可能性が低い
知識を移転させるためにトヨタはマザー工場システムを用いた。本国工場は最初の立
ち上げだけではなく、その後も持続的なサポートを行う。移転が難しい知識であるた
め、そのような方式を使うことで効率的な知識移転を行うことができるのである。移
転可能性の高い知識を移転させるために現代自動車はモデル工場システムを用いた。
本国工場は最初の立ち上げだけに関与し、その後のサポート・コントロールは本社組
織が行う。移転が容易な知識のための効率的な方式だと考えられる。  
 また移転可能性を個別要素として考えると移転方式との関係がよりわかりやすい。
成文性が高い知識は知識媒体に入れることが容易であり、ツール、タスクを多く移動
させることができる。伝授可能性の高い知識は少ない人を海外に移動させても同じ量
の知識を移転させることができる。複雑性の低い知識は、知識体系を再現させること
が容易であり、知識移転プロセスを長く続ける必要がない。  
 このように知識の移転可能性は知識移転方式の決定に大いに影響を与えているので
ある。  
 
8．2．3．2．本国知識ネットワーク 
 移転可能性と共に移転方式に影響を与えるのが、本国知識ネットワークである。知
識は本国で形成される。そしてそれは知識ネットワークを通じて、本国で移転・活用
される。この本国知識ネットワークが移転方式を決めるのに重要な役割果たしている
のである。  
 本国知識ネットワークを見るために、本研究では本国の工場、本社組織が知識移転
においてどのような関係を持っているかを調べた。そして知識はどこから生まれるの
か、そして知識が集中するのはどこかについても説明した。トヨタ自動車は本国の各
工場が知識を生み、工場同士が知識交流を行っていた。本社組織は工場同士の知識交
流を支援していた。現代自動車は本国工場から知識が生まれず、知識はすべて本社組
織である生産技術研究所が生み出していた。本社組織に知識が集中され、それが各工
場に移転されていた。  
 注目すべきは本国知識ネットワークで知識が集中され、知識移転を主導している組
織単位が海外への知識移転においても移転を主導しているということである。つまり
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本国知識ネットワークの姿が移転方式の決定に影響を与えるのである。5 章でマザー工
場制とモデル工場制という 2 つの方式の差は知識移転を行う際の役割分担にあると説
明した。本国の知識移転において多くの役割を担っている組織単位が海外への知識移
転においても多くの役割を担うのである。  
 つまり移転方式の決定は、知識の移転可能性と本国知識ネットワークの 2 つから影
響されるということができる。  
 
8．2．3．3．移転方式 
山口(2006)は、マザー工場制を本国工場で持っている暗黙知を暗黙知のまま移転させ
るシステムと解釈している。マザー工場は多国籍企業が本国で持つ知識を移転させる
ために活用される組織能力としてみなしたのである。大木(2011、2013)でも海外子会社
の能力構築のためには、本国で持っている知識を移転させる必要があり、その主体と
して本国生産拠点の存在を強調している。  
本研究はマザー工場とモデル工場を比較しながら、海外への知識移転に貢献してい
るのは、本国の工場だけではないことを明らかにした。本国工場だけではなく、知識
移転に関わっている本社組織が存在することを説明してきた。そして知識の移転方式
は本国工場と本社組織の役割分担によって決められていた。本国工場と本社組織が海
外への知識移転においてどのような役割を担当するかによって、マザー工場制とモデ
ル工場制を区別したのである。  
そしてこれらの移転方式は移転可能性、本国知識ネットワークとつながっている。
移転可能性が低く、移転に長い時間と高いコストが必要な知識を移転するためには、
本国工場が長い時間をかけて知識移転を続けるマザー工場制を使う必要があった。反
面移転可能性が高く、移転にあまり時間とコストが必要ではない知識を移転するため
には、知識を標準化し移転の効率を高められるモデル工場制を使ったのである。  
グローバル知識ネットワークはこのような知識移転方式が拡張されたものだと考え
ることができる。マザー工場制もモデル工場制も基本的には 1 対 1 の関係を議論して
いるものである。山口(2006)も多国籍企業が多様な関係性を持つことは認知していたが、
マザー工場制の議論は 1 対 1 の関係で留まっている。大木(2011; 2012)は一時的に競争
劣位にある国内生産拠点が海外生産拠点との競争圧力を通じて自らの競争優位性を高
めていく過程について説明している。そこでは複数の海外工場と本国マザー工場が生
産性競争を繰り広げているという記述はあったが、具体的にそれらがどうつながって
いるかについての議論はなかった。  
本研究は海外への知識移転において主導的な役割を持っている組織単位がグローバ
ル知識ネットワークの中でも中心として位置付けられるということを明らかにした。1
対 1 の関係で重要な役割を果たしていた組織がそのまま全体のネットワークの中でも
中心になっているのである。知識は本国の環境と企業の歴史の中から生まれる。知識
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そのものの特性が移転可能性となり、海外への知識移転方式が決まる。そして移転方
式がグローバル知識ネットワークへとつながっているのである。  
 
8．2．3．4．制約条件と知識の形成 
 ここまでグローバル知識ネットワークの形成要因として移転可能性、本国知識ネッ
トワーク、そして移転方式について説明した。しかしここで一つの疑問が残る。企業
が知識を移転・活用するために知識ネットワークを構築とするならば、その知識はど
のように形成されるのだろうか。  
 本研究は、企業が本国の知識を形成するときに影響を与える要素として本国の制約
条件を挙げた。制約条件により本国知識が形成され、知識の特性は本国知識ネットワ
ーク、知識の移転可能性に影響を与える。  
 トヨタ自動車は戦後の資源・資金・労働力不足、多様な市場需要などから現在の生
産システムを発展させた。それは移転可能性が低く、本国では分権ネットワークが展
開された。現代自動車は成長する市場需要、非協調的な労使関係などから現在の生産
システムを発展させた。それは移転可能性が高く、本国では集権ネットワークが展開
された。これらの共通点は制約条件により創発的に発展された生産システムであると
いう点である。そしてその違いは、トヨタは本国の制約条件下で作られた生産システ
ムを海外でも維持しようとしたが、現代自動車は自社の生産システムを制約条件が違
う海外で変化させようとした点である。  
 グローバル知識ネットワークの形成は図 8.2 のようなメカニズムが働いていると考
えることができる。本国知識は制約条件から生まれる。そして本国知識が移転・活用
される知識ネットワークと知識の移転可能性は知識の移転方式を決める。知識の移転
方式が拡張されたものがグローバル知識ネットワークなのである。  
 
 
8．3．本研究の理論的含意 
では本研究の結果から得られる理論的貢献は何か。ここではそれを 4 つに分けて説
明する。  
1 つ目は新しいフレームワークを使い知識移転の流れを分析し、知識移転の詳細なメ
図 8．2．知識ネットワークの形成と制約条件  
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移転可能性
知識の
移転方式
グローバル
知識ネット
ワーク
本国
知識
本国知識
ネットワーク制約
条件
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カニズムを明らかにしたことである。今までの知識移転の議論は主にどのようにすれ
ば知識移転が促進されるか(Darr, Argote, Epple,1995; Almeida & Kogut,1998; Tsai,2001;  
2002; Chini,2004)、もしくは知識移転を阻む要素はどこに存在するのか(Szulanski,1996;  
2000)について議論してきた。しかし実際どの知識がどう流れているのかについては関
心が払われてこなかった。本研究では知識移転という現象を知識の再現、知識貯蔵媒
体の移動、知識移転主体の移動で分けて、知識移転という企業の行動に関する理解を
深めた。またどこに知識が貯蔵されるかに注目し、メンバー、ツール、タスク、スキ
ル、組織、レイアウトという 6 つの要素を提示した。それらが組織の中でどのように
移転されるかを見ることによって、知識移転ネットワークの姿を描いたのである。こ
のフレームワークを使うことによって、知識移転という現象をより深く理解すること
ができた。既存の研究とは違う新しい視点で、知識移転の効率性だけではなく、知識
移転という企業の行動の中身を明らかにしたという点で、本研究は理連的貢献をした
といえる。  
 2 つ目はマザー工場システムの議論を拡張したことである。まずはマザー工場システ
ムと対比される概念としてモデル工場制を提示した。マザー工場制とモデル工場制は
それぞれ長所と短所を持っている。モデル工場制との比較を通じてマザー工場制が持
っている利点がより明確に見えてきたといえる。マザー工場制は本国の知識の多様性
をそのまま海外に移転させ、移転可能性が低い知識を移転させるには適しているが、
知識移転の速度は速いとは言えない。反面モデル工場制は移転可能性の知識を本国の
知識を速く移転させることはできるが、知識の多様性が不足している。  
またマザー工場システムの変化を描いた点も貢献だといえる。中川 (2012)でもマザー
工場システムの変化について指摘している。海外工場がマザー工場から自立すると同
時にマザー工場が常に製品技術・ものづくり能力の先端に位置する現象を IMIY モデル
と呼んだのである。本研究でも同様にマザー工場から海外工場が自立する現象が観察
された。海外生産の急増により海外工場を支援する人材を派遣することが難しくなり、
それに対応するため海外工場を自立させ、マザー工場をサポートする組織を設立した
のである。つまり本研究では、マザー工場とモデル工場を比較することでその違いを
明確にし、マザー工場システムの変化をも合わせて議論したことで議論を拡張させた
のである。  
 3 つ目はグローバル知識ネットワークが形成されるメカニズムを明らかにしたこと
である。今までの知識ネットワークの研究は、企業の持つ知識ネットワークの中で知
識の共有をいかに活性化させるかに議論の焦点があてられていた (Hansen,1999;  
Tsai,2001; Ernest & Kim,2002; Hansen,2002; Chow & Chan,2008)。本研究では知識ネット
ワークにおける知識移転・共有の効率性ではなく、それがいかに形成されるのかに注
目した。知識の移転可能性と本国知識ネットワークが移転方式を決める。そしてその
移転方式が拡張されてグローバル知識ネットワークになるのである。  
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 4 つ目は企業が置かれた環境からの制約条件が企業の競争力につながり得ることを
示した点である。既存の多国籍企業論では、企業が何らかの優位性をもち、それを海
外で展開することを多国籍企業の競争力の源泉だとみなしてきた (Kindleburger,1969; 
Hymer,1970; 1976; Dunning, 1979; Rugman,1981)。本研究が明らかにしたグローバル知識
ネットワーク形成のメカニズムではそのような議論とは異なる点が見つかった。知識
は企業が置かれた環境からの制約条件から生まれる。制約条件から生まれた知識は移
転可能性、本国知識ネットワークを通じてグローバル知識ネットワークの形成に影響
を与える。つまり企業の競争力の源泉として作用するグローバル知識ネットワークは
制約条件から形成されることになる。既存の多国籍企業論は企業が資源、優位性など
何かを持っていることから競争力が生まれると分析してきた。本研究では企業が何か
を持っていることではなく、制約条件下で切磋琢磨することで競争力が生まれること
を明らかにした。  
 
8．4．実務的インプリケーション 
 本研究から得られる実務的インプリケーションは 3 つある。  
 1 つ目は、知識ネットワークを構築する際は自社の強みがどこにあるのか把握する必
要があるという点である。本研究で見てきたとおりに、知識ネットワークは経路依存
的に形成される。トヨタ自動車はマザー工場に能力が集中し、現代自動車は本社組織
に能力が集中していた。その能力を生かす方向で知識移転ネットワークが発展してき
たのである。そのため知識ネットワークを形成する際には常に自社の強みがどこにあ
るのかを把握しそれにあった方向性で進めていく方向性があるのである。  
 2 つ目は、マザー工場システムとモデル工場システムについてである。本研究では自
動車産業の事例で 2 つの移転方式について説明したが、これを他産業にまで広げると
どうなるのだろうか。ここで産業を資本集約的産業と労働集約的産業という基準で分
類したい。企業が持つ資源には限界があるため、企業は資本集約的産業か労働集約的
産業のどっちかを取るしかないとしよう。もちろんこれは明確に分けられるものでは
なくスペクトラム上で存在する。そしてこれらの産業は優位な知識を持ち、それを国
際的に移転することで競争優位に立てると仮定しよう。その際に、マザー工場システ
ムとモデル工場システムはどのようにフィットするのだろうか。労働集約的産業は労
働力を多く投入する必要がある。そしてそこからは人に依存する暗黙的知識が多く生
まれると考えられる。反対に資本集約的な産業は生産設備を多く投入する必要がある。
そしてそのような設備は知識を形式化したものなので、形式知が多く生まれると考え
られる。4 章で分析したようにマザー工場制は暗黙知の移転に、モデル工場制は形式知
の移転に強みを持っていると分析した。そうすると、労働集約的な産業であればある
ほど、マザー工場とのフィットがよく、資本集約的な産業であるほど、モデル工場と
のフィットがよいと考えられる。自動車産業は設備と労働力の両方が重要な産業であ
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る。そのため、同じ自動車産業の中でも選択が分かれたのではないかと考えられる。  
 また産業からではなく、企業戦略の観点からもマザー工場システムとモデル工場シ
ステムの選択の話をすることができる。マザー工場システムでは知識移転の速度は速
くないが、長い時間をかけて知識移転を行うため、海外拠点の成長性は高いと考えら
れる。反面モデル工場システムは知識移転の速度は速いが、海外拠点の成長性は低い。
企業は海外拠点をどう育てるかという戦略的意思決定をし、それに合った移転方式を
選ぶことができるのである。  
 マザー工場システムとモデル工場システムは工場という名がついているが製造業に
限った話ではない。流通業やサービス業など別の産業においても競争力を高められる
知識は存在する。その知識を移転する際に、中心的な役割を果たす組織単位はどこで、
組織単位間をどうつなげるのかという問題なのである。  
 3 つ目は知識ネットワークで知識移転を助ける組織を設立することで知識の流れを
強化することができることである。本研究では知識移転を助ける組織の存在について
説明してきた。トヨタ自動車の生産調査室、生産調査室の分室(OMDD)、GPC、地域
GPC、現代自動車のパイロットセンター、グローバル総合状況室は知識ネットワーク
の中で知識移転を助ける組織であった。知識移転を専担する組織を設置することによ
って企業内の知識の流れを活性化することができるのである。  
 
8．5．今後の研究に向けて 
 本節では本研究の限界と今後の研究の方向性について示す。本研究の限界として最
初に挙げられるのは、グローバル知識ネットワークを扱いながらも知識移転の開始段
階を扱わなかった部分である。知識移転の開始(initiation)の段階では移転の意思決定が
行われる(Szulanski,1996、2000)。本研究の事例である自動車産業で言えば、海外に工
場を建設するか否か、建設するならばどの国に建設するのか、どの規模で建設するの
か、建設したらどの車種を生産するのかなどの戦略的な意思決定を行う段階になるだ
ろう。本研究では知識の流れに集中して知識ネットワークを描いたため、知識移転の
開始段階は捨象した。しかし知識マネジメントという観点からみて、また大きく経営
学の一研究という視点から見て知識移転の開始段階に関する議論はかなりの重要性を
持っていることは否めない。開始段階は企業全体の戦略と直結しているため、企業を
深く知るという意味でも非常に大事である。今後の研究では知識移転の開始段階まで
含めた幅広い意味での議論が期待される。  
 次は本研究の事例が持つ限界である。本研究はケース分析を用いて日韓自動車産業
の中の 2 企業、トヨタ自動車と現代自動車をその対象とし研究を進めてきた。前節で
他産業でのインプリケーションに関する考察を行ったものの、一つの産業を事例とし
た限界は存在するといえる。また自動車産業の中でもトヨタ自動車と現代自動車とい
う企業特殊的な面も確かに存在している。今後はこのような特殊要因を乗り越えた企
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業のグローバル知識ネットワークのダイナミックな形成に関する理論の登場が必要だ
と感じられる。本研究で提示された知識ネットワークの形成要因を基に仮説を構築し、
定量研究を行うことも一つの方向性として考えられる。  
 最後に海外拠点における知識創造について言及したい。トヨタ自動車と現代自動車
の両方とも海外で生まれた知識が全世界的に自由に移転され、活用されている段階だ
とは言えない状況だった。これは産業特殊的な要因からくるものである。自動車産業
における生産システムという知識体系は非常に複雑なものでかつ長年の経験の蓄積に
より発展されてきたものである。そのために本国の知識がもつ優位性の度合いが高い。
その分海外で有用な知識が生まれるのは難しいのではないかと考えられる。しかし自
動車産業においてもいつまでも本国の優位性が維持されるとは限らない。現代自動車
はすでに海外拠点にて本国を凌ぐ生産システムの進化を遂げている。トヨタ自動車も
海外拠点の自立化を進めている。今後の研究では、このような自動車産業の潮流を追
うことで、より発展したグローバル知識ネットワークの研究ができるだろう。  
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付録．調査リスト 
調査   調査者   日時  
 現代自動車蔚山工場訪問調査   
 新宅純二郎、大木清弘、徐寧教
他 20 名  
 2008.11.7  
   徐寧教   2009.7.24  
   徐寧教   2010.9.8  
 現代自動車蔚山工場人事部、 
生産管理部インタビュー調査  
 徐寧教   2009.7.24  
 北京現代第 2 工場訪問調査   塩地洋、徐寧教他 14 名   2010.8.27  
 北京現代第 2 工場訪問調査   呉在恒、徐寧教他 6 名    2010.8.30  
 北京現代生産管理部インタビュー   徐寧教   2010.8.31  
 北京現代本社訪問調査    塩地洋、徐寧教他 3 名    2010.8.27  
 現代自動車牙山工場訪問調査   徐寧教  2011.1.10 
 現代自動車牙山工場訪問調査   塩地洋、徐寧教他 3 名   2011.4.1 
 現代自動車本社  
中国戦略担当インタビュー調査  
 塩地洋、徐寧教他 3 名    2010.10.20  
 トヨタ自動車高岡工場訪問、 
生産管理部インタビュー  
 藤本隆宏、新宅純二郎、徐寧教
他 15 名  
 2011.7.10  
 北京現代生産管理部インタビュー   徐寧教   2011.8.6  
 天津一汽豊田(TFTM)工場訪問、 
人事部インタビュー  
 徐寧教、李澤健   2011.8.8  
 トルコ現代自動車, 
工場長/生産管理部インタビュー  
 新宅純二郎、徐寧教他 3 名   2011.8.25  
 生産調査室インタビュー   徐寧教、氷熊大輝   2011.11.3  
 トヨタ自動車 GPC インタビュー   徐寧教   2011.11.15  
 インドトヨタ自動車(TKM)工場訪
問、生産管理部インタビュー調査   
 新宅純二郎、徐寧教他 4 名   2012.1.9  
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